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1、条例改正の概要

①改正理由

「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正す

る省令(令和3年1月25日厚生労働省令第9号)」が公布されたことに伴い、次に

記載のアからスまでの基準条例について、見直しを行う必要があるため。

なお、基準条例を定めるにあたっては、省令で定める基準に従い、省令で定める

基準を標準として、又は省令で定める基準を参酌して定めるものとされている。

②改正方針

「従うべき基準」については、省令の基準に従い、「標準の基準」にっいては、省

令の基準のとおりとし、「、参酌すべき基準」については、本市においても必要な内容

であるため、省令の基準の改正内容のとおり改正する。

③改正する条例

ア長崎市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例(平成25年長崎市条例第10号。以下「居宅基準」という。)

イ長崎市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営.に関する基準等を定める条

例(平成25年長崎市条例第44号。以下「居宅介護支援基準」という。)

ウ長崎市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定

める条例(平成25年長崎市条例第11号。以下「地域密着型基準」という。)

工長崎市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防

サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定め

る条例(平成25年長崎市条例第12号。以下「介護予防基準」という。)

オ長崎市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定・める条伊K平成

26年長崎市条例第48号。以下「介護予防支援基準」という。)

力長崎市指定地域密着型介護予防サ「ビスの事業の人員、'設備及び運営並びに指

定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準等を定める条例(平成25年長崎市条例第13号。以下「地域密着

型介護予防基準」という。)

キ長崎市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例(平成24年

長崎市条例第45号。以下丁養護基準」という。)

ク長崎市指定介護老人福祉施設の人員、設備及ぴ運営に関する基準等を定める条

例(平成24年長崎市条例第48号。以下「老人福祉施設基準」という。)

ケ長崎市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定め

る条例(平成24年長崎市条例第49号。以下「老健基準」という。)

コ長崎市指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条

例(平成24年長崎市条例第50号。以下「介護療養型基準」という。)

サ長崎市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例(平成2



4年長崎市条例第46号。以下「特養基準」という。)

シ長崎市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例(平成24年長

崎市条例第47号。以下「軽費基準」という。)

ス長崎市介護医療院の人員、施設及び設備並ぴに運営に関する基準を定める条例

(平成30年長崎市条例第1号。以下「医療院基準」という。)

④

ア

主な改正内容

全サービス共通

居宅基準

第33条第3項等

第85条等

【感染症対策の強イロ

感染症の発生及びまん延等に関する取組の徹底を求め

る観点から、以下の取組を義務づける。

ア施設系サービスについて

現行の委員会の開催、指針の整備、研修の実施に加え、

訓練(シミュレーション)の実施

イその他のサービスについて

委員会の開催、指針の整備、研修の実施及び訓練(シ

ミュレーション)の実施

(3年の経過措置期聞を設ける。)

改正内容

2 【業務継続に向けた取組の強化】

感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護

サービスが継続的に提供できる体制を構築する観点か

ら、業務継続に向けた計画等の策定、研修の実施及び訓練

(シミュレーション)の実施等を義務づける。(3年の経

過措置期間を設、ける。)

゛

゛

3 【ハラスメント対策の強化】

適切なハラスメント対策を強化する観点から、男女雇

用機会均等法等におけるハラスメント対策に関する事業

者の責務を踏まえつつ、.ハラスメント防止のための必要

な措置を講じなけれぱならないこととする。

老人福祉施設基準

第胎条第2項等

居宅基準

第33条第3項等

該当条文

4 【会議や多職種連携におけるICTの活用】

運営基準において実施が求められる各種会議等(利用

者の居宅を訪問しての実施が求められるものを除く)に

ついて、感染防止や多職種連携の促進の観点から、以下の

見直しを行う。

ア利用者等が参加せず、、医療・介護の関係者のみで実

施するものについて、テレビ電話等を活用しての実施

を認める。

イ利用者等が参加して実施するものについて、上記に

加えて、利用者等の同意を得た上で、テレビ電話等を

居宅基準

第32条の2等

2

居宅基準

第32条第4項等
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5 【記録の保存等に係る見直し】

事業者の業務負担軽減を図る観点から、事業者におけ

る諸記録の作成・保存等にっいて、原則として、電磁的

記録により行うこと.を認めることとし、その範囲を明確

化する。

活用しての実施を認める。

【利用者への説明・同意等に係る見直し】

利用者の利便性向上や事業者の業務負担軽減を図る観

点か.ら、ケアプランや重要事項説明害等における利用者

等への交付,説明・同意等のうち、書面で行うものにっい

て、'原則として、電磁的方法によることを認めることとす

る。

【運営規程等の掲示に係る見直し】

利用.者の利便性向上や事業者の業務負担軽減を図る観

点から、運営規程等の重要事項について、事業所の掲示だ

けでなく、閲覧可能な形でファイル等で備え置くこと等

を可能とする。(養護・特養を除く6')

8 【高齢者虐待防,止の推進】
ノ

利用者の人権の擁護及び虐待の防止等の観点から、虐

待の発生又はその再発を防止するための委員会の開催、

指針の整備、研修の定期的な実施及び担当者を置くこと

を義務づける。'(3年の経過措置期間を設ける。)

居宅基準

第2刀条第1項等

9 【CHASE・ⅥSIT情報の収集・活用とPDCAサイクルの推進】

介護関連データの収集・'活用及びPDOAサイクルによる

科学的介護を推進していく観点から、CHASE(※.1)やVlsn

(※2)を活用した計画の作成や事業所単位でのPDCAサイ

クルの推進によるケアの質の向上の取組を推奨する。居

宅介護支援については、各利用者のデータ及びフイード

バック情報のケアマネジメントへの活用を推奨する。

(養護・特養・軽費を除く。)

居宅基準

第2刀条第2項等

※I CHASE ・

※2 VISIT ・

居宅基準

第34条第2項等

イ訪問介護・訪問看護,訪問りハビリ・介護予防訪問看護・介護予防訪問りハビ
リ

・介護サービス利用者の状態・ケアの内容等のデータベース

・訪問,通所りハビリテーション事業所からりハビリテーション計画書等の

情報を厚生労働省で収集し、フィードバックが受けられる仕組み

居宅基準

第40条の2等

【サ高住等における適正なサービス提供の確保】

事業所と同一の建物に居住する利用者に対してサービ

ス提供を行う場合には、当該建物に居住する利用者以外

居宅基準

第3条第4項

居宅介護支援基準

第4条第6項

改正内容

3

居宅基準

第39条第3項

該当条文



の者に対してもサービス提供を行うよう努めることとす

る。

ウ夜間対応型訪問介護

【オペレーターの配置基準等の緩和】

地域の実情に応じて、既存の地域資源・地域の人材を活

用しながら、サ」ビスの実施を可能とする観点から、利用

者の処遇に支障がない場合は、以下について可能とする。

ア'オペレーター」

i.併設施設等の職員と兼務すること。

ii 随時訪問サービスを行う訪問介護員等と兼務するこ

と。

イ.他の訪問介護事業所又は定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業所に、事業を「一部委託」すること。

ウ複数の事業所間で、随時対応サヤビス(通報の受付)

を「集約化」すること6

改正内容

2 【サ高住等における適正なサービス提供の確保】

事業所と同一の建物に居住する利用者に対してサービ

ス提供を行う場合にはイ当該建物に居.住する利用者以外

の者に対してもサ[ピス提供を行うよう努めるこ・ととす

る。

゛

工 訪問入浴介護・介護予防訪.問入浴介護

地域密着型基準

第48条第4項

同条第6項

第57条第2項

同条第3項

該当条文

,

n忍知症介護基礎研修の受講の義務づけ】

認知症についての理解の下、本人主体の介護を行い、認

知症の人の尊厳の保障を実現していく観点から、介護に関

わる全ての者の認知症対応力を向上させていくため、事業

者に、介護に直接携わる職員のうち、医療・福祉関係の資

格を有さない者について、認知症介護基礎研修を受講させ

るために必要な措置を講じることを義務づける'(3年の

経過措置期間を設ける。)

4

居宅基準

第39条第3項

(準用)

改正内容

2 【サ高住等における適正なサヤ・ビス提供の確保】

事業所と同一の建物に居住する利用者に対してサービ

ス提供を行う場合には、当該建物に居住する利用者以外の

者に対してもサービス提供を行うよう努めることとする。

地域密着型基準

第舶条第3項

居宅基準

第 57 条の 2 第 3

項

該当条文



オ居宅療養管理指導・.介護予防居宅療養管理指導

【多職種連携の推進】

多職種間での情穀共有促進の観点から、薬剤師が居宅療

養管理指導を行う場合の居宅介護支援事業者等への情報
提供について、明確化する。

2 【サ高住等における.適正なサービス提供の確保】

事業所と同一の建物に居住する利用者に対してサービ

ス提供を行う場合には、当該建物に居住する利用者以外の

者に対.してもサービス提供を行うよう努めることとする。

改正内容

力通所介護

5

【認知症介護基礎研修の受講の義務づけ】

認知症についての理解の下、.本人主体の介護を行い、認

知症の人の尊厳の保障を実現し・ていく観点から、介護に関

わる全ての者の認知症対応力を向上させていくため、事業
イ

者に、介護に直接携わる職員のうち、'医療・.・福祉関係の資

格を有さない者にっいて、認知症介護基礎研修を受講させ

るために必要な措置を講じることを義務づける。・(3年の

経過措置期間を設ける。)

地域密着型基準

第60条の13第3

項

改正内容

居宅基準

第95条第2項

該当条文

2 【災害への地域と連携した対応の強化】

災害への対応においては、地域との連携が不可欠である

ことを踏まえ、避難等訓練の実施に当たって、地域住民の
参加が得られるよう連携に努めなけれぱならないことと

する6

居宅基準

第39条第3項

(準用)

3 【サ高住等における適正なサービス提供の確保】

事業所と.同一の建物に居住する利用者に対してサービ

ス提供を行う場合には、当該建物に居住する利用者以外の

者に対してもサービス提供を行うよう努めることとする。

該当条文

キ地域密着型通所介護

居宅基準

第 108条第3項

該当条文

露忍知症介護基礎研修の受講の義務づけ】

認知症についての理解の下、本人主体の介護を行い、認

知症の人の尊厳の保障を実現していく観点から、介護に関

わる全ての者の認知症対応力を向上・させていくため、事業

者に、介護に直接携わる職員のうち、医療・福祉関係の資

格を有さない者について、認知症介護基礎研修を受講させ

るために必要な措置を講じることを義務づける。(3年の

居宅基準

第 110条第2項

改正内容

居宅基準

第 111 条の 2 第

3項



経過措置期間を設ける。)

2 【災害への地域と連携した対応の強化】

災害への対応においては、地域との連携が不可欠である

ことを踏まえ、避難等訓練の実施に当たって、'地域住民の

参加が得られるよう連携に努めなけれぱならないことと

する。

ク認知症対応型通所介護・介護予防認知症対応型通所介護

【管理者の配置基準の緩和】

共用型認知症対応型通所介護における管理者の配置基

準について、人材の有効活用を図る観点から、事業所の管

理上支障がない場合は、本体施設又は本体事業所の職務と

あわせて、共用型認知症対応型通所介護事業所の他の職務

に従事することを可能とする。

2 n忍知症介護基礎研修の受講の義務づけ】

認知症についての理解の下、本人主体の介護を行い、認

知症の人の尊厳の保障を実現していく観点から、介護に関

わる全ての者の認知症対応力を向上させていくため、事業

者に、介護に直接携わる職員のうち、医療・福祉関係の資

格を有さない者について、認知症介護基礎研修を受講させ

るために必要な措置を講じることを義務づける。(3年の

経過措置期間を設ける。)

改正内容

居宅基準

地域密着型基準

第 60条の 15 第

2項

3 【災害への地域と連携した対応の強化】

災害への対応においては、地域との連携が不可欠である

ことを踏まえ、避難等訓練の実施に当たって、地域住民の

参加が得られるよう連携に努めなけれぱならないことと

する。

地域密着型基準

第 67条

該当条文

ケ通所りハビリ・介護予防通所.りハビリ

【認知症介護基礎研修の受講の義務づけ】

認知症についての理解の下、本人主体の介護を行い、認

知症の人の尊厳の保障を実現していく観点から、介護に関

わる全ての者の認知症対応力を向上させて・いくため、事業

者に、介護に直接携わる職員のうち、医療・福祉関係の資

格を有さない者について、認知症介護基礎研修を受講させ

るために必要な措置を講じることを義務づける。(3年の

経過措置期間を設ける。)

地域密着型基準

第 60条の 13 第

3項(準用)

改正内容

2 【災害への地域と連携した対応の強化】

地域密着型基準

第 60条の 15 第

2項(準用)

居宅基準

第 108条第3項

(準用)等

該当条文

6



、

災害への対応においては、地域との連携が不可欠である

ことを踏まえ、避難等訓練の実施に当たづて、地域住民の

参加が得られるよう連携に努めなけれぱなら・ないことと

する。

3 【サ高住等.における適正なサービス提供の確保】

事業所と同一の建物に居住する利用者に対してサービ

ス提供を行う場合には、当該建物に居住する利用者以外の

者に対、してもサービス提供を行うよう努めることとする。

ユ 短期入所生活介護・介,護予防短期入所生活介護

【看護職員の配置基準の見直し】

看護職員を配置しなかった場合であっても、利用者の状,

態像に応じて必要がある場合には、看護職員を病院、診療

所又は訪問看護ステーション等との密接かつ適切な連携

により確保することを求めることとする。

2 【個室ユニツト型施設の設備・勤務体制の見直し】

個室ユニット型施設について、ケアの質を維持しつつ、

人材確保や職員定着を目指し、ユニットケアを推進する観

点から、以下の見直しを行う。

ア 1ユニッ"ト.の定員を、夜問及び深夜を含めた介護・

看護職員の配置の実態を勘案して職員を配置するよ

う努めることを求めつつ、現行の「おおむね10人以下」

から「原則としておおむね10人以下とし、15人を超え

な.いもの」.とする。

イ'ユニット型個室的多床室について、'感染症やプライ

バシーに配慮し、個室化を進める観点から、新たに設

置することを認めない。

改正内容

第 110条第2項

(準用)等

居宅基準

第39条第3項

(準用)等

3 【認知症介護基礎研修の受講の義務づけ】

認知症についての理解の下、本人主体の介護を行い、認

知症の人・の尊厳の保障を実現していく観点から、介護に関

わる全ての者の認知症対応力を向上さ.せていくため'事業

者に、介護に直接携わる職員のうち、医療・.福祉関係の資

格を有さない者について、認知症介護基礎研修を受講させ

るために必要な措置を講じることを義務づけるb(3年の

経過措置期間を設ける。)

居宅基準

第 148 条第 6項

等

該当条文

居宅基準

第 171 条第 6項

4 【災害への地域と連携した対応の強化】

災害への対応においては、地域との連携が不可欠である

ことを踏まえ、避難等訓練の実施に当たって、地域住民の

参加が得られるよう連携に努めなけれぱならないことと

居宅基準

第 108条第3項

(準用)等

居宅基準

第110条第2項

(準用)等



サ小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護

する。

【人員配置基準の見直し】

広域型特別養護老人ホーム又は介護老,人保健施設と小

規模多機能型居宅介護事業所を併設する場合において、入

所者の処遇や事業所の管理上支障がない場合、管理者・介

護職員の兼務を可能とする。

2 【過疎地域等におけるサービス提供の確保】

過疎地域等において、地域の実情により事業所の効率的

運営に必要であると本市が認めた場合に、一定の期間、登

録定員及び利用定員を超えてサービス提供することを可

能とする。

改正内容

3 【認知症介護基礎研修の受講の義務づけ】

認知症についての理解の下、本人主体の介護を行い、'認

知症の人の尊厳の保障を実現していく観点から、介護に関

わる全ての者の認知症対応力を向上させていくため、事業

者に、介護に直接携わる職員のうち、医療・;動止関係の資

格を有さな.い者について、認知症介護基礎研修を受講させ

る.ために必要な措置を講じることを義務づける。(3年の

経過措置期間を設ける。)

地域密着型基準

,第83条第6項

等

該当条文

地域密着型基準

第60条の 13

(準用)等

看護小規模多機能型居宅介護

【過疎地域等におけるサーピス提供の確保】

過疎地域等において、地域の実情により事業所の効率的

運営に必要であると本市が認めた場合に、一定の期間、登

録定員及び利用定員を超えてサービス提供することを可

能とする。

地域密着型基準

第 102条第2項

等

8

2 琵忍知症介護基礎研修の受講の義務づけ】

認知症についての理解の下、本人主体の介護を行い、'認

知症の人の尊厳の保障を実現していく観点から、介護に関

わる全ての者の認知症対応力を向上させていくため、事業

者に、介護に直接携わる職員のうち、、医療・福祉関係の資

格を有さない者について、認知症介護基礎研修を受講させ

るために必要な措置を講じることを義務づける。(3年の

経過措置期間を設、ける。)

改正内容

地域密着型基準

第 60 条の'13

(準用)等

地域密着型基準

第 102条第2項

(準用)

該当条文

、
ソ



ス福祉用具貸与・特定福祉用具販売・介護予防福祉用具貸与・特定介護予防福祉
用具販売

【サ高住等における適正なサービス提供の確保】

事業所と同一の建物に居住する利用者に対してサービ

ス提供を行う場合には、当該建物に居住する利用者以外

の者に対してもサービス提供を行うよう努めることとす

る。

セ居宅介護支援

改正内容

【質の高いケアマネジメ・ントの推進】

ケアマネジメントの公正中立性の確保を図る観点から、

事業者に、以下について、利用者に説明を行うことを新た

に求める。

・前6か月間に作成したケアプランにおける訪問介護、

通所介護、'地域密着型通・所介護及び福祉用具貸与の各サ

ービスの割合

・前6か月間に・作成したケアプランにおける訪問介護、

通所介護、地域密着型通所介護及び福祉用具貸与の各サ

ービスごとの、同7事業者によって提供されたものの割

居宅基準

第 233条第4項

等

該当条文

改正内容

居宅基準

第39条第3項

(準用)等

該当条文

2 【生活援助の訪問回数の多い利用者等への対応】

より利用者の意向や状態像に合,つた訪問介護の提供に

つなげるこ・とのできるケアプランの作成に資するよう、区

分支給限度基準額の利用割合が高く、.,.かつ、訪問介護が利

用サービスの大部分を占める等のケアプランを作成する

居宅介護支援事業所について、市町村に訪問介護が必要な

理由等を記載したケアプラ.ンを届け出ることとする。

(令和3年1 0月1日施行)

該当条文

居宅介護支援基

準

第7条第2項

ソ特定施設入居者生活介護・地域密着型特定施設入居者生活介護・介護予防特定

施設入居者生活介護

臨忍知症介護基礎研修の受講の義務づけ】

認知症についての理解の下、本人主体の介護を行い、認

知症の人の尊厳の保障を実現していく観点から、介護に

関わる全ての者の認知症対応力を向上させていくため、

事業者に、介護に直接携わる職員のうち、医療・福祉関係

の資格を有さない者について、認知症介護基礎研修を受

居宅介護支援基

準

第16条

改正内容

9

合



講させるために必要な措置を講じることを義務づける。

(3年の経過措置期間を設ける。)

2 【災害への地域と連携した対応の強化】

災害への対応においては、地域との連.携が不可欠であ

ることを踏まえ、避難等訓練の実施に当たって、地域住民

の参加が得られるよう連携に努めなけれぱならないこと

とする。

タ認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護

【ユニット数の弾力化】

経営の安定・性の観点から、ユニット数について、「原則

1又は2、地域の実情により事業所の効率的運営に必要

と認められる場合は3」としているものを「3以下」とす

る。

2 【夜勤職員体制.の見直し】

1ユニットごと・に夜勤1人以上の配置とされている夜

間及び深夜の時間帯の職員体制について、人材の有効活

用を図る観点から、3ユニットの場合であって、各ユニッ

トが同一階に隣接しており、職員が円滑に利用者の状況

把握を行い、速やかな対応が可能な構造で、安全対策(マ

ニュアルの策定、訓練の実施)が講じられていることを要

件に、例外的に事業所ごとに夜勤2人以上の配置とする

ことができるようにする。

改正内容

居宅基準

第11Q条第2項

(準用)等

,

3 【計画作成担当者の配置基準の緩和】

人材の有効活用を図る観点から、介護支援専門員であ

る計画作成担当者の配・置について、'ユニットごとに1名

以上の配置から、事業所ごとに1名以上の配置に緩和す

る。

地域密着型基準

第 114 条第'1 項

等

該当条文

4 【サテライト型事業所の基準の創設】

複数事業所で人材を有効活用しながら、より利用者に

身近な地域でサービス提供が可能となるようにする観点

から、サテライト型事業所(本体事業所から支援を受けて

密接な連携の下に運営される事業所)の基準を創設する。

ア本体事.業所の管理者をサテライト型事業所の管理

者に充てることができる。

イ介護支援専門員でない者を計画作成担当者とする

ことができる。

地域密着型基準

第 111 条第 1 項

等

5 【外部評価に係る運営推進会議の活用】

業務効率化の観点から、既存の外部評価(外部評価機関

地域密着型基準

第 111 条第5項

等

地域密着型基準

第 111 条第9 項

等

10

地域密着型基準

第118条第9項



゛

によるサービスの評価)は維持した上で、自らその提供す

るサービスの質の評価(自己評価)'を行.い、公正・中立

な立場にある第三者が出席する運営推進会議に報告し、

評価.を受けた上で公表する仕組みを制度的に位置付け、

当該運営推進会議と既存の外部評価による評価のいずれ

かから「第三者による外部評価」を受けることとする。

6 【認知症介護基礎研修の受講の義務づけ】

認知症についての理解の下、本人主体の介護を行い、認

知症の人の尊厳の保障を実現していく観点から、介護に

関わる全ての者の認知症対応力を向上させていくため、

事業者に、.介護に直接携わる職員のうち、医療'福祉関係

の資格を有さない者について、認知症介護基礎研修を受

講させるために必要な措置を講じることを義務づける。

(3年の経過措置期間を設ける。)

チ地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

【人員配置基準の見直し】

人材確保や職員定着の観点から、'職員の勤務シフトを組

みやす.くするなどの_取組を推進するとともに、'入所者の処

遇や職員の負担に十分留意しつつ、以下の見直しを行う6

ア地域密着型特別養護老人ホーム(サテライト型を.除

<・)において、他の社会福祉施設等'との連携を図るこ

と仁より当該地域密着型特別養護老人ホームの効果

的な運営を期待することができる場合であって、入所

者の処遇に支障がないときは、栄養士又は管理栄養士

を置かないこ.とを可能とする。

イサテライト型居住施設において、本体施設が特別養

護老人ホーム・地域密着型特別養護老人ホームである

場合に、本体施設の生活相談員により当該サテライト

型居住施設の入居者の処遇が適切に行われると認め'

られるときは、生活相談員を置かないことを可能とす

る。

等

改正内容

地域密着型基準

第 124条第3項

等

ツ.介護医療院

地域密着型基準

第153条第 1項

同条第8項

該当条文

【有床診療所から介護医療院への移行促進】

一般浴槽及ぴ特別浴槽の設置を求める介護医療院の浴

室の施設基準について、介護療養病床を有する診療所から

介護医療院への移行を一層促進する観点から、有床診療所

改正内容

11

医療院基準

附則第8項

該当条文



から移行して介護医療院を開設する場合は、一般浴槽以外

の浴槽の設置は求めないこととする・。"(この取扱い1よ、当

該事業者が施設の新築、増築又は全面的な改築の工事を行

うまでの間の経過措置とする。)

施設系サービス共通

【人員配置基準の見直し】

従来型とユニット型を併設する場合において、入所者の

処遇に支障がない場合、介護職員・看護職員の兼務を可能

とする。(養護・軽費を除く。)

2 【栄養ケア・マネジメントの充実】

栄養ケア・マネジメントを基本サービ,スとして行うことと

し、現行の栄養士に加えて、管理栄養士の配置を位置付け

る(栄養士又は管理栄養士.の配置を求める)とともに、入

所者ごとの栄養管理を計画的に行うことを求める。(3年

の経過措置期間を設ける。)(養護・特養・軽費を除く。)

改正内容

3 【口腔衛生管理の強化】

口腔衛生の管理体制を整備し、入所者ごとの状態に応じ

た口腔衛生の管理を行うことを求める。(3年の経過措置

期間を設ける。)(養護・特養・軽費を除く6)

4

゛

【個室ユニット型施設の設備・・勤務体制の見直し】

個室ユニット型施設について、ケアの質を維持しつつ、

人材確保や職員定着を目指し、ユニットケアを推進する観

点から、以下の見直しを行う。

ア 1ユニット,の定員を、夜間及び深夜を含めた介護,

看護職員の配置の実態を勘案して職員を配置するよ

う努めることを求めつづ、現行の「おおむね10人以下」

から「原則とし.ておおむね10人以下とし、15人を超え

ないもの」とする。

イユニット型個室的多床室について、感染症やプライ

バシーに配慮し、個室化を進める観点から、新たに設

置することを認めない。

(養護・軽費を除く。)

老人福祉施設基準

第5条第4項

等

該当条文

、

老人福祉施設基準

第22条の2

等

5 【りスクマネジメントの強化】

事故発生の防止のための安全対策の担当者を定めるこ

とを義務づける。.(6月の経過措置期間を設ける。)

老人福祉施設基準

第22条の3

等

露忍知症介護基礎研修の受講の義務づけ】

認知症についての理解の下、本人主体の介護を行い、認

知症の人の尊厳の保障を実現していく観点から、介護に関

老人福祉施設基準

第46条第 1項

等

老人福祉施設基準

第30条第3項

等

12

老人福祉施設墓準

第41条第1項

等

テ



゛

'

わる全ての者の認知症対応力を向上させていくため、事業

者に、介護に直接携わる職員のうち、医療・福祉関係の資

格を有さない者について、認知症介護基礎研修を受講させ

るために必要な措置を講じることを義務づける6(3年の

経過措置期間を設ける。)

【災害への地域と連携した対応の強化】

災害への対応においては、地域との連携が不可欠である

こと・を踏まえ、避難等訓練の実施に当たって、・地域住民の

参加が得られるよう連携に努めなけれぱならないことと

する。

⑤施行期日 令和3年4月1日'(一部令和3年1 0月1日)
、

老人福祉施設基準

第32条第2項

等

13



2 新旧対照表

省令の基準の類型

類型

従うべき基準

省令の基準と条例で定める基準の関係

標準

必ず適合しなけれぱならない

参酌すべき基準

通常よるべき.基準としつつ、合理的な

理由がある範囲内で、"・異なる内容を定

め.ることが許容される

0長崎市指定居宅サ」ビス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条伊K平成2
i

欝溺鵬・・'・従うぺき基準5年長崎市条例第10号)

十分に参酌した結果とレてであれぱ、
地域の実情に応じてL 異なる内容を定

めることが許容される

目次

第1早~尻13早

第14章雑則

附則

従業者の資格及び員数

居室の床面積

サーピスの適切な利用及び

安全の確保等仁密接に関連

するもの

条例(現行)

基準の例

(略)

(第2刀条)

(指定居宅サービスの事業の一般原則)

第3条.(略)

2 、(略)

(新設)

゛

認知症対応型共同生活介護

の利用定員

゛

「従・うべき基準」及び「標準」

以外の基準

礁雁到

目次

第1章ヤ第・13章

第14章雑則

附則

14

(運営規程)

第30条指定訪問介護事業者は、指定訪問介護事業

所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要

事項に関する規程(以下この章において「運営規

条例'(改正案)

(略)

(第三盗^)

件旨定居宅サーピスの事業の」般原則)

第3条,,.(略)

2 (略)

指定居宅サービス

撲、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行う

とともに、その従業者に対し、研修を実施する等の

措置

4 指定居宅サ・」ビス事業者は、指定居宅サービスを

提供するに当たっては、法第118 の2第1項に規定

じなけれぱならない

業者は、利用者の人権の擁

する介

し、適切かつ有効に行うよう努めなけれぱならな

い。

(運営規程)

第30条・指定訪問介護事業者は、指定訪問介護事業

所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要

事項に関する規程(以下この章において.「運営規

等関連情報その他必要な情報活用

旦



.

程」という。)を定めなけれぱならない。

Ⅱ)~⑥(略)

俳廂封

⑦(鬮

(勤務体制の確保等)

第32条(略)

2・3 (略)

佳斤設)

条例(現行)

程」という。)を定めなけれぱならない。

a)~⑥(略)

⑦戸待の防止のための措置に関する事項

圖(陶

(勤務体制の確保等)

第32条(略)

(新設)

条例(改正案)

2・3 (略)

4.指定訪占介護事業者は、適切な指定訪問介護の提

供を確保する観点から、職場において行われる性的

な言動又は優越的な関係を背景とした言動であっ

て業務上必かつ相当な B囲を超えたものにより

訪問介妻員等の就業環境が害されることを防止す

るための方針の明確化等の必要な措置を講じなけ

れぱならない。

P(棄務森競哥画珂乗建奪j二.1

(衛生管理等)

第33条(略)

2 (略)

俳斤設)

鮪語条め2-1'指是需問外護事案老i颪感簗碇や非爾災

響あ溌釜吾寧倦需嚇t工知甫署徒苅手る猪楚訪問葬

汾休制で草期詞案霧茸菊菱面7ぢ発珂みiチ画'R以示

1〒業霧纒続評画Tぞ蔀5子打を康楚心t1当誠案"一継

気莞託画禮徒1ぷ必婁五曙置二冨藷毛松iチ況ぼ尋ぢ尋

工1'、;"'1

之'7指楚i万、問子f冒、事葉者ぼ;.'謂'寄价;芽'員響iご対し、、、業

雁及赤飢襍菱廷期朗徒坐寵心五丹五ぼ子'よ弓五い翻

ず'1盲楚・1舒'圷妻車条者ほ翆建期西i三案、'、恕続哥画の

、

寛這ιを行じ丈"必婁i忍応進て築霧羅奮哥画めス重
悪行う葛切芝手る潮

(衛生管理等)

第33条(略)

(略)

指硬藷笥罫電事葉著ほ;1当聶指是磊酉外宅事葉

所信糖〔ゞぞ感築湿示発生心駿1交'iま条克延Uない涙

3信Z1淡皮掲1男る曙置菱藷ご藝仔発ぼな弓'な" L'1

御ご当該指蒐話問罫電重条所徒需符為感藁症め事
及びまん延の防止のだめの対策を1 討す'る委

員会1てデレE雷誥ゞ置宅汾他詞恬報邇信機需ぞ以

示テテレど語誥盲、置等二吾じξ31"工巷浴角じそ行
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条例(現行)

(掲示)

第34条

俳雁到

(略)

、

券鳶君系趣ぎ織高お醤彫谿1研翁浴需む稔冒涓"1
宗画以雲痢確緩る遡遡雪迄遍烹汾需巣仁翁じゞぞJ
秀問芥電貰奪貿閤知徹碇葛面葛迂碆鰯

圃W当誠猪楚話冨介班事葉所逗語既各感梨症め詔

条例(改正案)

(地域との連携等)

第39条(略)

2 (略)

(新設)

ナ;1三 JU、1

珍噂1鷲哉殆建訟冨亨罪環軍案所徒糖0ミ忍緑謂問'罪r
買・奪穩蔚む難感梨征詞叢腸宴逐ま禿証珂朋正お
美奮俄餅惨波獣訓篠菱廷期南徒髪罷,子高ぜ讐靴

友武余ステ症お一五汾テきおお猪軒菱整倫斉高'迅

(掲示)

第34条(略)

2 指定訪問介電事業者は、勺項にま'定ずる事項を記

.

した害面を当該指定訪問介孝事業所に備え付

.

(ま脂窒)

け、かっ、これをいつでも係者に自由に閲覧させ

ることにより、同項の規定,による掲示に代えるこ

とができる。

(地域との連携等)

イ

第39条(略)

2 (略)

3 指定訪問介瞳事業者は、指定訪占介護事業所の所

在する建物と同一の建物に居住する利用者に対し

て指定訪問介孝を提供する場合には、当該建物に

居住する利用者以外の者に対しても指定訪問介護

の提供行うよう努めなけれぱならない

遂^

鐘荘旦条盆L2滞指捷訪占介、事葉著ぽき浩一;、み露至女ぽ
宅あ輯発1"'T儒正管{高テ三濁鷲淡徒鴇浮高精置'議ヤU
赤仔祝ぼ耀男砥ぷ翻

田L当該1盲是訪問介嘆事業所だ語i子臂ークあ暢正
お泥櫛お翁棗暑験箭ず鴻1萎買碆熊子媛欝雷話f

置等'"活甫心毛行ぢぎ言泳1ぎぎ名習め苫請1為1・1ゞ

薩楚期西i響蘭'溝.;高1曾欝璽1穫学?宅お霜栗イ冒捗Cゞ

ぞ工1薪簡外護買、一正僑知当一薦"図為念誓;1

②1翫婆痔望謂簡外電重案所倦糖奇渇信祷み防正

徳}芹雪誤猪彊勗問芥電事葉餅佳語礎そミ,三話問外電

芦奪蔦苅U二虐「あ鯖正坊発濁お研荏ヤ荒期南
鵜美盈子為ゼ.を.誕

16

迅



.、

卑

(運営規程)

第57条指定訪問入浴介護事業者は、指定訪問入浴

介護事業所ごとに、,次に掲げる事業の運営につぃ

ての重要事項に関す・る規程(以下との章において

「運営規程」という。)を定めなけれぱならない。

a)~⑦(略)

偶廂受)

⑧(略)

条例(現行)

俳雁劣

囲三,而"喜iご櫓原る清置暑,邇珂§美語ず葛だ珂み
痕当者を置て、ごぞ;'"1

(運営規程)

第57条'指定訪問入浴介護事業者は、指定訪問入浴

介護事業所ごとに、次に掲げる事業の運営にっい

ての重要事項に関する規程(以下この章において

「運営規程」という。)を定めなけれぱならない。

a)~⑦(略)

条例(改正案)

第 9 条から第 20条まで、第 22 条、第 27

虐待の防止のための措置にする事項

(略)

(勤劣本制の確呆等)

第亙Z金の2 指定訪問入浴介護事業者は、羽岡者に

リ

対し適切な指定訪占入浴介撞を提供できるよう

、

指定訪問入浴介護事業所ごとに

業者の勤務の体制を定めておかなけれぱならな
い

指定訪問入浴介護事業者は、指定訪問入浴介撲

事業所ごとに、当該指定訪問入浴介穫事業所の訪

ヨ入浴介護従業者によって指定訪占入浴介電を提,

供・しなけれぱならない。

指定訪問入浴介護事業者は、訪問入浴介電従業

者の資質の向上のために、.その研修の会を確保

しなけれぱならない。その際、当該指定訪問入浴介

方問入浴介淺

(準用)

第 59 条

事業者は、全ての訪問入浴介撞従業者(看き師

准看穫師、介撲福祉士、介穫支援専門員、法第8条

第2項に規定する政厶で定める者等の資格を有す

第 9 条から第 20条まで、第 22条、第 27

る者その他これに類する者を除く。)に対し、認知

症介きに係る基礎的な研修を受講させるために必

要な措置を講じなけれぱならない。

指定訪問入浴介妻事業者は、適切な指定訪問入

浴介護の提供を確保する観点から、職場において

行われる性的な言動又は優越的な関係を背景と.し

、.

た言動であって業務上必要かつ相当な範囲超え

たものにより訪問入浴介電従業者の就業環境が害

されることを防止するための方針の明確化等の必

要な措置を講じなけれぱならない。

(準用)

第 59 条

2
-

3
-

4
-

剖
剖



条及び第32条から第41条までの規定は、指定訪

問入浴介護の事業について準用する。この場合に

おいて、これらの規定中「訪問介護員等」とあるの

は「訪問入浴介護従業者」と.、第9条第 1項中.「第

30条!とあるのは「第57条」とイ第33 条第2項

中「設備及び備品等」とあるのは「指定訪問入浴介

護に用いる浴槽その他の設備及び備品等」,とする。

条例(現行)

(準用)

第63条第9条から第 15条まで、第 17条から第 20

条まで、第 22条、第 27条イ第 32条から第 36 条

まで、第 37 条、第 38 条(第 5 項及び第 6 項を除

く。);第 39 条から第'41 条ま.で、第 42 条の 2 及

び第.48条並びに前節(第52条第 1項及び第59 条

を除く。)の規定は、基準該当訪間入浴介護の事業

につぃて準用する。この場合において、これらの規

定中「訪問介護員等」'とあるのは曙方問入浴介護従

業者」と'、第9 条第 1項,中1.第30条」とあるのは

「第 57 条」と、第 20条第 1 項中.「及ぴ内容、当

該指定訪問介護について法第41条第6項.の規定に

より利用者に代わつて支払を受ける居宅介護サー

ビス費の額」とあるのは「、内容」と,、第22条中

「法定代理受領サービスに該当しない指定訪問介

護」とあるのは「基準該当訪問入浴介護」と、第33

条第2項中「設備及び備品等」とあるのは「基準

該当訪問入浴介護仁用い,る浴槽その他の設備及び

備品等」・と、第52条第2項中「法定代理受領サー
1 "

ビスに該当しない指定訪問入浴介護」とあるのは

「基準該当訪問入浴介護」と、同条第3項中「前2

項」とあるのは「前項」とする

条及び第32条の2から第41条までの規定は、

指定訪問入浴介護の事業について準用する。こ

の場合において、これらの規定中「訪問介護員

等」とあるのは信方問入浴介護従業者」と、第9

条第 1 項中「第 30条」とあるのば「第 57 条」

と、第33条第2項中「設備及び備品等」と.ある

のは「指定訪問入浴介護に用いる浴槽その他の

設備及ぴ備品等」とする。

⑧

条例(改正案)

(準用)

第船条第9条から第巧条まで、第17条から第20

条まで、第22条、第27 条、第32条の2から第36

.

条まで、第37条、第能条(第5項及び第6項を除

<。)、第 39 条から第 41'条まで、第'42 条の 2・及

び第朝条並びに前節.(第52条第1項及び第59条

を除く。)の規定は'基準該当訪問入浴介護の事業

に'つぃて準用する。'この.場合において、.これらの規

定中「訪問介護員等」とあるのは「訪問入浴.介護従

業者」と、、第 9条第・1 項中'「第,30条」とあるのは

「第 57 条」と、第 20条第 1 項中「及び内容、,当

該指定訪問介護にっいて法第41条第6項の規定に

よ'り利用者に代わって支払を受ける居宅介護サー

ビス費の額」とあるのは「、'内容」と、第22条中

「法定代理受領サービスに該当しない指定訪問介

護」とあるのは「基準該当訪問入浴介護」と、第・33

条第 2 項中「設備及び備品等」とあるのは「基準

該当訪問入浴介護に用いる浴槽その他の設備及び

備品等」'と.、第罷条第2項中「法定代理受領サフ

ビスに_該当しない指定訪問入浴介護」.とあるのは

「基準該当訪問入浴介護」と、同条第3項中「前2

項」どあるのは「前項」とする。

゛

(運営規程)

第77条指定訪問看護事業者は、指定訪問看護事業

所ごと{こ、次に掲げる事業の運営についての重要

事項に関する規程(以下この章において「運営規

程」という。)を定めなけれぱならない。

Π)~⑥(略)

(新設)

⑦(略)

18

(運営規程)

第刀条"指定訪問看護事業者は、指定訪問看護事業

所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要

事項に関する規程(以下この章において「運営規

程」という。)を定めなけれぱならない。

a)~⑥(略)

⑦虐待の防止のための措置に関する事項

(略)



.

(指定訪問りハビリテーションの具体的取扱方針)

第部条理学療法士等の行う指定訪問りハビリテー

ションの方針は、次に掲げるところによるものと

する。

m~④(略)

侮)指定訪問りハビ、りテーション事業者は'りハ

ビリテーション会議(次条第1項に規定する訪問

リハピリテーシヨン計画又は第 141 条第 1項に

規定する通所りハビリテーション計画の作成の

ために、利用者及びその家族の参加を基本とし

つつ、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚

士、介護支援専門員、.居宅サービス計画の原案に

位置付けた指定居宅サーピス等の担当者その他

の関係者(以下「構成員」という。)により構成さ

れる会議をいう。以下同じ。')の開催によ.り、リ

ハピリテーションに関する専門的な見地から利

用者の状況等に関する情報を構成員と共有する

よう努め、,利用者に対し、適切なサービスを提供

するものとする。

条例(現行)

(略)

(指定訪問リ.ハビリテーションの具体的取扱方針)

第85条理学療法士等の行う指定訪問りハビリテー

ションの方針は、次に掲げるところによるものと

する。

Π)~④(略)

⑤指定訪問りハビリテーション事業者は、りハ

ビリテーション会議(次条第1項に規定する訪問

リハビリテーション計画又は第 141条第 1項に

規定する通所りハビリテーション計画の作成の

ために、利用者及びその家族の参加を基本とし

つつ'、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚

士、介護支援専門員、居宅サービス計画の原案に

位置付けた指定居宅サービス等の担当者その他

の関係者(以下「構成員」という。)により構成さ

条例(改正案)

(運営規程)

第87条指定訪問りノ.、ビリテャション事業者は、指

定訪問りハピリテーション事業所ごとに、'次に掲

げる事業の運営についての重要事項に関する規程

(以下この章において"「運営規程」という。)を定め

なけれぱならない。

Π)~⑤(略)

(新設)

⑥(略)

れる会議(テレビ電話N 置等を.活用して行うこ

a)~③

19

とができるものとする。ただし、利用又はその

家族(以下この号.において「利用者

が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等

の活用について当該利用者等の同意を得なけれ

ぱな・らない。)をいう。以下同じ。)の開催によ

(指定居宅療養管理指導の具体的取扱方針)

り、り、ハビリテーションに関する専門的な見地

から利用者の状況等に関する情報を構成員と共

有するよう努め、利用者に対し、適切なサービス

を提供する。

第95 条.(略)

2 薬剤師、歯声卑1生士又は管理栄養士の行う指定居

(略)

宅療養管理指導の方針は、次に掲げるところにょ

る,ものとする。

a)~侶}(略)

(運営規程)

第87条指定訪問りハビ'りテーション事業者は、指

定訪問りハビリテーション事業所ごとに、次に掲

げる事業の運営についての重要事項に関する規程

(以下この章において「運営規程」という。)を定め

なけれぱならない。

a)~⑤(略)

◎虐待の防止のための措置に関する事項

という。)

⑦

(指定居宅療養管理指導の具体的取扱方針)

第鮖条(略)

2'薬剤師の行う指定居宅療養管理指導の方針は、次

に掲げるところによるものとする。



俳雁到

条例(現行)

(楽斤設)

(棄雁窒)

四指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、

r

療養上適切な居宅サーピスが提供されるために

必要があると'認める場合又は居宅介護支援事業

④(略)

俳雁受)

条例(改正案)

者若しくは居宅サービス事業者、ら求めがあっ

た場合は、居宅介護支援事業者又は居宅サービ

ス事業者に対し、居宅サービス計画の作成

サービスの提共等に必要な情報提共又は助言を

イテう。 入_.ー.

回,勺号に規定する居宅介護支援事業者又は居宅

サービス事業者に対する情報提供又は助言につ

いては、原則として、サービス担当会議に参加

.

することにより行わなけれぱならない。

〕、

⑥勺号の場合において、サービス担当者会議へ

の参加によることが困難な場合については、・居

宅介瞳支援事業者又は居宅サービス事業者に対

して;原則として、情報提供又は助言の内容を記

⑦

した文書を交付して行わなけれぱならない

宅

3

(略)

斗衛生士又は管理栄養士の行う指定居宅療養

管理指導の方、は、次に掲げるところによるもの

とする。

皿指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、

(運営,規程)

第g6条指定居宅療養管理指導事業者は、指定居宅

療養管理指導事業所ごとに、次に掲げる事業の運

営にっいての重要事項に関する規程(以下この章

医師又は歯科医師の指示に基づき、.利用者の心

身能の維持回復を図り、居宅における日常生

活の自立に資するよう、妥当適切に行う。

②指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、

懇切丁寧に行うことを旨と.し、利用者又はその

家族に対し、療上必要な事項について、理解し

やすいように指導又は説明

(3),,常に利用者の病状、心身の状・況及びその置か

れている環境の的確な把握に努め、利用者に対

し適切なサービスを提共する

④・それぞれの利用者について、提供した指定居

宅療養管理指導の内容にっいて、速やかに診療

記録を作成するとともに、医師又ぱ歯科医師に

墾告立曇L

イ丁つ

(運営規程)

第96条指定居宅療養管理指導事業者は、指定居宅

療養管理指導事業所ごとに、次に掲げる、事業の運

営につぃての重要事項に関する規程(以下この章

20



.

において「運営規程」'という。)を定めなけれぱな

らない。

a)~⑤(略)
J

俳斤設)

⑥(略)

つて業務上必要かつ相当な範囲を超えたものによ

条例(現行)

(運営規程)

第 107 条指定通所介護事業者は、.指定通所介護事

業所ごとに、.次に掲げる事業の運営につぃての重

要事項に関する規程(以下この章において「運営規

程」という。)を定めなけれぱならない。

a)~⑨(略)

(棄斤設)

⑩(略)

り通所介.電従業者の就業環境が害されることを防

止するための方針の明確化等の必要な措置を講じ

において「運営規程」という。)を定めなけれぱな

らない。

a)~⑤(略)

(勤務体制の確保等)

第108条"(略)

2 、(略)

3 指定通所介護事業者は、通所介護従業者の資質の

向上のために、その研修の機会を確保しなけれぱ

ならない。

なけれぱならない。

条例(改正案)

虐待の止のための措置に関する事項

(運営規程)

第 107 条指定通所介護事業者は、指定通所介護事

業所ごとに、次に掲げる事業の運営にっいての重
要事項に関する規程(以下二の章において「運営規

程」という。)を定めなけれぱならない。

a}~⑨(略) J

(略)

(非常災害対策)

第・110条(略)

2 指定通所介護事業者は、前項に規定する訓練の実

、

施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連

携に努めなけれぱならない。

俳雁劣

虐'、の防止のための措置に関する事項

(勤務体制の確保等)

第108条(略)

2・(略)

3 指定通所介護事業者は、通所介護従業者の資質の

向上のために、その研修の機会を確保しなけれぱ

(略)

、

ならない。その手、当該指定通所介垤事.業者は、全

(非常災害対策)

第110条(略)

佛雁劣

ての通所介護従業者(看電師、准看護師、介穫福祉

士、介電支援専門員;法第8条第2項に規定する政ム

で定める者等の資格を有する者その他これに類す

る者を除く。)に対し・、認知症介穫に係る基礎的な

研修を受講させるために必要な措置を講じなけれ

21

ぱならない。

4 指定通所介妻事業者は、適切な指定通所介電の提

供を確保する観点から、職場において行われる性

的な言動又は優越的な閏係を背景とした言動であ

⑥
7
⑦
一

⑩
⑪



(衛生管理等,)

第 111.条(略)

1讃宅壷尻五謹事鴛置i誠、晋該1盲曇通所介護璽業所
峰おU考腰築症菰発至UI,、、零1蔦ぎ裂讐渡ない冨巨i
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条例(現行)

仁亟凄餐梧置悪講譲葛条3勢あ子'哩罷ぼなぢな
ー.,、、,Y..一声、

.ーー'."酢"JJ

(新設)

(新設)

(衛生管理等)

第 111条(略)

ぞ'讐指藍通証介這璽璽業者娃§淫該獲堤鍾所分護璽葉蛋
媛麗いぜ懲蕪症廼発騨喜装逗購ぎW証簿な島'気

佳雁斐)

条例(改正案)

罪ミ'祥氣ゼ傷i子葛捨置谷藷琶登謡罷ぼ毒発途い談

Π丁'当骸子盲楚通、所ヲト電璽楽薪樫需1汎る懲築差河事

、

(新設)

艀友琴纖克証め務"正勢疹島窃'籍f1冨検討薪浴萎
貧凶Xで業膨慧菌語r置響髭;浩角モ洗行局.途誓示

途ぎ渇篇務怨テ髞浴マ醍悪腎灘亀要§6育倦1週以遼菊

権鬻葛欝皆譜そT二悪ず結巣'ぽ会"゛t蕉邇読葬護徒

.

楽著莅商知徹鳶署1薗裁邑越翻

巨搾当言鄭曾是通子斤罪、璽事葉餅r迂語iヲ・1感戸寔め駁

.

芝慧

t河フ'雪聶指荒通薪罪電事葉餅徒糖脳捲雛邇所芥電

及'逐慧郡莚汾耐正め懲珂お猪斜菱璽備膨葛袈

第9 条から第18条まで、第20条、第 22

徒案署・禮対モP二感藁逢め系靜長悲奮兇莚汾齢正
汾発務、お餅惨波獣勧種漣1楚期菌信実施号高澄1

}選、1",N

(地域との連携等)

第!!!条虫2 指定通所介撞事業者は、その事業の運

営に当たっでは、地域住民又はその自発的・な活動

(事故発生時の対応)

第」』」_^.(略)

等との連携及び協力を行う等の地域との交流に努

めなけれぱならない。

2 指定通所介瞳事業者は、その事業の運営に当たっ

(準用)

第 113 条

提共,した指定通所介護に関する利用からては

の苦情に関して、介・護相談員派遣事業その他の本

市等が実施する事業に協力するよう努めなけれぱ

第9条から第 18条まで、第20条、第22

ならない。

3 指定通所介護事業者は、指定通所介孝事業所の所

在する建物と同一の建物に居住する利用者に対し

て指定通所介妻を提共する場合に1ミ当該建物に

居住する利用者以外の者に対しても指定通所介護

の提供を行うよう努めなけれぱならない。

(事故発生時の対応)

弟 111 条の 3 (略)

(準用)

第,113条



.

゛

条、第27条、第28条、第 34条から第 36条まで、

37 条から第 39

ぴ第.56条の規定は、指定通所介護の事業について準

用する。この場合において、第9条第'1項中「第30

,条」とあるのは「第 107条」と、「訪問介撲員等と

条例(現行)

あるのは「通所介§登業者と、第28条及び 34条

中「訪間介護員等」とあるのは「通所介護従業者」と

する。

まで、'第 41 条、第 42条の 2及

(準用)

第 115条第 9条第 1_項、第 10条から第 18条まで、

第20条、_第22条、第,27条、第28条、第34条か

ら第 36 条まで、第 37 条、'第能条、第』旦'条第」

項、第41 条、第42条の 2、第56条、第99 条、第

101条及び第102条第4項並びに前節(第105条第

1号、.第3号及び第4号並びに第 113条を除く。)

の規定は、共生型通所介護の事業について準用す

る。・この場合において、第9条第 1項中.「第、30条

に規定する運営規程」とあるのは「運営規程(第107

条に規定する運営規程をいう。,第34条において同

条、第27 条、第28条、第」2^2L第 34条から

の 2第.1 号

第36条まで、第37

41条、第42条の2及び第56条の規定は、指定通

所介護の事業について準用する。この場合におい

て、第 9条第1項中「第30条」とあるのは「第 107

条例(改正案)

条」と、同項、'第28

34条第 1 項並びに第40条の 2

じ。)」と、「訪問介護員等」とあるのは「共生型通

所介護の提供に当たる従業者(以下「共生型通所介

護従業者」という。)」と、第28条盈1ε第旦4金中

「訪問介護員等」とあるのは「共生型通所介護従業

者」と、'第 102 条第 4項中「前項ただし書の場合

(指定通所介護事業者が第1項に掲げる設備を利用

し、'夜間及び深夜に指定通所介護以外のサービス

を提供する場合に限る。)1とあるのは「共生型通

所介護事業者が共生型通所介護事業所の設備を利

用し、夜間及び深夜に共生型通所介護以外のサー

中「訪問介護員等」と"あるのは「通所介護従業者」

とする。

38 条、第 4Q条の 2、'第

(準用)

第 115条'第 9条第,1.項、.第 10 条から第 18 条まで、

第20条、第22条、第27条、・第28条、^

2、第34条から第36条まで、第 37条、'第38条、

棄32条の2

所介護従業者」とあるのは「共生型通所介護従業

者」と、第 112条第 2項第2号申「次条において

準用する第20条第2項」とあるのは.「第20条第

2項」と、同項第3号中「次条1こおいて準用する第

27 条」とあるのは「第 27 条」.と、同項第 4 号中

第40条の之第41条、第42条の2、第 56条、第

1 号及びん』3、号

99条、第101条及び第 102条第4項並びに前節(第

105条第1号、第3号及び第4号と箟LU」」条^

2項及ぴ第3項並びに第113条を除く。)の規定は、

2項

ビスを提供する場合」と、第 105条第 2号、第 106

条第5項及び一108条第3項中「通所介護従業者」

共生型通所介護の事業について準用する。二の場

合において,、第9条第1項中「第30条に規定する

運営規程」とあるのは「運営規程(第107条に規定

する運営規程をいう。第」4_玉^!1^おいて同

じ。りと、「訪問介護員等」とあるのは「共生型通

所介護の提供.に当たる従業者(以下「共生型通所介

護従業者」という。).」と、第 28条._篁3旦金忽塗

とあるのは「共生型通所介護従業者」,と、第 112条

第2項第2号中「次条において準用する第20条第

2項」とあるのは「第20条第 2項」と、同項第3

号中「次条において準用する第27条」とあるのは

「第27条」と、同項第4号中「次条において準用

する第38条第2項」とあるのは「第.38条第・2 項」

とする。

第2項

墨1ε第'1墨中「訪問介護員等」とあるのば「共生

型通所介護従業者」と、第 102、条第 4項中「前項

ただじ書の場合(指定通所介護事業者が第1項に掲

げる設備を利用し、夜間及び深夜に指定通所介護

以外のサービスを提供する場合に限る。)J とある

のは「共生型通所介護事業者が共生型通所介護事

業所の殷備を利用し、夜間及び深夜に共生型通所

34条一 1 項並ぴに第40

23

介護以外のサフビスを提供ずる場合」と、第105条

第 2号、第 106条第5項、第108条一 3 項及び第

4項並びに第111条第2項第 1号及・び第3号中「通

第



(準用)

第 135条第9条から第 15条まで、第 17条、第 18

条、第20条、第22 条、第27条、第28条、第 34

条から第36 条まで、第37 条、第38 条(第 5項及

び第 6 項を除く。)、第 39 条、第41条、第42 条

の 2、第 56 条、第 99 条及び第 4節(第 103 条第 1

項及び第・113条を除く。)の規定は、基準該当通所

介護の事業について準用する。この場合において、

第9条第1項中「第30条」とあるのは「第 107条」

と、「訪問介護員等」とあるのは「通所介護従業者」

と、第20条第.1項中「及び内容、当該指定訪問介

護について法第41条第6項の規定により利用者に

代わつて支払を受ける居宅介護サービス費の額」

とあるのは「、内容」と、第22条中「法定代理受

領サービスに該当しない指定訪問介護」とあるの

は.,「基準該当通所介護」と、第 28 条及ぴ第 34 条

条例(現行)

i

「次条において準用する第38条第'2項」とあるの

は「第38条第2項」とする。

(準用) {

第135条.第9条から第巧条まで、第17条、第18

条、第20条、第22条、第 27条、第28条、第32

条の 2、、第34条から第 36条まで、第37条、第38

条例(改正案)

中信方問介護員等」とあるのは「通所介護従業者」

と、第 103条第2項中・「法定代理受領サービスに

該当しない指定通所介護」とある,のは「基準該当通

所介護」と、同条第 3 項中・「前 2項」とあるのは

「前項」とする。

条(第 5.項及び第 6 項を除く。)、第4σ条の 2、第

41 条、第42条の 2、第 56条、第99条及び第4節

(第 103条第 1 項及び第 113 条を除く。)の規定は、

基準該当通所介護の事業について準用する。この

場合において、第9条第 1'項中「第30条」とある

のは「.第 107条」と、「訪問介護員等」とあるのは

「通所介護従業者」・と、・第.20条第 1 項中'・「及び内

容、当該指定訪問介護について法第41条第6項の
1

規定により利用者に代わって支払を受ける居宅介

護サービス費の額」とあるのは「、内容」と、第22

条中「法定代理受領サ」ビスに該当しない指定訪

問介護1とあるのは「基準該当通所介護」と、第28

儀テ生管理等)

第144条(略)

区努1指延麺所Uナ§eUテ"シ1ヨン事業簀ばご当j支璽
1葉所武寛゛.1ξ感築匝裁発生熊閏.逮iぎ琵知,重区弓Q

゛

(運営規程)

第 143,条キ旨定通所りハビリテーション事業者は、

指定通所りハビリテーション事業所ごとに、次に

掲げる事業の運営についての重要事項に関する規

程(以下この章においで「運営規程」という。)を定

めなけれぱならない。

m~⑧

(新設)

但1 (略)

(衛生管理等)

第 144条'(略)

2 指定通所りハビリテーション事業者は、'当該事

業所において感染症が発生し、又はまん延しない

ように必要な措置を講ずるよう努めなけれ,ぱなら 1亀§ルニ淡捲掲iヂる措置暑謠ごな.任裁1澪雰予な郡il

24

,

⑨,虐'、の防止のための措置に関する事項

⑩(略)

条、,第 32

40条の2-1号及び第3号中1訪問介護員等」.と

ある.のばT通所介護従業者」とじ第 103条第2項

中「法定代理受領サービスに該当しない指定通所

介護」とあるのは「基準該当通所介護」と、'.同条第

3項中「前2項」とあるのは.「前項」とする。

の2第2項、第34 第1項並びに第

゛

(運営規程)

第 143 条指定通所りハビリテーション事業者は、

指定通所りハビリテーシヨン事業所ごとに、次に

掲げる事業の運営についての重要事項に関する規

程(以下この章において「運営規程」という。)を定

めなけれぱならない。

a)~⑧(略)



.

、

なし.、b

倖雁斐)

条例(現行)

佳雁劣

俳斤設)

(準用)

第 146 条第 9条から第 14条まで、第 16条から第

18条まで、第20条、第22 条、第27条、第28条、

第34条、第35条、第 37 条から第41 条まで、第

42条の2、第釣条、第 103条及び第 108条から第

110条までの規定は、指定通所りハビリテーション

の事業について準用する。この場合において、これ

らの規定中「訪問介護員等」とあるのは「通所りハ
、

ビリテーション従業者」と.、,・第 9 条第 1 項中「第

30条」とあるのは「第 143条」と、第 14条中「心

身の状況」とあるのは「心身の状況、病歴」と、第

108条第3項中「通所介護従業者」とあるのは「通

所りハビリテーシ国ン従業者」とする。

好為感築症め宗薪及赤湊元証お誘正めだ珂め対

条例(改正案)

、下'、1稜計薪る萎員釜lt宗砂E霜語'、債奪を活角

氾て行う之"遅ゐTで吾る.毛め泛三'するD、ぎお需遍稔

1,6・'河捻・i面以正開催ず葛を二遷、雪i'ご二'毛φ籍果ia

るいそ二邇所liハ途り.テフション徒業者に肩知

撤虞蕃図滞壱ぞ翻

②'甑当該指楚霜所7i)ixeU手,÷:ジゴジー楽所iξお
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Hる感染吐の系友tヌほ元証あ、正め1ためみ冒

哥を整備翫為壱吾誠

登二当該殆是邇所U/Xビリ・,→'シ1点、ジ事築所iミお
黙ぞξ'通所りハビijデーシヨン徒葉著i喜対L;感

築逓可事'一表T途余Xデ延め'防正のテ三めU)ー、修及ぴ

訶凍一楚期西援美稀舮る区を訂

1ら潔い'夷遮Cマ'剰甫是賣祭巨d天条广そおる併設事

(準用)

第 146 条'第 9条から第 14条まで、第 16条から第

18条まで、第20'条、第22条、第27条、第28 条上

第 32 条の 2、第34 条、第 35 条、第 37 条から第

K従葉者φ旦数ヌ
寛河臨条1驫IK略)、1
女誓'黒k酪羽
5".",第1〒項条互募め生活柏談員置途1之伺項御互号の介1

楽所め瑶谷禧おゞでぼ1生活箱訟貪ξ介電一員及ぴ

41 条まで、第 42 条の 2、第 69 条、・第 103 条及び

第 108 条から第 110.条までの規定は、指定通所リ

ハビリテーションの事業について準用する。この

場合において、亡れらの規定中「訪問介護員等」と

あるのは「通所りハビリテーション従業者」と、第

9、条第 1項中「第30条」.とあるのは「第 143条」

と、第14条中丁心身の状況」とあるのは「心身の

状況、病歴」と、、第108条第3,項及び第4項中「通

着き、買U)〔.Sず航電幣断で配置モ五篠'己_匠がでぎ

電員滅U着璽轆員め宅五ぞ邪ゐ5男にXぼ子膏

勤ぞ砥'げ乳ぼ赤.ら癒恭舒修発C',利雨是貧赤巨d叉1

耒霜で高る子霞、一葉i斤珂塲谷1之るtほ11、.ごめ限

河,で"な心、6.1

匙義iチhぼなぢなし・ゞ、1.,ぼy三耕肩墳第§号a)蚕;ξ、職貪

反ぼ着昔"磯員め3弓T火以主ぼ選衛勤でな奇腕ぼな

所介護従業者」とあるのは「通所りハビリ、テーショ

ン従業者」とする。

1

K従楽者φ買数)1
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律斤設)

条例(現行)

i

亘'二醇(賂§段
迄モ遜盲讐短動露,1湿活縦謹事鴛者灸子獲蔓介誕烹防短
期L鰹所生覆寵護亀業者鱸獲定讐疑廷掻璽嘉鄭秘、1
腰建葬顛太所鴛猶難護鯵冨陛止窪ミ定1三f"護烹愁短'餌
区辧生括介璽亟電葉曾晒預悪電璽業風喜麗C迷滞
縁匝引雪運営琴飽蕪心逃蕩登礁戸1'§類ぎ潮指足介誕
宗酬サ浮套然髪茎羣条河璽箪血1条第熊頂か嘉条盆
道蓋顎轟見墓弐蔆琴逼1ミ関蒸る璽鷺笈1置渉武箏,圏
薩麗険琴郭趣登垣駕短定薪る塞準菱満だじ謎磯風
藤ゑ)篶蕗琴ず・ぜ璽・範で讐濁醐

(設備及ぴ備品等)

第151条、.指定短期入所生活介護事業所の建物(利用

者の日常生活のために使用Lない附属.の建.物を除

<。,以下この条において同じ。)は、耐火建築物(建
、ー

築基準法(昭和25年法律第201号)第2条第9号の

2に規定する耐火建築物をいう。以下同じ。)でな

けれぱならない。ただし、次の各号のいずれかの要

件を満たす2階建て又は平家建ての指定短期入所
1

生活介護事業所の建物に.あっては、.準耐火建築物
.'

(同条第9号の31こ規定する準耐火建築物をいう。

以下同じ。)とすることができる。

(1)(略)

(2),居室等を2階又は地階に設けている場合であ

つて、、次に掲げる要件の全てを満たす〒と。

ア当該指定短期入所生活介護事業所の所在地

を管轄する消防長又は消防署長と相談の上、

第 168条において準用する第」」Ω金に規定す

る計画に利用者の円滑かつ迅速な避難を確保

するために必要な事項を定める二と。

イ第 168条において準用する第」]旦金に規定

する訓練について.ぱ、同条に規定する計画に

従い、昼間及び夜間において行うこと。

亘1指楚短顛泳薪注浩'葬電季璽署ほ祭第i墳爺吾喜汾窺
是健獣1蛾"、電一買器説置弓抵易tづ1だ塲谷欝あ.る。姦

冨1荊用署汾漢態像趨彪ぜぞ郷婁示濁冬傷谷禧ぼJ

に規定する訓練については、同項に規定する

計画に従い、・昼問及ぴ夜間において行うこと。

病饒竺諺療薪叉ほ指楚箭区曙瑳叉子熱.ジ.ヨ'多,無'霞

条例(改正案)

箏案所蔦富笋遡ぼ学雪該俳ず重葉薪や仁設ず者写

鋼饗電毛駁幕禁酒響艾倣示7急珂章1署語いぞ・W鋸饗米

縁盈護野遅睡今学覧署誉辧;ヂぞ妨密接稔運携ぽ渓

抑著護職買巷語葆琵葛想巻裂ず渚鷲
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迄y瓶騎鷲
区で指琵殖期入所生麺分霪第葉置範詣葬五護烹防短

甥区1足蛋1ミ介護議葉彊.英讃藍姦蘇讐考舞リ恩症ゑ・1
詣篇短餌冬所璽麺葬謹炎事菓ミ猪硬1禿誕烹届短麺
逃所生、賃介謹Q嘉栗冨が同謙φ事葉競佳麗唆暴嘉
迷角1ξ運言等写で遜高湯谷礁多区・琴i毒轟盲定灸誕
1烹履号鼎琴蒙奪基璽条劉鴛⑬§条第王垣癒ら第,墳
璽'愈iミ夏走蒜蔓太眞嵯閑ずる塞準1蚕満1王ξ手邑1ξ鬮、
製§莖1工耐賣遁荏貌讐1弐1る琴軍澄讃瑠U;太い冬1讃!
秒曾葬毛角亀響が太薹る'§

信窒備及び備品等)

第151条'指定短期入所生活介護事業所の建物(利用

者の日常生活のために使用しない附属の建物を除

く。以下この条において.伺.じ。・)は、'耐火建築物(建

築基準法(昭和25年法律第201.号)第2条第9号の

2に規定する耐火建築物をいう。以下同じ。)でな

けれぱならない。ただし、次の各号のいずれかの要

件を満たす2階建て又は平家建ての指定短期入所

生活介護事業所の建物にあっでは、'準耐火建築物

(伺条第9号の3'に規定する準耐火建築物をいう'

以下同じ。)とすることができる。

(1)(略)

②居室等を2階又は地階に設けて・いる場合であ

つて、次に掲げる要件の全てを満たすこと。

ア当該指定短期入所生活介護事業所の所在地

を管轄する消防長又は消防署長'と相談の上、

第1飴条において準用する第」」旦^に

規定する計画に利用者の円滑かつ迅速な避難

を確保するために必要な事項を定めること。

イ第 168 条において準用する第 110条第 1 項

゛
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゛

ウ(略)

2・3 (略)

4・併設事業所の場合にあっては、・前項の規定にか

かわらず、当該併設事業所及び当該佐設事業^

条例'(現行)

斐する特別養護老人ホーム等(以下このーにお

いて「併設体施設という.。)の効率的運営が可

能であり、かつ、当該併設事業所の利用者及び当該

併設本体施設の入所者又は入院患者の処遇に支障

がないときは、当該併設本体施設の同項各号に掲

げる設備(同項第 1 号の居室を除く。)を指定短期

入所生活介護の事業の用に供することができるも

のとする。

5~9 (略)

(運営規程)

第 164 条指定短期入所生活介護事業者は、次に掲

げる事業の運営についての重要事項に関する規程

(以下この章において「運営規程」という。)を定め

なけれぱならない。

a}~(8)・(略)

(棄廂劣

⑨'(略)

ウ(略)

・3 (略)

併設事業所の場合にあっては、前項の規定にか

かわらず、当該併設事業所及び佐詮杢体施設の効

率的運営が可能であり、かつ、当該併設事業所の利

用者及び当該併設本体施設の入所者又は入院患者
、

の処遇に支障がないときは、当該併設本体施設の

同項各号に掲げる設備(同項第1号の居室を除く。)

を指定短期入所生活介護の事業の用に供すること

ができるものとする。

条例(改正案)

介護従業者」とあるのは.「短期入所生活介護従業

者」とする。

(準用)

第 168条第 10条から第 14条まで、第 16条、第 17

条、第20条、第 22条、第27,条、第 34条から第

36 条まで、'第37 条、第 38 条、第 39 条第 2項、

第 40 条'第 41 条、第 42 条の 2、第 56 条、第 108

,

5~9

(運営規程)

第 164条指定短期入所生活介護事業者は、次に掲

げる事業の運営についての重要事項に関する規程

(以下この章において「運営規程」という。)を定め

なけれぱならない。

①~(8)"(略)

(略)

条、第 110条及び第 111条の規定は、'.指定短期入

所生活介護の事業について準用する'.この場合に

おいて、第34条中「訪問介護員等」とあるのは「短

期入所生活介護従業者」と、第」旦旦金第^中「通

所介,護従業者」とある.のは,「短期入所生活介護従

業者」とする。

(設備及び備品等)
ノ

第 171 条.ユニット型指定短期入所生活介護の事業

を行う者(以下「ユニッ.ト型指定短期入所生活介護

虐'、の防止のための昔置に関する事項

(準用)

第 168 条第 1σ条から第 14条まで、第,16 条、第.1,フ

条、第 20条、第 22 条、第 27 条、第 32 条の2、

(略)

(設備及び備品等)

第.171 条ユニット型指定短期入所生活介護の事業

を行う者(以下「ユニット型指定短期入所生活介護

第2項第1号及び第3号中「通所

第34条から第36条まで、第37条、第能条、第

39 条第2項、第 40 から第 41 条まで、第42条

の 2、"第 56条、第'108 条、第 110 条及び第 111 条

の規定は、指定短期入所生活介護の事業について

準用する。この場合において、第 32 条の 2 第 2

項、第34条第1項並びに一40条の2第1号及ぴ

第3号中「訪問介護員等」とあるのは「短期入所

27
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事業者」という。)が当該事業を行う事業所(以下

「ユニット型指定短期入所生活介護事業.所」とい

う。)の建物(利用者の日常生活のために使用しな

い附属の建物を除く。以下この条において同じ。)

は、耐火建築物でなけれぱならない。ただし、次の

各号のいずれかの要件を満たす2 階建て又は平家

建てのユニット型指定短期入所生活介護事業所の

建物にあっては、準耐火建築物とすることができ

る。

(1).(略)

(2・)居室等を2階又は地階に設けている場合であ

つて、次に掲げる要件の全てを満たすこと。

ア当該ユニット型指定短期入所生.活介護事業

所の所在地を管轄する消防長又は消防署長と

相談の上、第 181 条において準用する第,168

条において,準用する第'110 条に規定する計画

条例(現行)

28

事業者」という。)が当該事業を行う事業所(以下

「ユニット型指定短期入所生活介護事業所」とい

う。)の建物(利用者の日常生活のために使用しな

い附属の建物を除く。以下この条において同じ。)

は、耐火建築物でなけれぱならない。ただし、次の

各号のいずれかの要件を満たす2階建て又は平家

建てのゴニット型指定短期入所生活介護事業所の

建物にあづては、準耐火建築物とする二とができ

る。

(1)"'(略)

②居室等を2階又は地階に設けている場合であ

つて、次に掲げる要件の全てを満たすこと。

ア当該ユニッ.ト型指定短期入所生活介護事.業

所の所在地を管轄する消防長又は消防署長と

相談の上、第 181 条において準用する第 168

条において準用する箟」」旦^に規定す

る計画に利用者の円滑かつ迅速な避難を確保

するために必要な事項を定めること。

イ'第 181 条において準用する第,168 条におい

て準用する第ι!1Ω^!里に規定する'i11陳に

づいては、同項に規定する計画に従い、昼間及

び夜間において行うこと。

ウ(略)

2~5 '(略)

6 第3項各号に掲げる設備の基準は、次の各号に

掲げる設備の区分に応じ、"当該各号に定めると・お

りとする。

(1)ユニット次のアから工まで1こ掲げる設備

の区分に,応じ、当該アから工までに定めるとお

りとする。
、

ア居室次のとおりとする。

(ア)・."(略)

(イ)'居室は、いずれかの斗ニットに属する

ものとし、当該ユニ,ツトの共同生活室に近

接して一休的に設けること。ただし、ーのユ

ニットの利用定員(当該ユニット型指定短

期入所生活介護事業所において同時にユニ

ヅト型指定短期入所生活介護の提供を受け

ることができる利用者(当該ユニット型指

定短期入所生活介護事業者がユニット型指

定介護予防短期入所生活介護事業者(指定

.

に利用者の円滑かつ迅速な避難を確保するた

めに必要な事項を定めること。

イ第 181 条において準用する第 168条におい

て準用する第 110 条に規定する訓練について

条例(改正案)

は、回釜に規定する計画に,従い、昼間及び夜間

において行うこと。

ウ(略)

2f-5 (略)

6 第3項各号に掲げる設備の基準は、次の各号に

掲げる設備の区分に応以当該各号に定めるとお

りとする。

(1)ユニット'次のアから工までに掲げる設備

の区分に応じ、当該アから.工までに定めるとお

りとする。

ア居室'次のとおりとする.。

(ア)(略)

(イ)居室は、いずれかのユニットに属する

ものとし一当該ユニットの共同生活室に近

接して一体的に設けること。ただし、7のユ

ニットの利用定員(当該ユニット型指定短

期入所生活介護事業所において同時にユニ

ツト型指定短期入所生活介護の提供を受け

ることがで・きる利用者(当該ユニット型指

定短期入所生活介護事業者がユニット型指

定介護予防短期入所生活介護事業者(指定

゛



ン:

,ノ

、

介護予防サービス等基準条例第 154 条第'1

項に規定するユニット型指定介護予防短期

入所生活介護事業者をいう。以下同じ。)の

指定を併せて受け、.かつ、ユニット型指定短

期入所生活介護の事業とユニット型指定介

護予防短期入所生,活介護の事業(指定介護

予'防サービス等基準条例第巧2・条に規定す

るユニット型指定介護予防短期入所生活介

護の事業を_いう。'以下同じ。)とが同一の事

業所においてヤ体的に運営されている場合

にあっては、ユニット型指定短期入所生活

介護又はユニット,型指定介護予防短期入所

生活介護の利用者。第180条において同じ。)

の数の上限をいう。以下この節において同

じ。.)は、おおむね如人以下としなけれぱ

条例'(現行)

凡

介護予防サー'ビス等基準条例第 154 条第 1

項に規定する斗ニット型指定介護予防短期

入所生活介護事業者をいう。以下同じ。).の

指定を併せて受け、かつ、ユニット型指定短

期入所生活介護の事業とユニット型指定介

護予防短期入所生活介護の事業(指定介護

予防サービス等基準条例第 152条に規定す

る斗ニッ.ト型指定介護予防短期入所生活介

護の事業をいう。・以下同じ。)とが同一の事

業所において一体的に運営されている場合

にあっては、ユニット型指定短期入所生活

介護又はユニット型指定介護予防短期入所

生活介護の利用者。第180条において同じ。)

の数の上限をいう。以下この節において同

じb)は、原則としておおむね 10 人以下と

ならない'。

k西)讐劉血者1入当元刃φ藤面麹ぎJd屑平

条例(改正案)

秀ヌ〒;トル以IEぞするご..E。"こめ塲谷たお
いて

f 室ぼ;1暫該肩璽毛儒乏る壁谷矣罪をb)問

ユニッ'ド1ミーぎない居璽、を故修心'だ

に→、'め食問示璽'己'る瑪吾ほIC'利用著伺玉

め'禎線め遍断φ確葆をするご巴'1

(エ)(略)

イ~エ(略)

オ浴室要介護者が入浴するのに適したもの

J

フ,8

とすること。

(運営規程)

第 178 条ユニヅト型指定短期入所生活介護事業者

は、次に掲げる事業の運営についての重要事項に

関する規程を定めなけれぱならない。

(略)

し'15人を超えないものとする。

K勅1,;三利角者liX当だりφ床面積ぼ;1可"1烹
芳魯二芋、Fル以導ぞず渇tぞ6

'「
^

(勤務体制の確保等)

第179条(略)

2・3 (略)

4 ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、短期

a}~⑨(略)

(新設)

皿(鬮

(勤務体制の確保等)

第179条(略)

2・3 (略)

4 ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、短期

(エ)

イ~エ

(2)浴室

フ'・ 8

すること6

(略)

29

(略)

要介撲者が入浴するのに適したものと

(運営規程)

第 178 条'ユニット型指定短期入所生活介護事業者

は、.次に掲げる事業の運営についての重要事項に

関する規程を定めなげれぱならない。

(略)

a)~⑨(略)

⑩虐待の防止のための措置に関する事項

⑪(略)



入所生活介護従業者の資質の向上のためにしその

研修の機会を確保しなけれぱならない。

条例住見行)

俳雁窒)

入所生活介護従業者の資質の向上のために、その

石虐の会を確保しなけれぱならない。その際、当

亥ユニット型指定短期入所生活介撞業者は、全

ての短期入所生活介護従業者(看護師、准看孝師

条例(改正案)

(準用)

第 1剖条の 3 第'10条から第 14条まで、第16条、

第 17 条、第20 条、第22 条、、第 27 条、.第 34条か'

介護福祉士、介孝支援専門員、法第8条第2項に規定

する政'令で定める者等の資格を有する者その他こ

同項並ぴに第40久の2第・1号及ぴ第3号中「訪問

れに類する者を除くD に対し、.認知症介護に係る

基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講

ら第36条まで、第37 条、第 38 条'第40条、第

41 条、第 42'条の 2、第 56 条、,第 108 条、第 110

条、第 111.条、第'147 条及び第 149 条並びに第 4

節(第 152条第2項、第 155条第2項及び第6項、
、

第 156 条、第'157 条第 3 項から第 5 項まで、第,158

条第2項、第 159条、第仏2 条、第.165条第2項

及び第3 項、第 167 条第 2項第 1 号並,びに第 168

条を除く。)の規定は、・共生型短期入所生活介護の

事業について準用する。この場合において、第34

条虫「運営規程」とあるのは「運営規程(第1,64条

に規定する運営規程をいう。'第152条第1項にお

いて同咲)」と、「訪問介護員等」とあるのは「共

生型短期入所生活介護の提供に当たる従業者(以

下「共生型短期入所生活介護従業者」という。)」

と、第」9β^項中「通所介護従業者」とある

のは「共生型短期入所生活介護従業者1と、,第,152

条第'1 項中「第 164条に規定する運営規程」。とあ

るのは「運営規程」と、同項及び第155条第3項

中「短期入所生活介.護従業者」とあるのは「共生

型短期入・所生活介護従業者」と、第 160条中「指

じなけれぱならない。

5 ユニ,ツト型指定短期入所生活介電事業者は、適切

介護員等」とあるのは「共生型短期入所生活介護従

なユニット型指定短期入所生活介瞳の提供を確呆

する観点から

て

又は越的な関係を背景とした言動であって業務

上必要かつ相当な範囲を超えだものにより短期入

゛、

所生活介護従業者の就業環境が害されることを防

と、第34条第1項中「運営規程」

止するための方針の明確化等の必要な措置を講じ

場において行われる性的な言動

なけれぱならない。

(準用)

第 18↑条の 3 第 10条から第 14条まで、第 16条、

第'17条イ第20条、第22条、第 27条.'第旦2金の

2、第34 条から第 36'条まで.、第 37 条、第 38 条、

第40条か'ら第41条まで、第42条の 2、第56条、

第 108 条、第 110 条、第 1,11 条、第 147 条及び第

149条並ぴに第4節(第 152 条第2項、第.155条第

2 項及び第 6 項、第 156 条、第 157 条第3 項から

第 5 項まで、第 158条第 2 項;第.159 条、第 162

条、第 165条第・2項及ぴ第 3 項、第'167 条第 2 項

第 1.号並ぴに第 168条を除く・。)の規定はい共生型

業者」と、第 108条一3項及びー、4項並びに第 111

条一2項第 1号及び第3号中「通所介護従業者」

短期入所生活介護の事業について準用する。この

場合において、第32条の2第2項中「訪問介瞳員

とあるのは「共生型短期入所生活介護従業者」と、'

等とあるのは「共生型短期入所生活介墳の提供に

当た.る'業者(以下「共生型短期入所生活介護従業

30

者という。)

とあるのは「運営規程(第164条に規定する運営規

程をいう。第 152条第.1 項において同じ。)」と、



,,

定短期入所生活介護事業所の医師及び看護職員J

とあるのは「共生型短期入所生活介護事業者」と、

第 163条中「短期入所生活介護従業者」とあるの

は「共生型短期入所生活介護従業者」と、第167条

第2項第2号中「次条において準用する第20条第

2 項」.とあるのは「第20条第2 項」と、同項第4

号中「次条において準用する第力条」とあるのは

「第27条」と、同項第5号中「次条において準用

する第38条第2項」とあるのは「第38条第・2項」

と、同項第6号中「次条において準用する第40条

第2項」とあるのは「第40,条第2.項」と、同条第

3項中「伺項第 1 号及び第2号」とあるのは「同

項第2号」とする。

.

条例(現行)

「短期入所生活介護従業者」と、第 108条第3項

第.152条第 1項中「第 164条に規定する運営規程」

とあるのは「運営規程」・と、同項及び第 155条第3

項中「短期入所生活介護従業者」とあるのは「共生

型短期入所生活介護従業者」と、第,160 条中「指

定短期入所生活介護事業所の医師及び看護職員」

とあるのは「共生型,短期入所生.活介護事業者.」と、

第 163 条中「短期入所生活介護従業者」とあるの

は「共生型短期入所生活介護従業者」と.、第167.条
'「

第2項第2号中「次条において準用する第20条第

2項」とあるのは「第 20条第2項」と、同項第 4

号中↑次条において準用する第27条」とあるのは

「第27条」と、同項第5号中 r次条において準用

する第38条第2項」とあるのは「第38条第2項」

と、同項第6号中.「次条において準用する第40条

第2項」とあるのは「第40条第2項」と、同条第

3項中「同項第1号及び第2.号」とあるのは「同項

第2号」とする。

及び第 4項並びに第 111

条伊K改正案)

(準用)

第 188条第 10条から第 14条まで、第 17条、第20

条、第22条、第27条、第34条から第36条まで、

第37条、第 38 条(第 5項及ぴ第6 項を除く。χ

第39条第2項、^、第42条の'2,、

第 56 条、.第,108 条、第 110 条、第 111 条及び第

147条並ぴに第4節(第 154条.第 1 項及び第 168条

を除く。)の規定は、'基準該当短期入所生活介護の

事業について準用する。.この場合において、第20

条第 1項中「及び内容、当該指定訪問介護につぃ

て法第41条第6項の規定により利用者に代わつて

支払を受ける居宅介護サービス費の額」とあるの

は「、'内容」と、・第22条中「法定代理受領サービ

スに該当しない指定訪問介護」とあるのは「基準該

当短期入所生活介護」と、篁旦1全虫「訪問介護員

等」とあるのは「短期入所生活介護従業者」と、'第

!旦旦宝邊堅重中「通所介護従業者」'とあるのは「短

期入所生活介護従業者」と、第154条第2項中「法

定代理受領サービスに該当しない指定短期入所生

活介護」とあるのは「基準該当短期入所生活介護」

と、.同条第 3 項中「前2 項」とあるのは「前項」

と、第 160 条中「医師及ぴ看護職員」とあるのは

「看護職員」と、第 165 条第2 項中,「静養室」と

号中「通所介護従業者」とあるのは「短期入所生活

介護従業者」と、第 154条第2項中「法定代理受

領サービスに該当しない指定短期入所生活介護」

とあるのは「基準該当短期入所生活介護」と、同条

1 項並ぴに第40

31

第2項第1号及び第3

(準用)

第 188条第 10条から第 14条まで、第 17条、'第20

条、・第22条、第27条._篁ヨ2金の2、第34条から

第36 条まで、第 37 条、第 38 条(第 5 項及び第 6

項を除く。)、第 39 条第 2 項、'第 40 条から第 41

条まで、第 42 条の2、第56 条、'第 108 条、第 110

条、第 111条及び第 147条並びに第4節(第154条

第1項及び第'1能条を除く。)の規定は、基準該当

短期入所生活介護の事業について準用する。'この

場合において、第20条第1項中「及び内容、'当該

指定訪問介護について法第41条第6項の規定によ

り利用者に代わつて"支払を受ける居宅介護サービ

ス費の額」とあるのは「、内容」と、第22条中「法

定代理受領サービスに該当しない指定訪問介護」

とあるのは「基準該当短期入所生活介護」と、第旦2

の2の2第 2 項{第 34条

第 1号及ぴ第3号中「訪問介護員等」とあるのは

一



あるのは「静養室等」と、第 167 条第2 項第2号

中「次条において準用する第20条第2.項」とある

のは「第20条第2項」と、同項第4号中「次条に

おいて準用する第 27 条」とあるのは「第 27 条」

と、同項第5号中「次条において準用する第謁条

第2項」とあるのは「第38条第2項」と、,同項第

6号中「次条において準用する第40条第2.項」と

あるのは「第40条第2項」とする。

条例(現行)

(運営規程)

第 201条指定短期入所療養介護事業者は、次に掲

げる事業の運営についての重要事項に関する規程

(以卞この章において「運営規程」という。)を定め

なけれぱならない。

①~⑥、(略)

(業廂窒)

(フ)'(略)

第.3項中「前2項」'とあるのは「前項」と、第 160

条中「医師及ぴ看護職員jとあるのは「看護職員」

と、第 165 条第2'項中「静養室」とあるのは「静

養室等」と、第167条第2項第2号中 T次条にお

いて準用する第 20 条第2 項」と.あるのは「第 20

条第'2項1と、同項第4号中「次条において準用

する第27 条」とあるのは「第27条」と、同項第5

号中「次条において準用する第38条第2項」とあ

るのは「第38条第2'項」と、同項第6号中「次条

において準用する第40条第,2項」とあるのは「第

40条第2項」とする。

等」とあるのは「短期入所療養介護従業者」と、第

108条第3項丞び第」重中「通所介護従業者」とあ

るのは「短期入所療養介護従業者」'とし^姓4金

第2項第 1号及び第3号中「通所りハビリテーシ

条例(改正案)

(準用)

第204条第 10条から第 14条まで、第 16条、第 17

条、第20条、第22条、第27条、第34条、第35

条、'第37条、第鈴条、第39条第2項、第丑Ω^

第 41 条、第 42 条の 2、第56 条、第 108 条、第.110

条、第 144 条、第 152条、第巧3条第2項及び第

166条の規定は、指定短期入所療養介護の事業にっ

いて準用する。こ'の場合において、第旦4金虫「訪

問介護員等」とあるのは"「短期入所療養介護従業

者」と.、第、108 条第,3 項中「通所介護従業者」'と

あるのは「短期入所療養介護従業者」と、第152条

第 1 項中「第・164.条」とあるのは「第 201 条」と、

「短期入所生活介護従業者〕とあるの1.よ「短期入所

療養介護従業者」とする。

、

イ

ヨン従業者とあるのは「短期入所療養介護従業

(運営規程)

指定短期入所療養介護事業者は、次に掲201 条

げる事業の運営についての重要事項に関する規程

(以下こ・の章において「運営規程」.というDを定めな

けれぱならない。

(1)~⑥(略)

⑦虐待の防止の.ための措置に関する事項

.

晝'」七、第 152 条第 1 項中「第 164 条」とあるの

は「第201条」と、「短期入所生活介護従業者」ど

あるのは「短期入所療養介護従業者」,とする。

、

'

⑧

(準用)

第 204条第 10条から第 14条まで、第 16,条、第 1,フ

(略)

条、第20条、第22 条、・第27条、第32 条の2、第

、

34 条、第 35 条、第 37 条、第 38 条、'第 39 条第 2

項、第40 条から第 41・条まで・、第 42 条の 2、・第_56

(運営規程)

条、、第 108 条、第 110 条、'第 144 条、第 152 条、

第 153条第 2 項及び第 166 条の規定は、指定短期,

(運営規程)

r

入所療養介護の事業について準用する。この場合

において、'-32条の 2-2項、第34条第 1項並

32

びに第.40条の2第1号及ぴ第3号中曙方問介護員

第



,゛

争

第 213 条ユニット型指定短期入所療養介護事業者

は、次に掲げる事業の運営についての重要事項に

関する規程を定めなけれぱならない。

a)~⑥(略)

律雁劣

⑦

条例(現行)

働務体制の確保制

第214条(略)

2・3 (略)

4 ゴニット型指定短期入所療養介護事業者は、短期

入所療養介護従業者の資質の向上のために、そ、の

研修の機会を確保しなけれぱならない。

(略)

第 213 条ユニット型指定短期入所療養介護事業者

は、次に掲げる事業の運営につし、ての重要事項に

関する規程を定めなけれぱならない。

(1)~⑥(略)

⑦虐待の防止のための措置に・関する事項

条例(改正案)

⑧

(新設)

(勤務体制の確保等)

第214条(略)

2 ・ 3 '(略)

4 ユニット型指定短期入所療養介護事業者は、短期

入所療養介護従業者の資質の向上のために、その

研修の機会を確保しなけれぱならない。その際、当

(略)

雁弐る乏1ξ璽長k毛φ鐙果仁づい七;介謹璃亘ぞ
φ他画径葉者長肩知徹匠を図るごそ;1

k亘1逃a}にX略Σ"'1

該ユニット型指定短期入所療養介電事業者は、全

での短期入所療養介護従業

(指定特定施設入居者生活介護の取扱方針),

第226条(略)

2~6 (略)

豆二指望特生趣設入雇者生活介護事美者は{身体釣拘
集響φ適正匠を図る五郡二次荏掲仕る措置蚕議じ1
雁サ五ぼな.らな1船}

狽)n、夏休酌麺東釜φ適正北φだ圃英冠条を種討
迂る委亘会を豆須j茎.1,回以工闘催する'芝弓卸二、、
念菟錯栗j釜丸L>エゞ1介護職真そφ他の徒業者促
澗知微底1を図風武とー

_」

腰Σ貫③liX語と,」

介撞福祉士、介妻支援専門員、法第8 第2項にま定

する政厶で定める者等の資格を有する者その他こ

れに類する者を除く。)に対し、認知症介護に係る

基礎的な研修を受二させるために必要な措置を講

じなけれぱならない。

なユニット型指定短期入所療養介撞の提共を確保

(看電師、准看瞳師

する観点から

ト型指定短期入所療養介を事業者は、適切

戈は優越的な関係を背景とした言動であって業務

上必要かつ相当な範囲を超・えたものによ.り短期入

所療養介撲従業者の就業戸境が害されることを

止ずるための方、の明確化等の必要な措置を講じ

33

港ザ五ばな巨盆〔、"1

ぼる委亘会'R子ιE電話ゞ"'置薯を活雨、しで行う

場において行われる.性的な言動

だ.区卸匙ぎ葛葛ゐぞ手る諄"遍,、月_長工向以塗閉

なけれぱならない。

(指定特定施設入居者生活介護の取扱方針)

第226条(略)

2~6 (略)

泛1,指歪姦定施霞太居者生活介護事条者は、身烋酌拘
象讐φ匝正北匿図蚕だ員i,、次ば掲lf'る措遣を語'U

瓢Σ、1.ι嘉佳角罰条隻φ適並北φ'だめφ麺竃を1糧討

ユ5
-



8 (略)

(運営規程)

第232条指定特定施設入居者生活介護事業者はゞ

指定特定施設ごとに、次に掲げる事業の運営につ

いての重要事項に関する規程(以下この章におい

て「運営規程」という。)を定めなけれぱならない。

Π)~⑧(略)

俳廂劣

(9).(略)

条例(現行)

(勤務体制の確保等)

第233条(略)

2・3 (略)

4 指定特定施設入居者生活介護事業者は、特定施設

従業者の資質の向上のために・、その研修の機会を

確保しなけれぱならない。

8 (略)

第弱条、第 56.条、第 110 条、第 111 条及び第 159

条の規定は、指定特定施設入居者生活介護の事業

(運営規程)

第 232 条・.指定.特定施設入居者生活介護事業者は、

指定特定施設ごとに、次に掲げる事業の運営につ

いての重要事項に関する規程(以下この章におい

て「運営規程」という。)を定めなけれぱならない。

Π)~⑧(略)

条例(改正案)

にっいて準用する。'この場合において一第32条の

⑨虐待の防止のための措置に関する事項

俳雁劣

aの(略)

(勤務体制の確保等)

第233条(略)

2・3 (略)

4 指定特定施設入居者生活介護事業者は、特定施設

従業者の資質の向上のために、その研修の機会を

確保しなけれぱならない。その際J旨定特定施設入

智

^

居者生活介護事業者は、全ての特定施設従業者(看

(準用)
、

第237 条第 12 条、第 13 条、第 22 条、第 27 条、

第、34条から第36条まで、第37 条'第38条イ第

40条、第41 条、第42条の 2、'第邪条、第56条、

電師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法

-8条第2項に規定する政令で定める者等の資格を

2第2項、第34条第 1項並ぴに第40条の2第 1号

有する者その他これに類ずる者を除く。)に対し、

忍知症介護に係る基礎的な研修を受三させるため

第 110 条、第 111 条及ぴ第 159 条の規定は、指定

特定施設入居者生活介護の事業について準用す

に必要な措置を講じなけれぱならない。

5 指定特定施設入居者生活介護事業者は、適切な指

及び第 3号中「訪問介護員等」とあるのは「特定

定特定施設入居者生活介護の提供を確呆する観点

る。ごの場合において、第・34条中疇方問介護員等」

から、職場において行われる性的な言動又は優越

とあるのは「特定施設従業者」と、第弱条中「訪

問入浴介護従業者」とあるのは「特定施設従業者」

34

的な関係を背景とした言動であって業務上必要か

つ相当な範囲を超えたものにより特定施設従業者

1

の就業1豆境が害されることを防止するための方針

の明確化等の必要な措置を講じなけれぱならな

い。

く準用)

第 237 条第 12 条、第 13条、第22 条、第27 条L

第32条の 2、第 34条から第36 条まで、第37'条、

第38 条、第40条から第41条まで、第42条の 2、



,.

キ

とする。

(運営規程)

第'245 条外部サービス利用型指定特定施設入居者

生活介護事業者は、指定特定施設ごとに、次に掲げ

る事業の運営についての重要事項に関する規程

(以下この節において'「運営規程」という。)を定め

なけれぱならない。

条例(現行)

、

①~⑨(略)

俳廂劣

(10)(略)

施設従業者」と、第郭条中「訪問入浴介護従業者」

(準用)

第 248 条第 12条、第 13条、第 22条、第 27条、

第 34条から第36条まで、第 37 条、第38条、第

4Ω^!金、第42条の 2、第弱条、第,56条、

第 110 条、第 111 条、.第 222 条、第 224 条から第

227条まで、第230条、第23'1 条及び第233条から

第_235 条までの規定は、外部サービス利用型指定

特定施設入居者生活介護の事業!こつ.いて準用す

る。この場合において、第34条中「訪問介護員等」

と

瞳従業者とあるのは「特定施設従業者'とする。

第 111

条例(改正案)_

(運営規程)

第245 条外部サヤビス利用型指定特定施設入居者

生活介護事業者は、指定特定施設ごとに、次に掲げ

る事業の運営についての重要事項に関する規程

(以下この節において「運営規程」という。)を定め

なけれぱならない。

゛,゛゛

2項第1号及ひ第3号中「通所介

とあるのは「外部サヤビス利用型特定施設従業者」

と、、第35条中「指定訪問介護事業所」とあるのは

「指定特定施設及ぴ受.託居宅サーピス事業所」と、

第・55条中「訪問入浴介護従業者」とあるのは「指

定特定施設の従業者」と、'第224条第2項中「指

定特定施設入居者生活介護を」とある・のは「基本サ

ーピスを」と、第227条中「他の特定施設従業者」
'

とあるのは「他の外部サービス利用型特定施設従

業者及ぴ受託居宅サフビス事業者」と、第 233 条

中、「指定特定施設入居者生活介護」とあるのは「基

本サー・ビス」とする。,

(1)~⑨(略)

(10)虐待の防止のための1吐置に関する

(11)

(準用)

第248 条第 12 条、第 13 条、第 22 条、第27 条▲_

第旦2玉四_2、第34条から第 36条まで、第37条、

第38条、第40条から第41条まで、第42条の 2、

(略)

第郭条、第 56 条、第 110 条、第Π1 条、第 222

条、第224条から第227条まで、'第230条、第231

条及び第 233 条から第.235条までの規定は、'外部

サービス利用型指定特定施設入居者生活介護の事

業について準用する。この場合において、第32条

の2第2項並びに第40条の2第1号及ぴ第3号中

項

「訪問介護員等とあるのは「指定特定施設の従業

35

者と

のは.「外部サービス利用型特定施設従業者」と、・第

35条中「指定訪問介護事業所」とあるのは「指定

特定施設及ぴ受託居宅サービス事業所」と、第55

34条第1項中「訪問介護員等」とある

条中「訪問入浴介護従業者」とあるのは「指定特定

施設の従業者」と、第 111'条第 2 項第 1 号及ぴ"

3号中「通所介護従業者とあるのは「指定特定施

設虫従業者」上、第224条第2項中「指定特定施

設入居者生活介護を」とあるのは「基本サーピス

を」と、第227条中「他の特定施設従業者」とある

のは「他の外部サービス利用型特定施設従業者及

び受託居宅サービス事業者」と、第 233 条中存旨

定特定施設入居者生活介護」とあるのは「基本サー

ビス」.とする。



(運営規程)

第257 条指定福祉用具貸与事業者は、指定福祉用

具貸与事業所ごとに、,次に掲げる事業の運営にっ

いての重要事項に関する規程(以下この章におい

て「運営規程」という。)を定めなけれぱならない。

Π)~⑤(略)

俳雁劣

⑥(略)

条例(現行)

36

(衛生管理等)

第260条(略)

2~5 (略)

(新設)

第9条から第20条まで、第.22条'第27

(運営規程)

第 257 条.指定福祉用具貸与事業者は、指定福祉用

具貸与事業所ごとに、次1こ掲げる事業の運営にっ

いての重要事項に関する規程(以卞この章におい

て「運営規程」という。)を定めなけれぱならない。

a)~⑤(略)

⑥虐待の防止のための措置に関する事項

条例(改正案)

(刀

(衛生管理等)

(略)

、

第 260条・(略)

2~5 (略)

都、1指楚棺柾涌真資与事案箸様巡妥詠祐楚告¥企甫亘貸

モ

写冨楽所荏諮靜翅感築彊蕊発荏心X、1反η袈饗兇延モ1

鰹U采秀徒子1淡荏鴇淨る猪置等藷ぜ五行毓1語獄ぢ

゛

漆'い;1

m魅当糖冒楚棺軍正用真費写事樂所穩需礫ぢ駕梨是

(掲示及び目録の備付け)

第261条(略)

律廂受)

汾業酬裂獣慧兇証お謂正汾子謡'お箔棗瑞糧雨蒜

渇萎貧蓉妾碍1沙日語語髪置騨冨活用忌迷行お辻

恕部でぎ冬r志あτ遊野鴇巡芽"T需糖奄発'ミ貞穩業画

敷諺閉一琴1岑選睡階徒饗慧俄霜菓信る腿愚鷺阜富征

朔眞騨萌糟霞鋤慧肩類徹歳署閣葛冨.変瓢

②叉雪談希是糟茅正甫真貸写璽築所T迂諮仔者感""猛

汾票鰐捜途条%匪否朋正お兇器珂手盲哥鑾璽子既
1'

(賂)

る趣・習才'

(準用)

第2腿条

登夢当耆支盲是福征用真登写璽案酬捲需郡慧E群評正
甫首辱1肝1盲.迎郷迂1等態梨荒お叢爵残{途袈兇

鉦汾所正窃鷺おめ研碓護態三姉ク箸楚期西倦美燧

第9条から第'20 条まで、第22条、第 27

ぼ葛を醤錯

、

(掲示及び目録の備付け)

第261条.(略)

2 指定福祉用具貸与事業者は、前項に規定する事項

を記載した書面を当該指定福祉用具貸与事業所に'

備え付け、かっ、これをいつでも関係者に自由に閲

覧させることにより、同項の規定による掲示に代

えることができる。

(略)

(準用)

第 263・条

3
-

2
-



、゛

,

条、第35条、第36条、第37条から第41条まで、

第42条の 2、第 56 条並びに第 108 条第 1 項及ぴ
、

第2項の規定は、指定福祉用具貸与の事業につぃ

て準用する。この場合において、第9条第 1項中

「第 30 条」とあるのは「第 257 条」と、'「訪問介

護員等」とあるのは「福祉用具専門相談員」と、第

11 条中「以下同じ。)」とあるのは「以下同じ。)、

取り扱う福祉用具の種目」と、第15条第2項中「適

切な指導1とあるのは'.「適切な相談又は助言」と、

第,19条中曙方問介護員等」とあるのは「従業者」

と、「初回訪問時及ぴ利用者」とあるのは「利用者」

37

条例(現行)

と、第20条中「提供日及び内容」とあるのは「提

108

供の開始日及び終了日並びに種目及び品名1と、.第

22条中.「内容」とあるのは「種目、品名」と、第

108条第2項中「処遇」と.あるのは「サービスの利

条._篁a旦垂四2、第35条、第36条、第.37条力喝

第 41 条まで、第42 条の 2、第 56条並びに第 108

条第1項、-2項及び第4.項の規定は、指定福祉

用」・とする。

用具貸与の事業に?いて準用する。この場合にお

いて、、j第9条第 1項中「第30条」とあるのは「第

257条」と、「訪問介護員等」とあるのは「福祉用

具専門相談員」と、第11条中「以下同じ。)」とあ

るのは「以下同じ。)、取り扱う福祉用具の種目」

と、第 15条第2項中「適切な指導」とあるのは「適

切な相談又は助言」と、第内条中「訪問介護員等」

とあるのは「従業者」と、「初回訪問時及び利用者」

とあるのは「利用者」と、第20条第 1項中「提供

条例(改正案)

(準用)

第 265 条第 9条から第 15条まで、第'17 条から第

20 条まで、第 22条、第 27 条、第.35条、第 36 条、

第37 条、第 38.条(第 5.項及び第 6 項を除く。)、
.

第 39条から第41条まで、'第42条の2、第56条、

第 108条第 1 項及ぴ第2項、第.249条、第 251 条、

-2 項

、

日及び内容」とあるのは「提供の開始日及び終了日

並びに種目及ぴ品名」と、第22条中「内容」どあ

るのは「種目、品名」と、第32条の2第2項並ぴ

1項中「提供日及び内容、当該指定訪問介護につぃ

て法第41条第6項の規定により利用者に代わつて

支払を受ける居宅介護サービス費の額」とあるの

は「提供の開始日及ぴ終了日並びに種目及び品名」

第252条並びに前節(第253条第1項及び第263条

を除く。)の規定は、基準該当福祉用具貸与の事業

について準用する。この場合において、第 9 条第

1 項中「第30条」とあるのは「第257条」と、曙方

問介護員等」と,あるのはT福祉用具専門相談員」

と、第 11条中「以下同じ。)」とあるのは「以下同

じ。)、.取り扱う福祉用具の種目」と、第 15条第2

項中'「適切な指導」とあるのは「適切な相談又は助

言」と、第 19条中'「訪問介護員等」とあるのは「従

業者」と、第20条中「提供日.及び内容、当該指定

訪問介護について法第41条第6項の規定により利

用者に代わつて支払を受ける居宅介護サービス費

の額」とあるのは「提供の開始日及ぴ終了日並びに

種目及び品名」と、第22条中「法定代理受領サー

に第40 久の 2 第.1 号及び一 3号中「訪問介妻員

等'とあるのは「福祉用具専門相談員と

第,1項、第2項及ぴ第4項中「通所介護従業者1

とあるのは「福祉用具専門相談員と、同

中「処遇」とあるのは「サ」ビスの利用」とする。

(準用)

第'265 条第 9 条から第 15 条まで・、第_17.条から第

20 条まで、'第22条、第27 条、第32条の 2、第35

条、第 36条、第 37 条、第能条(第 5 項及ぴ第 6

項を除く。)、第 39 条から第 41 条まで、第 42 条

の 2、第 56 条、第108条第.1 項._第3虫盈1ε^

垣、第249条、第251 条、第.252条並ぴに前節(第

253条第 1項及び第263条を除く。)の規定は、基

準該当福祉用具貸与の事業について準用する。こ

の場合において、'第9条第 1.項中「第3σ条」とあ

るのは「第257条」.と、「訪問介護員等」とあるの

は「福祉用具専門相談員」と、第・11条中「以卞同

じ。)」、とあるのは「以下同じ。)、,取り扱う福祉用

具の種目」と、,第 15条第2項中「適切な指導」と

あるのは「適切な相談又は助言」'と、第19条中曙方

問介護員等」とあるのは「従業者」と、第20条第



ビスに該当しない指定訪問介護」とあるのは「基準

該当福祉用具貸与」と、「内容」とあるのは「種目、

品名」と、第 108条第 2 項中'「処遇」とあるのは

「サービスの利用」と、第 253 条第 2 項中「法定

代理受領サービスに該当しない指定福祉用具貸

与」とあ,るのは「基準該当福祉用具貸与」と、同条

第3項中「前2項」とあるのは「前項」とする。

条例(現行)

(準用)

第276条第、9条から第.巧条まで、第17 条から第

19 条まで、第 27 条、第 33 条、第 35 条、、第 36 条、

第37条から第41 条まで、第42.条の 2、第56 条、

第 108 条第 1 項及び第!墾、_第 254条、第 257 条

から第2聡条まで並びに第261条の規定は、指定

特定福祉用具販売の事業について準用.する。この

場合において、第9条第1項中「第30条」とある

のは1第 276 条において準用する第 257 条」と、

「訪問介護員等」と.あるのは「福祉用具専門相談

員」と、第 11 条中「以下同じ。)」とあるのは「以

下同じ。)、取り扱う特定福祉用具の種目」と、'第

巧条第2項中「適切な指導」とあるのは'「適切な

相談又は助言」と、第19条中「訪問介護員等」と

あるのは「.従業者」と、「初回訪問時及び利用者」

とあるのは「利用者」.と、第33条第 1項中「訪問

と、第22条中「法定代理受領サ上ビスに該当しな

い指定訪問介護」'どあるのは「基準該当福祉用具貸

与」と、「内容」とあるのは.「種目、品名」と、第

32条の2第2項並ぴに第40条の2第1号及び第3

条例、(改正案〕

号中信方問介電員等とあるのは「福祉用具専門相

所介孝従業者とあるのは「福祉用具専門相談員

「通所介電従業者とあるのは「福祉用具専門相談

員」と、同条第2項中「処遇」とあるのは「サー、ビ

卓 108 条第 1 項、'第2 項及び第4項中

スの利用」と、第253 条第2項中「法定代理受領

サービスに該当しない指定福祉用具貸与」とある

のは「基準該当福祉用具貸与」と、同条第 3 項中

「前2項」とあるのは「前項」とする。'

上L回条第2重中「処遇」、とあるのは「サービスの

利用」と、第254条中↑福祉用具を貸与」とあるの

は「特定福祉用具を販売」と、第 257 条中「利用

料」とあるのは「販売費用の額」と、第258条及び

第 259条中'「福祉用具」とあるのは「特定福祉用

゛

(準用)

第 276条第9条から第 15 条まで、第 17条から第

゛

介護員等」とあるのは「従業者」.と、第108条第2

19 条まで、第 27 条、第 32 条の 2、第 33・条,、第 35

号及び第3号並びに一40条の2-1号及び第3号

'条L第 36条、第37 条から第 41 条まで、第 42条

項中「処遇」とあるのは「サービスの利用」.と、第
、

254条中「福祉用具を貸与」とあるのは「特定福祉

用具を販売」と、第257条中「利用料」とあるのは

「販売費用の額」と、第258条及ぴ第259条中「福

祉用具」とあるのは「特定福祉用具」とする。

の 2、第弱条、第 108 条第 1 項、第 2 項及ぴ第4

項、第 254条、第 257 条から第 259条まで並びに

第 261 条の規定は、指定特定福祉用具販売の事業

につぃて準用する。この場合において、第 9 条第

1項中「第 30条」とあるのは「第 276 条において

準用する第257条」とし「訪問介護員等」.とあるの

は「福祉用具専門相談員」と、'第 11 条中'「以下同

じ。)」とあるのは「以下同じ。)、取り扱う特定福

祉用具の種目」と、第15条第2'項中「適切な指導」

とあるのは「適切な相談又は助言」と、'第19条中

「訪問介護員等」とあるのは「従業者」と、「初回

訪問時及ぴ利用者」とあるのは.「利用者」と、'第32

中「訪問介妻員等とあるのはr福止用具専門相談

38

員」と、第 108 条第1項、第2項及び一4項中「通

条の 2

祉用具門相談員'と、第33条第1項中「訪問介

護員等」とあるのは「従業者」と、同条^

2項中「訪問介瑳員等とあるのは「福

と=
貝談



,

,

(棄雁劣

条例(現行)

、

具」とずる。

」重^

第2Z墜佑定居宅サーピス事業者及び指定居宅サ

条例(改正案)

ーヒスの提共に当たる者は、作成、保存その他これ

らに類するものの.うち、この条例のま定において

書面(害面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、

複本その他文字、図形等人の知覚によって認識す

ることができる情報が記載された,長その他の有体

物をいう。以下この条において同じ。)で行うこと

が規定されている又は想定されるもの(第松条「

項(第42条の4、第47条、第的

、

第89条、-98条、第113条、-115条、-135条

146条、-168条(第181条において準用する場合を

含む。)

条において準用する場合を含む。)、第237条、'第

248

第181条の試第188条、第204条(-216

る場合を含む。)及び第224条第1項(第248条にお

第263条、-265条及ぴ前条において準用す

いて準用する場合を含む。)並びに次項に規定する

ものを除く。)については、書面に代えて、当該書

第63

面に係る電磁的記録(電子的方式、'磁気的方式その

(委任)

第2刀条

他人の知覚によっては認識することができない方

式で作られる記録であって

第79

報処理の用に供されるものをいう。)により行うこ

と.ができる。

2,指定居宅サ÷ビス事業者及び指定居宅サービス

(略)

キ

の提供に当たる者は'交付、説明、同意、承諾

結その他これらに類するもの(以下「交付等とい

う。)のうち、この条例の規定において書面で行う

ことが規定されている又は想定されるものにっい

ては、当該交付等の相手方の承諾を写て、書面に代

子計算機による

えて、電磁的方法(電子的方法、磁気的方法その他

人の知覚によって認識することができない方法を

いう。)によることができる。

(委任)

第278条 (略)
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0長崎市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定め,る条例(平成25年
,'元,・・0 ".・従うべき基準長崎市条例第44号)

目次

第1.章~第4章(略)

第5章雑則(第35条)

附則

条例(現行)

(基本方針)

第4条,(略)

2~4 (略)

俳雁受)

俳斤設)

目次

第1、章~第4章(略)

第5章雑則(^)

附則

条例(改正案)

(内容及び手続の説明及び同意)

第7条(略)

轡妊登兎蔓璽謡護重援亀楽者ほ司諸建居悪分謹支援φ.
鍵豫英閉磴匡際11建あ1亘毎'豊曝箪雇宅喜美e久気画
卵三第互1洞ミ短藍弐る露本1五鉦基聾詞月者φ墨皇,酵
茎巨ぎ罪璽簀五風翻φ鷲藤亘f麺畷者ぼ璽数炎指
定蔓宅で丘語瞳二叉璽套置,等墨麺罫麺墨璽巨蒙_瑚ゑ翼
縛範考ぎ盆司登奪f三点豐張汾謹頭を蚕゛辻埋解蓋i
鴇霽章叛1琴なら松び村

(基本方針)

第4条(略)

2~4 (略)

5 指定居宅介護支援事業者は、.利用者の人権の擁

孝、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行う

曼

とともに、その"業者に対し、研修を実施する等の

措置を講じなけれぱならない。

6 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援を

゛

提共するに当たっ.ては、法第118条の2第1項に規定

する介電保貪等関連情報その他必要な戸報を活用

し'適切かつ効に行うよう努めなけれぱならな

い。

(内睿及ぴ手続の説明及び同意)

第 7 条,(略)

才工讃定雇宅証,誕薫援璽璽者ぱ謂指葬肩璽介護薫1援鰄
援砥む閉墳群畷IC罵鍍区菱鳶鬮1雇瑩ザ冥e次赴這
卵同第符1調三1夏定武海海琴芳蚕容聾訓頒蒜φ希璽良

、

3~8

亀戸嘉雁蔵窒第7益鷲鱸善マ鍍亘藤刻馬者ほ璽義英鬚
建雇烹諺鷲瞳薹逮罵彊警蔆翻炎武轟鷺巨丞師登闇
延遼姦器蚤'芽晋1,.1前16肴間1署当哉手盲楚居塗罪電斐
1援璽案薪徒糖い兇7筰箴ぎ統雅居雫誓祭倉父許画珂

(略)

総薮の秀岩徒獣藺葬髪1邇薪芥電11冨柾雨旦資写及

獄剤箴密着型通所罪r1で以講E●)環徒需゛にT.訪問
辧管登響叉曹武今等f再礁乳毛北莅置符仔ぢ冗だ居鷲

涯鷲'途父哥画お籔蘭竿苫お渚魯1谷革、前6^子遍'遥雪誠

塘楚居雫罪護菱稜事璽所促腎捌泛筰餌ぎ毓発居鴛

誓窯讐叉哥画1新笠置1十丹男'究売飴問外r奪琶遅'め

伺薮命ぢぢ孫尚祭珂稲是蔦薯荘gE女事璽箸冥ぼ

霜臣地裁雷活型謹斗E久重葉著信獣力'で、榎俣ぎ邪

纏著め鄭曾諭葛割谷警lt葬ぎ王分謹頭蚕行゛1,、裡

誕途狩聾けれ1余途§五,い'・1
3~8 (略)
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、.

.

(指定居宅介護支援の具体的取扱方針)

第16条指定居宅介護支援の方針は、第4条に規定

する基本方針及ぴ前条に規定する基本取扱方針に

基づき、次に掲げるところによるものとする。

(1)~⑧(略)

1φΣ,、介護支援専13員1ばミ弓妥IE叉担当者会護(介
謹支彊鯉門亘那居宅サ÷ビズ哥画φ'作成φJi廼
1ミ〒瓢卓晝互びそφ1宝辰φ参加を基丞毛1,しっつJ
居宅"一ξビズ哥画め原乗仁征置N砺匠麺璽雇宅

Eス等φ担当者て以卞こφ条iヨおし'、冬「担当
者1..七↓ト_うLΣ菱島遜1じヌ三五う会議五し漫←喫耐
向1戦§φ閉確仁匡直11!i颪者φ状況釜仁閏する
情瓢墨担当者亘冥煮武濁1冨ξ五頂霞当該雇璽丑
1←ビズ哥画'φ頂条φ丙唇に,b,いで瓢担当者から裂
専門、醇な,見地鄭らの意夏萱1丞める五の遅ず墨'。"、ノ.、【【「一.ーーーー,,ーー'.^ー'ー^,'.●一ー^甲一^^^ー^..L-ー.、.ー.^..ー^→血^ー".ー、一『

だ発'じ;利乕者二く耒期φ悪性腫蕩φ患者匠限濁■}'-r .,、ー..ーー,、ー,.-N.ーー.ー.ーーー.^ー、』^-J 、.占一.ー,.., J「一→一^「一↓一 H ■^ι一',.〒,.ー..T、..、1,.ー、ー.ーー、

φ唖身φ状況奪に子y司"璽治φ医師戈ほ壷萪匡
師1(以下一.の条仁'おいて,t生治ω匡1軍等、に七_い
う亘)1φ煮見を勘室U太必要そ語め1るご場貸姦φ匝
φやむを得藝い理圃がある1場合1マづいtぼ野、
当者匡瓢す;る照会等祥江り意見匠求岡る'ど途
^

tでぎる1五φとす、るy'1

条例(現行)

(指定居宅介護支援の具体的取扱方針)

第16条指定居宅介護支援の方針は、第4条に規定

する基本方針及び前条に規定する基本取扱方針に

基づき、次に掲げるところによるものとする。

①~⑧(略)

四)三_介護支援専門員ほ二一芋Eズ担当老会議k介

獲二痢倫著及び毛φ家族b)'参加を冨禾匡L.づっ、!

宿宅サ子Eスif画φ原室嘉匝置付i王だ指定雇宅
遜三Eネ等φ1旦当者K以室己亜系jぎおいて、哩亘当
渚J七・し}芝§・、11蚕招条夏t行之会蚕逃生江七宣電話

条例(改正案)

1(1面め"i"介孝支援専門員ぼイ'毛φ勤霧す'る指走居

落外護支援事葉所iミ需いそ祚成さ航だ居雫サ

1〒、eス哥画i三莅置イ寸仔ら五だ指是居薯サーe

沃奪iご係る肩毛子fξ'""〒1窟ズ費じ7了例居毛介

疲置毛め価み膚一邇信機需:1t以慕r宗UE電語芽

置等ンと'いうbo ",

電ヲ:斗ぜズ費;"、地域一着型介当'り芸ビズ、、及

赤辱例地玩書一型罪電"芋.E叉賣二て以示1'己め

U)'しするiた灸t.じ;、、利甫者戈1ぼ毛b)家辰、て以示ご

aの~(18)の 2

(新設)

号1ご需いt r"-E叉、"どいう'.)'の総額ガξ

の号において r利雨著奪、苫いう。ジ添参玩ずる

1

、゛゛.+リー平

霧爺聡条第乞頂iご美'建ぎ1る居毛介;亨'"-Eズ

場合にあって,は、テ,レヒ

一響匡分爰給眼度塞準額iご、占高る禅j合及ぴ話

{いて当設利吊著奪め'伺意蓉得な,けi北ぼな'らな

r,..,ー.,ーー闇'ー.一→一^゛ーー.斥.,ー"ー.闡

問'葬電た係る居毛介謹""、ービス費がザー'ピス

活用じて行う之・・どが,できるも

(略)

と、itイ1,当該雇宅"ービズ計画め原冬U)丙客に1
ガいヌ、、,担当者から、専門的な見地からφ意見を
逮廼る嵐φ乏サる;チミ延L〒利用者1(禾麺φ悪盤
冒■■

腫傷φ急者匠限るー.jの心身φ状況等で蓮り1主
冶め匡師叉ば歯科医1祗以下二φ条匠おびでf澄
1貧φ1医師讐〕".1.と↓、ゑ、巨φ意見を勘案、.じ、て必要七
認瓦'る堤合そφ他φやむを得批い種画がある場
冷Rつ.いtばξ担当者仁丙する照会等に'り意
見を求めるミどがヤぎる志φ匠弐る鍵

aの~a8)の2 (略)
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条例(現行)

(19)ん(2刀

(運営規程)

第21条指定居宅介護支援事業者1嵐指定居宅介護

支援事業所ごとに、次に掲げる事業の運営につい

ての重要事項に閏する規程(以下1運営規程」とい

う。')を定めなけれぱならない。

Π)~(5)"(略)

(棄廂劣

⑥(陶

(勤務体制の確保)

第22条(略)

2・3 (略)

俳廂劣

(略)

郵嘗珂莱お示嗣易ヲ三膓谷倦ぼ寺雪護手盲楚居雫

外三一麦援事業所'め肩雫謬琴1白纂舒圃お利雨め

髪1雪穫髪積冒系心亀,暫・誠蔦雫"窯IE茨,哥画1ミ、鯖

画艾以築ば葉霧秘続託面'ミ言脳ぢ蔀叉菱条崔彩q暫

条例(改正案)

問外謹示亟^憂鍾函奪悪記一蒜為湛↑響箸は1・1
幽盲支居雫吾笄鰹7叉評画蓼附断符趣肩征舶捻嘱

ぞご指廷居喜芥環斐援事案一ほ鷲罪護斐覆一甫苔1ξ蔚

究ぼむ勢7羅131,1

(19)~(2刀

(運営規程)

第21条指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護

支援事業所ごとに、・次に掲げる事業の運営にっい

ての重要事項に関する規程(以下「運営規程jとい

う。)を定めなけれぱならない。

a}~.⑤(略)

心11、葉霧継続許画1ξ溺、'い_で膚知手るr宮君恐樗§必婁

(略)

松薪修及途司i練を是期嗣徒美語迄な浮託ぼな必な

゛

一

(新設)

虐待の止のための措置に関する事項

手'1旨建居雫芥電麦援事葉著ほJ麺期剖徒梁霧継続評

(勤務体制の確保)

第22、条(略), 1'
、.

2,・ 3 、(略)

4 指定居宅介護支援事業者は、適切な指定居宅介護

(略)

、

支援の提共を確保する観点から、職場において.行

われる性的な言動又は越的な関係を背景とした

言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えた

ものにより介護支援専門員の就業環境が害される

ことを防止するための、方針の明確化等の必要な措
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置を講じなけれぱならない。
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骨.

.1

(衛生管理等)

第24条(略)

(新設)

条例(現行)

画φ見直心菱行i、、二必、に応じて案一、継で至亘千画め

愛重毛行う葛めぞ・手る舗

(衛生管理等)

第24条 (略)

条例(改正案)

区'エ、盲走居薯外、支覆事楽著ぼじ雪該殆琵肩雫外'嘆重

緩事璽薪穫おひ蒸感築症が発生L1及'ぼま而莚U

PよC見η'

越符当誠指矩居蒐罪環支覆事条所i'おHる感乗碇

(掲示)

第25条

(新設)

なけれぱなら

の票「滅赤衰元延ゐ一正φだ珂φ珂「を検哥ず

る委員会、1テιΣE雷語r筈響を活南、じぞ存ぢ己

(略)

(ε示毛ぎ.るも透)、乏手る諄を禽おむね6月にi.,回

厨正めテι'珂a丁研惨滅赤旬f-"、一走期西iι実施す"

奴正開催于るぞモ毛iミ毛の石栗元うτ{でイ介璽

愛硬軍角員iミ薗知、ラ蔦を図葛'ミ遊;1

②1雪唇癖盲憙居毛外璽支援事業所iιおiナる感染湿
汾事厨友駄条χ証あ酷正φ五防め指';ーを整備す

俳乕斐)

固ヌ雪最指走'一雫介ξ"支覆事葉所において、'外
爰稜軍門貪i三対L、L感染症の予7爾及赤ま元延の

(掲示)

第 25 条'・(略)

2 指定居宅介電支援事業者は、前項に規定する事項

を記載した書面を当該指定居宅介孝支援事業所に

備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲

覧させることにより、同項の規定にょる掲示に代

えることができる。

ド(虐待の防止)

第豆0条aj乞'、、盲是一雫介護支援璽案著ぼ;'虐,、'φ発生

友ほ宅め奪発、菱防正ずるナ三め1、三灸iご福げる措債

rlj、な蒔寵ぼならない61

ブ1

麺7当該1盲是鳥雫外ξ、'支覆事築j、に・おげる虐待φ
、一正珂チ三甜め蔚乗蕃覆蔚工手二る蚕員二会!二て手TU官雷

磊裂置等恐浩雨心"で行うこど示匙ぎ葛毛め谷訳

屠;予を葎期南荏朗確ず為ぞを二毛徒乎毛あ結一に

冷いそゞ外瑳隻援墫門員徒閤和徹薩考面るご'宮゛

②1牙当誠稽荒肩雫外ξ一支覆事栗薪北おける声待め
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条例(現行)

(棄雁旦)

酬正切挫鵠あ垢丁悪藝債葺るゼぞ罰

捻捌雪誠稽楚蔦璽罪電叟擾聿案所長おいぞf外肇
笈禳薫門貰佳對態W声持汾靜正珂発防め,研惨葛

条例(改正案)

鑓輸南徒饗雁器為ヲ包迎篇

亜鷲階§喜ηE稽除省猪置"を邇砺僅美葹手谷だ珂汾
題雪1-1饗置1嘉1を'1Ξ'・,1

'電^

第35条指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介孝

支援の提供に当たる者は、作成、保存その他これら

に類するもののう、ち、この条例の規定において害

J

゛

面'(害面、害類、文書、謄本、抄本、正本、副本、

複本その他文字、図形等人の知覚によって認識す

ることができる情報が記'された紙その他の有体

゛

物いう。以下この条において同じ。)で行うこと

が規定されている又.は想定されるもの(-10条(前

条において準用する場合を含む。)及び第16条第24

号(前条において準用する場合を含む。)並ぴに次

項に規定するものを除く。・)については、書面に代

当該害面に係る一磁的記録'(電子的方式、.磁えて

、

(委任)

第旦旦条

気的方式その他人の知覚によっては認識すること
、

ができない方式で作られる記録であって、電子計

」

算による情報処理の用に供されるものをいう6)

により行うことができる。

2 指定居宅介瞳支援事業者及び指定居宅介拳支援

、

(略)

J

の提供に当たる者は、交付、説明、同意、承諾その

他これらに類するもの(以下「交付等という。)

この久例の規定において書面で行うことのうち

が規定.されている又は想定さ,れるものについて

は当該交付等の相手方の承諾得て、害面に代え

て、電磁的方法(一子的方法、磁気的方法その他人

の知覚によって認識することができない方法をい

う。)によるこ?ごができる。

(委任)

第墾金 (略)

U

ノ、
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0長崎市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条伊1(平

・従うべき基準'^・・・標準成25年長.崎市条例第11号)
1ι▲.、

目次

第1章~第9章(略)

第10章雑則'(^)

附則

条例_(現行)

(指定地域密着型サービスの事業の一般原則)
第3条(略)

2 (略)

(新設)

(棄廂劣

11(定期巡回ご・二随時対応型訪問介護看護従業者の員数)}
第7条,,,(略)・1

,区

巨X4'二て略)に!'

5'二指定定期巡回三匝時対蚕型訪問介護看謹璽栗j匠φ
{同ξ敷地内仁次に福げるいず迦がφ施設釜がある
場合におい七ミ当詠趣設等φ太所者翌φ処邇三玉
障西ξなyぞ勧諏二前頂本戈φ1見垣ご可節毛_る_す';当
詠施設奪蚕雁員五オベレー互H要じて禿武る辻濁

';':、 1'^""ー'ツ'1赤、、
ι■」」

d)r1指走短期甚所生浴五護嘉業所上指定居宅'サー
Eズ等基準条例第⑭a条第1・'項凖税定1す濁詣建
短期入所生活介護事栗所を,レ.,_、,第1殊第亟釜
i喜及蔀第i5β条第使頂においで伺6、nメ

■」

Kの1獲定短期入所療養介護事葉所X指定居悪せ、祭
Eス等基準条例葉i即条葉;i項長糎足武濁1盲足
短麺入所療蔓介誕事業所をいう、'篁亜条第盆垣璽
2号におい.で伝rじ;,が、1

1..、..甲...^.●一J 〒]●"'ヒー゛ーゞ゛'゛、●"『「.U゛",.島■"J^.口▲.●.、J-ー..、、L ..ー、..一●一ーー'●、.●一..」[1●;.ー"●」".ー+叫_1冒,.岡.,',■耳^'r_".」

第訂7条第,i項it貌藍す海顎定姦建施設ぎい.う',1

目次

第1章~第9章(略)

第10章雑則(^)

附則

>

ξK望期巡河染廼磯対匪型訪問介謹置謹征栗者φ員数1
■

津草条T1て略)1
含一4R畷溺
、11,1掲定是期巡向i匝磯丙応型訪11介誕麦護事業所の
同'ξ敷地丙太取徒掲ifるし.、t五面φ施殻翌がある
陽貧匡お巡太J当該施壷釜φ竃所者讐.φ処逼に支
障西静よ込乏1ぎほ、・極項本叉φ短延に"かがわ多,ずL当
該趣霞等φ雁員菱迂《リ〒,子;豐Lt充七るご七
鄭でぎ藩醜

川に指建短期入所生活介護事業所1(指定居宅サー
進ズ隻基無条例第11臨条第災項持生見藍する指定

冒■ 1

短期込{所鴛活介護事業所をい,づ、,第而豆条第i之項
1=お1し~て伺じ。、"・) 1

f②1'二蚤藍短期1入所療養介護事栗所k指定1雇宅り'ー
IEネ等基準条伯廊i如条第,1f項iミ貌定する指定
短期入所療養介護事葉所をいう_、j.1

廼)1三指定霊里楓設X讃璽居悪ヲ1÷頁ネ翌基渠条例
節西1条第i窺武洩匡鴛1る指、走恭藍施殻麦い
巨j シ1

L角二1指建小短謹多穏能型居彊五護事葉所ヌ第認条

条例(改正案)

(指定地域密着型サービスの事業の一般原則)

第3条(略)

2 (略)

指定地域密着型サービス事業

第4曾'ー、二1頂第3喜ltおいて伺じ6 ジ

の擁護、声待の防止等のため、必要な体制の整備を

迄)、1,1旨足小貌模多機能型居忌介護事業所X第@,§条

行うとともに、.・その従業者に対し、る刑虜実施する

45

等の措置を講じなけれぱならない6

4・指定地域密着型ザービス事業者は、指定地域密着

型サービスを提供するに・当たっては、法第 118

、

の2第1項に規定する介護保険等連情報その他

必要な情を活用し、適切かつ効に行うよう努

めなけれぱならない。

は、利用者の人権

ー
リ
J

3
-



駕i垣藤規菱勇賓獲髪五途夏摸烹穩能型居悪砥護
蓮璽所を遍乏ミ聾1

K熨製指定琵知湿蔚瓦'霪里冥同讐§舌努趣璽葉所K第
Iii条第1垣得短馳妾蔆1亘愛語知湿麺虚型共面璽
1置葬謹嘉業所蔆工{笈一甑熊条第f頂1蓮誘条奮熊
蓮ξ第麗条第'垣§第師条第1這及遂第訪条1雫お島
恭伺1じ闘む}

1河鷲指菱匝章蚕置璽喪璽狐誕'隠1'師条靈1蓮薦
短望武る1ミ是地章登釜型發蒙施亘支筈奇邑無1篤醇
条覧1義1逢酬条鍍1煮ゑ懸第鱈条第す垣鳶資込琴
伺蔓,1'1il

対芽腰堂地竃嘉冠型粂謹讐迷彊証施霞丁嘆j厘条
津1、重憾税雇意1る韻誇垣璃握讃型砥謹老墾楓延
1登設蓋1い,舮第壷条第瓢顎熊鴛髄条第f垣鷲電鴛
艇条第6道t§欝fS廷同C刷鼎i.1

条例(現行)

瀧雁凱ミ魂堤罵冬1盲是蒸短摸蔓穏館型居悪鬻護
電葉斯1を1い.う141ご邊{^

{御11證定看護四"餅莫量樋五睡鳴毛介謹重離所1礁

・U-'・)

巡墾謡旨是這忍瓢湿麺董型無伺匡浴難護事業所ヌ第
雛i条策瞳'理貌廷薪為1豆墾語ヌ'症薗彪型無向鴛

沌ず条璽ln菰区規髪章彊指差者護4甑種箆機能
型雇坐介護璽業所登二いう.1゛第,滝磐る第区鳶ぎ
1莖li三霞賢考頁亘談狸

!四テ紗四W鴫1縛叉鬮ヨ
す斈li乞7K語)1 ..:

条例(改正案)

話難護事毒勗蓋罫巨治謝鞠饗第4墳第5島く蔓鰻条
第河蓮酪鴛,す製第讃頂難第郡条第す項ξ鴛鱗条璽
ず垣鑾び蕉璽条撲鱒゛罵制謡翻覗

纐又涯島望埴蔵書鬚互畷ご週趣設溝第1顎条欝t繊垣膳
貌望蒸気撹堂鴛竃語讃型發魯1蚕設.聾゛う翌'莞露
条第盆垣^奮応楽湧1進11津艇条第1蕉運賢鴛
β§条第β垣荏麗好■伺婆放凝

(勤務体制の確保等)

第33条(略)

2~4 (略)

(略)

(運営規程)

第訟.条指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業者はイ指定定期巡回,随時対応,型訪問介護看護事

業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重

要事項に関する規程(以下この章において「運営規

程」という。)を定めなけれぱならない。

(1)~(フ)'(略)

(新設)

⑧_(略)

5 指定定期巡回・随時対応型訪占介護

汝渉荏盲鴬騨章霊渚型発護署麥1盲延施i叉長第f黒条
篤i頚i捜規董煮姦1擅撹璽蔵魯着廼分ι護讐蒸雅讐
麺訟饗途ら、^.7舞亘条釜、1'須、1
礎条命簿1重葬聾鴛畷条鴛ξ填彪途叉が琴同仲ゞ必

漢Σ1獲建看翻下魂_種多穏貫騒!雇毛介護事隱所ヌ鴛
腰謡条第瓢蓮婦f寔堤竜藩1盲建煮1麺ヌ規禅烹穏琵
型居雫五護軍鴛所注委漫谷',第^
製1永第、葺章邪隻第燮章ぎ灸j、t艦都廼伺じ§つ心

K可モ恵割1券、が溺1蕗)ロ
何二,1乞工て略叉

(運営規程)

第32条指定定期巡回1,随時対応型訪問介護看護事

業者は、指定定期巡回'随時対応型訪問介護看護事

業所ごとに、,次に掲げる事業の運営についての重

要事項に関する規程(以下この章において「運営規
,:

程」という。)を定めなけれぱならない。

①~⑦(略)

(8)虐待の防止のための措置に関する事項,

は、適切な指定定期巡回・随時対応型訪問介護看撞

の提供を確保す.る観点から'職場において行われ

る性的な言動又は優越的な関係を背景と.した言動

であって業務上必要かっ相当な範囲を超えたもの

(勤務体制の確保等)

第33条(略)

2~4 (略)

(新設)
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、、

条仰1'(現行)

俳廂劣

により定期巡回・随時対応型訪問介き看護従業者

の就業環境が害されること

の明確化等の必要な措置を講じなけれぱならな

条例(改正案)

い。

R案霧緩続哥画φ乗廷奪貿

第亙釡登k^C指歪兎爾盡画工随蒔河応型磊問葬冨、着

護事築一ほ1、感築症や非幣灸魯め発璽蒔i'乏"おいそ

勳雨著i三対手る指硬墓期巡回;、隨蒔爾応塾訪奇、罪

(衛生管理等)

'第34条(略)

2 (略)

俳廂劣

電着誕両提供一砥続的i三美施手る元珂の、表ぴ罪

止するための方針

衛蒔あ孫"制で阜期φ案一再閉を図るだ珂の計画

、

、て以禾、t条、一継続哥画、"1芒,いう。)

築需駆子哥盲化徒い必な措一を じなけれぱな

膳義Lヌ。1

ぞサ,T希廷廷期巡向〒随蒔対応型飴奇外、嘆着瞳事葉著

ほ二楚期葱同i随蒔対応型朗問外r看護徒業箸嘉對

抵語惨滅赤訶薄、'、建期函様美応U派,け北ぼなぢ義

死ゞξJ

3̂
' J.ー'._ 糟是廷期通画三而通蒔蔚応型磊問外璽看環事葉署

ほ子憙期西1ι璽、一纒続哥画ゐ見這モ毛行い丁必婁i辻

策定し、当該

稔Cそ棄霧継1哥画の愛更行うもU)遷する蔀

第34条(略)

2 (略)

蚕、指楚楚爾巡回;随蒔対応塾i芳寄介電看竃事業者

(衛生管理等)

●、.、1

J

ぼ;当言支指是是期巡回1随蒔対応型訪問外ゞ'着電事

築所長,需L'て感築釜示発生心÷反ぼ条元延U五郡

1涙・らにじ淡に穐i子為措冒一講tな1チ寵ぼならない

ξ而'T雪護殆楚建期巡向阿彊蒔對席型訪問介¥璽看r
事業所1ごお行る感築症の弔断及ぴまん延め、正
^」冒

切だめt万'対肇、一検蔚ずる委員会"てデD、E雷冒舌『

置毛め佃め、靴邇信機器1以下,子〒'D.ビフ電話丁置

警「'遅いら6 ジ菱活月して行,うこ,そ%ξ泛,ぎる冨め

ぞずるd)"を詠お1}稔・6 肖に弓面以IE閉一音÷局を

ぞ亀i"に11毛の"菓にういで゛楚期巡回;随蒔対は
デ..^ーー.^●1 .,岬.き^.■巨巨興闇署N▲:,.JJ'」.ヅ.」IL -^.〒'▼N゛

型訪問介を看護従業に周知徹底を図るごと

セジ'ニ'当誠指是楚期巡向;随蒔対応型話司介嘩着、
樂所i己需iチる感、症φ予防及赤ま元莚0づ"雷正

1珂だあ乙S、指哥善整一する、ごぞ

47
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条例(現行)

(掲示)

第35条(略)

俳廂劣

νオ、 需笋7雪骸猪建弟砺巡画黙随蒔調器型磊問芥謹着電

(地域との連携等)

第40条指定定期巡回,随時対応型訪問介護看護事

業者は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の

提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住

民の代表者、地域の医療関係者、本市の職員又は当

該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所

が所在する区域を管轄する地域包括支援センター

の職員、定期巡回,随時対応型訪問介護看護につい

て知見を有する者等により構成される協議会く以

下この項において「介護・医療連携推進会議」とい

う.。).を設置し、おおむね6月に 1 回以上、介護・

医療連携推・進会議に対して指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護の提供状況等を報告し、介護・医

療連携推進会議による評価を受けるとともに、介

護・医療連携推進会議から必要な要望、、助言等を聴

く機会を設けなけれぱならない。

璽案所迄糖い汝革楚期巡向1随蒔対泳型餝問禿護

着璽従楽箸徒苅態ぷ感築藍お窯腸滅赤鷲%証お

条例(改正案)

爾正お兇お諭研惨裂愈訶緑署廷期飼博美施翫署

1τ二'ど.。1;1
OT,,"〒、町制■ψ一.」

(掲示)

第 35 条(略)

2 指定定期巡回

は、前項に規定する事項を記載した害面・を当該指

定定期巡回・随時対応型訪問介妻看護事業所に備

え付け、かつ、これをいつでも係者に自由に閲覧

させることにより

随時対応型訪問介き董看瞳事業者

ることができる。

朝

(地域との連携等)

第40条指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業者は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の

提供に当たってば、利用者、利用者の家族、地域住

民の代表者、地域の医療関係者、.本市の職員又は当

該指定定期巡回・随時対応型劼問介護看護事業所

が所在する区域を管轄する地域包括支援センタフ

の職員、定期巡回・随時対応型訪問介護看護につい

て知見を有する者等により構成される協議会(テ

同項のま定による掲示に代え

2~5 (略)

レビ電話M 置等を活用して行うことができるもの

とする。ただし、利用者又はその家族(以下この

佳雁到

項、第60条の17第1項及ぴ第部条において、「利

用者等という。.)が参加する場合にあっては、.テ

レビ電i奇置等の活用について当該利用者等の同

意を得なけれぱならない。)(以下この項において

「介護.・医療連携推進会議」という。)を設置し、

おおむね6月に 1 回以上、介護・医療連携推進会

議に対して指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護の提供状況等を報告し、介護・医療連携推進会議

による評価を受けるとともに、介護,医療連携推進

会議から必要な要望、助言等を聴く機会.を設けな

けれぱならない。

2~5 (略)

;1て虐待め防正抑

露14i)茶dゞ":Σ',1糟楚是期巡回、;随蒔対怠型話問外誕著



条例(現行)

電事葉著ほ¥1虐一あ発璽女はそφ再発一丁、正する

1癒師工次住げ'る措置.を講じ捻蒔託ぼな弓ない一1

kⅡIN当誠指定是麺画;1随,対、応型需問外芸着三

条例(改正案)

蓮一、所はおける虐待の厨正珂五めφ河、、

ノ

(適用除外)

第44条(略)

2 連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業者については、第26条、第27条第4項(同条第9

項において準用する場合を含む。)、第5項(同条第

9項において準用する場合を含む。)及び第10項か

ら第12項まで並びに前条第2項第3号及ぴ第,4号の

規定は適用しない。

鑓註問介護員等の員数ヌ

第起条二1旨定衣問頚璽廼髄問1介護φ事象を行二者
1_、ξ区雫"旨定夜間麺雇型詣問介護璽条登〕という、)1
が当該事璽を貨う、事条薪K以コft指定衣問対応型訪
薗介護重栗所i璽い支L髪ご目三置ζ・バき従条者
禦以悉1'r夜問麺岱型訪問介護徒楽著」七1いラ、.,)_φ
臓種及璽員籔ほ牙次々Σ吾号長掲ザ'亙夜間対応型勗
問分誕径業者φ区分鴛応婆秀当該谷号i亘定蚕ると
艇り亙王る;,ヨミ烝蒸而条第乞頂藝瑠U警φ短定畷
冨貢ぎ無武レ点之点髪玉乏烹慧匠霞置1じ'互6場合
ほ黛瓢ぺ,Uーン員ン五乏互牙灸条者を置かない.⇔
〒●一門,●..ー""一冒、],ーー:.、..,1、E4,ノ『.J-

ι.ー゛鬼ノ斗"..".ーー、、」.ー.ιNL、、..'"「'1.

廼Σ二牙葱,立民,ショ,之ヤ'・ンタヨ従業者ご迂尽し美

ず葛妻買会;叉烹砂恵き茅一奪'を活用モそ行ち

冠遡祭愚活為曙お'εする消1を蒙顛西徒蘭確ぎる

!ε遷男隠鑾毛お語菓iごづ.戚そ;1走期返回1随蒔、対

塚塾訪笥芥遜署rブ1栗著i慧肩知薇慮菱図る二と

111t ・,カ.、

1迄f'雪謬猪蒐楚勳巡面ミ随蒔菊彪型磊問外r看電

捗'るE医';、1

所におけ,る虐'、'の防止のための指.を整備

贈テ1雪、該指定琵輸超回1随蒔対応型訪問介誕着、
事案所i三,おUヌ'でじ是期巡回;随蒔対応型ぞ方下寄ヲト

7三従璽、に殉'しに声、、φ防止め五あで)語修を

四

定期、6弓iご藷ずるご匠、11

寸

R'拶葡豆喜荏穐1訊る藷置を殖切住美極手るナとめめ
担璽^

(適用除外)

第44条(略),

2 連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業者にっいては、第26条、第27条第4項(同条第9

項において準用する場合を含む。)、第5項(同条第

9項において準用する場合を・含む。)及び第10項か

ら第12項まで並びに第43条第2項第3号及び第4号

の規定は適用しない。

く勗問介護夏委φ亘数Σ1

第閑条1叉指菱'覆間対匪型訪問介1護φ事業を行.う者
1・以示子指堂衣面苅岱型訪鳥野護事美者」1という_。)1

1が当該璽竃蓋右う事条所1(以下「手盲定夜問対応型訪
j分謹事条所j七いう、)、'ごξに債Kべぎ徒業者

、.ニ(以示二r夜匡i苅娘型訪問灸1謹従葉者1.,E1いう.ゞ)'φ
簾種及び亘1細ぎξ丞直各号武'掲琵る夜聞1河応型訪
抽断護征葉者φ区分博応'Cに当該吾号巨定める'習
命U属1逐るξ笈憂じ1ι葡条琵互垣だ鷺L奮英規薗§
遵廷ぎ辻尽ヒーシヨ・ンセジター匠"趣置じない堤谷
廷L辻太じ÷ジ●"'ン五ジ互÷徒業者ぎ置か巷〆己
匠癒で薹る亘1 :

Ki)111',t代じ"シヨ"ン.セ戈互〒ξ1径業者'1.'1'オべD二、r U 1 「」〒.゛.゛ー、'冒.L -'」、』▲".".".".●..ー..."●..、"ー゛ 1.●一、'ーー,ーー、..^.、.●..ーーL-."".ー、-L●一ー、. L.._,▲ι,」耳'./..』.』... 1



燧窯慧猛琴義問麺亜型寵問碕誕蓋1擾供迂裂"問
語讐通駕誰辱ぢ釦鳥諸踊1窟鷺壷裁菱翼研付驫る
楽麹冒雪発饗従業者饗じイ曝聖1以誰嘉・φ軍及お憐
鐙伺淫蔦纂蔀゛考工以導製途知用者φ面獲烹買匝
1禦援書狂ゑ鬢讐狸援蚕以鰕確1栗ぎ離登葬阿慢1'.J ,

条例・(現行)

黙要餐駁以逗を靜渇階膨野'琶革剰甫署お処邁荏叟
障易で憲嚇璃谷ぼJ冴漆tヅ禦笈窯ほ?警議稜問調盧

型訪占葬電事業所嶺シ廷T葱'向夢遵毛ズ"、_伺、'1

犯丙お殆匝餝問葬誕季璽薪署心姦ぽ猪欝麺無墨

回罵霜嵩努旛塑餝簡葬r署電事案所汾職霧熨ぽ

洋1鞘署以雰滅署郊勢而症報欝隻浮1調潔る饗需建

徒軍理渚迷誓拓礎裏潛讓

腰】"慧憂期巡坤黙澤讐緊ι冨錠念訪圃謡1護買讐器廻
、麺巡'回返烹゛象匙冷巨訪,閲介誕旦璽英旦^圭X}
粂通書情1駈問頚罵等饗漸璽聾遜1用者蔓適瓦鳶
廷麹巡僅豆窯E弐蔓卿兵迂登発箪R婆,璽鴛璽以

琴契K讃堂裁薗勳恭型訪問兇護置擾砥壹濁鱈間
姦途蓮罵濁瓢扇讐鄭写踊鍾裁墨驚1夷弛チ裂美務
體淫1発蔓礎渠者豆1い巨',1以ホ智φ章匡おいで制
腰語Pξ涙迂3連'製逐圭i嘆者英面獲烹灸匝φ条
器を買ゑ者舞弾'考1鳳'逗確偲ざ五濁だめ1長必翼
眠璽以繼

難ぞ磊冨否露

やΣ_堕時訪r■丑弓鳶区濯・行亘哉閲1分澄璽員釜1工随
磯勗1"等1日叉髪行烹訪問介i璽亘讐鱸員数鳶熟
詣壁握閲村亜型訪問介護琴擾供蒸為鰻問謡ぎ匝
{じぞ軍弓匝磯訪問丑蔦篁藤φ提1璃g当五濁訟問
挺護負等万気以墾逢1偲饗叛るだ貿躍婆要§裁以

条例(改正案)

条蒔曹楚稜問蔚捻璽斬藺芥電冨案所あ闇二藪施丙穩

"「

墾悲子藩?発建心学菊煽署め処邇ぽ麦障逓む捌場
浴祿巡随蒔冒方問鉄芋ぞ沃髪脊券訪笥罪電賣奪ほ

当該覆藺秀鳶型飴干奇芥電事工楽所汾楚期巡薗牙導

,

腰叉反ほ伺鷲r琵丙謄弼モ谷指随飴簡罪電季葉所

腰)1a廼期脛向葺丹r貞区二翫ゑ巨詣頁発1套旦夢祭定
弸巡L回黙会鷺熟藍液ゑ.訪圃凝謹員讐φ員鼠ほ1;呈
鱗漣璽遭器方問麺産黒菱勘烹渡;制鳥者.i三適麹R
建麺巡偉諺1昇管文甚提荏す参写卵進藝夏浮璽直
堕
IU二゛'

麺Σミ匝磯1五問迭烹潭ネ蓋行巨議閲賢誕員釜譜f随
腰i五問既警蒔返を買姦'訪問葬護買警炎員頚ほ;江
讃定衣間苅藍型餓閲五誕蓋擾供迂墨鳶問帯菱通
1可廼随磯誠問毒浮貸表φ提蕉鵄当だる寵問介誕
葺等万航以出確偲豐乳冬泥亀祥男遵毛璽以浜

、

署態R予ぼ稽楚楚期巡尚.'町随蒔苅ぽ型話闇芥電看

淡徒掲i覗各瓶拶究祭め'爾護響隔tあ渚珸谷穩需;Ⅸ

ξ~冒"ー.,,"W-ゞ」Ξ."ー'rL

'ーー.1』一、E.一■'■..、

俳斤設)

蔓事案所あ職霧徒'一事子渇ぜぞ赤冠謹る岑1

1て

俳雁劣

谷ぼし箭項一支め冨、楚博万賜Y・ら手'f雪該泥設響め

.司'■゛■●ザ.●リ.■,■^゛.

U气L-1JJ.'↓ι亀",.""、

§町;矛及D芋珍芋Υま'弓鷺窃騒一、1ざ徒璽蒜冬署毛な

雪簸泥設一あ沃薪著奪あ処邁穩支一'邪發山塲

1仔航ぼ叛場獄〔謬牲だ,i恢澤ii甫著お処邇徒斐障%ξ"な

磯員菱矛栗ν斧ダ芋君Uぞ禿で冬どぞがでぎるぷ

購塲谷ほ当邑箒支後問詩応星靖胃問外護事葉所汾琵期

尚窯籔地禰仂芋冒楚靖簡芥r軍楽薪
〒゛可J-,フ.,"゛戸一

巡回サ鳥セス

50

署心欝ほ猪礎是輸匙薗瓢隨蒔婿臆型餝奇外護箸護

重築所お一霧女ほ剰角署以外あ署がぢ珂邇報署受

靜符汗る築霧1ぞ徒事簿〒高ぞ響添迅巨1希認
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条例(現行)

俳乕妾)

阿丁工指廷殖爾入所生浩外電冨葉所
1セ)、希楚短、一叉所療養介三蚕事栗所

嬬)'.,11^i^ ' 1 ・

'④'§殆廷小1'、種多藩罷型居碧錚t一璽葉戸斤

条例(改正案)

(新設)

て6f'、一旨夏緬域、着廼一、定藷霞

kラ)、'、'匡盲楚餌域密著型3〒電老叉子冨祉罷霞

逗f、、指廷看護不須一多機能型居毛介、一事楽所

(9)

kのー一盲楚子fr毛ラk'言征語設

Id可1'1金玉^

(新設)

附イ交1指是"電療養型医療施子

、

頬'公'111^医療院
5叉'下'随蒔話'ヲ÷e.ズを行ぢ餝問子ド吾、'員等ぼ「・尊、ぢ.! 1

51

当誠随蒔所問吾Feスa)矧巽、区雪五る箸でなiサ・π

ぼならない。五発Lイ、利雨著の処邇徒麦障遼点い珸

当骸筱問爾応型訪問介昔'事葉薪め廷期巡画ムは 、

海'どス女ぼ向子數地丙iミある殆廷磊問介電事業

(運営規程)

第56,条指定夜間対応型訪問介護事業者は、指定夜

間対応型訪問介護事業所ごと'に、次に掲げる事業

の運営にっいての重要事項に関す.る規程(以下こ

の章において「運営規程」という。')を定めなけれ

ぱならない。

①~⑦(略)

俳斤設)

⑧(略) J (略)

所著'U七ぼ指是是期巡回;随蒔蔚砥璽訪奇葬瑳着

手る産蒔匡肝

亘逃雪誤後問爾儒塾訪問外ミ事楽所ゐ痢肩著iミ爾'器

事'薪φ、'ーーiご従事手るごを子示でぎ'る。・1

る矛大U÷シヨン毛シ.タ谷"゜鳥1迎ズ滅提、珂ξ支一

示な'い塲合様゛,1第酒頑禾女表逐箭墳や及二ゐ巍是建

郊が翁ぢ手i冴・太'U牙互ニミほ1、随蒔需、笥荘芋E叉捷

徒事ずるご,と示でぎるi}

1"÷二司頃あ短是信まり矛バフレー亙gが随蒔詔問ザ共

子{ビ叉の嘉冥1ミ斐障示捻い1ぞきi' 』,1.項の規

建iごががわ弓舮じ随蒔磊問"笑Eズた行ぢ訪問罪
謹員等を置がないこを翁イでぎる"1

(運営規程)

第56条指定夜間対応型訪問介護事業者は、指定夜

間対応型訪問介護事業所ごとに、、次に掲げる事業

の運営についての重要事項に関する規程.(以下こ

の章においてT運営規程」という。)を定めなけれ

ぱならない。

①~⑦(略)

⑧虐待の防止のための措置に関する事項

是白一
1

.
一
一
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L
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一
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一
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一
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対



(勤務体制の確保等)

第 57 条(略)

2 指定夜間対応型訪問介護事業者は、指定夜間対応

型訪問介護事業所ごとに、当該指定夜間対応型訪

問介護事業所の訪問介護員等によつて定期巡回サ

ービス及び随時訪問サ」ビスを提供しなけれぱな

らない。ただ」、随時訪問サービスについては、他

条例(現行)

の指定訪問介饗事業所との連携を図ることにより

当該指定夜間対応型訪問介護事業所の効果的な運

営を期待することができる場合であつて、利用者

の処遇に支障がないどきは、当該他の指定訪問介

孝事業所の訪問介電員等に行わせることができ

る。

(勤務体制の確保等)

第 57 条(略)

2 指定夜間対応型訪問介護事業者は、指定夜間対応

型訪問.介護事業所ごとに、当該指定夜間対応型訪

条例(改正案)

3 前項の規定にかかわらず、指定夜間対応型訪問介

問介護事業所の訪問介護員等にょつて定期巡回サ

」ビス及び随時訪問サービスを提供しなけれぱな

らない。ただし、指定夜問対応型訪問介護事業所

事業者が指定定期巡回・随時対応型訪占介護孝

事業者の指定を併せて受け、かつ、指定夜間対応型

訪問介護の事業'と指定定期巡回・'随時対応型訪問介

が、適切に指定夜間対応型訪問介護を利用者に提

瑳看瞳の事案とが同」敷地内において」休的に運

供する体制を築しており、他の指定訪胡介孝事

営されている場合(第33条一.2項ただし書の規定

業所又は指定定期巡回・随時対応型訪問介・護看電

により当該夜間対応型訪問介瞳事業所の従業者が

事業所(以下この条において「指定訪問介護事業所

当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看瞳事業所

等」という。)との密接な連携を図ることにより当

゛

の職務を行うことにっき市長に認められている場

該指定夜間対応型訪問介護事業所の効果的な運営

を期待することができる場合であって、利用者の

処遇に支障がないときは、市長が地域の実特を勘

合に限る。)であつて、利,用者の処遇に支がない

ときは、市長が地域の実情を勘案し適,切と認める範

囲内において、定期巡回ザービス又は随時訪問サ「

{し適切と認める範井内において、指定夜間対応

ビスの事業の一部を他の指定訪問介撞事業所又は

型訪問介甕の事業の一部を、当該他の指定訪問介

歴臺栄所^に行わせることができる。

3 前項本文の規定にかかわらず、'オペレーシヨンセ

指定・間対応型訪占介撲事業所の従業者に行わせ

ることができる。

4 (略)

(新設)

ンターサービスにっいては、市長が地域の実を勘

{し適切と認める範囲内において、複数の指定夜間

対応型訪問介護事業所の間の契,勺に基づき、当該複

数の指定夜間対応型訪問介護事業所が密接な連携

図ることにより、一体的に利用者又はその家族等

からの通報を受けることができる。

/コ

(略)

指定夜間対応型訪問介瞳事業者は

夜間対応型訪問介孝の提供を.確保す,る観点から

場において行われる性的な言動又は優越的な

係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当

ノ

な範囲を超えたものにより夜間対応型訪問介護従

業者の就業環境が害されることを防止するための

方針の明確化等の必要な措置を講じなけれぱなら

52

適切な指定

4
 
5
-
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(地域との連携等)

第58条(略)

2 (略)

佛廂劣

条例(現行)

(準用)

第60条第 10条から第23条まで、第28条、第29

条、第旦4宝堕沍第39条まで、第41条._第丑旦条

及ぴ第43条の2の規定は、夜間対応型訪問介護の

事業について準用する。この場合において、第10

条第.1項中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従

業者」と・あるのは「夜間対応型訪問介護従業者」

と、第15条中・「計画作成責任者」とあるのは「オ

ペレ「ションセンター従業者(オペレーションセ

ンターを設置しない場合にあっては、訪問介護員

等)」と、第20条中「定期巡回・随時対応型訪問

介護看護従業者」とあるのは「夜間対応型訪問介護

従業者」と、第28条中「定期巡回・随時対応型訪

問介護看護従業者」とあるのは「訪問介護員等」

と、「定期巡回・'随時対応型訪問介護看護(随時対

応サーピスを除く。)」とあるのは「夜間対応型訪

ない。

(地域との連携等)

第 58 条(略)

2 (略)

条例(改正案)

の 2'{ 2 項、第 34条一

指定夜間対応型訪問介電事業者は、指定夜間対

応型訪問介孝事業所の所在する建物と同7の建物

に居住する利用者に対して指定間対応型訪問介

電を提共する場合には、当該建物に居住する利用

者以外の者に対しても指定夜問対応型訪問介妻の

提供を行うよう努めなけれぱならない。
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工

(準用)

第60条第10条から第23条まで、第28条、第29

条、第」旦^第39条まで、第41条から第

問介護」と、-34久第1項及び

巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは

「夜間対応型訪問介護従業者」とする。

42条まで及び第 43条の 2 の規定は、夜間対応型

訪問介護の事業について準用する。この場合にお

いて、'第10条第1項中「定期巡回・随時対応型訪

問介護看護従業者」とあるのは「夜問対応型訪問介

護従業者」と、、第15条中「計画作成責任者」とあ

るのは「オペレーションセンター従業者(オペレー

ションセンターを設置しない場合にあっては、訪

問介護員等)」と.、第20条中「定期巡回・随時対

応型訪問介護看護従業者」とある,のはr夜間対応型

訪問介護従業者」と、第28条中「定期巡回・'随時

対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「訪問介護

員等」と、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護(随

時対応サービスを除く。)」とあるのは「夜間対応

(運営規程)

第 60 条の 12 指定地域密着型通所介護事業者は、

指定地域密着型通所介護事業所ごと,に、、次に掲げ

る事業の運営についての重要事項に関する規程

(以下この節において「運営規程」という。)を定

めなけれぱならない。

①~⑨(略)

35 条中「定期 型訪問介護」と、第33

1項並ぴに第3項一 1号及び第・3号、第35条第 1

項並びに一41

回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは

「夜間対応型訪問介護従業者」とする。

(運営規程)

第 60 条の12'指定地域密着型通所介護事業者は、

指定地域密着型通所介護事業所ごとに、'次に掲げ

る事業の運営についての重要事項に関する規程

(以下この節においてT運営規程」という。)を定

めなけれぱならない。

①~⑨(略)

の2-.1号及び第,3号中「定期巡

ノ
、

3
-



俳雁到

(1の(略)

(勤務体制の確保等)

第 60 条の 13 (略)

2 (略)

3 指定地域密着型通所介護事業者は、,地域密着型

通所介護従業者の資質の向上のために、その研修

の機会を確保しなけれぱならない。

条例(現行)

、

、

(10)

河Υ新薗以'上開催謬るぞ芝'雪iミミ毛め需果た勺櫨

虐待の防止のための措置に関する事項

(棄雁斐)

(勤務体制の確保等)

第 60 条の 13 (略)

2 (略)

3 '指定地域密着型通所介護事業者は、地域密着型

条例(改正案)

(略)

通所介護従業者の資質の向上のために、その研修

の機会を確保しなけれぱならない。壁虫謄L当麹貫

定地域密着型通所介甕事業者は、全ての地域密着

J

(非常災害対策)

第60条の 15 く略)

佳雁劣

型通所介電従業者(看護師,イ准看環師、介電福祉

士、介護支援専門員、法一8条第2項に規定する
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政令で定める者等の資格を有する者その他これに

類する者をハく。)に対し、認知症介護に係る基礎

゛

的な研修を受講させるために必要な措置を講じな

けれぱならない。

(衛生管理等)

第 60条の 16.(略)

区荏盲延,胆蔵蚕蓋型運所發護璽業顎匡ミ陰露1登藍地竜
置置型通斯1発謹事饗辰ミ貸い考感条.症遼発坐§凝

4 指定地域密着型通所介護事業者は、適切な地域密

着型通所介護の提供を確保する観点から

i

おいて行れる性的な言動又は優越的な関係を官

景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲

、

阪廷鴛透ミ延勝籍区番うiヨ必襲義措置やT、等ぢ諜ら
露高琴H笈ぼな癖参い部

を超えたものにより地域密着型通所介護従業者の

就業環境が害されるごとを防止するための方針の

明確化等の必要な措置を講じなけれぱならない。

(新設)

(非常災害対策)

第60条の15 (略)

指定地域密着型通所介撞事業はイ前項に規定

する訓練の実施に当たって、.地域住民の参加が写

られるよう連携に努めなけれぱならなし,、。

場に

(衛生管理等)

第60条の'16 (略)

曾に讃璽廻竃蚕憲型通所介護事条着ぼ'蟹姦1盲愛亀蕪
署蓋聖通所1介謹事業.詞三お巡t感条湿渉発匡髪;,ご

.

真ぽぎ怨延じt県)璽巨、iミニ茨iミ福ぼる殆徒署藷ご
難i王罷i茎盆ら起上ヌゞ,1
如又ミ雪俄殆捷施翫蓄者型通所努'r事栗酢捜獅チ^'〒一ι.

渇感簗確お茅語'友ぴ製兇証珂朋正あ発閥否耐索

鑒穫牙ぼ酒萎賓'会三て子膨官電話製置響r1浩雨U

憲行富芝ぞ鄭でぎる電ゐ苦子葛IJ井7需奮毛誹§6

2
-



゛,

(新設)

条例(現行)

住雁劣

(地域との連携等)

第 60 条の 17 指定地域密着型通所介護事業者は、

指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、利

用者、"利用者の家族、、地域住民の代表者、本市の職

員又は当該指定地域密着型通所介護事業所が所在

する区域を管轄する.地域包括支援センターの職

員、地域密着型通所介護について知見を有する者

等により構成される協議会(以下この項においで

「運営推・進会議」という。)を設置し、おおむね6

月に 1 回以上、運営推進会議に対し活動状況を報

告し、運営推進会議による評価を受けるとともに、

運営推進会議から必要な要望、助言等を聴く.機会

を設けなけれぱならない。

"

辻ι、:亀域書倉型霜所五電徒葉著槌周知薇威菱図

1る,こ:と,"""1

腰)§、当骸循楚地裁密播型邇所外護奉業F信おH

条例(改正案)

隔感築差の予誘滅赤鴛郡延め一正那発あ切指厩

壁^

1て舒、.昔当哉瑁拒靈毒重奮型通所葬ぎ""業所莅おい

中「定

毛ζ施璃蓄活璽邇訴圷卜従栗割碁苅氾;感一症み

亭一及赤ぼ元延め弼正め二五而、の薪修及而訶練裂

廼期剖禳璽藷ずる邑マ三訂

(地域との連携等)

第 60 条の 17 指定地域密着型通所介護事業者は、

指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、利

用者、利用者の家族、地域住民の代表者、本市の職

員又は当該指定地域密着型通所介護事業所が所在

する区域を管轄する地域包括支援.センターの職

員、・地域密着型通所介護について知見を.有する者

等により構成される協議会くテレビ電話装置等を

2~5

(準用)

第60条の 20、第 10 条から第 14条まで、第 16.条か

ら第 19 条まで、第21 条、第 23 条、第 29 条、第

35 条から第 39条まで、第 42 条、第 43 条の 2 及

び第54条の規定は、指定地域密着型通所介護の事

業について準用する。ごの場合において、第10条

第1項中「第32条に規定する運営規程」とあるの

は「第 60 条の.12 に規定する運営規程」と、「定

(略)

活用して行うことができるものとする。ただし、利

用者等が参加する場合にあっては テ"レヒ

晉等の活用について当該利用者等の同意を写なけ

第、35 条第 1 項並びに第 41条の2第 1 号及ぴ第 3

れぱならない。)(以下この項において「運営推進

会議」という。)を設置し、.おおむね 6月に 1 回

以上、運営推進会議に対L活動状況を報告し、運営

推進会議による評価を受けるとともに、運営推進

会議から必要な要望、助言等を聴く機会を設けな

けれぱならない。

2~5 (略)

期巡回・随時対応型訪問介護看妻従業者とあるの

は「地域密着型通所介妻従業者と、第35

期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるの

は「地域密着型通所介護従業者」とする。

量中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」

とあるのは「地域密着型通所介護従業者」とする。
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(準用)

第60条の 20 第10条から第 14条まで、第116条か

ら第 19 条まで、第 21 条、第 23 条、'第 29 条.」筵

舌装

、33 条の 2、第 35 条から第 39 条まで._第丑1金虫

2、第42条、第43条の 2及び第54条の規定は、

指定地域密着型通所介護の事業について準用す

る。この場合において、第 10条第1項中「第32条

に規定する運営規程」とあるのは「第60条の 12に

規定する運営規程」.と、同項、第33'条の 2第2項、



(準用)

第 60条の 20 の 3 第 10条第1項、第 11 条から第

14 条まで,、第.16 条か.ら第 19 条まで、第 21 条、第

23 条、第 29 条、第 35.条から第 39 条まで、第 42

条、第43条の2、第54条、第60条の 2、第60 条

の4及び第.60条の5第4項並びに前節(第印条

の 9 第 1号から第3号まで、'第5.号及び第6号、

第 60 条の 17 第 1 項、'第2 項、'第4項及ぴ第5 項

並びに第 60 条の 20 を除く,。)'の規定は、共生型

地域密着型通所介護の事業にっいて準用する.。こ

の場合において、.第 10条第1項中「第 32 条に規

定する運営規程」とある.のぱ・「運営規程(第60条

条例(現行)

の 12 に規定する運営規程をいう。第35・条におい

て同じ。).」と'「定期巡回.・随時対応型訪問介護

看護従業者」.と.あるのは「共生型地域密着型通所介

護の提供に当たる従業者(以下・「共生型地域密着型

通所介護従業者」という。)〕と、第堅三^、「定

期巡回・'随時対応型訪問介護看護従業者」とあるの

は「共生型地域密着型通所介護従業者」と、第60

条の5第4項中「前項ただし,書の場合(指定地域密

着型通所介護事業者が第1項1.こ規定する設備を利

用し、.、夜間及び深夜に指定地域密着型通所介護以

外のサービスを提供する場合に限る。)・」とあるの

は「共生型地域密着型通所介護事業者が共生型地

域密着型通所介護事業所の設備を利用し、'夜間・及

び深夜に共生型地域密着型通所介護以外のサービ

スを提供する場合」と、第 60条の9第4号、第'60

条の10第5.項及び第60条の 13第3項中「地域密

(準用)

第 60 条の 20 の 3 第 10 条第 1項、第 11 条から第

14条まで＼第 16条から第 19条まで、第21 条、第

23 条、第 29 条._第旦3金の_2、第 35 条から第39

条まで、'第41 条の 2、第42条、第43条の2、第

条例(改正案)

54条、第60条の2、第60条の4及び第60条の 5

第4項並ぴに前節(第60'条の9第1号から第3号

まで、第 5号及ぴ第6号、第 60条の 17第1項、

第2項、第4項及ぴ第,5項並びに第60条の 20 を

除く。)の規定は、共生型地域密着型通所介護の事

業にっいて準用する。この場合において、第10条

第1項中「第詑条に規定する運営規程」とあるの

は「運営規程(第60,条の 12 に規定する運営規程

をいう。第 35 条第 1 項において同じ')」.と、「定

゛

゛

着型通所介護従業者」とあるのは「共生型地域密着

型通所介護従業者」と、第 60条の 19 第2項第2

号中「次条において準用する第21条第υ動とあ

るのは「第21条第2項」と、同項第3号中「次条

において準用する第29条」と,あるのは'「第29条」

と、・同項第4号中「次条において準用する第39条

第 2項」とあるのは「第39条第2項」とする。

期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者jとあるの

は「共生型地域密着型通所介護の提供に当たる従

業者(以下「共生型地域密着型通所介護従業者」と

いう。)」と、、第 33 条の 2 第 2 項、第 35条第'1 項
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並びに第41 条の 2-1号及び第3号中丁定期巡

回'随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは

「共生型地域密着型通所介護従業者」と、第60条
の 5第4項中「前項ただし書の場合(指定地域密

着型通所介護事業者が第 1項に規定する設備を利

用し、夜間及び深夜に指定地域密着型通所介護以

外のサービスを提供する場合に限る。)」,とあるの

は「共生型地域密着型通所介護事業者が共生型地

域密着型通所介護事業所の設備を利用し、夜間及

び深夜に共生型地域密着型通所介護以外のサヤビ

スを提供する場合」と'第60条の9第4号、第60

条の 10第5項、'第60条の,13第3項及ぴ第4項並

ノ

びに第60条の 16第2項第 1号及び第3号中「地

域密着型通所介護従業者」とあるのは・「共生型地域

密着型通所介護従業者」と、"第60条の 19第2項

第2号中「次条において準用する第21条第2項」

とあるのは「第21条第2項」と・、同項第3号中「次

条において準用する第 29 条」とあるのは「第 29

条」と、同項第 4号中「次条において.準用する第

39 条第 2 項」とあるのは「第 39 条第 2項」とす

る。

A



.

.

(運営規程)

第 60 条の 34 指定療養通所介護事業者は、指定療

養通所介護事業所ごとに、次に掲げる事業の運営

についての重要事項に関する規程(以下この節に

おいて.「運営規程」という。),を定めなけれぱなら

ない。

(1)~⑧(略)

俳雁劉

⑨

、

条例(現行)

同項並びに

(安全・サービス提供管理委員会の設置)

第60条の36 指定療養通所介護事業者は、安全かっ

適切なサービスの提供を確保するため、地域の医

療関係団体に属する者、・地域の保健、医療又は福祉

の,分野を専門とす.る者その他指定療養通所介護の

安全かつ適切なサービスの提供を確保するために

必要と認められる者から構成される安全・サービ

ス提供管理委員会(次項において「委員会」とい

う,。)を設置しなけれぱならなし'、。

(略)

(運営規程)

第 60 条の 34 指定療養通所介護事業者は、指定療

養通所介護事業所ごと"に、'次に掲げる事業の運営

についての重要事項に関する規程.(以下この節に

おいて「運営規程」という。)を定めなけれぱなら

ない。

(1)~⑧(略)

(9)'虐待の防止のための措置に関する事項

条例・(改正案)

2 ・ 3

(準用)

第60条の 38 第11条から第 14条まで、第 17条か

ら第 19 条まで、第21 条、第23 条、第 29 条、第

35条から第 39条まで、第42.条、第43条の 2、第

60条の7 (第3項第2号を除く。)、第 60条の8

及び第60条の13から第60条の18までの規定は、

指定療養通所介護の事業についで準用する。.この

場合において、・第35条中「運営規程」とあるのは

(略)

aの、

(安全・サービス提供管理委員会の設置)

第60条の36 指定療養通所介護事業者は、安全かつ

適切なサービスの提供を確保するため、地域の医

療関係団体に属する者、地域の保健、医療又は福祉

の分野を専門とする者その他指定療養通所介護の

安全かつ適切なサーピスの提供を確保するために

必要と認められる者から構成される安全・サ」ビ

巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは

「療養通所介護従業者」と、第60条の 13第3項

及ぴ第4項並びに第60条の 16第2項第1号及ぴ

(略)

「第印条の34に規定する重要事項に関する規程」

と、.'「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」
.

とあるのは「療養通所介護従業者」と、第60条の

13第3項中「地域密着型通所介護従業者」とある

のは'「療養通所介護従業者」と、第 60条の 17第

1項中 r地域密着型通所介護にっいて知見を有す

る者」とあるのは「療養通所介護について知見を有

する者」と、「6月」とあるのはΠ2月」と、同条

第3項中「当たっては」とあるのは「当たっては、

利用者の状態に応じて」と、第 60条の 18第4項

中「第60条の5 第4項」とあるのは「第.60条の

ス提供管理委員会(テレビ電話"置等を活用して

行うことができるものとする。)(次項において

「委員会」という。)を設置しなけれぱならない。

2 ・'3,(略)

41条の2,第 1号及ぴ第 3号中「定期

.、

(準用)

第60条の38 第 11条から第 14条まで、第 17条か

ら第 19'条まで、第 21 条、第 23 条、第 29 条、・第

3旦条虫1、第 35条から第 39 条まで、'第 41 条の

第3号中「地域密着型通所介護従業者」とあるの

は「療養通所介護従業者」と、第 60条の 17 第1

項中「地域密着型通所介護について知見を有する

2、第42条、第43条の 2、第60条の7 (第3項第

2号を除く。,)、第60条の 8及び第.60条の 13か

ら第60条の 18 までの規定は、指定療養通所介護

の事業について準用する。この場合において、第

33条の2 "'2項中「定期巡回'随時対応型訪問介
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妻看護従業者とあるのは「療養通所介護従業者

と、第35条第 1 項中.「運営規程」とあるのは「第

60条の34に規定する重要事項に関する規程」と、



26 第4項」とする。

条例(現行)

しく延業舌1菱負璽Σ1
滅鰯条黛獲題語知湿冠誰廼共向鴛活繊讐毒薫所嵳g

賦ほ担定分護二〒防;夏知症輩壷1型甚向璽活罪護圭楽
所X指琴墾竃置置型禿護烹防鰯芋eネ璽準条例製
池1条凱謎遁氏親馨器る詣尾分積望宗媛語ヌi蔓証虚型
張伺涛覆五護事粂,匠置エヲ,゛義条世那三゛鐙狗◎姿1
躍雇問言鷲踊迂鴛坐響1ぽ獲藍延域蚕着型腰定匝誕
賎歎鷲ば掲建L地夏蟹蓋聖葬護老式彊証雁誕炎亘璽
置鷲奪1ぽ冥伺亜活埜碑藷螺七■,・事範,貸φ璽栗所叉
雁麺霞英利屈者霧穀居者蕪ぱ葬所聟亀三膨獲迂芝
額建語知湿軽建型運i足兇謹K以武↑典用型蛋磴謬知
鴇村壗型麺所賢護買瑩い隱1挑英事逢1書行姦者阪以
鷺丁讐馬型指麺語知症織崖型運所発護冨亀簀エミ醗
風;醍力工当詠室業蔓行巨璽葉所ミ(以萎工製煩型指建
認知湿対萎型邇所炎護冨業所J鑾゛うす.災R置ミ藩
区^

廷従楽1者φ員鼠ば{1当'或劉尾者1当詠式号者嘉ば賓
姦響所醤φ靈灣登露業虐写唖貰定語知湿麹亜型通所
耀護踊1利屈"署,ζ璽当議冥雨1型指堂謬知湿麺璽廼通所
龍護毒業彊遜露鳥型獲楚縦謹霊競語知症璽崖型運
・所縦護璽栗者透瞳楚璽戴彊董型介誕'烹防ぜ慕豊ぢ
冨準条価第亙条第工巍礁税遁頚る誕市型指是分護
歴防_認知'症討応型匝所介謹璽葉簀墨巡包'{男丞同
鵬蔀1燐,1亘定を蚕冨笈墨i葬透く3乞謙翼戻型獲藍盟馴
建苅垢型麺所勢護亜1璽葉芝誕頻型猛堂発護烹匪語
知淀調途型通所賢ヲ護武伺垣鳶頚璽駕る粂顎型1盲建
葬謹裳鵡姦知五丙虚型通所灸璽姦浜う部'以示ξ伺
腰釜1滅璽葉妥弼同gφ冨栗所長麗い琴冴藤鬨R運
1登唇五琴n隆蛋合1三墨',亀七ぽ露当;支亀業所信お荏
藩楽市璽詣定謬瓢徒苅ι岱型通競謡護叉ほ奨扇型麺
望介援姦酬認知淀冠腰型通所駁ミ護φ知見簀鴛柔条'
體お郡1で伺1二・1・が_乏φ1薮を谷哥4だ裁i三るWtl,・、蓮
罰熊条§窟§師1条渚1喜ヌせ第゛即,1条叉ば指楚地無
賢讃写動1護予延ヲ等貸叉遷準条動第兎条辱貌是武
多征葉簀φ買数蓋適筆す笈廼復必謹互靈以導考所

廷雁璽、窯第,67案奮詞'、煩禧需ひぞ那坂禾露案齢響1"

者」とあるのは「療養通所介護にっいて知見を有す

る者」と、「6月」とあるのは「12月」と、同条第

3項中「当だっては」とあるのは「当たうては、利

用者の状態に応じて」と、第 60条の18 第4項中

「第 60条の5第4項」とあるのは「第 60_条の 26
、

第4項」とする。

条例,(改正案)

懲武ぢ詞1炎麺前者r葬雇者逮廷蒸栃者緩1・登麺語煮

敷従条者鯵買璽製
属那ヤ条1証盲韓語医4症苅蜷型冥同坐活炎護電淫所渚淵
照廷讃笈介誕泰亜i臺知症討蒸型粂薗至活勢誕璽業
斯送拙襲延繕蚕憲型琵i禽曼防既窯E琴鷲鷺条劉烹
謬条鴛瓢這聾夏誰蒸風瑠堂難護叢延i露1症裁崖型
眠貸坐1置繋謹事条証置f滞窒阪菟塵置曝篇河区IA
滅雇問彊1蛭k1廷餐堂ヌば獲堂地竃蚕置型1妥蒙雁誕
匿豊鴎ほ顎藍理毒蚕置型発護老写豆盲証麺;支炎謬坐
蓋1藍く,ば共厄璽活堂iミ■ゞ豆{ヌ「ゞ・亘れ竪Laシ、亀業所翼

隱痘建姦秀嘘丙迷型運所凝護1ぐ以武彬奨羨型王盲蒙認
知症冠腰型通覗介護,1,t遵砂亘滋製φ靈業菱行ゑ渚
i些以釜、'吸じ用型殆兇語知症対応梨通'所介護事璽者1
匿二い巨支鱈越当謬事葉菱行巨重業所叉以薄11禦鳥7型
猛藍姦知淀瓢虚型通所瀦護璽樂所波ξC漫鯵1ξ置
裟栗菱徒楽彊炎員璽廷讐当j支知而置野当露添雇登叉
纛賢i女迷斯渚亜散1登当詠毒見i型指建姦知堂村建型
適所溌護灸瓢車篝K竃'該誕用聖1豊藍語知涯苅崖型
漣所灸護亊業置浮典尾型延愛靴護,烹暖;夢知嘘討罵
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型通所介・護事業煮巡指定地越蜜董型鯲護悉防せ点

浦琴基準深劉奮,蓬第釜垣R1柾箔新る禦m型撞廻
蹴護患酬壹ぞ秀可鑓弐廼梨通所罷護亀樂者置雪S巨諭以
議伺1じ凝11炎撞定を釜登岩墨"鷺獣弓g冥励型1旨廻
1言知涯麺藍型這尻雛璽蚕毒逢讐1製劇型指望分隷三
防ミ掘i望河堺型通薪溌璽綴卿禎僻,夏霧薪濁1冥由型
詣定鴛護予唖語頚湿河藍型通薪分護ぎ碍急爵以論
伺魚器1途薫業誓賢同靈汾事楽所,識武で子1番岡嶌
蓮言琴敵て、噂る場賀辱あ,望ぼ瓢鸞姦璽業所4む
籬蚕舞鳥型1盲宕姦知湿裁応型通所む璽叉廷鴛馬割
1盲堰条護蔓唖認知湿対迷聖通所禿誕炎訓市者硝次
条写麗醇で同じ§、災φ裁登合計じ笈数仁ゆ工Xぎ蚤鴛
iΠ1条'第師舒条著熊琴.ほ第河6蚕条叉ほ1盲蘆延蔵
盆置型五護烹防丑鴛ビ武塞璽条例第兎条i琴見坦鴛

,
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2 (略)

(利用定員等)

第66条(略)

2 共用型指定認知症対応型通所介護事業者は、指定

居宅サーピス6去第41条第1項に規定する指定・居宅

サービスをいう。以下同じ。)、指定地域密着型サ

ービス、'指定居宅介護支援(法第46条第1項に規定

する指定居宅介護支援をいう。)、.指定介護予防サ

・'ビス(法第53条第1項に規定する指定介護予防サ

ービスをいう。以下同じ。)、指定地域密着型介護
ノ

予防サービス6去第54条の2第1項に規定する指定

地域密着型介護予防サービスをいう。以下同じ。)

若しくは指定介護予防支援(法第58条第1項に規定

する指定介護予防支援をいう。)の事業又は介護保

険施設若しくは指定介護療養型医療施設の運営

(第83条第7項及び第193条第8項において,「指定居

宅サーピス事業等」という6)につい.て3年以上の経

験を有する者でなけれぱならない。

条例(現行)

藩従葉者φ員敷蓋適五武だめR鰄{要な数熱'習弐
1為金

2 (略)

条例(改正案)

(利用定員等)

第66条(略)

2.共用型指定認知症対応型通所介護事業者は、指定

居宅サーeス(法第41条第1項に規定する指定居宅

サービスをいう。以下同じ。)、指定地域密着型サ

ービス、指定居宅介護支援6去第46条第1項に規定

する指定居宅介護支援をいう。)、指定介護予防サ

ービス(法第53条第1項に規定する指定介護予防サ

ービスをいう。以下同じ。)、指定地域密着型介護

予防サービス(法第54条の2第1項に規定する指定

地域密着型介護予防サービスをいう。以下同じ。)

若.しくは指定介護予防支援(法第58条第1項に規定

する指定介護予防支援を.いう。)の事業又は介護保

険施設若しくは指定介護療養型医療施設の運営

繍83条第7項.」第!U金^更及び第193条第8項に

おいて「指定居宅サービス事業等」という。)にう

いて3.年以上の経験を有する者でなけれぱならな

い。

丁質理者ヌ

第、・61、条二共昂型1旨走・語知症対広型運ご所介謹事業者
猛U共用型1盲董.謬会i症河藍聖通所介護事業所ご巴
持焦風ぞφ臓發確従靈する重勤φ晉璽者を置が琴
通'五ば参鳥j盆し);授藝長§粂屈聖指定認知症対匪型
通ji五謹事楽所φ管埋上支障がない場合ぱ'二当烹
栗市型指嘉盟知症麺屡型通所介護事業所φ他φ職
務荏径璽iン'{戈ば同釜敷地内匡ある他φ璽業所.1施
設讐φ雁盡鳶徒事するごとがでぎる、φ乏す墨、

蔚捻型邇所3下電事棄、所oj'他の職霧徒徒事し、二がう

筒子藪珸丙1ミ弼名他め禾休事葉所等め職務に徒

2

じて蒼垣著y,1

第'、颪・1条r象恵型指藍語知症対応型通所介護事業者
1ぼミ'甚鳥型獲塗語知症河応型通所1介護事業所、こど
獲専弓1ぞ蚕雁務亘徒事する牽瓢φ管理者を置郵な
1ほ五ばなら笈い黛む毛1じL共用型指定語知症対岱亜
通所資護璽葉所φ管理上支障がな〔.、場合ば〒当該
奨用型詣廻姦知症対礑型通所介護事業所φ他φ職
器長従璽しミ又ほ同÷敷地内iξ蚕る他φ事栗所＼雄

(略)

ぼるEをど氾毛悪馨U支えない脇

2

(運営規程)

第74条指定認知症対応型通所介護事業者は、指定

(略)

'(運営規程)

第74条指定認知症対応型通所介護事業者は、指定

59

誕讐φ趣1務に徒璽,fる二'と力ξで窒ιる蔓ゐ七、する。_
砥糖禦奨甫型指定言慰知症苅応型邇薪介1、事葉所の

碧謹正玉、障邪なし〒塲合ほ;当最契甫型盲琵翻知症

祭益



認知症対応型通所介護事業所ごとに、次に掲げる

事業の.運営についての重要事項に関する規程を定

めなけれぱならない。

①~⑨(略)

(辛脂斐)

ao)(略)

条例(現行)

(準用)

第 81 条第.10条から第 14条まで、第'16 条から第

19 条まで、.第 21'条、第 23条~,第 29 条、第 35 条
から第 39 条まで、ご第 42 条、第、43 条の 2、'第 54

条、第60条の 6、第60条の 7、第60条の 11 及び
、

第 60条の 13から第'60条の 18 までの規定は、指

定認知症対応型通所介護の事業について準用す

る。、この場合において、第 10条第1項中「第32条

に規定する運営規程」とあるのは「第74条に規定

認知症対応型通所介護事業所ごとに、次に掲げる

事業の運営にういての重要事項に関する規程を定

めなけれぱならない。

する重要事項に関する規程」と、「定期巡回弔適時

対応型訪問介護看孝従業者とあるのは「認知症対

①.~⑨(略)

aの虐待の防止の.ための措置に

(11)(略)

条例(改正案)

応型通所介護従業者と、第35条中「定期巡回

随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「認知

症対応型通所介護従業者」と、第 60'条の 17 第 1

(準用)

第 81,条,第 10 条から第 14 条までイ第 16 条から第

19条まで、第21・条、第23条イ第 29 条._第旦a玉

垣中「地域密着型通所介護にっいて知見を有する

者」とあるのは疇忍知症対応型通所介護について知

見を有する者」と、第60条の 18第4項中「第60

条の5第4.項J とあるのは、「第64条第4項」とす

る。

の2、第35 条から第 39条まで、第 41 条の 2、第

42 条、・第43 条の'2、第 54条、・第 60 条の 6、第 60

条の 7、第 60.条の 11・及び第 60条の 13 から第 60

条の18までの規定は、指定認知症対応型通所介護

の事業にっいて準用ずる。この場合において、第

卓

する事項

,

10条第'イ項中「第32条に規定する運営規程」とあ

るのは「第74条に規定する重要事項に関する規程」

と、同項、'-33条の'2 第'2項、第35 条第 1 項並

賦徒業者英員璽讐熟 、■

欝1壷蓬智甑畷廻
^

巨讐冒窯賢鰹災1
谷郡築φ袈φ笠,颪畢顎莅墨瑞合穩覧いて'池餐垣鳶

、?

圃る墾眞1ミ閏量渇涯璽ぎ話奬讐粧貌模多獲能型居
触洲護径業者墨置叉娃而尋伺玉φ販禰徒頚丘る1■■

甑等φ1太負j§閏罵る茎璽姦蒲1§迂徒栗者五置い岩
遜る璽廷ほ評同髪め買禰援捜1災る当該小貌種烹穩
能廼居璽む1護従鴛者ば謹同蔓φ中張1ば橿仔る施誠
憲φ職昏戸径重登藩三匡力§でぎる'選

びに第,41 女・の 2第、1・号及ひ

随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「認知

症対応型通所介護従業者」と、第 60条の 13 第3

項及び第4項並びに.第印条の16第2項第1号及

印

び第3号中「地域密テ立型通所介撞従業者と・ある

のは「ぞ忍知症対応型通所介電'業者と、'第60久

の17第1項中「地域密着型通所介護について知見

、を有する者」とあるのは曙忍知症対応型・通所介護に

づいて知見を有する者」.と、第 60 条の 18 第4項

中「第 60条の 5第4項」,とあるのは「第叫条第
ノ

4項」とする。
ノ

興獲楽者φ旦義等ヌ
」区蓮豆ミ条羅奪賂)j

.ーー,『.ー.,ー、..ー,,.,,'〒一".ー゛サ

Ⅱ一●一」...,.ゴ..ーー,...,ーー.".ーー^"J

冒'こ阪φ玉,め離町鞭司掲荏るJ夏合軍おいtミ範贅填尽延
滅濁冬亘仁関す隆工基準1ぎ讃だぜ磐貌種烹穣能型居
雫芳誕径璽者蓋置で嫁契辺・同蒙L英再梱持穐迂る漣
殻警灸零動ミ閏1弐る基璽を話美迂荏業者ぎ置い七
翁るξぎほξ同表匝右禰鴛穐衡藩鷲二該雄規模多穩
琵型雇宅分護徒1業置ほミ詞1表英甲樋嘆掲げる施誕
奪φ磯務荏徒璽武る亘匡郵でぎる驚

3号中 T定期巡回・
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鸞詠詣菱小規模
婆彊直舞1条所長
題樋鳫捜1系る雅
殻釜逐匪義五然
魅1兇蛭ざ罷汝心ゞ
姦場谷

条例(現行)

垢定j書知湿河峨
型蓑向璽猛介護
蔀栗所電盲足地

誠密着,型特廼施
誕窯指是廼蔵密
癒型葬護老天福
挺竈殻三尋匠定介

護療憂壁医療童
靈巡塵療沃ミ鱈
璽唖夏年_,法律鴛
顎ず号塞第?条第
之瓊第4喜i二短、毒
童ξる療餐病,床蚕
治する診系所送

ある1五φ'_i畢'限

、恩巳,'又'は介護

医療院

鉦護夏員 賢姦1盲垣丞魂穫
隆穏韮重璽萌吾
威穐嘱擾歎藩堀
1聖壽の工§延1れ餐
鄭供誕ぎ1立司L.
隆鵄1登

条例(改正案)

61

遁延語知獲討昼
冨象頂識,舌五誕
甑条所露指墓地
憾彊着型将定艦
霞野詣碇1亘無霊

鑛型賢護老璽彊
証雁護驚手盲是罪

登該讃定小短謹.
隆穏龍型居宅鞍
護事葉所φ同で1
敷地内jt戸穐碍

頴藷る沌誕1烹φ1
いす瓢西C憂あ憲

酒護11両戈ほ
潅看護師

亀葉所及'ぼ稽置

命護畷員

而垣甲樋祥穐鳶

鵬毛豆÷毛スφ

滝業を行,事業

斯系i指定定期匙
向i,随磯苅応型

勗問分叢覧護事
業所イ"_遁定地域

語着型通所発護
津条所'獲定認

ー、

知墓対捻聖邇所

:目^・・
1,.、ール'",'

護^"

訟上^

雁、施設Y'_指兎発

璽索萎廼医療竈

i累級匡療塗,,和a

知蛭ミ毎塗、律'第
t砧号必璽?条第
1項第互号1姦貌11定
趣姦療養病、床冒
煮弐る烹1療所燭
墨隆1谷ゆ7!§限
墨L亘,.)又,1圭介護

匡療院

霊麺^
所葬瑳事粟所

麦1謹師1又1ほ

港者護飾

フ~13

鷲該指葬小貌種
纖援能型鳥璽五

護毒業所直同金
藪地丙に両棚二信
鴇1子る施設焦φ
}い管五五がある
陽谷

」.-4、.

鑪護^

廷五^

施X^

縁僅施設

蔀喰逗者Σ1

第誠条又'K酪Σ1 、

を二又略テ1

工1'西Z埴φ管電者ぽξ發j11養護老入ホ・,・4ご老入烹

1',K管理者)1_

第餌条三§X略)11
2 "(略)'1

1、前②垣φ管種者ほマ甚別釜護1老太玉フム;'老零烹

徹顎亜卿や廻砺

濯施卜諺等ミ..'彊建
居毛丑g日ス,φ

冨葉壁行つ蔓業
斯窯指楚定期巡
向ミ随"対塗運
1加司lf誕者"護竃
象斯罷擅定地蔵
蜜潜型通所五謹
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ミ



至ヲ当食込モ§営経返尼露橿祉途第望豆条鰄型踊蕩
雁觀藍延る蓋冬弓迷窯稔ど繁五ジ,ゑ箆を匹§戸添以
観向導§際禿謹老露速健匝誕W繋護匡療畷階旨建
郊親種烹穣す亘型居喜禿謠叢業所讐指魯語盆1症織臓
聖冥伺生覆郡護璽業就祭摺定種谷型烹弐蜜1ズ蓮業
所菰第1や1§裂§鶏墓或気犢零獲谷型鷺号博嘉甑鴛
所,琴いづゞ阪条荏麗唆で伺灘郡藝隻φ軽璽者響運趙
問分護亘笠謎燧E護禎讐澤魯1廷泳琵無条鴛1聾項璃規

つぃて当該利用者等の同意を得なけれぱならな

条例(現行)

廷ずる啄釡美亟璽唖濁置を契ト.夛部築条締第崩をι条禽
互頑1、1焦町や、条女逐駕11鱒ミ条iゞ鐙゛太同1二麹1愛膨
1'郡奪11正姦瓢症嘉あ隈置戦難護ぼ延事叫熟謬駁Ξ、

ノ■

1菱治夛濁者纂お§盡嘉導'生労働1袈臣繊坐亜濁,加尾・
器珍出じでい姦爾如廷五せれぱ五ら起゛■

い。)をいう。.).等を通じてイ利用者の心身の状況、

置かれている環境、他の保健医療サービス又は福

祉サービスの利用状況等の把握に努めなけれぱな

らない。

"'

(心身の状況等の把握)

第舶条指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指

定小規模多機能型居宅介護の提供に当たつては、

介護支援専門員(第83条第・12.項の規定により介

護支援専門員を配置していないサテライト型指定

小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、本体

事業所の介護支援専門員。以下この.条及び第94条

において同じ.。')が開催するサービス担当者会議

(介護支援専門員が居宅サ「ピス計画の作成のた

めに居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居

宅サービズ等(法第8条第24項に規定する指定居

宅サービス等をいう。以下同じ。),の担当者を招集

して行う会議をいう゛等を通じて、利用者の心身

の状況、置かれている環境J也の保健医療サービス

又は福祉サ」ビスの利用状況等の把握に努めなけ

れぱならない。

難概争蜜美怒X互雫k薯霞濫1'著第1血除ミφ区φ;1
膿短墓弐る老券烹釜写瀞鳶美藝ン露号途嫉気蔀以
鍍同湧畿瓢1讐霞毛深導健竃設'鞍誕薩療覗11虜製
処短1冥多穏琵型屋宅蚕護事淫所■撹星語知是丙壗
型翼同生置葬護璽条所罵1旨魯璽谷型,窯ぜ叉禦業
所駁勇1卵隱1登塩垣鷺凝ヨ器種答型笈暴章導顎鷲

圃凝護亘讐焚繊謹福柾1鴛業進塗第廼1条第之1垣蓮短
発壹裂竃登で建踊1る脊菱譚ミ1,箭,吹条逐1第堕1饗深璽
§頑写第J1冨菟及聾第鵡§除1ミお二い績伺湧工噂妥工;
駁器1奪以導・語医五厘燭買煮者英難誰§涯烹g種纒璽
鰹澄薮る者憲お麹譯で惇鷲1男獺琴匝る淀二廼蔓研儷
匿娃談じ迷武濁溜渉でな硲航ほな隆五鰍"

条例(改正案)

(運営規程)

第 101・条指定小規模多機能型居宅介護事業者は、

指定小規模多機能型居宅介護事業所ごとに、.次に掲

げる事業の運営についての重要事項に関する規程

を定めなけれぱならない。

①~⑨(略)

゛

J

(心身の状況等の把握)

第8B条指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指

定小規模多機能型居宅介護の提供に当たづては、

介護支援専門員(第83 条第 12項の規定により介

護支援専門員を配置していないサテライト型指定

小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、本体

事業所の介護支援専門員。以下この条及び第94条

において同じ。)が開催するサー.ビス担当者会議

(介護支援専門員が居宅サービス計画の作成のた

めに居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居

宅サービス等 6去第8条第24項.に規定する指定居

宅サービス等をいう。以下伺じ。)の担当者を招集

して行う会議・(テレビ電話装置等を活用して行う

62

、

(運営規程)

第 101 条.指定小規模多機能型居宅介護事業者は、

指定小規模多機能型居宅介護事業所ごとに、次に掲

げる事業の運営についての重要事項に関する規程

を定めなけれぱならない。

①~⑨(略)

、
、

ことができるものとする。ただし、利用者等が参加

する場合にあっては、.テレビ電話H 置等の活用に



^

(新設)

(1の・(略)

(定員の遵守)

第102条(略)

佛雁劣

条例(現行)

aの

(11)

、

虐待の防止のための措置に関する事項

(定員の遵守)

第102条'(略)

2 前項本文の規定にかかわらず、過疎地域その他

条例(改正案)

(略)

、

これに類する地域において、地域の実情により当

亥地域における指定小ま

(準用)

第 109条第 10条から第 14条まで、第21 条、第23

条、第29条、.第 35条から第39条まで、第41 条、

率的運営に必要であると本市が認めた場合は、指

定小ま模多機能型居宅介護事業者は、'本市が認め

た日から市町、村介電保険事業計画 6去第117条第1

第 42 条、第 43 条の 2、'第 60 条の 11、第 60条の

13、第 60、条の 16 及び第 60 条の 17 の規定は、指

定小規模多機能型居宅介護の事業について準用す

る。この場合において、第 10条第1項中「第32条

に規定する運営規程」とあるのは'「第 101 条に規

定する重要事項に関する規程」と、.「定期巡回・随

項に規定する市町村介電保険事業計画をいう。以

、下この項において同じ。).の'゛期まで(本市が次期

の市町村介瞳保険事業計画作成するに当たっ

て、新規に代替サーピスを整伊するよりも既存の

多能型居宅介きの効

指定小規多機能型居宅介穫事業所を活用するこ

とがより効率的であると認めた場合にあ'つてぱゞ

時対応型訪問介三看電従業者とあるのは「小規

欠期の市町村介護呆事業計画の終期まで)に限

多機能型居宅介礁従業者と

り、登録定員並びに通いサ「ビス及ぴ宿泊・サーピ

回"・随時対応型訪問介護看護従業者」'.とあるのは

「小規模多機能型居宅介護従業者」と、第60条の

11第2項中「この節」とあるのはT第5章第4節」

と、第60条の怜第3項中「地域密着型通所介護

従業者」とあるのは「小規模多機能型居宅介護従業

者」と、第60条の 17第1項中「地域密着型通所

介護佳ついて知見を有する者」とあるのは「小規模

多機能型居宅介護について知見を有する者」と、「6

スの利用定員超えて指定小規模多能型居宅介

瞳の提供を行うことができる

16-2項第1号及び第3号中「地域密着型通所介

(準用)

第、109条第 10条から第 14条まで、第 21 条、第23

条、第29条、第33条の2、第35 条から第39条ま

2 項、第 35

第41 条から第42条まで、第43条の2.、第60で、

護従業者」とあるのは「小規模多機能型居宅介護従

業者.』と、第 60 条の 17 第 1 項中「地域密着型通

所介護について知見を有する者」とあるのは「小規

条の 11、第60条の 13、第 60条の 16 及び第、60条

の17の規定は、指定小規模多機能型居宅介護の事

業について準用する。この場合において、第・10条

第1項中「第32条に規定する運営規程」とあるの

は「第 101 条に規定する重要事項に関する規程」

35久中「定期巡

63

1項並

、

と、同項、第 33 条の 2

びに第41条の2第1号及ぴ第3号中・「定期巡回 ■

随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「小規

模多機能型居宅介護従業者」と、第60条の 11第

2項中「この節」とあるのは「第5章第4節」と、

第 60条の 13第 3項及ぴ第 4項並びに第60条の



月」とあるのは・「2月」と、「活動状況」とあるの

は「通いサービス及び宿泊サービスの提供回数等

の活動状況」とする。

条例(現行)

逃で従竃置炎亘璽羽
鴛'覗半条武指琵姦菟ル症麹虚型共覚坐1置鞍護女藩楽を

雁踊、播警以定蒸蚤薄1毎1避諸建型粂同鴛箔介護望鴛
渚'写迷■強覗範当、議事葉登買巨讐業j泉誕1武晦讃
定這歌0湿薗亟L型共貝生}舌介護事鴛斯'当欝急響§'魯
鑾拷章符栗讐鵬足1包ミ威虚'鐙途型張伺亀'董介謹崟磊
狭祥当麗る獲栗ぎ弐芽諭1畷璽征璽者齡婆淡鄭駆
途県獣唾'当垣舞楽所を橿成瀕る奨伺二垂階濯雇,善
畔1'凱11握問ゑ磐深握め"1亙帯以寵炎鰻閲貫璽讃菱
;露亘症冠亟型奨向竃活瀦護φ湿J奨孃当1§質禿護裟
楽者葱1璽勤陳観鐙濯覇ξ豊謬繋同璽活鴛彊炎訓扇
置駕豐語讃堂語知湿瓢萎型鴛頂坐;贇鞍護璽条置郵
詣定発護是延翻知1塑籍廷浬箕伺荏渚断1誕璽誕煮
野艦'輯地越蚕漬型介i璽患璽1号窯讐系:毒準室、伯屍1亜
疑璽郡類丁泳呈讃号風撹堤謎盲璽烹酬姦類症麹奴型馨
1蔵蟹活炎護喜竃者饗堂顎ヲ翻以鍍む同曝1製φ1盲建姦餅
置ぞ藁器ミ郵る姓冒灘忍耆嘘買応型条同生掻賢謹φ'
瓢美祥懇廷介誕議砺餓菩i症薗雇型冥伺湿廷資護
E婦盲萎埴章蚕着型難;璽謹防丑為・釜璽亀璽璽条河叢訓
饗r讐夏璽新姦獲堤葬謹烹謡翌類垂諸董,聖鴛伺淫廷
巨鷺璽饗雪{河1・'!麻護伺111弓矮冨璽登美遁子1灸'誕業所
i瓢お那ゞ穿オ璽如!耆蓮営唇翆ιで訣る湯貪n壷盆司
篠渉雪聶、事栗ii鷺欝丑1煮獲坐姦知症対屋型鴛薗璽
獅鯲護業は顎讐兇護烹履語知猛討T1広型案同尾浴発
護英翆卿陰Lご区叢■漢条峯聾篤゛欝1条輯.姦いミ週
腰翻"鱸籔ガ汚蕪ぽ釜鷺瑞璽を1郵〒1ミ雪徒河1歎4
葬獣海1ほかで璽長1型磐深後鱸鳶西i鸞聾運]響蒸行以
警何鉦謹径璽者鳶汝閲基武張復φ勤霧X璽問葬磐
徐夜英鳶届舌叢亀獲渉笈る薗務'K宿貢動残茎璽叉釜§
匠姿巨■"菱症窟丑者塑廼iミ必要な致以墾警蒸る1

模多機能型居宅介護について知見を有する者」と、

「6月」とあるのは「2月」と、「活動状況」とあ

るのは「通いサービス及び宿泊サーピスの提供回

数等の活動状況」とす・る。

対稔、塑兵闇寉浩罪璽事栗靜'一聟為翼闇璽活荏鳥

条例(改正案)

菰疑条簀英買璽X
鷺鰍好条彬獲廷語知症麺雇型裏同生這五護直事慧聾

翫1乏渚1以武n旨建姦知症対属型襄伺鴛ξ晝発護璽業
賓jj乏四X多、§万三当骸璽条烹行毎.璽栗所瓢以娘す讃
壁語筈堤麺応型奮頁至播繋護竃葉所ぬ鑾Ⅸ笈姦i'並
緩猿置墜餐ぎ竈璽置瓢湿冠廷型会伺匡1ミ介護亜碇
秩1三貫餐屋挺葉者1講以示讐兇護径製置'幾導驫ぢ駆
鯵買璽ほ頚当烹姦葉斯藍構取避冬繁伺讐斌匡号点
匿好P1掘閲運廷深握鱸"問第纂"如島冨丁劃淫顎葬
省ぎ劣可症麺属型条,薗生活介護尾張供■寳秘登窕謹径
1竃者聾P竃勤極冥買讐聾ξ顎,竃象伺淫置匡寔鱸瓢用
渚1で当烹顎韓謬知注麹壗型共伺坐猛分護璽業者然

1み数%〒恩送弼葛塲谷徒欝゛愚゛当該冥伺釜潜佳居
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条住規定す葛指定介護予紡詔N症対応型共向淫猛
駆璽菱逐'うlf以工武尚匝^栗等,三固鐙鱸毎葉斯
稔お工、述禁林西匡.運登窒蕊箔ひ風傷合狸墨為点
隱避顎露叢葉1旋ミ麗磯姦獲建鯉金四竃麹蚕.型楽伺讐
浴分璽業1蓋撹坐炎;釜振防語知廷買屡型棄伸互1ぎ禿
護φ劉1頁者'、1返完1亀の条冨巡第'1t発条1畢欝'し§掛伺
準子都妨璽万蕗'逮捻蔓の端璽ぎ壇蒸軍廷1争1'以導
耀迂1薊蚕五欝液間1摩磐深夜菟電亜i靈蔓通遵綬1ミ熱
田鱸籍邊徒業署.礁壷問甚聾深置炎勳播堰撲信曄i雙
深掘炎發問姦U器胞歴る勳器k賓亘勤麗ぎ蛭巽'Σ

添茎1途百雪め階"佳器Ⅸぞ醐讐膨酬罪誕徒葉著祭阿

チ盲欝介'護予防認唇亘症珂貢型共且生、活介護璽1葉賓

導テ至勅甬'ーお状焼穂程裂逐蓮猫郊{派翁厨fT綜多'】

宏いう゛以米ごお瑁に糖い"ぜ伺悲抑7墨行麗ぜる蚤

義獲璽璽蔵密彊藝鎚護烹届ヲ武簿嘉基準条極虜鼎ぞ
条第τ鷲垣撲湿裁蒸気指堤発護烹唖語曳亘症討蔓型鷲
亘'藩条速璽葉置蕃W盲甑以張伺1嘩繊炎撹垣墨班
廻箔嘉!突邪渉ゞ顎堤語知湿霞藍型鴛頁生1置野'趣尾
痩業習讃輯発護烹唖翻知塗麹鳶型鴛頁騨活漆護
難顎定地章彊着型1葬.i鰯1媛鴛樂讐製基準釜卿逢,↓

郵1に泥;聾琴散1響渠妥藤る;、1釜迷^

碧測{苛琵署稀楚熊あ葛場谷熊おぢ泛・g雪誠礁楚翻
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条例(現行)

g武豆、1又騒製
豆ミ指垣1垂j匠河応型甚向生活介護事条者ほ三奨'i司、生

活住僧す匡'.i三ご保直医療1ザ'1E叉文は福祉ザ'苓貸
久φ劉殖長係る計画の匡成R、閏L知識及ぴ経験左
酒す墨者璽あ?エ;諏i症丙応型共同匡活介護計画
騨作成1蚕担当さ,せ.るφに適当乏語め区五ごる、φ蚕
専鳥患φ職盡仁徒事する計画琵成担当者七L五ぱ
力ぱな長ない。だだ'L§手唖彊φ孤遇に支障ゐイなが

⑩工匝

冨稚対応型共同生清一瞳事葉著i二よ二る安全対ボ

鴇習ほミ"11当骸契伺璽捨荏肩i己、お'fチる他φ班務に徒

謡区ぢ発二知雨署め妻釡穫示確保さ五tいるぞ語

価

蓮する、ご'どが'でぎる毛のEずるむ

濁ら五るぞきほじー、問及ぴ深夜め.'帯に殆硬認

駈鑓対席型共同生活芬電事案所ごぞ信置"ぐ戻ぎ外

条例(改正案)

電一ーー者め員数ほ;、'稜問及t武深、7φ蒔問

俳乕鋤

遡区敷正珂希一r柔著信覆問及赤深夜而動霧を行
1 帯駕為発濁徒泌璽チよ薮以王をす高三を再ξぞぎ葛二

旦磯編鐙尋昭羽

風ヌ吾盲建i吾知淀輩崖型冥同生活巨f護事葉者は'1盲廷翻
緬猛苅応型冥伺璽活外電事、葉所ごど信1除種匡療
簾患滝太嚢ば逼1'亘〒Eぢφ利角長俵る哥画φ荏
蔵に蘭1亘知識及、ぴ竪験乏肴迂る者で.あ、つ考語知淀
師画型註回生活介護哥画φ作成を桓当させる7のぱ
適当璽姦め憂_れる1五φを専らぞφ識砥匠徒事す'る
哥画罪成1旦当者七、じ'なサ五ぱならな、い。五夏じ1利
見者φ処邁長重障●.fな_い場合ぼ;当該症定認却湿

通じ

対応梨冥同生活介電一案所iごおける他b)職一iご、、'

事弐る戸匡都でぎる急φとするU
,§§豆工'k酪子1ι.山'J..ニ」一』一..」ー.ーー4二ーー".

豆'ご琵ヴ1垣ツ'長r珂巍鬼iごがみ.ら手'"手ヲ,イιド型
隔是語知症苅応型冥伺生浩外電事業所7(指是認知

症籍応型契同生活外弍事葉乍斤で而,つて 指定居宅、凡.

穿姦倉契事葉、等毛、φ他めー一健医療冥ぼ否柾i三一子

.「,r ,◆、1'゛.ー^■^1冒、.^^」^'.^、■゛ーー^^r」■

症蔚応塾簾伺生活外髪事

高、一葉1こういで吾犀以王め錘験を肴手る手盲是耆急薊

(辛雁旦)

誠指、建諏類墓翁席型冥同生浩弃冒、一楽、所以外ゐ指

廷語知症對席型翼伺生活介電事案乍斤である、t雪誠

隔哥画作成廼当著捷代えて'第

殆楚認知症対辱型冥同生活介モ、事楽所は珂、し、そ指

麺諏知症好応聖奨薗生活葬rφ穂1珂ごX、る支援

1、うものZ以禾ごゐ五IEおいて↑ネ休一楽薪"1'εい

1う。, f、'巴め葛凄な蓮携の卞]ε運営ぎ五る電め'-1い

Ξ゛

.、寸、'.『1、

鄭で菩為

1,X管璽頚a
速ii盆条ι上(畷Σ1
聳ふ1哘'垣禾女め玉見楚1ごがけiわぢすf;、奨伺生活往居め

盲鍾王蔆障淋ない場否ぼ;';瓶手今ネ下璽指建語到
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条例(現行)

(略)

条例

症対応型共同生活介、

の理は、

の仙理もって

3 (略)

(指定認知症対応型共同生活介護の取扱方針)

第118条(略)

2~フ(略)

8 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、身体的

拘束の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じ

なけれぱな'ない。

(1)身体的拘束等の適正化のための対策を検討

する委員会を3月に1回以上開催するとともに、

その結果について、介護従業者その他の従業者

に周知徹底を図ること。

(改正案)

業F における共同生活住

業所における共同生活住

てることができる。

114 指定認,症メ、

伺生活住を有る

P 下'テライト型

にって1 1

型共同生活介

のとし、その

応共

1・ 2 と

(2)・③(略)

9 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、自らそ

の提供する指定認知症対応型共同生活介護の質の

評価を行うとともに、定期的に外部の者による評

価を受けて、それらの結果を公表し、常にその改善

を図らなけれぱならない。

(新設)

(新設)

2~8

(指定認知症対応型共同生活介護の取扱方針)

第118条(略)

2~フ(略)

8 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、身体的

拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じ

なけれぱならない。

ω身体的拘束等の適正化のための対策を検討

する委員会(テレビ電話装置等を活用して行う

ことができるものとする』_Q_を3月に 1 回以上

開催するとともに、その結果について、介護従業

者その他の従業者に周知徹底を図ること。

②・(3)(略)

9 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、自らそ

の提供する指定認知症対応型共同生活介護の質の

評価を行うとともに、定期的に次にげるいずれ

かの評価を受けて、それらの結果を公表し、常にそ

の改善を図らなけれぱならない。

皿外部の者による評価

(2)-129 において;用する 60 の17 1

項にま定する運営進会議におけるき平

(略)

所1

0

(管理者による管理)

第122条共同生活住居の管理者は、同時に介護保険

施設、指定居宅サービス、指定地域密着型サービ

ス、指定介護予防サービス若しくは指定地域密着

型介護予防サービスの事業を行う事業所、病院、診

(管理者による管理)

第122条共同生活住居の管理者は、同時に介護保険

施設、指定居宅サービス、指定地域密着型サービス

(サテライト型定卸知症メ、応型共同生活介.

業所が提する定認知症業所の゜合は、

P
活生

1f

2
-



.

^

療所又は社会福祉施設を管理する者であってはな

らない。ただし、、これらの事業所、施設等が同一敷

地内にあること等により当該共同生活住居の管理

上支障がない場合は、この限りでない。

条例(現行)

(運営規程)

第123条指定認知症対応型共同生活介護事業者は、

共同生活住居ごとに、次に掲げる事業の運営にっ

いての重要事項に関する規程を定めなけれぱなら

ない。

(1).~(6)(略)

(新設)

(刀(略)

針の明確化等の必要な措置を講じなけれぱならな

対応型共同生活介瞳を除く。)、指定介護予防サー

ビス若しくは指定地域密着型介護予防サービスの
、

事業を行う事業所、病院、診療所又は社会福祉施設

を管理する者であってはならない。ただし、これら

の事業所、施設等が伺一敷地内にあること等によ

り当該共同生活住居の管理上支障がない場合は、

二の限'りでない。

,

(勤務体制の確保等)

第 124条.(略)

2 (略)、

3 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、介護従

業者の資質の向上のために、その研修の機会を確

保しなけれぱならない。

い。

条例(改正案)

)に対

(運営規程)

第123条'指定認知症対応型共同生活介護事業者は、

共同生活住居ごとに、次に掲げる事業の運営につ

い,ての重婁事項に関する規程を定めなけれぱなら

ない

①~"⑥(略)

⑦虐待の防止のための措置に関する事項

(準用)

第 129 条第 10 条、第 11.条、第 13 条、・第 14 条、

第 23 条、第 29'条、第 33 条の 2、第 35 条から第

67

(辛廂旦)

⑧(略)

(勤務体制の確保等)

第124条(略)

2 (略)

3 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、介護従

業者の資質の向上のために、'その研修の機会を確

保しなけれぱならない。その際、'当該指定認知症対

、

応型共同生活介電事業者は、全ての介電従業者(看

(準用)

第 129 条第.10 条、第 11 条、第 13 条、.第 14 条、

第 23条、第29条、第35条から第37条まで、第

妻師、准看電師、・介護福祉士、介護支援専門員、・法

气

第8条第2項に規定する政令で定める者等の資格

有する者、その他これに類する者を除く

し

ために必要な措置

忍知症介護にハる基礎的な研修を受講させる

指定認知症対応型共同生活介護事業者は、適切

な指定認知症対応型共同生活介護の提供を確保す

る観点から、職場において行れる性的な言動又

は優越的な関係を背景とした言動であって業務上

必要かつ相当な範囲を超えたものにより介護従業

者の就業環境が害されることを防止するための方

じなけれぱならない
4
-



39 条、第 41 条、第 42 条、第 43 条の 2、第 60 条

の 11、第 60 条の 16、第 60条の 17 第 1項から第

4項まで、第 100 条、第 103条及び第 105 条の規

定は、指定認知症対応型共同生活介護の事業につ

いて準用する。この場合において.、第10条第1項

中「第32条に規定する運営規程」とあるのは「第

123条に規定する重要事項に関する規程」と、「定

条例(現行)

期巡回・随時対応型訪問介姿看撞従業者とあるの

は「介護従業者と、.第35

(指定地域密着型特定施設入・居者生活介護の取扱

方針)

第139条(略)

2~6 (略)

蒸1擅堂趣竃璽鬚型發定匝霞霞雇置蛋活五趣毒楽賓'

対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「介護従業

者」とξ第 60条の 11第 2 項中「この節」とある

のは「第 6章第 4 節」と、第 60条の 17 第1項中

「地域密着型通所介護について知見を有する者」

とあるのは「認知症対応型共同生活介護について

知見を有する者」と.、 T6月」とあるのは「2月」

と、第100条中「小規模多機能型居宅介護従業者」

とあるのは「介護従業者」と、第103条中「指定小

規模多機能型居宅介護事業者」とあるのは「指定認

知症対応型共同生活介護事業者」とする。

37条まで、第39条、第41条から一42条まで、第

(運営規程)

第 14.6 条指定地域密着型特定施設入居者生活介護

事業者ぱ、指定地域密着型特定施設ごとに、次に掲

43条の 2、第 60条の 11、・第 60 条の 16、第 60 条

の 17第1項から第4項まで、第 100条、第 103条

及び第 105 条の規定は、指定認知症対応型共同生

活介護の事業について準用する。この場合におい

て、第 10条第1項中「第32条に規定する運営規

程」とあるのは.「第 123 条に規定する重要事項に

関する規程」と、同項'第33条の2第2 項、第35

(運営規程)

第 146・条指定地域密着型特定施設入居者生活介護

事業者は、指定地域密着型特定施設ごとに、次に掲

中「定期巡回・随時

(略)

条例(改正案)

条第 1 項並びに第41 条の 2第 1 号及び第3号中

(指定地域密着型特定施設入居者生活介護の取扱

方針)

第139条'(略)

2~6 (略),

ジ1・!指璽麺章塾董型腰望雄謹零居賓璽漬介護事粂者
迂気嘉逐師西業讐透適道化藍図る泥踊驚柔博掲サる
措置置語讐霪茂翼1蟹捻勢途gゞ・11
廼叉襲嘉迷西珂東讐炎麺薫悲可瑠藝の村1策饗猛討

砥冬釜亘会を冨判穩別道璽導閉彊迂藩澤響冨1弐
落英論果iξ予い琴§鱸護雁亘ぞφ極φ徒楽者C
宿知微威萱薗る亘・と、1

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあ

るのは「介護従業者」と、第60条のⅡ第2項中

「この節」とあるのは「第6章第4節」・と、,・第60

条、の 16第2項第1号及び第,3号中「地域六着型通

.

所介護従業者とあるのは「介護従業者と'第印

68

闘催器局墾匡工li冥毛灸論果li五W謹,介護雁旦
烹φ他如徒象者凖薗男水蔵底製図るミぞ.11

(2)・③(略)

8 (略)

条の17第1項中「地域密着型通所介護はついて知

見を有する者」'とあるのは「認知症対応型共同生活

介護にっいて知見を有する者」と、「6月」とある

のば「2月jと、第.100条中則畉財莫多機能型居宅

,介護従業者」とあるのは「介護従業者1と、第103

条中「指定小規模多機能型居宅介護事業者」とある

のは「指定認知症対応型共同生活介護事業者」とす

る。

.

廷亙男霪西蒟条等の適董reを適墨五唖笈扱τキ掲奪る
諸置饗誕湧卦嘉誕迷なぢ参い;.、1

迂1登美員努元T臭膨E1電藷笄、'置奪菱活甫工U毛行、1
K謡三夏廷西狗義蓋め1逓'獲英毛濁英対策蓋撞哉

冠・・E郁逃ぎる7冒み越捗賭ご、駁匿念・須1芋i道以導

(2)・<3)

(略)8
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げる事業の運営にっいての重要事項に関する規程

を定めなけれぱならない。

①~⑧(略)

律雁鋤

⑨(略)

条例(現行)

(勤務体制の確保等)

第147条(略)

2・3 (略)

4・指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者

は、地域密着型特定施設従業者の資質の向上のた

めに、その研修の機会を確保しなけれぱならない。

35・条第 1 項並ぴに第41

虫「定期巡回,随時対応型訪問介護看護従業者」と

あるのは「地域密着型特定施設従業者」と、第60

条の 11 第2項中「こ,の節」.とあるのは.「第7章第

げる事業の運営についての重要事項に関する規程

を定めなけれぱならない。

①『⑧(略)

⑨虐'、の防止のための措置に関する事項

aの(略)

条例(改正案)

俳雁劣

4 節」と、第 60 条の 16 第 2 項

69

(勤務体制の確保等) 」

第147条(略)

2・3 (略)

4 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者

は、,・地域密着型特定施設従業者の資質の向上のた

めに、その研修の機会を.確保しなけれぱならない。

その

介瞳事業者は、全ての地域密着型特定施設'業者

(準用)

第 150 条第 13 条イ第 14 条、第 23 条、第 29 条、

第、35条から第39条まで、第丑1^第ヨ^、第

43 条の 2、第 60条の 11、第印条の 15、第 60条
、"、

の 1武第60条の17第 1項から第4項まで及び第

100条の規定は、'指定地域密着型特定施設入居者生

活介護の事業について準用する。この場合におい

て、第35条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看

1气

(看瞳師、.准看そ師、介E 福祉士、介孝支援専門

当該指定地域

の 2第・1号及ぴ第 3号

の資格をする者その他これに類する者を除く。)

去第8条一2項に規定する政令で定める者等

に対し、認知症介電に係る基礎的な研修を受講さ

せるために必要な措置を講じなけれぱならない。

旦指定地域密着型特定施設入居.者生活介護事業者

型寺定施設入

は、適切な指定地域密着型特定施設入居者生活介

、

甕の提共を・確保する観点から、、職場において行わ

護従業者」とあるのは「地域密着型特定施設従業

者」と、第 60条の 11 第 2 項中「この節」とある

のは「第7章第4節」と、第 60 条の 17 第1項中

「地域密着型通所介護について知見を有する者」

とあるのは「地域密着型特定施設入居者生活介護

れる性的な言動又は優越的な関

動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたも

生活

のにより地域密着型特定施設従業者の就業環境が

害され,ることを止するための方針の明確化等の

必要な措置を講じなけれぱならない。

(準用)

第 150 条第 13 条、'第 14 条、第 23 条、第 29 条、

篁』旦条の2、第35条から第39条まで、第41 条

,血Σ旦^エ.、第43条の 2、第'60条の 11、'第

60条の 15、第 60条の 16f第 60条の17第 1 項が

ら第4項まで及び第 100条の規定は、指定地域密
、

着型特定施設入居者生活介護の事業について準用

する。この場合において、第・33条の 2第2項、第

1.号及ひ

景とした言

3 ち・

員



について知見を有する者」と、

「2月」とする。

条例.(現行)

芽艇条者φ亘璽XI
第狐ず条工論璽地蔵蜜蓋型介護讐入補証施霞蕪竃瓢

築ぎ挺無者踊買璽ば11騨英登高慢獲嬬墨,挺楽者φ}
区芬得娘湧蒸当議贇号擇嘉捗登亀.夢隣藝縁る'

「6月」'とあるのは 中「地域密着型通所介孝従業者とあるのは「地域

密着型特定施設従業

中「地域密着型通所介護について知見を有する者」

とあるのは「地域密着型特定施設入居者生活介護

にっいて知見を有する者」と、「6月」とあるのは

「2・月」とする。

Eξ従条者φ'員籔Σ111
速1巡隻条、に;登廻地蔵蚕着型介護老逃彊証趣誕長亘顎

器ぎ従条者φ買璽ほ翻雰灸谷号體穐歎獲疑葉署1ゑ
軍分1§亟区1賢該登号輯定廼名登お・.駅皆罵る輯確礎
諺工福辧f釜甲言柾禿駿響妨楽饗壬漠祿沓禅築、養塑

腰慕廼む1器1壷男
k町li、辺条琴蛋発n工以婆
K鄭'1禁>那苅畷§,1 ゛、

五窯罷t璽遇ι、ー.".上'、Ξ゛U..ι.^,゛."、ーー、

豆,,1頒琵璽奪密^型む護翌懸島'聾支英硬業者ぼ鴛専
疑当竃指琴璽竃盆貰型謡藷老琴痕孤廼霞φ風務堰

条例(改正案)

t

孤邇迷支一祭稔『'塲谷ぼミ芯汾限り老心L罵3

電謡員穐限隔冒覗女ほ子盲楚施域蓄者迦外電著災稿祉

と、第 60 条の'17 第 1 項

竈霞荏五詠り.苓型「盲是踊磯密署塑外電署災福ネ企燧

疑璽逐濁者捲写迂雁ば写拶髭゛"三礎態籍曾壁靈域

を芽'、'聨霞手る塲誉φ瑁建施裁密碧塾芥寧老天稽柾

屈7、塾罪電薯栗盲征雁設口て遷嬰峨譜型希楚麺珪葛

者型3下、璽箸災稽柾麗巖lk梨謡節g「泛須楚跳ぢ宣塗

、

透坊逢穫碧薗ぢ喜醤獲まり暫簸猪楚地裁葛搭型罪

F牙R.型指定地箴雷播廼芥r箸獣!誓柾施設.やTじ工う1-1

モ璽老天糟柾葹看曼諭断集南濠邇営毛期祷翻堵署ぞ癒

以武答汾項だ糖いぞ濶豆;河潅際襲苓叛示邑.め頑徒

、蕊工ゞ愚闇モ1'子iご江三ヲ'艘劉稽廷芥護著天稽柾危議

蒸き高塲谷慧,濁登患鷲汰甲斤署河処邇倦支庫癖尋モミ

'

1梁萇晴市殆琵芥r老災僧柾寵i蔓お火買黙談傭渡赤

悪ぎ1奮門1リ如喜珂榮養壬艾ぼ曾理楽饗釜蓼置鄭碓

邇営径甑既ぢ墓準奪川是易'葛1条浦R苹哉「舛写裏靖

1いを態示ぞ.ぎるぶ1

、

櫛1器1廼Σ女工K畷§}

条漏i-'奪が喜1.1以"米工f指嵳芥ヨ、著yで福祉禿駁塞;

〔引WEⅨぢ劉"条強革"ば巍荒藤局琶P二,1水型殆

〔④葵速養茎戈ぽ盲理条饗壬X、・.'〒1以1亘1
K熨慧ξ釘又難酪配1

曾'11夢(畷),、1
,罵詣廷地奪蜜着型芳護老刃福1正雄誤φ熊業者ほ督婁

唖当語指足狐章擾着型五護老区獲証施設匝蛾霊蕪

70

鐙罪護署災稽柾寵霞署膝今甑以米急'珂煽欝糖%r葱

尚、醗ず趣聨霞脊客塲誉お糟建靈域需浴型芥r老焚

霜征需設旋途辻旦"不璽指葱、介電署天福柾雅霞お

罪謹轆頁浸途着瑳職買燕福楚罪電老焚稽祉禿巖塞

遜冨す?る者美な謬邪ぼ澄長々り1夷チ三C子天所箸お

準梨例鴛谷§築割・三墳あ'巍楚稽塞劣ぎ説置ぎ邪冬着
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浪瓢鵬郭泌瓢細⑧鬮同恨劇処臘泓翻一

、P鵬罵廻澗刈側岡鬮髄:脚纏鼎惑肌繍掲織四

馴、愉確一中艦角禽風撒潟謹鴫韻郷風黒



§夕1',1.、,,'・,1'(昭Σ、1
池子'1指琴地蔵彊董型介謹署零種証施1鄭誕盲建短麺製

曙等鱸峯業匝叉員ミ,江§磴基武運賃遜登祥置藍秀護
烹1虜磊悪哩琴讐荏速為葬1璽烹防如yミ砥φ勳栗須§な
壁援φ蔆基獲関逐る竃奪餐器夢軍甃遜観ι屈取腰4
罪裳傭甫条詞条1距喜談瞰示測e痔恵罪護宗務註窯慧

条例(現行)

塗1^翻逢・1畷4条条'1、i顎酵親建祢、

羅讃讐縦謹姦趨短気零斯淫渚証謹黒条子冗了区武避貰
霧短期墜1所讐賣発1璽撰栗杭等0謬1除隨黛j菟競誘太
叛隆癌賢驚器餅誇ぼ然登詠兆荏短翻添所奪浩買謹
離離尻等鱸盧飼箏之工思篇轟無普詠彊墓埴璽轡董型
断誕讐秀獲祉施麗鰄匡阿蝿詩珍雪1廼旨美1痘期添所
写活外護烹栗所肇あ師用'者φ厘盧省逗黙適御贈行
浪愚、登点姦員区れる懇、ぎ碍気罍海ぎ置師§な必ぜ当
鄭廷ぎる翻

謬遜貰廻璽章蚕葺型藷璽岩潔莞島1渡翻誕盲差漣所禿
護美栗鯲籍旨璽居彊丑欝戦鑒蓋毒箆条璽1第列可促条

ほ介護支彊専門員
亘券姉1'、.K壷励
睦区指壁地竃蟹渚型灸護彊築痕証施霞蓮鬚嘉短期囚

所聖活賢護璽業薪黛1筈憙堺武猪鐙覧誕烹1防窯野'愉
迷奪の事象のみ貞L哉礁及空運冨竃磐追1貰愛介護
烹酬巨浮鳶峯讐嬬猿登断霊烹防お笈鍍鱸翫果西巽
美援菟鐙援煙閏聾彊.塞璽纖ぎ望亀登条顎雰症鴛地1
穿長喝鴛条迎属池1瓢蓮1鷺'条第騨煽三税堂憂登

条例・(改正案)

第辻項佳規定する、指定通駈分_護事業所を膳ゑ'撚

1武同罵6珂璽江盲輯短麹叉,冗鑾活禿護璽業所霊'撹L廻
蓮裁蟹置型通所騒護蜜鴛斯類「生俳1窒型援笈姦知症

猪是分謹L宗防短期氷酬璽浩芥一二護璽鷲所1轉丞張讃考

爾広型通E丘介t護gl.嘉栄涯如踊,冨無薪者'蠏疑1蒸指廻

短麺卦f五澄露舌発護実業斯讐虻瓣叫迄繊1万q先設器笈

逢j長等逆匡師軍堕迷亀進翻'賢該瑁髪地黛1掘置型介
護老汲稽延雄三§踊匡ゑ凱巡翠緩当謬撹望短顛然所.生
躍籍謹冨禁j万璽踊知頻置鯵匙康鄭里製麺剛熊娃発
漉1盗妥語硲弓共る聟曹ぼ納再麗忍置が笈い'芝●1
戦ぎ藩ワ遵

地域密着型介護宗サ.七1ビヌ墓準条例島6_屡,」

題1難見藍鴛姦併霞型1盲愛縦叢罵防j語知匝i討益璽運
斯鯲護炎釜粂蓋疲覇蓮業薪五研霞菱雛蔆藩賢嘱蚕
IU迷1箕淫骸魏謡登刻登叢饗冗ゐ坐置禎詠員J駁蓑
蒸蓼蛋穩倫顔恨蛋導動凖簿W睦廷蒸豊露撞堤地我
語蓋型途護老写鶚1'滅÷謹鱸導活桓詠県匙速曇讐墜
迷獲韮^捜璽汲淫誕鴛誕斯炎急獲賢英処
逼万隨亘切1烹行麗罪蔆1登語硬弓烹1、隆灣豐ぽlg唇五1を
竃1がな恥婁髪魅琴ぎる1"11

1何勘iザ男顎語ヌ、ーーr 、一〒.Ξ゛、.ー,'゛ノ..,,,『一、'-r』'-1゛゛』T -

τ洗ほ質雪談桃^重鴛所焚讐蔆柏詠買誓欝餐

,

ー,峰"■伺ぜ,.^""「ト^

竃魯荏穩餓誠棚貫導員悼箆込誰鳶難当詠1旨建延竃

.

'置澄型聾護嵳製養正樋誕φ生箔稙詠員羅条養讐鬢

那'璽岩理竃蚕差聖灸護老琴彊証逝1遜鴛矩菱通所鯲
護璽葉所11讃菱雇急張欝貸ズ翌基準条劉軍西即1条
篤軍蓮径巨夏楚蔵多圧盲琵匝勗卦亜璽業所盆砥ゑ'1以
鍍適鴛顎加指建短期逐薪淫浴粂護撰葉所髪護獲坐
鯉竃置置型通所分護冨深所1女i亀完誠型指蔦語知匪
麹發型匝所兇護鯵璽業器論巨1湧1業所浴鷲黎1美指建
鴛燕登蓋型崟護烹虜讐袈e送塞鷺条,麗窟条第訓
遁禪貌定鴛濯桃誕型1旨定余謹姦届姦瓢症霞迷型謹
所罪護の事業を行う璽梁所麺秀設蔆迦濁鴻谷属鰯

蓮条所の11則贇亟処邇範適切鳶發凝五纖淫認雛冒
笈る鑾琴ぽ子゛五匠鐙み巷巡葺電藝覇ぎ冬釦

勲烹f,、,'.1'立圃)1・1 ,

(指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介

護の取扱方針)

第159条・(略)

2~6 (略)

7 指定地域密着型介護老人福祉施設は、身体的拘束

等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じな

けれぱならない。

、

(指定地域密着型介謹老人福祉施設入所者生活介

護の取扱方針)

第159条(略)

2~6 (略)

7 指定地域密着型介護老人福祉施設は、身体的拘束

等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じな

けれぱならない。
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.

①身体的拘束等の適正化のための対策を検討

する委員会を3月に1回以上開催すると.ともに、

その結果について、介護職員その他の従業者に

周知徹底を図ること。

条例(現行)

(2)・(3)

(略)8

(地域密着型施設サービス計画の作成)

第160条(略)

2~5 (略)

6 計画担当介護支援専門員は、サービス担当者会議

(入所者に対する指定地域密着型介護老人福祉施

設入所者生活介護の提供に当たる他の担当者(以

下この条において「担当者」という。)を拓集して

行う会議をいう。以下この章において同じ。)の開

催、担当者に対する照会等により、当該地域密着型

施設サービス計画の原案の内容について、担当者

から、専門的な見地から.の意見を求めるものとす

る。

(略)

(1).身体的拘束等の適正化のための対策を検討

する委員会(テレビ電話"置等を活用して行う

開催するとともに、その結果について、介護職員

その他の従業者に周知徹底を図ること。

(2).・(3)(略)

8 (略)

ことができるものとする。)を 3月に 1、回以上

条例(改正案)

(地域密着型施設サービス計画の作成)

第160条(略)

2~5 '(略)

6 計画担当介護支援専門員は、サービス担当者会議

(入所者に対す.る指定地域密着型介護老人福祉施

設入所者生活介護の提供に当たる他の担当者(以

下この条において「担当者」という6)を招集して

フ~12

(運営規程)

ノ

ノ
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(略)

俳斤設)

行う会議(テレピ雷話X 置等を活用して行うこと

ができるものとする。ただし、入所者又はその家族

(以下.この項において「入所者等という・。)が参

加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用

について当該入所者等の同意を写なけれぱならな

い。)をいう。以下この章において同じ。)の開催、

担当者に対する照会等により、当該地域密着型施

設サービス計画の原案の内容について、担当者か

ら、専門的な見地からの意見を求めるものとする'

フ~12 (略)

(新設)

(運営規程)

(栄養管理)

第165条の2 指定地域密着型介電老人盲祉施設は

入所者の栄養状態の維持及び改善を図り、自立し

た日常生活を営むことができるよう、各入所者の

状態に応じた栄養管理を計画的に行わなけれぱな

らない。

(口腔衛生の管理)
第165条の3 指定地域密着型介孝老人福祉施設は

入所者の口腫の健 の保持を図り、自立した日常

口腔衛生の管理体生活営むことができるよう

制を整備し、各入所者の状態に応じた口腔衛生の
管理計画的に行わなけれぱならない



第 170条'指定地域密着型介護老人福祉施設は、次

に掲げる施設の運営についての重要事項に関する

規程を定めなけれぱならない。

(1)~⑦(略)

(.辛雁劣

⑧(略)

条例(現行)

(勤務体制の確保等)

第171条(略)

2 (略)

3 指定地域密着型介護老人福祉施設は、・従業者に対

し、その資質の向上のための研修の機会を確保し

なけれぱならない。

第 170 条指定地域密着型介護老人福祉施設は、次

に掲げる施設の運営にっいての重要事項に関する

規程を定めなけれぱならない。

ω~(フ)(略)

⑧,虐待の防止のための措置に関する事項

条例(改正案)

俳雁劣

(9)

(勤務体制の確保等)

第171条.(略)

2 (略)

3.指定地域密着型介護老人福祉施設は、従業者に対

し、その資質の向上のための研修の機会を確保し

なけれぱならない。その際、当該指定地域密着型介

(略)

.

妻老入福祉施設は、全ての従業者(看電師、准看護

(衛生管理等)

第173条(略) .圏'■

巨.町詣藍地竃蚕着型介謹老1κ痕柾碓誕ぼ§.暫該讃誇地
奪蚕置型証護老送蚕1正施設'畢お1,ヌ太感梨症ヌ廷鴛
臣毒五涜生延1叉ぱぎ葬延じない選ラ、i亘{落R穐迂
圃諸置墨講じ互"五iぎな鳥笈い弓
Kn11三当鼠指建地或賣着型灸彊1老派補証施霞撲1冨
臓る感築淀及逐食軍毒φ烹防夜び蛋N証阿唖正
踊葬西φ冠策を奪i王武る曇員会を命お璽蕊亘月
やi這以=閉催す蔓警漏詠'工ぞ五結果を証条者
i稔周知徹厩チる菖菖i1"

'

師、介護福祉士、介護支援専門員、法第8条第2項

1こ規定する政令で定める者等の資格を有する者そ

の他これに類する者をハく。)に対し、認知症介護

に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措

置を講じなけれぱならない。

指定地域密着型介甕老人福祉施設は、適切な指

定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の

提供を.確保する観点から、職場において行われる

匠お1藷む極,真凖if回以逗闘確美る1区ぞ卸ミじ毛
φ結菓蓋従葉者捜周知徹底ず1る迂・巴郡

ー"^..ー.^コ三●.-1一ιF ,1υ."゛^

'ー,.".▲.」....、..ー"^"、戸.ー.

性的な言動又は優越的な関係を背景とした,言動で

i

あって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものに
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より従業者の就業戸境が害されることを防止する

ための方針の明確化等の必要な措置を講じなけれ

ぱならない。

(衛生管理等)

第1'73条(略) " 1'

牙旺盲差埴璃盛著型介護老火福証趣霞ばξ貰議指夏地
験霊董型分誕毛零楓祉趣設姦麗Wで惑璽症廼ぎ鴛
1電蓋ガ溌騨モ1J1叉巨蓬1る淀鰈毛巡浜・詞徒§焚倖損荏
潘猪置を詠li11写ほ笈ほならない'・'1
KD二、当餓讃鷺竃竃蚕置型発護老式藹1墾延訟jミ叢

娠る感巣症阪駆食゛毒φ烹亜及姪ぎ元証φ酬北
如泌過1つ籬竃を釜討す濁委長会1璽迭^
置等毛活角Tじt行今ご,ε示でぎる志めぞ謬為;獄

." 1 、".

(略)'、,

4
-

゛
)
ν

-
2
-



゛

゛

K可こ登該指霍麺章盲着型灸護彊迷彊証施殻長'器
1い武1、五謹戦員葺亜爾φ徒業者j§河璽ゞ感染淀尋

途定期西長美施迂る亘遅む

条例(現行)

K4》が1,ゞ騒列

兵事璽発生φ防匡亘及び発生時φ対区).11

餓ゞ1工条、;指足鴛或蚕着型介誕老入極祉施殻ほゞ・、璽
欺英,発生戈姦ぞφ真発を防正するだめ〒取ル鴈匡
藩措置冨義亘互げ五ぱならない。1
額)叉K瓢11、'.、て畷)LI

1③に1璽散発生め砺正φだめの委負会及び1従葉者
五丙武る観修を足期西に行う,二と。1

懸込区当議指定廼越密着聖介護老響福祉施盡信お
遵七1'i詣護璽亘蚕φ匝φ徒楽者長瓢'じゞ感築症及
餓食中.毒φ予防及逐ま亙延ゐ防正φテ'めめ研修

俳廂劣

.f-.ー^ー....ー,1.十.「、^..rA ,.

2~4・・・(略ン'1+.ニ.」、.、、^」』一ι.」ー.'耳..一ι..1'.『

条例(改正案)

並赤i三感一注の吊一友途ま元証ゐ 止のための

釦亜蚕建期画三美楓サ盆蓄曾点
k亙欝叉賭丞

(準用)

第 179 条第 10 条、第 11 条、第 13 条、"第 14 条、

第 23 条、第 29 条、第 35 条、'第 37 条、,第 39 条、

第42・条、第43 条の 2、第 60 条の 11、第 60条の

15及ぴ第60条の 17第 1項から第、4項までの規定

は、指定地域密着型介護老人福祉施設について準

用する。'この場合において、第 10条第1項中「第

32条に規定する運営規程」とあるのは「第170条

に規定する重要事項に関する規程」と、「定期巡

回・随時対,応型勧問介護看護従業者」とあるのは

「従業者」と、第14条第1項中「指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護の提供の開始に際し、'」と

あるのは「入所の際に」と、同条第2項中「指定居

宅介護支援が利用者に対して行われていない等の

場合であつて必要と認めるときは、要介護認定」と

あるのは「要介護認定」と、第35条中,「定期巡回・

しよ至取発生φ防'及び発生磯φ対応)1
臨江五深、11盲定地蔵蜜蓋型介護老1福祉施設ばf篤
竃の発璽廼すそφ再発蚕防正する.だめ{次仁福げ
郵硲置菱譲区なけ五ほな.らない。1
KiΣ'EKをΣ立IX略)_1

0

k蚕二事飯発匡φ防止φだめφ委員会1(テじビ電話
r、置尊署活用心え行ち'ビど而ξでぎ為、悪ゐE手
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渇詩表U従竃者尽対薪る研修を定期酬仁行う,登

1るだめb)

1子可1罵略)メ

認めるときは、要介護認定」とあるのは「要介護認

定」と、第33条の2-2項、-35 条第 1項並び

(準用)

第 179 条第.10 条、第 11 条、第 13 条、第 14 条、

第23条、第29 条._篁a旦条四2、第35 条、第 37

に一41・久の2第1号及ぴ第3号中「定期巡回.随

る措置蕃適切i三美

時対応型訪問介護看護従・業者」とあるのは「従業

者」と、第 60 条の 11 第 2 項中'「この節」.とある

のは「第 8 章第 5 節」と、第 60 条の 17 第'1項中

随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「従業

者」と、第 60条の 11 第 2 項中「この節」.とある

のは.「第 8章第 5 節」と、第 60 条の 17 第1.項中

「地域密着型通所介護について知見を有する者」

とあるのは「地域密着型介護老人福祉施設入所者

条、第 39 条、第 41 条の 2、第 42条、第43 条の

2、第60条の 11、第 60条の 15 及び第 60条の 17

第1項から第4項までの規定は、指定地域密着型

介護老人福祉施設にづいて準用する。この場合に
J

おいて、第、10条第1項中「第 32 条に規定する運

営規程」とあるのは T第 170 条に規定する重要事

項に関する規程」と、「定期巡回・随時対応型訪問

介護看護従業者」とあるの1.ま「従業者」と、第 14

条第1項中「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護の提供の開始に際.し、 1とあるのは「入所の際

に」と、同条第2項中「指定居宅介護支援が利用者

に対して行われていない等の場合であつて必要と

一
こ

川
、
,
、

一
く置を

ず施,
者

"
ー

」
" ,

こ

を

喋
一
住昇



生活介護について知昆を有する者」と、

あるのは「2月」とする。

条例(現行)

第182条ユニット型指定地域密着型介護老人福祉

施設の設備の基準は、次の各号に掲げる設備の区

分に応じ'当該各号に定めるとおりとする。

(1)ユニヅト、次のアから工までに掲げる設備

の区分に応じ、、当該アから工までに定めるとお

りとする。.'

ア居室次のとおりとする、

(ア)'(略)

(イ)・居室は、いずれかのユニットに属する

ものとし、当該ユニットの共同生活室に近

接して一体的に設けること'ただ」一のユ

ニットの入居定員は、'おおむね10人以下と

「6月」と 「地域密着型通所介護について知見を有する者」

とあるのは「地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護について知見を有する者」と、「6月」と

あるのは「2月jとする。
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条例(改正案)

第182条ユニット型指定地域密着型介護老人福祉

施設の設備の基準は、次の各号に掲げる設備の区

分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。

(1)ユニッド次のアから工までに掲げる設備

の区分に応じ、当該アから・工までに定めるとお

り.とする。

ア居室次のとおりとする。

(ア).,(略)

(イ)居室は、いずれかのユニットに属する

ものと.し、当該ユニットの共同生活室に近

接.して「体的に設けること・。ただし、ーのユ

ニッ.トの入居定員は、原則としておおむね

しなけれぱならない。

(ウ)ーの居室の床面積等は、次のいずれか

を満たすこと。

安災i'可滑ぢ苹秀ヌ券派リ心以婆遅薪る包乞'1立発

.

縫暗J畩罵繋発建で響お塲谷禮函谷で様翠

射弛事方翻瀞二武元以星醤髞渇巡沓翻

b ユニットに属さない居室改修、した居

.

室は、'当該居室を隔てる壁と天井との間

(エ)

イ~エ

②~⑤

2 (略)

に一定の隙間が生じる場合は、、入居者同

士の視線の遮断の確保をする.こと。

/

(略)

(略)

(略)

10人以下とし、巧人を超えないものとする。

罵西醍N宅仂宿璽み床面積等i誠二f'砧革芳男写

(指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介

護の取扱方針)

第,184条く略)

2~8 (略)

§・'.i美二乏f型1盲堂地竃彊蓋型介謹老式福祉施誕ほ熊
嘉廷酌珂束釜φ適'1但蚕図墨泥御じ次武橿荏る猪
置登講§琴娠叛1ぎ呑ら癒い.

躍リじ以正ぞぼ葛そ石顎元チ当じイ熊彰彰兇発U

響お瑪答様誌今セぼ三菌'テ吾軍芳ヌ浮飛死以

吐、七する'兇,と,"

(削る)

(削る)

(エ)

イ~エ

②~⑤

2 (略)

(略)

(略)

(略)

(指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介
ノ

護の取扱方針)

第184条(略)

2~8 (略)

§1真=ヅf、型指璽地寂壷讃型五護蓋火覆証廼設巨聾
嘉休鯉詞東讐φ適蚕但を図る五廼謙阪匡鶏げ蔓猶
置五講じ笈蛋範ぼなら互い."



,

知Σ1,1身迷的拘1東馨鯵適鵡leφ五璽英苅薫置璽討
新墨釜員会を豆励葺賢回上叉正閉儷逐ると、匠勧叉
隱亜琵象仁つい元茗五護彊亘そ切他φ径業者iご
周知徹底を図ιる_亘七。_]

条例(現行)

10

(運営規程)

第 188 条ユニット型指定地域密着型介護老人福祉

施設は、、次に掲げる施設の運営についての重要事

項に関する規程を定めなけれぱならないb

(1)~(8)(略)・・

(新設)

⑨(略)

(略)

額Σ1ι嘉佳鱒趣)套等両適董1亘直長匝φ丙策を栓討

(勤務体制の確・保等)

第189条(略)

2・3 (略)

4 ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、

従業者に対し、その資質の向上のための研修の機

会を確保しな・けれぱならない。

武る委員会二(手・UE雷誥r置璽.浩雨Lて行う

防止するための方針の明確化等の必要な措置を講

閉彊武る董1と登璃U舞亜鐙果僻る曝戈k.'1Ei董臓買
涯φ他φ径栗者長薗知徹雇を図る豆とヨ

池)〒'K毎.'1、1、【畷)、'1
10 (略)

1こ言ボでぎ渇、毛妨,ε魂るゞ、1小,,ぎ1、追丁'i向以上

条例(改正案)

じなけれはならな

じなけれぱならない。

(運営規程)

第 188 条ユニッド型指定地域密着型介護老人福祉

施設は、次に掲げる施設の運営についての重要事

項に関する規程を定めなけれぱならない。

①~⑧(略)

⑨虐待の止のための措置に関する事項

(10)(略)

(棄乕到

'(勤務体制の確保等)

第 189条'(略)

2 ・ 3 ・(略)

4 ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、

'従業者に対し、その資質の向上のための研修の機

会を確保しなけれぱならない。その際、当該ユニッ

(準用)

第 191 条第 10 条、第 11 条、・第 13 条、第 14 条、

第23条、第29条、第詔条の2、第 35条、第 37

ト型指定地域密着型介穫老人福祉施設ば、全ての

(準用)

第 1,91 条第 10条、第.11 条、第 13 条、第 14 条、

第23 条、第 29 条、第 35 条、第 37'条、第 39 条、

業者(看妻師、准看電師、・介護福祉士、介妻支援

専門員、法

者等の資をする者その他これに類する者を除

<')に対し、認知症介モに係る基礎的な研修を受

講させるために必要な措置を

い'

5 ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、

8

刀

を背景とし

卓2項に規定する政令で定める

適切な指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生

活介護の提供を確保する観点から、職場において

行われる性的な言動又は優越的な

た言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超え

たものにより従業者の就業環境が害されることを

T
1
"

一
.
ー
、
]

Ⅱ
)
.
一

一
略
一

一
(
ム

、
)
一

)
"

(
.



第.42 条、第43 条の2、第60条の 11、第60条の

15、第 60 条の 17 第1項から第 4 項まで、第 155

条から第 157 条まで、第 160 条、第.163 条、第 165

条から第 169"条まで及び第 173 条から第 178 条ま

での規定は、ユニット型指定地域密着型介護老人

福祉施設にっいて準用する。この場合において、第

10条第1項中「第32条に規定する運営規程」とあ

るのは「第 188 条に規定する重要事項に関する規

程」ど、、「定期巡回'・1随時対応型訪問介護看護従業

者」とあるのは「従業者」と、第 14条第 1項中「指

定定期巡回・,随時対応型訪問介護看護の提供の開

始に際し、」とあるのは「入居の際に」と、同条第

2項中「指定居宅介護支援が利用者に対して行わ

れていない等の場合であって必要と認めるとき

は、要介護認定」とあるのは「要介護認定」と、第

35条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業

者」とあるのは「従業者」と、第 60 条の'11 第2

項中「この節」とあるのは「第 8 章第 6 節」と、

第60条の 17第 1項中.「地域密着型通所介護につ

いて知見を有する者」とあるのは「地域密着型介護

老人福祉施設入所者生活介護について知見を有す

る者」と、'、.「6月」とあるのは,「2月」.と、第 169

条中「第160 条」とあるのは・T第 191条において

準用する第 160 条」と、同条第 5 号中、「第 159 条

第 5項」とあるのは「第 184条第 7項」と、同条

と、第 6 号中'「第 179 条」とあるのは「第 191'条」
'「,、月同条第7'号中「第 177 条第3 項」とあるのは

191 条において準用する第 177 条第 3 項」と、第

178 条第 2 項第 2号中「第 157 条第 2 項」とある

のは「第.191 条において準用する第 157条第2項」

と、同項第 3号中「第 159 条第 5,項」とあるのは
J

「第 184条第 7 項」と、同項第4号及び第5号中

「次条」とあるのは「第 191条」、と、同項第 6 号

中「前条第 3 項」とあるのは'「第 191・条において

準用する前条第3項」とする。

条例(現行)

条イ第 39 条、第 41 条の 2、第 42 条、第 43 条の

2、第 60 条の 11、.第60 条の 15、第 60 条の 17 第

1 項から第4項まで、第155条から第 157条まで、

第 160 条、第 163 条、第 165 条から第 169 条まで

及び第 173条から第 178 条までの規定ば、ユニツ

ト型指定地域密着型介護老人福祉施設について準

用する。この場合において、第10条第 1項中・「第

32条1'こ規定する運営規程」とあるのは「第 188条

に規定する重要事項に関する規程」と、「定期巡

回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは

「従業者」と、第 14条第1項中「指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看誰の提供の開始に際し、」と

あるのは「入居の際に」と、同条第2項中「1旨定居

宅介護支援が利用者に対して行われていない等の

場合であうて必要と認めると'きは、要介護認定」と

号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」
1 :

とあるのは「従業者」とL 第 60 条の 11 第 2項中

「この節」と.あるのは「第8章第6節」と、第60

条の17第1項中「地域密着型通所介護について知

見を有する者」と・あるのは「地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護について知見を有する者」

と、「6月」とあるのば「2月」と、第 169 条中「第

160条」と.あるのは、「第 191条において準用する第

160条」と'同条第5号中「第 159・条第 5項」とあ

るのは「第 184 条第 7.項」と、同条第 6号中「第

179 条」とあるのは「第 191 条」と、同条第7号中

「第 177 条第3項」とあるのは「第 191 条におい

て準用する第"177 条第 3項」と、第 178条第 2項

第 2 号中「第'157 条第 2項」とあるのは「第 191

条において準用する第 157 条第2項」と、同項第

3号中"1第159条第5項」とあるのは「第 184条第

π動と、同項第4号及び第5号中 t次条」とある

のは「第,191 条」と、同項第 6号中「前条第3項」

とあるのは.「第 191 条において準用する前条第 3

項」とする。

K従竃者'φ員敷讐),}
第工製条三1墜硲廻
巨るfjず1'1に11、長略Σ、1

、

条例(改正案)

、

78

.

コ

K征璽者φ亘裁釜)1
第'i那'条ξ1三窯く畷ジ
1."..゛ー,...4L .."..、、、臭.'ー.せ.゛.ー゛.."ー,

J、 1,'■".ιキ,叶.,"゛.ト鼻L..」号'デ.f巨、.],r.、1

4

、

あるのは「要介護認定」.と、第33条の2第2,項、

第35条第 1項並ぴに第41条の 2第 1号及ぴ第3



1

●」

゛、

罰二1盲璽看護小短襖烹後i盲型肩悪介謹璽業費嵐1登
緑者尽匠る肩宅リ'Eヌ奇画夜ひ看護小短種多磯
能型居念灸護哥画英匝成iミ専巨径電勇る五護支援
豆良具萎置西迂よサ五ばな隆毛臣6五壁夏三当詠五護
辱援魚1瞭.はこ痢煽者の匹邇.i三支障五砥、陰高吾は1
函聶頂走看護71頭極多,機貪鱈!雇宅禿謹毒業所め匝
鱸_職麗j豆徒重屡'喜!璽当詠詣定置護4、須模多穏能
型雇彊jE蓬事条i歴i"砥霞蚕墨前項質亶仁蔓!fる.竈
誕讐1五職務瓦従冨弐1る司谷示で亘1る野

^●'^巨r^.」ν'J凹、「一L..■^ー"^^^■,

山'..,'.、.J止..,].ι,.、",,,,...【【,ー

条例(現行)

79

介護従業者Jとあるのは「看護小規模多機能型居宅

介護従業者」と、第60条の 17 第1項中「地域密

着型通所介護について知見を有する者」とあるの

は「看護小規模多機能型居宅介護について知見を

有する者」と、「6月」とあるのは「乞月」と、「活

動状況」とあるのは「通いサービス及び宿泊サーピ

スの提供回数等の活動状況」と、'第認条中「第部

条第 12 項」とあるのは「第 193 条第'13 項」と、

第90.条及ぴ第98条中「小規模多機能型居宅介護

従業者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護

従業者」と、第 107条中「第83条第6項」とある

(準用)

第 204条第 10条から第 14条まで、第21 条、第23

条、第29条、第35条から第39条まで、篁」1金、

第42条、第43 条の2、第60条の 11、'第60条の

13、第 60条の 16'第 60条の 17、第羽条から第

91 条まで、第94条から第96条まで、第 98条、第

99条、第 101 条から第 105条まで及び第 107条の

規定は'指.定看護小規模多機能型居宅介護の事業
ノ.

について準用する。この場合において、第10条第

1項中「第32条に規定する運営規程」とあるのは

r第204条において準用する第 101 条に規定する

重要事項に関する規程」と、「定期巡回・随時対応

河二頂璽看護小短模冬確1匡型居宅証護事葉者ぼこ登
録者種係る居宅サ」ぞス計画及ひ看護小榎模多穏
罷型居宅介護証画φ作成§専ら従事する禿護支彊
焦則員讐置万唖iナ1迎翫'ら五'L〒i,だナ三〔ミ■'該介護
r

こ覆専門員廷;争卿者φ処逼it重二障示五い堤貪1美
淫露獲定看誕'小規模多穏餌型居宅介護璽1葉所φ個
屡砥警R徒隼工'二叉ほ当該詣夏看護小視種多穣罷
型届宅介護璽葉i斤R暁1霞する璽豆墾各号iミ掲i王る
施設奪φ臓發R徒事するミ七がで昏、る敬

腰冷f'ー、k、略)、1

条例(改正案)

型訪問介環看護従業者とあるのは「看電小規模多

機能型居宅介撞従業者と、第35条中「定期巡回・

(準用)

第204条第 10条から第 14条まで、第21 条、第23

条、第29条二^、第35条から第39条ま

で、、第41条から第42条まで、第43条の2、第印

随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「看護

小規模多機能型居宅介護従業者」と、第60条の11

第 2項中「この節」.とあるのは「第 9章第4節」

と、第60条の13中「地域密着型通所介護従業者」

とある,のは「看護小規模多機能型居宅介護従業者」

と、第 60条の,17 第 1項中「地域密着型通所介護

について知見を有する者」とあるのは「看護小規模

多機能型居宅介護について知見を有する者」と、「6

月」とあるのは「2月」と、「活動状況」とあるの

は「通いサービス及び宿泊サービスの提供回数等

の活動状況」と、第舶条中「第83条第 12項」と

あるのは・,r第 193 条第 13 項」と、.第 90 条及び第

98条中 D」畉財莫多機能型居宅介護従業者」とある

のは「看護,小規模多機能型居宅介護従業者」と、"第

107条中「第83条第 6項」とあるのは「第.193条

第7項各号」とする。

条の 11、第 60 条の 13、第 60 条の 16、第 60条の

1ス第朋条から第 91 条まで、第 94 条から第 96

条まで、第 98 条、第 99 条、第 101 条から第 105

条まで及ぴ第・,107'条の規定は、指定看護小規模多

機能型居宅介護の事業につし.、て準用する.。この場

合において、第 10条第1項中「第32 条に規定す

る運営規程」とあるのは「第 204 条において準用

する第 101 条に規定する重要事項に関する規程」

と、同項、第 33 条の2第 2項、第35条第1項並

びに第41条の2第1号及び第3号中「定期巡回

随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「看護

小規模多機能型居宅介護従業者」と、第60条の11

第2 項中「この節」とあるのは「第 9章第4節」

と、-60条の 13第3項及ぴ第4項並ぴに第60条

の16第2項第1号及び第3号中「地域密着型通所



佛乕窒)

条例(現行)

のは「第 193 条第7・項各号」とする。

'重^

第205条指定地域密着型サービス事業者及び指定

、

条例(改正案)

地域密着型サーピスの提供に当たるは、作成、保

存その他これらに類するもののうち、'この条例の

規定において書面(書面、書類、'文害、謄本、抄本、

正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によ

つて認識するヒとができる情報が記載された,氏そ

の他の有体物をいう。以下この条において同じ。)

で行うことが規定されている又は想定されるもの

'

(第13条第1項'(-60条

第60条の38、第81,条、.第109久、第129条の3

巧0条L 第179久、第191条及び前久において準用す

0

る場合を,含む。)、第116条第1項、第137条 1項及

び第157条'1項(第191条において準用する場合を

含む。)並びに次項に規定するものを除く')'につ

いてはイ書面に代えて、'当該害面に係る電磁的記録

(委任)

第1旦旦玉

60条の20一第60久の20

(電子的方式、,磁気的方式その他人の知覚によっ

ては認識することができない方式で作られる記録

であって、電子計算機による倩報処理の用に供さ

れるものをいう。)'により行うことができる'

/

(略)

指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密

着型サーピスの提供に当たる者はイ交付、説明、同

意、・、承諾、,締結その他これらに類するもの(以.下

「交付等..という。)のうち、この条例のま見定にお

いて書面で行うことが規定されている又は想定さ

れるものについでは、当該交付等の相手方の承諾

を写て、書面に代えて、'電磁的方法.(電子的方法

ノ

磁気的方法その他人の知覚によって認識すること

ができない方法をいう。)、にょることができる'

(委任)

第206条 (略)

80

第

2
-



^

'、

0長崎市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例(平成・25年長崎

η・・・'従うべき基準市条例第12号)

目次

第1章~第 13章、(略)

第14章雑則(^)

附則

条例(現行)

(指定介護予防サフビスの事業の」般原則)

第3条(略)

2 (略)

律廂劣

(新設)

目次

第 1章~第 13章(略)

第 14章雑則(第2釘条・第2卵条)

指定介電予

附則

条例(改正案)

(運営規程)

第郭条'指定介護予防訪問入浴介護事業者は、指定

介護予防訪問入浴介護事業所ごとに、次に掲げる

事業の運営についての重要事項に関する規程を定

めなけれぱならない。

a)~⑦(略)

俳乕劣

圖(略)

予防訪占入浴介妻従業者(看護師、准看淺師、介

t._」

福祉士、介電支援専門員、法第8条第2項に規定する

(指定介護予防サービスの事業の一般原則)

第3条(略)

2 (略)

政令で定める者等の資格を有する者その他これに

方問入浴介護事業者は、全ての介電

指定介護予防サーピス事業者は、利用者の人権の

類する者を除く。)に対し、認知症介護に係る基礎

擁瞳、虐'、の防止等のため、必要な休制の整備

つとともに、その従業者に対し、研修実施する等

の措置を講じなけれぱならない。

4 指定介堆予防サービス事業者は、指定介護予防サ

(勤務体制の確保等)

第55・条の2 (略)

2 (略)

3 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、介護予防訪

問入浴介護従業者の資質の向上のために、その研

修の機会を確保しなけれぱならない。

ーヒスを提供するに当たっては、法一118 の2第1

項に規定する介護イ険等関連情報その他必要な情

を活用し、適切かつ有効に行うよう努めなけれ

ぱならない。

(運営規程)

第郭条指定介護予防訪問入浴介護事業者は、指定

介護予防訪問入浴介護事業所ごとに、次に掲げる

事業の運営にっいての重要事項に関する規程を定

めなけれぱならない。

a)~⑦(略)

岡'虐待の防止のための措置に関する事項

81

打

但}(略)

(勤務体制の確保等)

第郭条の2 (略)

2 (略)

3 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、介護予防訪

問入浴介護従業者の資質の向上のために、その研

修の機会を確保しなけれぱならない。その際、当該

3
-



俳雁斐)

条例(現行)

(棄廂劣

的な研修を受講させるために必要な措置を講じな

けれぱならない。

4 指定介孝予防訪問入浴介孝事業者は、適切な指定

介妻予防訪問入浴介護の提供を確保する観点か

条例(改正案)

ら

な関係を背景とした言動であって業務上必要かっ

場において行われる性的な言動又は優越的

相当な範囲を超えたものにより介護予防訪問入浴

介電従業者の就業環境が害されることを防止する

.

ための方針の明確化等の必要な措置を講じなけれ

ぱならない。

ミk案禽纏続哥画め發建奪興

'

璽亙三金匝Z^マ§罷价護宗一磊奇入浴外璽事葉著
様11感築症やゞf鸞焚響諭琵璽顧ミおモ'迷丁莉甫著様

、

(衛生管理等)

第.55 条の 3

2 (略)

(新設)

好号葛殆建芥詮票酷餝簡叉裕罫護ゐ擾襖悪紙続西

^

揺美雁ぼ為yι溺汾1瀞捜詠乍衛蒔あ1禾制迷草期あ案
霧尊,用菱図、各籍詞お哥画叉数示1案霧森続評画野ぞ

媒弓琴泌'、T策斌ご'雪耆爰葉謬総熊干画荏徒Ⅸ必婁な

(略)

殆置琴調迄チ町子託様な'稔い,L,1

②J曾是罪電亨、厨謂問叉殆浮i、T、事葉署ほこ罫、「茅酷話^^、^

愉知ぼ高をぞ汚北辻勢婁な餅惨友赤可輝裂建期嗣
1慧璽藷篭鞭将肌1欝嚢ぢ濠区翻

雪写旨定介、帯誘話1イ炎j容罫三事楽署ぼg是期酌徒梁
霧秘続評盲珂筧遣態製霧モ買11鄭婁捲臆迂蒸葉霧継
続哥画あ愛董マ'附5?雪め'遁笥高溌

(衛生管理等)

第弱条の3

2 (略)

3ヤ,指定介電予

、

三蔓事餝話問叉浴罫ξ事楽所徒需いそ感簗藍祭警生

(略)

紀じ冥ぼ余元難む怒武ま琴徒ぐ茨荏縞仔7各稽置'"誕

氾砥符腕"ぼな芳葬於ぷ

芳問j、浴芥ξ一事璽7一ぽじ'当該猪楚子ト

血1雪骸指党断荏璽叢朋誘笥叉俗外言、事案所信糖様
葛感璽湿あ¥詔滅赤衰兇莚φ"正お発櫛あ蔚援

、蔆7一哥手.葛萎貧禁R手,●ど雷話牙"、置毛め他房情
穀邇信穣需艾以武・f手D'e,・誥r置響rぞいぢ'ゞテ

建活甫L乏行ぢビぞ万{で善高毛切,ε矛為;'ジ'を需

浴むね6肩i蔚.回以主'菊催ぎるε'遅毛稽、11宅妨需

菓化、ういぞP卦;護事爾勗問式浴介孝徒栗著it周
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.、

喝,

条例(現行)

(掲示)

第応条の4

ほ雁劣

゛

(略)

漢官薇蔦1、1面る菖ぞ二'、:1

回、1、雪霞猪楚3下宅予1一話問天浴ヲト,1璽事葉所iミ希H'

(地.域との連携等)

第 55条の 9 '(略)

2 (略)

俳廂劣

高感染莅め宗砺表談余冷莚珂'「正頑チ曾珂め猪斜

J

匿登^

固工1雪誠手盲^叉瑳争爾話河夫浴葬ξ壷事稾所iミr語い

条例(改正案)

肥蔀外芋亨防話問叉浴芥詮徒璽著荏籍1峨1感築猛

ゐ市一表途系而証而五、ゐた価め勗修滅赤訓繍

(掲示)

第 55 条の 4 、(略)

2 指定介護予防訪占入浴介護事業は、▲li項に規定

する事項を記載した書面を当該指定介瞳予防訪問

'
入浴介嘩事業所に備え付け、かつ'これをいつでも

(・新設)

関ハ者に自由に閲覧させることにより、同項の規

定による掲示に代えることができる。

(地域との連携等)

第'55条の9 (略)

2 (略)

3 指定介電.予防訪問入浴介護事業者は、指定介穫予

縞i子る猪置をご一己な旺れぼな谷ない蔀

防訪問入浴介妻事業所の所在する建物と同」の建

物に居住する利用者に対して指定介護予防訪問入

谷介§を提供する場合には、当該建物に居住する

利用者以外の者に対しても指定介護予訪問入浴

介妻の提供を行うよう努めなけれぱならない

牙_で虐得め厨正必

第垢案め]δの乞ご指楚外謹〒、断謂問欠浴外r事美箸
1ぼ、゛虐'二d)、発生女ほ宅φ再発、を爾正するだめ1'淡に

血こ当誠殆楚外護吊防詔問ズ浴外電事業所稔需'げ
^"

る虐脊み「正め子三詞可苅策菱稜訶手隔萎頁会

1"てデ1D'E'雷話裏置馨'"、活雨心.て行らこ二ぞ"、毛昏

1るも五)'遅,、る部ジ,'菱是期西1'ミ閑{ずる匡1遮再、iご汽

烹め結栗iごづいて、五「〒1一磊問入浴外電徒案

著信肩知散属香、図蕃ミε郡

②fご蚤該指楚丕三'、亨防勗問久,浴外電"、
際虐祷ゐ防正め発めφ猪夕製整儒手るE吾ぷ

厄}'丁当骸指藍外電宗一謂奇入浴外竃事奨所i'おが

r

83

、'介護罵防訪河入浴外電徒案著倦河モ1虐稽め

F に・おけ

L
1



条例(現行)

(準用)

第63条第 1節、第4節(第51条の 9、第駿条第 1

項、第.55条の8第5項及び第6項を除く。)及び

前節の規定は、基準該当介護予防訪問入浴介護の

事業につぃて準用する。この場合において、第51

条の2・第 1項及び第郭条の4 中「第55条」'とあ

るのは「第63条において準用ずる第騎条」と、

第51条の 13第1項中「及び内容、当該指定介護

予防訪問入浴介護について法第 53 条第4項の規

定により利用者に代わつて支払を受ける介護予防

サービス費の客亘」とあるのは「・、・内容」と、第52

条第2項中「法定代理受領サービスに該当しない

指定介護予防訪問入浴介護」'とあるのは「基準該

当介護予防訪問入浴介護」と、同条第3項中「前

2項」とあるのは「前項」と、第罷条の2中「法

定代理受領サービスに該当'しない指定介護予防訪

問入浴介護」とあるのは「基準該当介護予防勍問

入浴介護」とする。

弼正あテξお0シ誹修湛蒙類酬陰美罷器秀澄芝.。・,'1

両1箭§喜"遥穐浮る搭置署適鋤徒美禿妥郷葱めめ

題当署を置ミ巴ε祭

条例(改正案)

(準用)

第 63条.第 1 節、第4節(第 51 条の 9、第52条第 1

項、第弱条の 8第5項及び第6 項を除く。')及び

前節の規定は、基準該当介護予防訪問入浴介護の

事業につぃて準用す.る。この場合において、.第51

条の2第1項及び第55条の4第1項中「第砧条」

(運営規程)

第73条指定介護予防訪問看護事業者は.'指定介護

予防訪問看護事業所ごとに、次に掲げる事業の運

営についての重要事項に関する規程を定めなけれ

ぱならない。

a)~⑥(略)

俳廂劣

⑦(略)

とあるのは「第・63'条において準用する第弱条」

と、第 51 条の 13第 1 項中「'及び内容、当該指,定

介護予防訪問入浴介護について法第 53条第 4 項

の規定により利用者に代わつて支払を受ける介護

予防サービス費の額」とあるのは・・「、内容」とし

第駿条第2項中「法定代理受領サービズに該当し

ない指定介護予防訪問入浴介護」'とあるのは「基

準該当介護予防訪問入浴介護」と、同条第3項中

「前'2項」とあるのは「前項」ど、第寵条の 2 中

「法定代理受領サービスに該当しない指定介護予
、

防訪問入浴介護」とあるのは「基準該当介護予防

訪問入浴介護」とする。

に対し適切な指定介護予防訪問看撲を提供できる

'

よう、指定介護予防訪問看姿事業所ごとに、看護師

'

等の勤務の体制を定めておかなけれぱならない。

佳廂劣

2 指定介護予防訪問看撞事業者は、指定介電予防訪

(運営規程)

第73条指定介護予防訪問看護事業者は、指定介護

予防訪問看護事業所ごとに、次に掲げる事業の運

営についての重要事項に関する規程を定めなけれ

ぱならない。

a)~⑥.(略)

問看護事業所ごとに、当該指定介護予防訪問看護

事業所の看護師等によって指定介護予

を'提供しなけれぱならない。

84

⑦虐待の防止のための措置に関する事項

但}(略)

方問看護

(勤務体制の確呆等)

第73条の2 指定介電予防訪問看護事業は、利用者



4J

.

条例(現行)

(準用)

第 75条第馴条の2、第51条の3、第51条の 5か

ら第51条の 7 まで、第51 条の 9から第 51条の.13

まで、第52条の 2、第52条の 3、第54条、第55

条の 2 から第55 条の ITまで及び第57条の規定

は、指定介護予防訪問看護の事業について準用す

る。'この場合において、これらの規定中「介護予防

訪問入浴介護従業者」'とあるのは「看護師等」と、

、

3 指定介き董予

の向上のために、その研修の会を確保しなけれ

ぱならない。

4 指定介き予防訪問看撞事業者は、適切な指定介瞳

条例.(改正案)

方問看護事業者は、看電師等の資質

予

第51.条の2第1 項及ぴ第55条の4中「第55条」

おいて行われる性的な言動又は優越的な関係

方問看礁の提供を確保する観点から、職場に

とあるのは「第 73 条」と・、第 51 条の 7 中.「心身

の状況」とあるのは「心身の状況、病歴」と、第55

条の3第2項中「介護予防訪問入浴介護に用いる

浴槽その他の設備及び備品等」とあるのは「設備及

ぴ備品等』とする。

景とした言動であって業務上必要かつ相当な E囲

超えたものにょり看護師等の焼業環境が害され

ることを防止するための方針の明確化等の必要な

措置を講じなけれぱならない。

(準用)

第75条第51条の 2、第 51条の3、第.51、条の 5か

ら第51条の 7まで、第51条の9から第 51条の 13

まで、第寵条の2、第52条の.3、第54.条、第55

(運営規程)

第83条指定介護予防訪問りハビリテーション事業

者は、指定介護予防訪問りハビリテーション事業

所ごとに、、次に掲げる事業の運営についての重要

事項に関する規程を定めなけれぱならない。

a)~⑤(略)

俳雁劉

⑥(略)

5 まで、第55 条の 7 から第邪条の 11 まで、第57

条.」第^Z旦^の蜆定は、・指定介護

条の2の2から第55条の11まで及び第57条の規

定は、指定介護予防訪問看護の事業について準用

する。この場合において、これらの規定中「介護予

85

月

防訪問入浴介護従業者」とあるのは丁看護師等」

と'第 51 条の 2.第 1項及び一55条の 4第 1 項中

「第55 条」とあるのは「第73条」と、第51条の

7中「心身の状況」とあるのは「心身の状況、病歴」

と、第55条の3第2項中「介護予防訪問入浴介護

に用いる浴槽その他の設備及び備品等」、とあるの

は「設備及び備品等」とする。

(準用)

第 85 条第 51 条の 2 から第 51 条の 7 まで、第.51

条の9から第51 条の 13 まで、第52条の2、第52

条の3、第54条、第55条の2から第弱条の5ま

で、・第55 条の 7 から第 55 条の 11 まで、第 57 条

盈び第』9金の規定は、指定介護予防訪問りハピリ

(運営規程)

第 83 条'指定介護予防訪問りハビリテーション事

業者は、指定介護予防訪問りハビリテーション事

業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重

要事項に関する規程を定めなけれぱならない。

{1}~(5)、・(略)

⑥虐待の防止のための措置に関する事項

J ⑦

(準用)

第 85 条第51 条の 2 から第 51 条の 7 まで、第51

条の9から第51条の 13 まで、第52条の 2、第52

条の 3、第54条、第55条の2の 2から第55条の

(略)



テーションの事業について準用する。この場合に

おいて、これらの規定中「介護予防訪問入浴介護従

業者」とあるのは荘里学療法士等」と、第51条の

2第 1,項及び第旦旦条旦2丑_中「第弱条」とあるのは

「第 83 条」と、第 51 条の 7 中「,D身の状況」、と

あるのは「心身の状況、病歴」と、第弱条の3第

2項中「介護予防訪問入浴介護に用いる浴槽その他

の設備及ぴ備品等」とあるのは「設備及び備品等」

とする。

条例く現行)

が参加する場合にあっては、テレビ電話W 置等

(指定介護予防訪問りハピリテーシヨンの具体的

取扱方針)

第、8ブ条理学療法士等の行う指定介護予防訪問リ

ハビリテーションの方針は、第79条に規定する基

本方針及び前条に規定する基本取扱方針に基づ

き、次に掲げるところによるものとする。

a)、指定介護予防訪問りハビリテ「シヨンの提供

に当たっては、主治の医師若しく・は歯科医師か

らの情報伝達又はサービス担当者会議若しくは

リハビリテーシヨン会議(介護予防訪問'りハビ

リテーション計画又は介護予防通所りハビリテ

」ション計画の作成のために、利用者及びその
゛

家族の参加を基本としつつ、医師、理学療法.士、

作業療法士、言語聴覚士、・指定介護予防支援等基

準条例第5条に規定する担当職員、介護予防サ

Tビス計画の原案に位置付けた指定介護予防サ・

ービス等(法第8条の2.第 16項に規定する指定

介護予防サービス等をいう。・)の担当者その他の

関係者(以下「構成員」という。)1こより構成され

る会議をいう。以下同じDを通じる・等の適切な

方法により、利用者の病状、心身の状況、置かれ

ている環境等利用者の日常生活全般の状況の的

確な把握を行うものとする。

予防訪問りハビリテーションの事業について準用

する。この場合において、これらの規定中「介護予

防訪問入浴介護従業者」とあるのは「理学療法士

の活用について当該利用者等の同意を得なけれ

ぱならないD をいう。以下同じ・。)を通じる等の

等」と、第 51 条の 2第 1 項及び第 55 条の 4第 1

条例(改正案)

項中「第弱条」とあるのは「第部条」と、第馴

条の7 中「心・身の状況」とあるのは.「心身の状況、

適切な方法により、利用者の病状、心身の状況、

置かれている環境等利用者の,日常生活全般の状

況の的確な把握を行うものとする。

②~⑭(略)

病歴」と、.第55条の3第2項中「介護予防訪問入

浴介護に用いる浴槽その他の設備及び備品等上と

あるのは「設備及び備品等」と、第73武の2中「看
護師等」とあるのは「理学療法士等」とする。

86

(指定介護予防訪問りハ.ピリテーシヨンの,具体的

取扱方針)

第 87 条理学療法士等の行う指定介護予防訪問リ

ハビリテーションの方針ぱ、第79条に規定する基

本方針及び前条に規定する基本取扱方針に基づ

き、次仁掲げるところによるものとする。

Π)指定介護予防訪問りハビリテーシヨンの提供

に当たって.は、'主治の医師若しくは歯科医師か

らの情報伝達又はサービス担当者会議若しくは

リハビリテーション会議イ介護予防訪問'りハビ

リテーション計画又は介護予防通所りハピ・りテ

ージョン計画の作成のために、利用者及,ぴ'その

家族の参加を基本としつつ、医師、理学療法士、

作業療法士、言語聴覚士、指定介護予防支援等基

準条例第5条に規定する担当職員、介護予防サ

上ピス計画の原案に位置付けた指定介護予防サ

ービス等(法第8条の 2第 16項に規定する指定

介護予防サービス等をいう。)の担当者その他の

関係者(以下「構成員」・という。)1こより構成され

る会議(テレビ電話装置等を活用して行うこと

.

゛

②~⑭ (略)

、

ができるものとする。ただし、利用者又はその家

族.(以下この号において「利用者等と・いう。)



',

.

(運営規程)

第92条指定介護予防居宅療,養管理指導事業者は、

指定介護予防居宅療養管理指導事業所ごとに、次

に掲げる事業の運営にづいての重婁事項に関する

規程を定めなけれぱならない。

Π}~⑤(略)

俳雁劣

⑥(略)

条例(現行)

(準用)

第叫条第 51 条の 2,から第 51 条の 7 まで、第51

条の 1σ、第 51・条の 12、第 51条の 13、.第 52 条の

2、第52条の3、第54条、^から第55

条の 5まで、第 55条の 7から第55条の 11 まで、

第57 条及ぴ第69条の規定は'指定介護予防居宅

(運営規程)

第92条指定介護予防居宅療養管理指導事業者は、

指定介護予防居宅療養管理指導事業所ごとに、次

に掲げる事業の運営についての重要事項に関する

規程を定めなけれぱならない。

療養管理指導の事業について準用する。この場合

において、これらの規定中「介護予防訪問入浴介護

従業者」とあるのは「介護予防居宅療養管理指導従

業者」と、第51条の2第 1項及び篁上旦宝四之旦中

「第.55条」と.あるのは・「第 92 条」と、第 51 条の

7中T心身の状況」と'あるのはT心身の状況、・病歴、

服薬歴」と、'第 51条の 12 中「初回訪問時及び利

用者」とあるのは「利用者」・と、第55条の3第2

項中「介護予防訪問入浴介護に用いる浴槽その他

の設備及び備品等」とあるのは「設備及び備品等」

とする。

つては、療養上適切な介撞予サービスが提供

条例(改正案)

Π}~⑤(略)

⑥虐告の防止のための措置に関する事項

⑦

(準用)

第'94 条第 51 条の 2 から第 51 条の 7 まで、'第 51

条の 10、・第 51 条の 12、'第 51 条の 13、第 52 条の

2、第52条の 3、第54条、'第砧条の 2 の 2か.ら第

(略)

、

55 条の 5 まで、第55 条の 7 から第 55 条の 11 ま

で、第57 条、第'69 及び第73条の2 の規定は、

されるために必要があると認める場合又は介護

予防支援事業者若しくは介護予サービス事業

者から求めがあった場合.は、介瑳予防支援事業

(指定介護予防居宅療養管理指導の具体的取扱方針)

第96条(略)

2 薬剤師、,歯科衛生士又は管理栄養士の行う指定介

指定介護予防居宅療養管理指導の事業について準
」

用する。この場合において、これらの規定中「介護

予防訪問入浴介護従業者」とあるのは「介護予防居

釘

者又は介き董予防サービス事業者に対し、介護予

護予防居宅療養管理指導の方針は、次に掲げると

ころによるものとする。

(カ~③(略)

(新設)

宅療養管理指導従業者」と、第51条の2第1項及

び第55条の4-1項中「第55条」とあるのは「第

92条」と、'第51条の7 中 bD身の状況」とあるの

は「心身の状況、,.病歴、服薬歴」と、・第51 条の 12

中「初回訪問時及び利用者」.とあるのは「利用者」

と、第弱条の3第2項中「介護予防訪問入浴介護

に用いる浴槽その他の設備及び備品等」とあるの

は曙斐備及ぴ備品等1と、第73条の2中「看護師

等とあるのは「介護予防居宅療管理指導従業

晝ι上す亙。

(指定介護予防居宅療養管理指導の具体的取扱方針)

第96条(略)

2 薬剤師の行う指定介護予防居宅療養管理指導の

方針は、次に掲げるところによるものとする。

(1)~③(略)

倒"指定介電予防居宅療養管理指導の提共に当た



条例住見イテ)

(新設)

(棄斤設)

!田、(略)

俳廂窒)

防サービス計画の作成、介護予防サービスの提

供等に必要な舌報提供又は助言を行うものとす

る。

旦'前号に規定する介堆予防支援事業者又は介護

矛医師に報告するものとする

条例(改正案)

(運営規程)

第 121 条指定介護予防通所りハビリテーション事

業者は、指定介護予防通所りハピリテーシヨン事

業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重

要事項に関する規程を定めなけれぱならない。

a}~⑧(略)

予サービス事業者に対する情報提供又は助言

にっいてば、原則として、サービズ担当者会議に

参加することにより行わなけれぱならない。

⑥前号の場合において、サービズ担当者会議へ

の参加によることが困難な場合にっいては,、介

ノ

瞳予防支援事業者又は介妻予防サービス事業者

に対して、原則として、情報提供又は助言の内容

'

い。

⑦.(略)

3 歯科衛生土又は仙理栄養士の行う指定介瞳予防

を記載した文書を交付して行わなけれぱならな

⑨虐待の防止のための措置に関する事項

^

居宅療養管理指導の方針は、"次に掲げるところに

よるものとする。
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川指定介電予居宅療養管理指導の提共に当た

つては;医師又は歯科医師の指示fこ基づき、利用

(運営規程)

第 121 条指定介護予防通所りハビリテーシヨン事

業者は、指定介護予防通所りハビリテーシヨン事

業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重

要事項に関する規程を定めなけれぱならない。

a)~⑧(略)

佳雁劣

者の心身能の維持回復を、図り、・居宅における

日常生活の自立に資するよう、妥当適切に行う

ものとする。

②指定介瞳予防居宅療養管理指導の提供に当た

づては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又

はその家族に対し、療養上必要な事項について、

理解Lやすいように指導又は説明を行う0

信)常に利用の病状、',心身の状況及びその置か

れている環境の的確な把握に努め、利用者に対

し適切なサーピスを提共するものとする

④それぞれの利用者にっいて、提供した指定介

董予居宅療養管理指導の内容についで、速や

かに診療記録を作成するとともに、医師又,は歯



^

●1

⑨

(勤務体制の確保等)

第121条の2 (略)

2 (略)

3 指定介護予防通所りハ.ビリテージョン事業者は、

介護予防通所りハビリテーション従業者の資質の

向上のために、.その研修の機会を確保しなけれぱ

ならない。

(略)

条例(現行)

皿(略)

(勤務体制の確保等)

第121条の2 (略)

2 (略)

3 指定介護予防通所りハビリテーション事業者は、

介護予防通所りハビリテーション従業者の資質の

向上のために、その研修の機会を確保しなけれぱ

ほ雁鋤

条例(改正案)

ならない。その尓、当該指定介電予防通所りハビリ

テーション事業者は、全ての介護予通所りハゼ

1た窃め'対一、菱'蔚する委員会二(亨1じE雷語装置

リテーシヨン従業者(看瞳師、准

得F常災害対策)

第121条の4 (略)

(新設)

士、介護支援専門員、法第8条第2項に規定ずる政ム

で定める,者等の資格

89

る者を、<。)に対し、認知症介孝に係る基礎的な

研修受講させるために必要な措置を講じなけれ

ぱならない。

4 指定介瑳予防通所りハビリテ「ション事業者は

適切な指定介護予防通所りハビ、りテーションの提

(衛生管理等)

第122条(略)

2.'指定介護予防通所りハビリテーション事業者は、

当該事業所において感染症が発生し、又はまん延

しないように必要な措置を講ずるよう努めなけれ

供を確保する観点から、職場において行われる性

する者その他これに類す

的な言動又は優越的な関係背景とした言動であ

董師、介護冨祉

つて業務上必要かつ相当な E囲を超えたものによ

り介護予防通所りハビリテーション従業者の就業

環境が害されることを防止ずるための方針の明確

ぱならない。

(新設)

化等の必要な昔置を講じなけれぱならない

゛

(非常災害対策)

第121条の4 (略)

2・'指定介護予防通所りハビリテーション事業者は、

、

前項に規定するき111練の実施に当たって、地域住民

の参加が得られるよう連携に努めなけれぱならな

^●一^,一●゛■.冨..■゛区,ー^^

い。

(衛生管理等)

第 122条、,(略)

冨;11貰定五護烹防通所i〕,ハeリ_号1三ジヨ§1靈条者ほヌ
晋壷事葉所において感染症が発生じ上Xほぎ亙延
1'亘ない選ラ巨こ'愛iミ福i子る稽置魯信翻込五iナ五ぼ起
1..J ^『゛.J.■

1らない

①

1_"'、.

.:」

^直●^●'、「1、气一...●●.冒丁●下冒'、-E●..^

当該旨定介瞳予'通所りバビ1J.〒一1シ、ヨジ事

葉所徒語仔為感、、症ω¥餝及赤ま元莚め厨正め



条例(現行)

(棄雁受)

俳雁劣

(準用)
L

第 124条、第51条の 2から第馴条の 7まで、第51
J゛k・

条の 9 から第 51 条の 11まで、第 51 条の W、

52 条の 2、第52条の 3、第 55 条の 4、第 55 条の

反第55条の7か、ら第脚条の 1ほで、第57条及

び第69条の規定は、指定介護予防通所りハビリテ

ーシヨンの事業について準用する'この場合にお

いて、,これらの規定中「介護予防訪問入浴介護従業

者」とあるのは「介護予防通所りハピリテーシヨ_ン

従業者」と、.第 51 条の2.第・1項及び第亙5金里_4

虫,「第弱条」とあるのは「第 121 条」と、第51 条
の7 中「心身の状況」とあるのは「心身の状況ゞ,病

歴」とする。

K徒鴛者1つ員数)1
琵1禧◎1条捻,X壷狸
,ー,7『゛一虻門,,1曾、ぜピ""',゛'C'、

LJ .ーー"LI..-J-^」"』.J;'」"『'L',.,.'i

ぢ'共璽lf蹟留・乞喜め生浩糟談員韮琴倦伺墳条豆喜め芥

需悪活甫U泛許河己密系迷ぎ、高悪めぞ1藤る詞饗

7

嬬浴諮発遒碕徒汗道以正閉確子踏をぞ弛T倦箏饗,

那籍菓栂渉勝途黒断謹烹薪邇所唖氷醤嫉宗鳥シ

条例(改正案)

濁1立徒葉箸i冒薗知徹蔦菱面閤をモぢ、1

塑1詳・1雪設,曾是罪璽叢朗邇所..り'バ区iJ.テージ白ン冨
葉薪荏糖i子酒感宅一藍功烹、訴波談顎元処お誘征功

糎溺汾1曾斜薩璽枦手者匡袈蓉、1

圃郭麗1爰痔是罪電事「邇餅薪示姪町宗經沙盲シ璽

饗薪徒糖買蒸1工罪璽事腸邇所U*恵U芳・灣ジ1旬

製宍璽箸捲鯖1σ鄭感梨是珂宗島裂途饗兇延お朗

狐みテ三珂珂研候製赤訶輝裂蒙期調ぽ美雅窃る,ゼ

渚俳言蔓軍築所誠珸谷茂あ島途ぼ子生浩粕談員や芥電

.

(準用)

第.124条第 51 条の 2 から第 51 条の 7 まで、.第 51

条の 9 から第 51 条の 11 まで、第 51 条の 13、第

'

磯'實友獣著電一、員め承子溌電鷲動で配轡膨抵τ、'ミ

52 条の 2、第 52 条の 3、第 55 条の 2 の 2、、'第騎

電磯員表赤二、三董一貪み悪乳宅発めぢ芳河'叉様三篇

条の 4、.第55条の5、第 55条の 7 から第応条の

11 まで、第57条及び第閼条の規定は、指定介護
ノ

予防通所りハビリテーションの事業について準用

する。この場合において、これらの規定中「介護予

笥匙な仔孔ぼ凝ぢ倉ぷゞ発発彫二前雨楚貸郁巨d契
条霜、迷務名η笄護事璽所め瑞谷ぼ顎ぞ珂眼り捲な心鞘

Ii婁)1iミ1込gぎJる'す3

盲熊猪是芥信茎茅所短顛久所釜亨舌外電事業署様'爺軍1墳

防訪問入浴介護従業者」とあるのは「介護予防通所

リハビリテーション従業者」と、第51条の2第 1

項及び第弱条の4-1項中「第邪条」とあるの

1

律乕劣

儒答喜珂須馳徒条町箸電磯買製配置じな易X、ぢ.廷、場

は「第 121 条」と、第51 条の 7 中「心身の状況」

とあるのは・「心身の状況、'病歴」とする。

k徒竃置轤員数)1
篦.1i§d深1武ヌ畷烈
乞蹴4,,'ゞ《賂発 :

蒼葱おぢぞ志靴剰甫署あ状見亘像花岱毛黒必妻示謝

!る傷谷径'ほマ満醗、・1杉療薪女ぼ棺廷外護箏勗問着

断匙テ'仔航i籌倉男なKJ黛子三詣尚項条§1喜あ芥三

90

駐貧冥ぼ着誕戦頁、めぢぢ1苹天以璽ほ郡篇断熟凝研

毓ぼ難劣赤τ辺泥発毛¥知甫楚員祭巨ぶ災条霜葱罰

1
『



.

.

亘二に1眺i)11}

迄'1諸匝介1護予血短1瓶入,冗生j舌介護事葉者が指廼短
期入j万亀活介1護事葉者φ指定を併せt受げ'而う、1
指定介テ護烹防短期区所生活介頂璽φ璽楽1ど指定短期
送所生活訂二護φ事業菖万勺司・、φ事栗所匡おいt契
孫西に運営ぎ五でいる鵄吾iこついt'ぼ1猪定居雫

1サ美E系,等基準条例第'i始,条第'i、'頂から第亙童璽
iせ短生する人員五関する涯準を満五す二五を登

P工父池蚤項に規定すゑ基準を声たしている支の

泛一みな武ご匠邪でTぎる酵

条例(現行)

規定する訓練については、、回玉に規定する計

画に従い、,昼間及ぴ夜間において行うこ'と。

ウ (略)

の4第1項に規定する計画に利用者の円滑か

Ξ

信妾備及び備品等)

第 133条指定介護予防短期入所生活介護事業所の

建物(利用者の日常生活のために使用しない附属

の建物を除く。以下こめ条において同じ。)は、耐

火建築物(建築基準法(昭和 25年法律第 201号)第

2条第9号の 2 に規定する耐火建築物をいう。以

下同じ。)でなけれぱならない。ただ'し、次の各号

のいずれかの要件を満たす2階建て又は平家建て

の指定介護予防短期入所生活介護事業所の建物に

あつては、準耐火建築物(同条第9号の3に規定す

る準耐火建築物をいう。以下同じ。)とすることが

できる。

①(略)

②居室等を2階又は地階に設けている場合で

あって、次に掲げる要件の全てを満たすこと。

ア.当該指定介護予防短期入所生活介護事業所

の所在地を管轄する消防長又1,ま消防署長と相
談の上、第 143条において準用する第 121 条

ステー・ショ,ン(併設事業所にあづでは、当該'設

事業所災俣霞ず高蒋別饗電毛天禾こ云等菱含むn

E価密チ蔓な蓮携禧まり者三一殿貪悪確一ず渇E乏芝

つ迅速な避難を確保するために必要な事項を

定めること。

イ第'143条において準用する第 121 条の・4第

iずゾる"・'、..1

女71K略又

亘に11指定野護予防短期久所生廷介璽事栗者が指定1豆
期入所写舌分謹事業者φ痘定を毎亘で蔓げ〒かっ、1
指建介護豆防匝期甚,冗聖舌介麺φ事葉ぎ指定短期
区所匡浴鞍護の璽葉ぞ1而t同厶φ事葉所仁おいそ气■■

睦1西!ご運塗璽五でいる場合仁っいt・は;"指定居宅
夛芋"Eヌ警基準条例第、i4合条第f煩から第ブ垣ま
、で'に貌定壹る入員iε関する基準を満五ず至1と姦翌
iづ太V前餐項凖現定ぎる基準を澗だじtいる再亜
迂iみなサt返、永でぎる亙1

条例(改正案)

信壁備及ぴ備品等)

第 133条指定介護予防短期入所生活介護事業所の

建物(利用者の日常生活のために使用しない附属

の建物を除く。以下ごの条におし、て同じ。)は、耐

火建築物(建築基準法(昭和 25年法律第 201号)第

2 条第 9,号の2 に規定する耐火建築物をいう。以

下同じ。〕でなけれぱならない。ただし、次の各号

のいずれかの要件を満たす2階建て又は平家建て

の指定介護予防短期入所生活介護事業所の建物に

あつては、準耐火建築物(同条第9号の3に規定す

る準耐火建築物をいう6 以下同じ。)とすることが

できる。

(1)(略)

②居室等を 2 階又は地階に設けている場合で

あって、次に掲げる要件の全てを満たすこと。

ア.当該指定介護予防短期入所生活介護事業所

,の所在地を管轄する消防長又は消防署長と相

談の上、第 143条において準用する第 121 条

、

1項に規定する訓練については、同項に規定す

る計画に従い、昼間及ぴ夜間において行うこ

と、。

(略)

、、

の4 に規定する計回に利用者の.円滑かつ迅速

な避難を確保するために必要な事項を定める

こと。

イ第 143条において準用する第 121 条の 4 に

91

ウ



2~9

(運営規程)

第139条指定介護予防短期入所生活介護事業者は、

次に掲げる事業の運営にっいての重要事項に関す

る規程を定めなけれぱならない。

a)~⑧(略)

俳雁劣'

(9)・.(略)

(略)

条例(現行)

(衛生管理等)

第140条の2 (略)

2 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、当該指

定介護予防短期入所生活介護事業所に.おいて感染

92

方問入浴介撲従業者」

2、第歌条の 3、第 54条、第鶚条の.2 の 2、第55

2~9

症が発生し、又はまん延しないように必要な措置

を講ずるよう努めなけれぱならない。

(運営規程)

第139条指定介護予防短期入所生活介護事業者は、

次に掲げる事業の運営についての重要事項に関す

る規程を定めなけれぱな'らない。

a)~⑧(略)

⑨虐待の防止のための措置に関する事項

(略)

(新設)

条仮上(改正案)

条の4から第馬条の8まで、第55条の9第2項、

⑩

俳雁到

(衛生管理等)

第140条の2 (略)

迷:江盲藍灸璽裁醒短期蒙所釜置分置1毒逢者ほ選当烹讃
魯介護予唖短期式f庁生活砥謹璽葉所博おW蓑感製

く略)

'

第55条の10か、ら第砧条の 1ほで、第57 条、第

(新設)

証郁発蛋U゛叉廷鷲駁蕪蔦五■美う祥1淡禧掲仔1る
曙置署藷U織斑孔ぼ篇ぢ点い心
励工雪該指楚介電顎一短爾叉薪璽浩外モ璽重案薪ぜ

(準用)

第 143.条第51 条の 3から第51条の 7 まで、第51

条の 9、第 51 条の 10、第 51 条の 13、第 52 条の

需仔高感璽艦珂宗工茨途条%1迦お一韮坊発器切

121 条の 2'及び第 121 条の 4 の規定は、指定介護

予防短期入所生活介護の事業について準用する。

この場合において、第55条の2の2第2項及ぴ第

55条の.4第 1項中r介護予

蔚棗悪1一蔚ず谿萎賣蚕翫誤杉恵W語装置奪菱活

朔膨で綜す怠曹示ぞ筈琴習珂ぞ蒜る;覗裂沓需む

2、・第 52:'条の 3、第 54 条、.第 55 条の 4 から,第弱

疹甚肖捷郷1固以玉閉確翫裁迎宮箸隠汽宅お需

条の 11 まで、第・57 条、第 121 条の 2 及び第 121i

条の4の規定は、指定介護予防短期入所生活介護

の事業にっいて準用する。この場合において、第弱

条の4中「第郭条」とあるのは「第 139条」と、

謄おいぞ遜罫孝宗腸短輸叉餅塗活罪孝徒葉箸鵜

凋知徹蔦蓼薗るぜ婁溺

②で雪語子冒発"外瞳亨厨短期叉所生浩罫電事樂所ぽ
語矧ぢ感染荏お茅鰐友途誤兇証"お一正汾兇留め

「介護予防訪問入浴介護従業者」とあるの.は「介護
予防短期入所生活介護従業者」と、第121条の2第

希哥サ'整宿する巴鰹翻

信於当誠希党寄電票一鐙期叉薪釜浩罫謹隼葉所徒
・ 1おイヌそ琴7罪1璽叢一覆期叉1所璽活3下電、"案署徒好

波秩感梨捷お系腸表赤条%莚み酬丘1お発あ窃誘

腰友'赤肋二一甚楚期詞碁翼雁等畜巡宮1,1

(準用)

第 143条第51 条の 3 から第51 条の 7 まで、第,51

条の 9、第 51 条の 10、第 51 条の 13、第 52 条の



.

、

3項中「介護予防通所りハビリテ上ション従業者」

とあるのは「介護予防短期入所生活介護従業者」と

する。

条例(現行)

(設備及ぴ備品等)

第 154 条ユニット型指定介護予防短期入所生活介

護の事業を行う者(以下「ユニット型指定介護予防

短期入所生.活介護事業者」という。)が当該事業を

行う事業所(以下「ユニット型指定介護予防短期入

所生活介護事業所」どいう。)の建物(利用者の日常

生活のために使用しない附属の建物を除く。以下

この条において同じ。){ま、耐火建築物でなけれぱ

ならない。ただし、次の各号のいずれかの要件を満

たす 2階建て又は平家建てのユニ.ツト型指定介護

予防短期入所生活介護事業所の建物にあつては、

準耐火建築物とすることができる。

①(略)

(2)居室等を 2 階又は地階に設けてし.、る場合で

あって、次に掲げる要件の全てを満たすこと。

ア当該ユニット型指定介護予防短期入所生活

介護事業所の所在地を管轄する消防長又は消

防署長と相談の上、第・160 条において準用す

る第 143条において準用する第 121条の4に

、

とあるのは「介電予防短期入所生活介護従業者

と、同項中「第55条」とあるのは「第 139条」と、

第 55

訪問入浴介護従業者」'とあるのは「介護予防短期入

所生活介護従業者」と、第 121条の2第3項及び

第'4項中「介護予防通所りハビリテアション従業

者」とあるのは「介護予防短期入所生活介護従業

者jとする。

条例(改正案)

の 10 の 2

1 項に規定する計画に利用者の円滑かつ迅速

な避難を確保するため化必要な事項を定める

93

1.号及び一3号中「介護予防

信妾備及び備品等)

第 154条ユニット型指定介護予防短期入所生活介

護の事業を行う者(以下「ユニッ.ト型指定介護予防

短期入所生活介護事業者」という。)が当該事業を

行う事業所(以下「ユニット型指定介護予防短期入

所生活介護事業所」という。)の建物(利用者の日常

生活のために使用しない附属の建物を除く。以下

この条において同じ。)は、耐火建築物でなけれぱ

ならない・。ただし、次の各号のいずれかの要件を満

たす2階建て又は平家建てのユニット型指定介護

予防短期入所生活介護事業所の建物にあつては、

準耐火建築物とすることができる。
①.'(略)

②居室等を 2 階又は地階に設けている場合で

あって、次に掲げる要件の全てを満たすこと。

ア当該ユニット型指定介護予防短期入所生活

介護事業所の所在地を管轄する消防長又は消

防署長と相談の上、第 160 条において準用す

る第 143条において準用する第 121 条の 4第

イ第 160条において準用する第 143 条におい

て準用する一121条の4第 1項に規定する訓

ノ

規定する計画に利用者の円滑かっ迅速な避難

を確保するために必要な事項を定めること。

イ第 160 条において準用する第・143 条におい

て準用する第」21_条の1に規定する訓練につ

いては、回条に規定する計画に従い、昼間及び

夜間において行うこと。

ウ(略)

2~5 (略)

6 第3項各号に掲げる設備の基準は、次の各号に掲

げる設備の区分に応じ、当該各号に定めるとおり

とする。

(1)・ユニツド次のアから工までに掲げる区分

練については、同項に規定する計画に従い、.昼

間及び夜間において行うこと.6

ウ(略)

2~5 (略)

6 第3項各号に掲げる設備の基準は、次の各号に掲

げる設備の区分に応じ、当該各号に定めるとおり

とする。

(1)ユニット次のアから工までに掲げる区分

0とこ



に応じ、当該アから工までに定めるとおりとす

る。

ア'居室

(ア)(略)

(イ)居室は、、いずれかのユニットに属する

ものとし、当該ユニットの共同生活室に近

接して一体的に設けること。ただし、ーのユ

ニットの利用定員(当該ユニット型指定介

護予防短期入所生活介護事業所において同

時にユニット型指定介護予防短期入所生活

介護の提供を受,けることができ.る利用者

(当該ユニット型指定介護予防短期入所生

活介護事業者がユニット型指定短期入所生

活介護事業者(指定居宅サービス等基準条

例第 171 条第 1項に規定するユニット型指

定短期入所生活介護事業者をいう。'・以下同

じ。)の指定を併せて受け、かつ、ユ:ニツト

型指定介護予防短期入所生活介護の事業と

ユニット型指定短期入所生活介護の事業

(指定居宅サービス等基準条例第169条に規

定するユニット型指定短期入所生活介護の

事業をいう。以下同じ。)とが同一の事業所

において一体的に運営されている場合につ

いては、・ユニット型指定介護予防短期入所

生活介護又はユニット型指定短期入所生活

介護の利用者。以下この節及び第 159 条に

おいて同じ。)の数の上限をいう。、以下この

条例(現行)

に応じ、当該アから工までに定めるとおりとす

る,6

ア居室

(ア)(略)

(イ)居室は、いずれかのユニットに属する

ものとし、当該ユニットの共同生活,室に近

接して一体的に設けるこ'と。'ただし、ーのユ

ニットの利用定員(当該ユニット型指定介

護予防短期入所生活介護事業所において同

時にユニッ'ト型指定介護予防短期入所生活

介護の提供を受けることができる利用者

(当該ユニット型指定介護予防短期入所生

活介護事業者がユニツト型指定短期入所生

活介護事業者(指定居宅サヤビス等基準条

例第力1条第1項に規定するユニット型指

定短期入所生活介護事業者をいう。'・以下同

じ。)の指定を併せて受け、かつ、ユニツト

型指定介護予防短期入所生活介護の事業と

ユニット型指定短期入所生活介護の事業

(指定居宅サービス等基準条例第169条に規

定するユニッド型指定短期入所生活介護の

事業をいう。以下同じ。)とが同一の事業所

において7体的に運営されている場合につ

いては、ユニット型指定介護予防短期入所

生活介護又はユニット型指定短期入所生活

介護の利用者'以下ごの節及び第159 条に
おいて同じ。)の数の上限をいう。'以下この

条例(改正案)

.

(エ)

イ~エ

②(略)

フ~9 (略)

.

節におい.て同じ。,)は、おおむね 10 人以下

としなけれぱならない。・、

K亟芽1薊鳥葺簸冬当憂区英鳶薗積〔毒1越醒焦
秀X芋T田勇区導曾弐濁蜜豊託'み塲谷尽
糖藤慧汽牙墨窒翻将篭1一響1漆武壁署販'惨

態搭居堂r纂g雪骸蔦壁茂粛渚隔が璽醤矣穿

延お問荏浮羅お際問郊星脳渚嬉谷ぼ滞知

(エ)、(略)

イ~エ(略)

②(略)

フ~9 (略)

雨署尚壬詞魂1菓み憲翫お裕葆を1顎濁ご

(略)

(略)

叫

節において同じ。)ほ;原則として・おおむね

10人以下とし、15人を超えないものとする。

1鰻Σ叉判角者黎麥鸞光り鱸嫁趣麹蒸でi鑁市罵
黄ヌ写督ル亘導琴辻超辱懇§1

口ぞ
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(運営規程)

第 157 条ユニット型指定介護予防短期入所生活介

護事業者は、次に掲げる事業の運営についての重

要事項に関する規程を定めなけれぱならない。

Π)~⑨(略)

(新設)

⑩'(略)

条例(現行)

(勤務体制の確保等)

第158条(略)

2・3 '(略)

4 ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業

者は'介護予防短期入所生活介護従業者の資質の

向上のために、その研修の機会を確保しなけれぱ

ならない。

(運営規程)

第,157 条ユニット型指定介護予防短期入所生活介

護事業者は、次に掲げる事業の運営についての重

要事項に関する規程を定めなけれぱならない。

a)~⑨'(略)

⑩虐待の防止のための措置に関する事項

条例(改正案)

⑪

(勤務体制の確保等)

第158条(略)

2・3 (略)

4"ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業

者は、介護予防短期入所生活介護従業者の資質の

95

(略)

俳廂劣

J

ノ

向上のために、その研修の.機会を確保しなけれぱ

ならない。その際、'当該ユニット型指定介璽予防短

コ_ニツ

、J

期入所生活介電事業者は、全ての介.妻予短期入

所生活介護従業者(看護師、・准看護師、介護福祉

(準用)

第 165 条の 3 第.51 条の 3 から第51条の7 まで、

第 51.条の 9、第 51 条の 10、第 51 条の 13、第 52

条の 2、第.52 条の 3、第 54条、第55 条の 4 から

士、介護支援専門員、法第8条 2項に規定する政令

、

で定める者等の資格を有する者その他これに類す

る者を除く。)に対し、認知症介淺に八る基礎的な

研修を受講さ,せるために必要な措置を

第 55 条の・8 まで、第 55

ぱならない。

第.57 条、・第 121 条の 2、第 1211条の 4、第 129 条

及び第 131 条並ぴに第4節陣 134条第 2 項、第

137 条第3項、第 140条第2項及び第 3 項、第 142

条第2項第1号並びに第143条を除く。)及ぴ第5

節(第 1.45条第 1号から第6号まで、第146条第3

者は、適切なユニット型指定介護予防短期入所生

舌介護の提共を確保する観点から、職場において

ト型指定介瞳予短期入所生活介護事業

行れる性的な言動又は優越的な関係を背景とし

た言動であって業務上必要かつ相当な B囲を超え

たものにより介妻予防短期入所生活介璽'業者の

の 10、第郭

就業環境が害されることを止するための方針の

明確化等の必要な措置を

(準用)

第 165 条の 3 第 51 条の 3 から第 51 条の 7 まで、

第51 条の 9、'第 51 条の 10、.第 51 条の 13、、第寵

条の 2、第52条の 3、第54条イ'第 55条の 2 の2、

じなけれ

の11、 第55条の4から第弱条の8 まで、第55条の 10

から一55 条の 1・1 まで、,第 57 条、,第 121 条の 2、

じなけれぱならない

第 121条の4、第 129 条及び第131条並ぴに第・4節

(第 134条第 2 項、・第 137・条第 3 項、第 140 条第 2

項及び第3項、第 142条第2項第1号並ぴに第 143

条を除く・。')及び第 5、節(第 145 条第 1 号から第 6

ノ
、

旦



項から第 5項まで、第 147条第2 項、第 148条及

び第1馴条を除く。)の規定は、共生型介護予防短

期入所生活介護の事業について準用する。この場

合において、第 55,条の 4 中「第 55 条上とあるの

条例(現行)

は「第139条」と、「介護予防訪問入浴介護従業者」

とあるのは「共生型介護予防短期入所生活介護の

提.供に当たる従業者(以下「共生型介護予防短期入

所生活介護従業者」という。)」'と、第'121 条の 2

第.3 項中,「介護予防通所りハビリテーション従業

者」'とあるのは・「共生型介護予防短期入所生活介護

従業者」と、第 134.条第 1 項及び第 138 条中「介

護予防短期入所生活介護従業者」とあるのは「共生

型介護予防短期入所生活介護従業者」'と_、第142条

第2項第2号中「次条において準用する第51条の

13 第2項」とあるのは「第51 条の 13第2項」と、

同項第4号中「次条.において準用する第52条の3」

とあるのはT第52条の3」と、同項第5号中「次

条において準用する第55条.の8第2項」とあるの

はt第55条の8第2項」と、同項第6号中「次条

において準用する第 55条の 10第 2項」"とあるの

は「第郭条の 10 第 2,項」と、同条第 3項中「同

項第 1 号及び第2号」.、とあるのは r同項第2号」

と、第 149 条中「指定介護予防短期入所生活介護

事業所の医師及び看護職員」とある.のは「共生型介

護予防短期入所生活介護事業者」.とする。

号まで、第・146 条第 3 項から第 5 項まで、第 147

条第2'項、第 148 条及び第 151 条を除く。)の規定

は、共生型介護予防短期入所生活介護の事業につ

いて準用する。この場合において、第55条の2の

条例(改正案)

2第2項中「介護予防訪問入浴介護'業者」とある

のは「共生型介護予防短期入所生活介瞳の提供に

当たる従業者(以下「共生型介講予防短期入所生活

介

虫「第茄条」とあるのは「第139条1と、同項並

ぴに第妬条の 10の2第1号及び第3号中「介護

業者」,という。)」と、第弱条の 4第 1 項

第 55条の 1ほで、第57条、第 121 条の 2、第 121

条の4、第129条並びに第4節(第136条第 1項及

び第143条を除く。)及び第5節の規定は、基準該

当介護予防短期入所生活介護の事業について.準用

予防訪問入浴介護従業者」とあるのは「共生型介護

予防短期入所生活介護従業者」と、第121条の2第
"ナ

3 項及び第 4 項中「介護予防通所りハビリテーシ

96
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ヨン従業者」とあるの・は「共生型介護予防短期入所

゛

生活介護従業者」と、第 134条第 1 項、第 138条

並びに第140条の2第2項第1号及ぴ第3号中「介

J

護予防短期入所生活介護従業者」'とあるのは「共生

型介護予防短期入所生活介護従業.者」と、第142・条

第2項第'2号中「次条において準用する第51条の

13 第2項」とあるのは「第5・1 条の 13 第2項」と、

同項第 4号中「次条において準用する第駿条の

3」とあるのは.「第52 条の 3」と、・同項第 5 号中

「次条にお.いて準用する第55条の8第2項」とあ

るのは'「第・55 条の 8 第 2 項」と、'同項第 6 号中

「次条において準用する第55条の 10第 2項」と

あるのは,「第砺条の 10第 2 項」と、同条第3'項

中「同項第 1号及び第2号」とあるのは「同項第

2号」ど、第149条中「指定介護予防短期入所生活

介護事業所の医師及び看護職員」とあるのは「共生

型介護予防短期入所生活介護事業者」'とする。

(準用)

第'172条第51条の3から第馴条の 7 まで、第51

条の 10、第 51 条の'13、第 52 条の 2イ第 52条の

3、第 54条、、第 55条の 4から第 55 条の 7 まで、

第55条の8(第5項及び第6項を除く。 X釜堕_条

の 9 から第55条の 11 まで、第 57・条、第 121 条の

2、第'121 条の 4、第 129 条並ぴに第 4負行(第 136条

第 1 項及び第 143 条を除く。)及び第 5 節の規定

は、基準該当介護予防短期入所生活介護の事業に

ついて準用する。この場合において、第51条の 13

(準用)

第 172 条第 51条の3 から第51条の 7 まで、第51
゛

・・条の 10、第 51 条の 13、第 52 条の 2、第 52 条の

3、第54条、_第亙§^、第鶚条の4から第

55条の7まで、第弱条の8(第5項及び第6項を

除く。)、第55 条の 9第2 項、第郭条の 10から



.

.

第 1 項中「及び内容、当該指定介護予防訪問入浴

介護について法第53条第4項の規定により利用者

に.代わつて支払を受ける介護予防サービス費の

額」とあるのは「、内容」と、第52条の 2 中「法

定代理受領サービスに該当しない指定介護予防訪

問入浴介護」とあるのは「基準該当介護予防短期入

所生活介護」と、1第 55 条の 4 中「第.55・条」とあ

条例(現行)

るのは「第172 条において準用する第 139条」と、

「介護予防訪問入浴介護従業者」とあるのは「介護

予防短期入所生活介護従業者」と、第121条の2第

3項中「介護予防通所りハビリテーション従業者」

とあるのは「介護予防短期入所生活介護従業者」

と、・第 136 条第 2 項中「法定代理受領サービ、スに

該当しない指定介護予防短期入所生活介護」とあ

るのは「基準該当介護予防短期入所生活介護」と、

同条第 3 項中「前2 項」とあるのは「前項」と、

第 140条第2項中「静養室」とあるのは「静養室

等」と、第 142 条第 2 項第2号中「次条」とある

のは'「第 172条」.と、同項第3号中「第 137条第 2

項1とあるのは「第172条において準用する第 137

条第2項」と、同項第4号から第6号までの規定

中「次条」と.あるのぱ「第 172 条」と、第 145 条

中「第 129 条」とあるのは「第 172 条において準

用する第 129 条」と、「前条」とあるのは「第 172

条において準用する前条」と、第 149 条中「医師

及び看護職員」とあるのは「看護職員」とする。

する。この場合において、第51条の 13 第 1項中

「及び内容、当該指定介護予防訪問入浴介護につ

いて法第53条第4項の規定により利用者に代わつ

て支払を受ける介護予防サービス費の額」とある

のは「、内容」と、第52条の2中「法定代理受領

サービスに該当しない,指定介護予防訪問入浴介

護」・とあるのは「基準該当介護.予防短期入所生活介

条例(改正案)

釘

護」と、第 55

1項中「介護予訪問入浴介護従業者とあるのは

「介護予防短期入所生活介瞳従業者と、同項中

「第55条」とあるのは「第172条において準用す

る第 139条」と、'』弱条の 10の2第 1号及びー

、

の 2・の 2第 2項、第郭

3号中「介護予防訪問入浴介護従業者」とあるのは

「介護予防短期入所生活介護従業者」と、第121条

の2第3項及巫第」里中「介護予防通所りハビリ

テーション従業者」とあるのは「介護予防短期入所

生活介護従業者」と、第 136 条第2項中「法定代

理受領サービスに該当しない指定介護予防短期入

所生活介護」とあるのは「基準該当介護予防短期入

所生活介護」と、同条第3項中「前2項」とある

のは・「前項」.と、第 140 条第 2 項中「静養室」と

あるのは「静養室等」と、.第 142条第2項第 2号

中「次条」とあるのは「第 172条」と、同項第3号

中「第 137 条第2項」とあるのは「第 172 条にお

いて準用する第137条第2項」と、同項第4号か

ら第6号までの規定中「次条」とあるのは「第172

条」と、第 145、条中↑第 129 条」とあるのは「第、

172条において準用する第 129条」.と、「前条」.と

あるのはT第 172 条において準用する前条」と、

第 149 条中「医師及び看護職員」とあるのば.「看

護職員」とする。

(運営規程)

第179条、指定介護予防短期入所療養介護事業者は、

次に掲げる事業の運営についての重要事項に関す

る規程を定めなけれぱならない。

a)~⑥(略)

佛雁窒)

⑦(略)

の4第

J

(準用)

(運営規程)

第179条指定介護予防短期入所療養介護事業者は、

次に掲げる事業の運営についての重要事項に関す

る規程を定めなけれぱならない。

a)~⑥(略)

⑦虐告の防止のための措置に関する事項

⑧(略)

(準用)

j
〕



第 182条第51 条の3 から第51 条の 7 まで、第51

条の 9、第 51 条の 1叺第 51 条の 13、第 52 条の

2、第 52 条の 3、第54条、第 55 条の 4、"第弱条

の 5、第郭条の 7 から第 55 条の 11 まで、第 57

条、'第・121 条の 2、第 j21 条の 4、第 122 条'第 134

条L、第 135条第2 項及び第 141 条の規定は、'指定

介護予防短期入所療養介護の事業について準用す

条例(現行)

る。この場合において、第弱

とあるのは「第179条と、「介護予防訪問入浴介

護従業者〕どあるのぱ「介護予防短期入所療養介護

従業者」と、第 121条の2第 3 項中「介護予防通

所りハビリテーショ.ン従業者」とあるのは「介護予

防短期入,所療養介護従業者」と、第.栂4条第 1 項

中「第 139 条」とあるのは「第 179条」と、「介護

予防短期入所生活介護従業者」とあるのは「介護予

防短期.入所療養介護従業者」とする。

第 182条.第 51 条の 3から第51 条の7 まで、第 51

条の 9、第 51 条の 10、,第 51 条の 13、第 52 条の

2、第52条の 3、第54条一第55条の2の 2、第55

の4中「一郭条」

条の4、第55条の5、第55条の7」第旦旦条IP旦L

第弱条の9第2項、第鶚の 10か'ら第弱条の

条例(改正案)

1ほで、第 57 条、第 121 条の 2、第 121 条の 4、

第 122 条、第 134 条、第、1,35 条第 2 項及び第 141

条の規定は、指定介護予防短期入所療養介護の事

、業にっ.いて準用する。この場合において、第郭条

(運営規程)

卓 194条ユニット型指定介護予防短期入所療養介

護事業者は、次に掲げる事業の運営にっいての重

要事項に関ずる規程を定.めなけれぱならない。

(1)~(6),(略)

(辛雁窒).

⑦(略)

の2の2第2項及ぴ第弱条の4第1項中「介瞳予

防訪問入浴介瞳'業者とあるのは「介瞳予防短期

入所療養介護'業者と、同項中「第弱条とあ

,

るのは.「第;179 条ど、第 55 条の 10 の 2 -1 号

及ぴ第 3号中「介護予防訪問入浴介護従業者1'と

98

あるのは r介護予防短期入所療養介護従業者」と、

第 121 条の 2'第3 項及び第4項並びに第 122条第

゛

2項第 1,号及ぴ第 3'号中 T介護予防通所りハビリ

(勤務体制の確保等)

第195条(略)

2・3 (略)
、

4 ユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業

者.は、'介護予防短期入所療養介護従業者の資質の

向上のために、その研修の機会を確保しなけれぱ

ならない。

テーション従業者」とあるのは「介護予防短期入所

療養介護従業者」と一第・134条第 1 項中「第 139

条」とあるのは「第179条」と、「介護予防短期入

、所生活介護従業者」'とあるのは「介護予防短期入所

療養介護従業者」とする'

期入所療養介撞事業者は、全ての介護予防短期入

、

所療養介護従業者(看護師、准看瞳師、介穫福祉

(運営規程)

第 194条ユニツト型指定介護予防短期入所療養介

護事業者は、次に掲げる事業の運営にっいての重

要事項に関する規程を定めなけれぱならない。

艇)~⑥'(略)
ノ

1

虐待の止のための"置に関する事項

ノ

働務体制の確保期

第195条(略)

2・3 (略)

4'ユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業

者は、介護予防短期入所療養介護従業者の資質の

向上のために、その研修の機会を確保しなけれぱ

ならない。その際、当該ユニット型指定介護予防短

(略)

士、介甕支援専門員、法第8久第2項に規定する政令

⑦
⑧



畔

条例・(現行)

俳廂到

(身体的拘束等の禁止)

第212条(略)

2~3 (略)

写匡盲延介謹予防特定施設入居者生活介護事業者ば'
身佳酌拘粂等の適正化を図るだめイフ次fご掲げる措
置菱義亘写サれぱならな.い、1 ^■

i①1ご身穩曲拘東等φ適正1じφ五めφ阿条二蚕検討
参る美亘会を'す月'ル1i回以正閉催サ1るξ七五liご1
患φ玲象'1に?、いt、介護磯貪そφ他φ従楽者匡
凋知徹底1を図る仁・とa

②・(3)(略)

で定める者等の資格を有する者その他これに類す

る者をハく。)に対し、認知症介雉に八る基礎的な

研修を受講させるために必要な措置を講じなけれ

ぱならない。

条例.(改正案)

5・ユニット型指定介礁予防短期入所療養介璽事業

者は、適切なユニット型指定介妻予短期入所療

養介妻の提供を確保する観点から、職場において

(運営規程)・

第213条指定介護予防特定施設入居者生活介護事

業者は、指定介護予防特定施設ごとに、次に掲げる

事業の運営についての重要事項に関する規程を定

めなけれぱならない。

住)~⑧(略)

⑨虐待の防止のた・めの措置に関する事項

行われる性的な豊動又は優越的な関係を背景とし

羽

た言動であって業務上必要かつ相当な三囲を超え

たものにより介二予防短期入所療養介瑳従業者の

就業環境が害されることを防止するための方、の

明確化等の必要な措置を講じなけれぱならない。

(運営規程)

第・213条指定介護予防特定施設入居者生活介護事

業者は、指定介護予防特定施設ごとに、次に掲げる

事業の運営についての重要事項に関する規程を定

めなけれぱならない。

Π)~⑧(略)

俳乕斐)

⑨(略y

(身体的拘東等の禁止)

第212条(略)

2《一3 ・(略)

Ir猪堂む護烹防甚定施訟区居者生活介護事栗者ば、}
嘉龝酬判玉隻φ適ヰ死を図る1元後工誕臣掲げ藩1昔

Im烹男1太劇罰象等φ適正北のためφ対策を種討

(10)'(略)

置記議じな'げ筵ば添弓蚕い;、"1 ■■■

新る委員会又テUE雷語'盲等を活雨、じて行う

(勤務体制の確保等)

第214条(略)

2・3 (略)

4 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、

介護予防特定施設従業者の資質の向上のために、

その研修の機会を確保しなけれぱならない。

(勤務体制の確保等)

第214条(略)

2 ・ 3'(略)

4 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、

介護予防特定施設従業者の資質の向上のために、

その研修の機会を確保しなけれぱならない。その

確.苫永返ぎる電ゐ芸す,る託ヌ,を1ず頁'1t三f道以1套
閉催1手る.婆ぎ.五穆ミ烹φ鐙果i=つぃてゞ五護職亘
按亜匝φ徒葉者匡周知徹匠1題図る喜ε部

(2)・③(略)



条例(現行)

俳腿到

、 際、当該指定介護予防特定施設入居者生活介護事

業者は、全ての介護予防特定施設従業者(看護師

(準用)
J

第・218 条'第馴条の 5、第'51 条の 6、第 52 条の 2

がら.第5.4 条まで、第 55 条の 4から第55 条の'11

准看瞳師、介孝福祉士、介護支援専門員、法第8条

第2項に規定する政令で定める者等の資格を有す

条例(改正案)

る者その他これに類する者を除く。)に対し、・認知

までイ.第57条、第 121 条の 2及び第 1.40条の2の

規定は;指定介護予防特定施設入居者生活介護の

事業について準用する。この場合において、'第53

条及び第郭条の4中「介護予防訪問入浴介護従業

症介電に係る基礎的な研修を受講させるために必

要な措置を講じなけれぱならない。

5 指定介巡予防特定施設入居者生活介璽事業者は、

適切な指定介妻予防特定施設入居者生活介護の提

者」とあるのは「介護予防特定施設従業者」と、回

釜中「第、55.条」と.あるのは「第 213 条」とする。

供を確保する観点から、職場において行われる性

的な言動又は優越的な係を背景とした言動であ

,

つて業務上必要かつ相当な範囲を超えたものによ

り介護予方特定施設'業者の就業戸境が害される

ことを防止するための方針の明確化等の必要な措

'

置を三じなけれぱならない

⑩虐待の防止のための措置に関する事項

(準用)

第 218 条第 51 条の 5、第 51 条の6、第 52条の 2

から第馴条まで、第 55条の 2の2、、第弱条の4

100

ノ

、

から第応条の8まで、第55条の.9第1項及び第

(運営規程)

第232条外部サービス利用型指定介護予防特定施

設入居者生活介護事業者は、指定介護予防特定施

設ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要

事項に関する規程を定めなけれぱならない。

a}~⑨(略)

ほ斤設)

2項、第55 条の 10 から第、55 条の 11 まで、第 57

条、第 121条の'2 及び第 140条の 2 の規定は、指

定介護予防特定施設入居者生活介護の事業につい

て準用する。.この場合において、第53条、第55条

の2の2第2項及ぴ第55条の4第1項中「介護予

防訪問入浴介護従業者」とあるのは「介護予防特定

施設従業者」と、同項中「第55条jとあるのはT第

、

213 条'」と、第 55 条の 10 の 2

中「介護予防訪問入浴介き従業者とあるのは「介

護予防特定施設従業者・と、第140条の2第2項

第1号及び第3号中「介護予防短期入所生活介撞

従業者とあるのは「介護予防特定施設従業者」と

する。

(運営規程)

第 232条外部サービス利用型指定介護予防特定施

設入居者生活介護事業者は、指定介護予防特定施

設ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要

事項に関する規程を定めなけれぱならない。

a)~⑨(略)

1 号及ぴ一 3.号



鴫

.

⑩

(準用)

第'235 条第 5.1 条の 5、第 51 条の 6、.第 52 条の 2

から第 54 条まで、第 55条の 4から第 55 条の 11

(略)

条例(現行)

まで、第 57 条、,第、121 条の 4、第 140 条の 2、'第

208 条から第 212 条まで及ぴ第 214 条から第 216

条までの規定は、外部サービス利用型指定介護予

防特定施設入居者生活介護の事業について準用す

る。この場合において、第亙三金中「介護予防訪問

入浴介護従業者」とあるのはr指定介護予防特定施

設の従業者」と、第 55 条の 4 中「第.55 条」とあ

るのは,「第232条」と、「介護予防訪問入浴介護従

業者」とあるのは「外部サービス利用型介護予防特

定施設従業者」と、第55条の6中「指定介護予防

訪問入浴介護事業所」とあるのは「指定介護予防特

定施設及び受託介護.予防サーピス事業所」と、第

210 条第 2 項中「指定介護予防特定施設入居者生

活介護を」とあるのは「基本サ「ビスを」と、第214

条中「指定介護予防特定施設入居者生活介護」とあ
＼

るのは「基本サービス」とする。

(略)

(準用)

第235 条第 51 条の 5、第 51 条の 6、第 52 条の 2

から第54条まで、弱の2の2、第託条の4

条例(改正案)

から一55条の8まで、第55条の9第1項及び第

2項、第耶条の.10 から第 55条の 11 まで、第.57

条、第 121 条の.4、第 140条の 2、第 20β条から第

212 条まで及び第 214 条から第 216 条,までの規定

は、外部サ」ビス利用型指定介護予防特定施設入

居者生活介護の事業について準用する。この場合

において、第53条及び第55条の2の2第2項中

⑦(略)

「介護予防訪問入浴介護従業者」とあるのは「指定

介護予防特定施設の従業者」と、第亙旦条の丑^

項中「第 55 条」とあるのは「第232 条」と、「介

護予防訪問入浴介護従業者」とあるのは「外部サー

ビス利用型介護予防特定施設従業者」と、第55条

の 6 中1指定介護予防訪問入浴介護事業所」とあ

るのは'「指定介護予防特定施設及ぴ受託介護予防

(衛生管理等)

第246条(略)

(運営規程)

第243条指定介護予防福祉用具貸与事業者は、指

定介護予防福祉用具貸与事業所ごとに、.次に掲げ

る事業の運営についての重要事項に関する規程を

定めなけれぱならない。

a}~⑤、(略)

(新設)

⑥(略)

サービス事業所」と、第55

び第 3 号中「介電予防訪占入浴介護従業者'・とあ

るのは「指定介穫予防特定施設の従業者と

140条の2第2項第 1号及ぴ第3号中「介電予防

短期入所生活介孝従業者とあるのは「外部サーヒ

、

ス利用型介護予防特定施設従業者と、第・210条第

(衛生管理等)

第246条イ略)

2項中「指定介護予防特定施設入居者生活介護を」

とあるのは「基本サービスを」と、第214条中「指

定介護予防特定施設入居者生活介護」とあるのは

「基本サービス」とする。

101

の 10 の2第 1 号及

(運営規程)

第243条指定介護予防福祉用具貸与事業者は、指

定介護予防福祉用具貸与事業所ごとに、次に掲げ

る事業の運営についての重要事項に関する規程を

定めなけれぱならない。

a)~⑤(略)

◎虐待の防止のための措置に関する事項

第



2~5 (略)

(棄斤設)

条例(現行)

J

2~5 (略)

竝祥盲是禿璽争朋糟祉涌亘資写重楽著ほ¥雪骸瑁楚罪

誕宗朋宿柾浦亘貸写季築薪捲おU,、鷺感築症赤発璽

弛琴漠孫笈元註犯擬獄渓ぢ徒態次北掲げ.る措置を

条例(改正案)

L

1ご葬慨統豫捻ぢ1漆蒔照

1羽'叉当巖1曾楚薪1護茅弼稽柾甫真費与事案薪徒糖様

(掲示及び目録の備付け)

第247条(略)

伴乕劣

濶蕪璽楚俄需靜友赤業兇延お誘正珂冠濁"め婿賓

落験討跳岩萎貰碆裟宗膨戀電1舌f置奪菱活雨U

泛蒋弓遼で連祭姦署世る佑おをT訳る再娃船お否滞61

哨1透示面破;釜閉確涙署曾慧署捻熊ぞ汾霜菓昶裟

1蔀ぞ郡稽証角真尊角茅'霞買1総肩知薇鳶蓼図葛匡1

趣'.'吋

巨〒'.当護希宏葬電予一言極甫真貸写一案競に糖好

,

、圏リ耳三."゛,r ^゛●写一JT^,^^冒一ー,闇゛^

葛鴛一捷お謬"腸及、談余兆証岱酬正あ発溺あ殆"
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(略)

墨^

登子轡誠糟讃葬妻予、[霜粧浦真贇与冨案餅迷浴認

(準用)

第249条第 51条の2から第51条の 13まで、第52

条の 2、第 52 条の3、第54 条、第55 条の 5.から

第55条の 1ほで、第57条並び1,こ第 121条の2 第

1 項及ぴ第 2 項の規定は、指定介護予防福祉用具

晒丁稽霍用冥、一甫箱霞買穏謝鰹1こ愈築是み議雷製

懸条兇益汾T酬垣お兇藤み評惨友赤訓無葛楚期沼ξ

荏美1畜羨る暹電W

(掲示及び.目録の備付け)

第 247 条.(略)

2 指定介電予防福祉用具貸与事業者は、前項にま定

貸与の事業について準用する。この場合において、

第51 条の2第 1 項中「第 55 条」とあるの,は「第

243条」,と、1介護予防訪問入浴介護従業者」,とあ

るのは「福祉用具専門相談員」と、,第51条の4 中

「以下同じ。)」とあるのは「以下同じ。)、福祉用

具の取扱種目」と、第51条の8第2項中「適切な

指導」とあるのは「適切な相談又は助言」と、'第51

、

ノ

する事項を記'した害面を事業所に・備え付け、か

づ、これをいうでも関係者に自由に閲覧させるこ

とにより、同項の規定による掲示に代えることが

できる。

(略)

(準用)

第249条第51,条の 2から第51 条の 13 まで、第52

'条の2、第52条の3、'"第54条.上^、

第55条の.5から第弱条の 11 まで、第 57.条並ぴ

に第・121条の2第'1項上_第2^項の規定

は、指定介護予防福祉用具貸与の事業にっいて準

用する。この場合において、,第51条の2第 1項中

「第 55 条」とあるのは「第 243 条」と、「介護予

防訪問入浴介護従業者」と・あるのは「福祉用具専門

相談員」.と、第 51・条の 4 中'「以下同じ。)」とあ

るのは「以下同じ。 X 福祉用具の取扱種目」と、

第 51 条の 8 第 2 項中「適切な指導」とあるのは

3
-

2
-



、

^

.

条の12中「介護予防訪問入浴介護従業者」とある

のは「従業者」と、「初回訪問時及び利用者」とあ

るのは「利用者」・と、第 51 条の 13 第 1 項中「提

供日及び内容」とあるのは「提供の開始日及び終了

日並ぴに種目及び品名」と、第52条の2中「内容」

とあるのは.「種目、品名」と、第 121 条の2第2項

中「処遇」とあるのは「サービスの利用」とする。

条例(現行)

(準用)

第254条第51条の2から第馴条の 8 まで、第51

条の 10 から第 51 条の 13 まで、第52条の 2、第

52条の 3、第54条一第55条の.5から第55条の 7

まで、第・55条の 8(第 5項及ぴ第6項を除く。)、

第郭条の 9 から第 55 条の 11 まで、、,第57条並び

に第 121 条の 2第 1項及び第2項並ぴに第 1節、

「適切な相談又は助言」と、第 51 条の 12 中「介

護予防訪問入浴介護従業者」とあるのは「従業者」

と、「初回訪問時及び利用者」とあるのは「利用者」

と、第 51 条の 13 第 1項中「提供日及び内客」と

あるのは1提供の開始日及び終了日並びに種目及

び品名」と、第52条の2中「内容」とあるのは咋重

、

条例(改正案)

目、品名」と、第郭条の2の 2

第 2 節(第 239 条を除く。)L第3 節、第 4 節(第

242条第 1項及ぴ第249条を除く。・)及び前節の規

定は、基準該当介護予防福祉用具貸与の事業につ

いて準用する。、この場合において、第51条の2第

1項中「第郭条」とあるのは丁第2斜条において

準用する第243条」と、「介護予防訪問入浴介護従

業者」とあるのは「福祉用具専門相談員」.と、第51

条の4 中「以下伺じ。)」とあるのは「以下同じ。)、

福祉用具の取扱種目」と、第 51 条の 8 第 2 項中

「適切な指導」とあるのは「適切な相談又は助言」

と、第51条の 12 中「介護予防訪問入浴介護従業

者」とあるのは「従業者」と、第51 条の 13第 1項

中「提供日及び内睿、当該指定介護予防訪問入浴介

護について法第53条第4項の規定により利用者に

代わつて支払を受ける介護予防サービス費の額」

とあるのは「提供の開始日及び終了日並びに種目

及び品名」と、第52条の2中1法定代理受領サー

ビスに該当しない指定介護予防訪問入浴介護」と

あるのは「基準該当介護予防福祉用具貸与」.と、「内

容」とあるのは「種目、品名」と、第 121 条の 2.第

条の 10の2第1号及び
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谷介護従業者とあるのは「福祉用具専門相談員

上.、第 121 条の 2第2項中「処遇」"'とあるのは「サ

ービスの利用」と、同条第 4 項中「介き予防通所

リハビリテーション従業者とあるのは「福祉用具

専門相談員とする。

、

(準用)
ノ

第254条第51条の2から第5i条の8 まで、第51

条の 10 か'ら第・51 条の 13 まで、第 52 条の 2、第

52条の3、第馴条二_篁上旦条^、第55条の

5から第55条の7 まで、第55条の'8(第5項及び

第 6項を除く。)、第 55 条の 9 から第弱条の 11

3号中「介護予防訪問入

2項並びに第55

2項まで、第57条並びに一121条の2第1項

及び第 4項並びに第 1 節、.第 2負行(第 239 条を除

<。)、第3節、第4節(第242条第 1 項及ぴ第249

条を除く。)及び前節の規定.は、、基準該当介護予防

福祉用具貸与の事業について準用する。この場合

において、第 51'条の 2第 1項中「第55条」とあ

るのは「第254条において準用する第243条」と、

「介護予防訪問入浴介護従業者」とあるのは「福祉

用具専門相談員」と、'第51条の4 中「以下同じ。)」

とあるのは「以下同じ。)、福祉用具の取扱種目」

と、第51条の8第2項中「適切な指導」とあるの

は「適切な相談又は助言」と、,第51条の 12中「介

護予防訪問入浴介護従業者」と,あるのは'「従業者」

と、'第 51 条の 13第 1 項中「提供日及び内容、当

該指定介護予防訪問入浴介護について法第 53 条

第4.項の規定により利用者に代わつて支払を受け

る介護予防サービス費の額」とあるのは「提供の開

始日及び終了日並ぴに種目及び品名」と、第52条

の 2 中「法定代理受領サービスに該当しない指定

介護予防訪問入浴介護」とあるのは「基準該当介護

予防福祉用具貸与」と、「内容」とあるのは「種目、



2項中「処遇」とあるのは「サーピスの利用」と、

第242条第2項中「法定代理受領ザービスに該当

しない指定介護予防福祉用具貸与」とあるのは「基

準該当介護予防福祉用具貸与」と、同条第 3 項中

「前2項」、とあるのは「前項」とする。

条例(現行)

(準用)

第263条'第51 条の2から第51 条の 8 まで、第 51

条の 10 から第 51 条の 12 まで、第 52 条のβ、第

54条、第弱条の3、第弱条の5から第邪条の 11

まで、第57条、第 121 条の'2第 1 項及び第2項、

、

品名」と、第55条の 2 の 2-2項並びに第 55 条

の10の2第1号及び

介瞳従業者1とあるのは「福祉用具専門相談員」

第 243条から第.245 条まで並びに第247条の規定

は、'指定特定介護予防福祉用具販売の事業につい

て準用する。この場合において、第51条の2第1

項中、「第鶚条」とあるのは丁第263条において準

用する第243条上とV「介護予防訪問入浴介護従業

者」とあるのは、「福祉用具専門相談員」と、第51

条の 4 中1以下同じ。)」とあるのは「以下同じ。)、

特定介護予防福祉用具の取扱種目」と、第51条の

8第2項中「適切な指導1とあるのは「適切な相談

又は助言」と、第 51 条の・12 中,「介護予防訪問入

浴介護従業者」とある.のは「従業者」と;「初回訪

問時及び利用者」とあるのは「利用者」'と、第.121

条の'2第2項中「処遇」とあるのは「サービスの

利用」と、第 243 条第 4号中・「利用料」とあるの

は「販売費用の額」と、第 244条及び第245 条中

「福祉用具」とあるの.は「特定介護予防福祉用具」

と、第247条中「第243条」とあるのは「第263条

において準用する第243条」とする。

と、第 12.1条の2第2項中「処遇」とあるのは「サ

ービスの利用」と、同条第 4項中「介嵯予防通所

条例(改正案)

リハビリテーション従業者」とあるのは「福祉用具

要f魅旦談旦^、第242条第2項中「法定代理受

領サービスに該当しない指定介護予防福祉用具貸

与」とあるのは「基準該当介護予防福祉用具貸与」

と、同条第 3 項中「前2・項」とあるのは「前項」

とする。

3号中「介瞳予防訪問入浴

,

(準用)

第263条第 51 条の,2 から第51 条の.8 まで、第馴

条の 10 から第 51 条の 12 まで;第 52 条の 3、第

54条、第55条の2の2、第55条の3、第弱条の

,

5 から第55条の 11 まで、第57条、第 121 条の 2

第 1 項、第 2 項及び第 4項、第243 条から第245

条まで並びに第247 条の規定は、,指定特定介護予

防福祉用具販売の事業について準用する。この場

合において、第 51 条の 2第 1,項中「第弱条」と

あるのは「第 263'条において準用する第 243 条」

と、「介護予防訪問入浴介護従業者」とあるのは「福

祉用具専門相談員」と、第 51 条の 4 中「以下同

じ。)」とあるのは「以下同じ。)、特定介護予防福

祉用具の取扱種目」と、第51条の8第2項中「適

切な指導」とあるのは丁適切な相談又は助言」と、

第51条の 12 中「介護予防訪問入浴介護従業者」

とあるのは「従業者」・と、.「初回訪問時及び利用者」

とあるのは「利用者」と、第55条の 2.の2第2項、
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一郭条の3第3項一1号及び第3号並びに第55

条の10の2第1号及び一3号中「介髪予防訪問入

谷介き董従業者と,あるのは「冨祉用具門相談員

と、第 121条の'2第2項中「処遇」どあるのは「サ

ービスの利用」と、同条第 4項中「介護予通所

リハビリテーション従業者七あるのは「福祉用具

専星3生三i^、第243条第4号中「利用料」と
'

あるのは「販売費用の額」と、・第244条及び第245

条中「福祉用具」とあるのは「特定介護予防福祉用

具」と、第 247 条中「第 243 条」とあるのは「第

263条において準用する第243条」とする。



轟

.

(新設)

条伊上(現行)

」重^

第267条指定介護予サービス事業者及び指定介
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き董予防サーピスの提供に当たる者は、作成、保存そ

条例(改正案)

の他これらに類するもののうち、・この条例の規定

において書面(書面、害類、文書、.謄本、抄本、正

本、副

て認識することができる情報が記'された紙その

、

他の有休物をいう。以下この条において同じ。)で

複本その他文字、図形等人の知覚によっ

行うことがま定されている又は想定されるも.の

(第51 の5第1項(第船条、』75条、""85条、第94

条、第124条、第143条(" 160女・において準用する

場合を含む。)、第165条の3、第172条、'第182条(第

197条において準用する場合を含む。)

第235条、第249条、第254武及ぴ第263条において準

用する場合を含む・。)及ぴ第210条一1項(第235条

において準用する場合を含む。)並びに次項に規定

するものをハく。)について、は、書面に代えて、当

該書面に係る市磁的記録(電子的方式、磁気的方式

(委任)

第267条

1

その他人の知覚によっては認識する,ことができな

い方式で作られる記録であづて、電子計算機によ

、

る情報処理の用に供されるものをいう。)1こより行

うことができる。

2 指定介護予防サーピス事業者及び指定介護予防

(略)

」218条

サービスの提供に当たる者は、.交付、説明、同意

承諾、締結その他これらに類するもの(以下「交付

等というb)のうち、この条.例の規定において書

面で行うことが規定さ,れている又は想定されるも

のについては、当該交付等の相手方の承諾を得て、

書面に代えて、電磁的方法(電子的方法、磁気的方

法その他人の知覚によって認識することができな

い方法をいう。)によることができる。

(委任)

第2旦旦金

〆

(略)



0長崎市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防
のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例(平成26年長崎市条例第48ち')

膨芥難1・'!・従うべき基準

目次

第1早~弟5早

第6章雑則(第37条)

附則

条例(現行)

(基本方針)

第 4条・、(略)

2~4 (略)
' 1

俳雁受)

言動であって業務上必要かつ相当な B囲を超えナ

俳乕劣

目次

第1章~第5章

第6章雑則(^)

附則

ものにょ.り担当職員の就業戸境が害されることを

条例(改正案)

(運営規程)

第20条指定介護予防支援事業者は、指定介護予防

支援事業所ごとに、次に掲げる事業の運営につい

て.の重要事項に関する規程(第24条において「運

営規程」という。)を定めなけれぱならない。

Π}~⑤、(略)

ほ雁劣

恒}(略)

(勤務体制の確保等)

第21 条,(略)

2・3 (略)

(辛雁窒)

(基本方針)

第4'条(略)

2~4 (略)

5 指定介護予防支援事業者は、利用者の人権の擁

゛

護、虐待の防止等のため、必要な体制の整炉を行う

とともに、その従業者に対し、研修を実施する等の

止するための方針の明確化等の必要な措置を講

.

措置を,講じなけれぱならない。

6・指定介孝予支援事業者は、指定介穫予支援を

提供するに当たっては、法第118条の2第1項に規定

する介撞保険等関連情報その他必要な.報を活用

適切かっ有効に行うよう努めなけれぱならなし、

い。

(運営規程)

第20条.指定介護予防支援事業者は、指定介護予防

支援事業所ごとに、次に掲げる事業の運営につい

'ての重要事項に関する規程(第24 条において r運

営規程」とい,う。)を定めなけれぱならない。

a}~⑤,.(略)

じなけれぱならない。
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⑥虐待の防止のための措置に関する事項

⑦(略)

(勤務体制の確保等)

第21条.(略)

2・3 (略)

4 指定介電予防支援事業者は、適切な指定介護予防

支援の提供を確保する観点から、'職場において行

われる性的な言動又は優越的な係を.背景としナ



゛

,

佳雁劣

条例(現行)

1

蕪案霧継続許画め棗廷奪fl

(衛生管理等)

第23条(略)

俳泥窒)

塗21条返Σ之11指是外芋'亨一支覆事葉著ほご感、一症翠喧
篇焚響め発生蒔ル需L'でこ剰甫署徒"ず葛1曾建禿

護帝、一愛緩aj'擾奨、、、秘、姦的1、亘、実匪ぎ為晃"商'め;覗

条例(改正案)

1ぴ那爾蒔め禾制返阜期め璽務再'雨〔二図る美あφ乱

画、て以示7↑楽霧纒'二子計画一巴、、ら。、)を策琵iンニ、雪

捻らない61

至、'子曾是子ド電系爾受援重葉、1誤;'桓雪職賣iミ苅'L又、ー

纒ほ'哥画仁ういて佃知弓〒葛'Σ直百禧二必要な研

雁及ぴ司嘱東を臣期西た美硫U覆仔究ぼなら抵い二罷

釡τ稽是外電事爵玉一事栗一ほ「墓期的iミ楽"務緩子哥

画め見這じ',行Lゞ;必婁藤比ミじ.t業霧纒続計画ω

發、ーを行うも'めεずる、

(衛生管理等)

第23条 (略)

塗リ殆楚介璽¥爾支援事粟老ほ;雪該指是介ξ、事一支
援事葉所fごおいで感築症西t発生じ.、、戈ほ食元証'し1

ない獣うに、、淫灸1=、{子Jる、一置..、'区なぼ五ぼシよぢ

1なし・、部

血'子当誠盲是介;r争一支、ー、葉所i己お仔る熱築症

(掲示)

第舛条

俳雁劣

覧させることにより、同項の規定による掲示に代

1ゐ事一友途条元証め~1Eめ兇あ汾筒肇7' 討本

高買会1'kテν'E 誥裂置宅め福め、盲瓢邇信機

、(略)

器マ以卞新手シE雷語装置等叉遊'い今子ヌ菱浩雨'

遒肩iご、画以上蘭櫓武るεX笥徒7J尾'房結栗様

治ぷでニキ亘当職貪穩衞知一盧丁薗るぞぞラ1

稔f,'"当聶盲廷外瑳茅餝愛援事栗所lt需1十る感一湿
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汾;〒、"T及赤薫tχ1証め「iEφ発高1力指7"署璽、備司÷
るごぎ部'

腰又.碆詠指楚外ξ一.事酷爰援事璽所iミお硲で斜担当
職頁荏附、じT,7感墾征ds、烹爾及逐漢汚莚珂酬正詞

美あめ研修滅途訓種髪蒙爾酬徒美葹研葛筈言コ

画に従い必要な措置を二じなけれぱ議案、、悪

じて行"うこを房やでぎる呈「φ区す7る」菱1語語碆稔

(掲示)

^区

第'24条(略)'

2 指定介撞予防支援事業者は、勺項に規定する事項

を記載した書面当該指定介護予防支援事業所に

用え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲

号
昌

-
0



佳雁窒)

条例(現行)

、

える二とができる。

壁彊^
第を§条お乞1、二稽楚外電業断支覆事粂署ぼ難虐禅め発璽

条例(改正案)

反ほ毛め再努葛誘正;訳る礎暢駈淡槽掲様高写曾置裂

(指定介護予防支援の具体的取扱方針)

第34条指定介護予防支援の方針は、第4条に規定

する基本方針及び前条に規定する基本取扱方針に

基づきイ次に掲げる・ところによるものとする。

a}~(8)'(略)

⑨担当職員は、.サヤビス担当者会議'(担当職員が
介護予防サービス計画の作成のために、利用者

及びぞの家族の参加を基本としづつ、・介護予防

サ'ビス計画の原案に位置付けた指定介護予防

サーピス等の担当者(以下この条において「担当

者」という。)を招集して行う会議をいう。以下

この条及び次条において同じ。)の開催により、

利用者の状況.等に関する情報を担当者と共有す

るとともに、'当該介護予防サービス計画の原案

の内容について、担当者から、専門的な見地から

の意見を求めるものとする。ただし、やむを得な

い理由がある場合は、担当者に対する照会等に

より意見を求めることができるものとする。

藷じ抵蒜究ぼ濠島r癒U鴛

励17晋盲辧曾麺芥孝語厨黄緩象璽読ぽ語甑る港穩蹴

、

厨正防発珂汾'對饗製獲蔚聟為曇頁釜1・で宗じ'途電

舌r置響蓉漕用膨ぞ行お'迷1郷.で讐為爾汾匠新

渇'子§'f'、硬期百野穩開確隷高:瞥延譜徒゛宅あ緒菓荏

沙い廼彬鶚雪謡賣徒肩知薇娃薩薗為巡誓熟

該利用者等の同意を得なけれぱならない。)をい

②1.、厭手盲臣罪護宗厨支援事案薪逗腎仔高催待汾

,

一正券冠ああ希譜悪整備逐渇7基秘票

回'二雪霞希楚外護烹一璽援璽築所穩需Wぞ罵猶雪

.

職貪荏調L碕で薦脊お一正汾兇濁お誹修菱楚期嗣

1

雁美臓手寄碁速汽

1可叉箭§喜徒鶏仔ιる措置署1艦勤匙翼諮弐名兇溺お

麺雪著忍置で廷ぞ亭1}

う。以下この条及び次条において同じ。)の開催

により、利用者の状況等に関する情報を担当者

と共有するとともに、当該介護予防サービス計

画の原案の内容について、担当者から、専門的な

見地からの意見を求めるものとする。ただし、'や

むを得ない理由がある場合は、担当者に対する

(指定介護予防支援の具体的取扱方針)

第34条指定介護予防支援の方針は、第4条に規定

する基本方針及び前条に規定する基本取扱.方針に

基づき、次に掲げるととろによるものとする。

Π)~侶)、(略)

⑨担当職員は、サービス担当者会議(担当職員が

介護予防サフビス計画の作成のために、利用者

及びその家族の.参加を基本としつつ、介護予防

サービス計画の原案に位置付けた指定介護予防

サービス等の担当者(以下こ.の条において「担当

とができるものとす

108

者」という・。)を招集して行う会議(テレビ電話

"置等を活用して行う

る。ただし、利用者又はその家族(以下この号に

おいて「利用者等という。)が参加する場合に

あってはイテレビ電話装置等の活用について当

、
'
守
'

こ

L
、



角

゛

⑩~(28)

条例(現行)

律雁劣

(略)

照会等により意見を求めることができるものと

する。

⑩~(28)(略)

条例(改正案)

」重^

第37条.指定介妻予防支援事業者及び指定介護予防

支援の提供に当たる者は、作成、保存その他これら

に類するもののうち、この条例の規定において書

面(書面、書類イ文書、謄本、抄

複本その他文字、図形等人の知覚によって認識す

るこ'とができる倩&が記載された紙その他の本

物をいう。以下このにおいて同じ。)で行うこと

が規定されている又は想定されるもの(第10条(前

条において3 用する場合を含む。)及ぴ一34条第26

号(勺武において準用する場合を含む。)並びに次

項に規定するものを除く。)については、書面に代

当該書面に係る電磁的記えて

(委任)

第37条

気的方式その他人の知覚によっては認識すること

正本、副本

ができない方式で作られる記'、であって、電子計

算機による情報処理の用に供されるものをいう。)

により行うことができる。

2 指定介護予防支援.事業者及び指定介垤予防支援

(略)

の提供に当たる者は、交付、説明、同意、.承諾その

他これらに類するもの(以下「交付等という。・)

のうち、.亡の条例の規定において書面で行うこと

(電子的方式、_磁

が規定されている又は想定されるものについて

は、当該交付等のキ手方の承諾を得て、書面に代え

て、電磁的方法(電子的方法、磁気的方法その他人

の知覚によって認識することができない方法をい

う。)によることができる。

(委任)

篁旦旦金

゛ー

(略)
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0長崎市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型

介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例

・・従うべき基準^・・・標準(平成25年長崎市条例第13号))

目次

第 1章~第4章(略)

第5章雑則(第92条)

附則

条例(現行)

(指定地域密着型介護予防サーピスの事業の一般

原則)

第3条(略)

2 (略)

俳雁斐)

,、'Y-.ー'ー'."

目次

第1章~第4章(略)

第5章雑則(第92条・第船条)

ほ雁窒)

附則

(指定地域密着型介護予防サーピスの事業の一般

原貝11)

第3条'(略)

条例(改正案)

1瓦雁葉彊@i貞靈ヌf
篦亙逢馳1指差豆謬i延霜昼型璽同坐清介謹事菓所張指
薦地瓢書確聖疑釜鳶喜露準釜劉奮笥fU条第ず蓮體

2 ・(略)

指定地域密着型介撞予防サーピス事業者は

制

鶏廷する指定翻璽嘘対応型共同生活介霞事業戸反各
鱗§醗以武伺婆諮'著連琴廷1登垣鞍謹烹虚護知症裁
恭型禦亘生活粂謹重葉所K第11饗条第急埴J§貌薦魂
蔆猪蒙難護予酬語知茎"麹亟型蓑同生播琵護茎葉所
卷巡弓'次条1§霞区匙向鳶yfφ雇問.者g姦ば餐堂
唇彊撹定地無蚕恭型蓑定匝霞K指藍地写蚕麦聖磊
〒灣築基鷺条例第1豆豆{条璽1垣礁貌頼堺る§盲璽地
域置置型特堂施設響蔀巨。_返条及聾菟府条璽買垣
1〔ξ竃い、妾詞§、翻者q対ぎ彊楚地蔵毎鬚型介麗老製
濫1'璽設K指定地章壷活型ザ+eネ基璽条,畷?仏1
条第.',・雁動妾見延迂る獲延地越蜜着型介護蓋冬福延
施設饗いラ'.'塑条女び第二鰯 項ゆおいで同・1条、第旦',

1ご挙j;φ食坐若.じ,琴i美冥同生活璽におい乏'、、・二五鳶
φ冨条i丘叉ほ匙設φ創鳥者謡太居者叉ば入所者婆
延恵、1三行乏j旨定1分L護患防認知症麺応型運所五護

用者の人権の擁護、虐'、の防止等のため、必要な

.

体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、

研修を実施する等の措置を講じなけれぱな、らな

い。

4 指定地域密着型介穫予防サービス事業者は、指定

炎事条所魯ほ施設t第n築条永墳氏需いで丁禾篠
事葉所奪、"t三、いぢ'・交φ剖鳥者ミ'叉'居者文ば太所者

地域密着型介穫予防サービスを提供するに当たっ

法第 118 条の2第 1項にま定する介穫保険では

等連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ

有効に行うよう努めなけれぱならない。

騒径樂者φ旦裁1、,1
題,河条烹指毒語知湿冠匪型冥同淫廼介謹璽葉所途蛋

建趣写雪二蓋璽丑警窟盆、塞璽条例第、11丁条第'垣礁
貌廷薪蚕冒楚、i砥11湿対虚型会頂'生1晝五護事業所署
遜轟1以覧同じ謡Σ者lq§ほ指璽介護子1防語知墓村
迷型禦伺璽活難護璽葉所X第1嘉条篤i瓊1琴昆菱鴛
圃1盲璽五_護予防語知症菊屡型会向生廷介護茎逢所
匿い巨同医条1ミ磯6祥遭1じ蕃).二φ雇f乱署lqξ廷餐坐
辱ほ獲延地竃薑蓋型餐離趣卜護ヌ指毒地蔵蚕憲型弼
評貸ズ塞準条例第i和条第j蓮1ミ須犀壹姦指毒地
篭蜜潜型1王定延誕をいう'柔条及聾第1§.1条第亘垣
壁おじ.輯伺§§'者1に野ば猪楚地竃蚕置型介謹老製
顎祉施霞1獲藍地我密1鬢型琵子'ズ基璽条何儷1亜
条第イ頂i詠見定弐る指廼地域蜜蓋型介護蓋区彊証
逓誕蓋L、傷。.リ握条茨び第':貼1条第.16須荏おいて同
9じヨiφ鴛坐著心'てぽ共同生活室た麗いで、.・二笈弓

、

利
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f

匙巨董河製榎廼痘霍謡璽主防認知症麺延型通所發
護j1澤1呼巨轤巨遜Σ靈業麦、五姦彊'iζ亟示、1義臣型撞定
縦護烹防1夏知五蔚は型運所介護事栗者正匠いう1_.'Σ
鄭当、該離竃毛匠う、事奨i長懇生工甚用型獲定介護晟
酷腰玉j症爾二応型通薪介護事葉勗]、とい1§;Σ!皇置K]

器ぎ誕無者陸亘璽廷子当該利厘者ミ当該入雇者jミi匡
隠該冬所者φ璽髪賢'露業見型1亘堤五誕玉防1忍知、五
丙応型通所7介護'の手、J見彊ヌ函1該冥屈_型1亘垣介謹劃
防認知症ヌに応聖通所介1護事業賓が共見型指定語釧
症丙応型通所介護事条者ヌ指廷地越畜渚型ザ子ど
迷基準条可第6亘条第勺葱j蚕見定ずる共血型指夏姦
麺症対応型通戸ιj下'護事条壷,をいうイ以下頁区、Σφ
詣廷茎蛋ぜて塁亟逃δマ'兵弟型痕定介護予防語知
是河応型通而蚕、護φ奉栗璽毒而聖指夏謬知症対虚
麺通所,発遜'て伺頑1噂短夏t姦粂頭型指定認ヌi症対

蚕型_壷所介護蓋工,'11ミ伺〕二ご・の事栗ξ而澗1'{

め璽葉所iごおい,琴〒佳醜!ぎ運言?ざ如tいる.堰合匡
晦.酒そばL圖該事獅丘i亘おltる象月型指定介護〒
翫語知1症阿応型通所介蓬文ば共厘型指定語知症討
広型通所介護φ圭頭i者;次条Rおいて頁区a'φ裁

区貧託夏だ致{Fういに第'π条叉す詣是臣蔵語着
型1サiービス基準条例第、"f条ミ第i幻'条書1じくぱ
蓮j詔、'条φ貌定ぎ満五す五硲に亙f要な致以上、とす
r'、- L

1る、 、}

条例(現行)

匿淫1廼'仮,猛三指霍介謹姦醸語知湿麺応型通所五護
'ば以萎河栗鳥型詣霍罪護気防語瓢症討憂璽通所繋
護山・どいう苛販亘声業甚行.乏者江似示、1楽吊型1犢定
縦護岳頂認知症河応型通所外護蔓業煮L璽いう上_Σ

匝淫該事葉を冠う事条駈翌、下工粂見烹指差介護主
酬語知、症対応型通所介護_事条所i.と斐う1、_i徒置く1
添ぎ径葉者画亘致匠1匡姦,1颪賓ゞ当該1入届1者文ぱ
当該入所者φ数乏当姦長1帛型詣定介i節1防認知症
麺虚型匝,所五誕匝予里用賓ミ(当三該共頭浬哩亘璽介謹烹
防姦知症河応劃.邇所五護事茎彊遜長朋型指墓語知
淀丙岱廼通所介,護事栗賓1阪指憂地璽蚕着型,"琶

露涯璽'条酉障扇、条銅π須jミ'規定す」る夏即型指璽語

師匝苅1応型通所葬'護蚕栗者をいう_。"亘下同1二1),灸
遁定毛研毛ξそ'麺チ池、?1・冥頭型振廷五子護予防1忍知

匝村応型邇所分護の烹栗要会雨型蛋是諏知症、虹応

型通,i介璽K同卿戸規定璽墨共扇型殖_定謬知症対
応型1翫匠五護をい.う.。L以董同亘y)_.φ事葉直が伺三

廼璽葉所i亘おしΥくご←、体曲]二漣營ぎ五1女,いる場合ia
墨'?て1ば§当"該事楽卵ミ麹王空兵而璽讃定分護烹
防語知涯雨藍型通所五護魯進奨鳥型獲定認知湿対
堰型通所介護φ1利用者§璽条1ミおじ、て詞Lじりφ籔
を合針じ五数{ごうぃ七、第ヲ巨条叉1太詣定地域密着
型ザ÷ぜズ憂準条例第n工条ゞ鴛'1豆f条著Lζほ
弟・,価ず条φ規兎を高1ξす泥あ匠必雲互薮以上ξ弐
渇1

2 (略)

条例(改正案)

1・ 1 1

(利用定員等)

第10条 (略)

2 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業

者は、指定居宅サービス'(法第41条第1項に規定す

る指定居宅サービスをいう。)、指定地域密着型サ

ービス(法第42条の2第1項に規定する指定地域密

着型サーピスをいう。)、指定居宅介護支援(法第46

条第1項に規定する指定居宅介護支援をいう。)、指

定介護予防サフビス(法第53条第1項に規定する指

定介護予防サービスをいう。)、指定地域密着型介

護予防サービス若しくは指定介護予防支援(法第

58条第1項に規定する指定介護予防支援をいう。)

の事業又は介護保険施設若し・くは指定介護療養型

医療施設(健康保険法等の一部を改正する法律(平

2 (,略)

(禾蝿定員等)

(略)第10条

2 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業'

者は、指定居宅サービス(法第41条第Ⅱ動こ規定す

る指定居宅サービスをいう。)、指定地域密着型サ

ービス(法第42条の2第1項に規定する指定地域密

着型サービスをいう。χ指定居宅介護支援(法第46

条第1項に規定する指定居宅介護支援をいう。)、指

定介護予防サービス(法第脇条第1項に規定する指

定介護予防サービスをいう。)、指定地域密着型介

護予防サービス若しくは指定介護予防支援(法第

58条第1項に規定する指定介護予防支援をいう。)

の事業又は介護保険施設若しくほ指定介護療養型

医療施設(健康保険法等の一部を改正する法律(平

ノ



成18年法律第83号)附則第130条の2第1項の規定に

よりなおその効力を有するものと,された同法第26

条の規定によ,る改正前の法第48条第1項第3号に規

定する指定介護療養型医療施設をいう。第45条第6

項において同じ。)の運営(同条第7項におし.、て「指

定居宅サービス事業等」という。).について3年以上

の経験を有する者でなけれぱならない。

条例(現行)

11瞳涯萱塀

陰抑、条翻翼屈型讃藍1逮.範費認知湿契壗型通所1介誕
冨禦者廷熊1繋鶏型詣堂葬護寺唖語知症麺益型運訪
罷誰茎条アξ武匡雰遵饗黒英亜謬祥挺璽圧藩鸞勤鱸

置狸置讐置戸§な"撒、i籌な1登餐W司光1'堺1奨頻型指
葬炎鰹烹防姦匁症鐙萎型趣所兇謹撰葉勗φ登涯醒
逢障懸登迂場登砥4鷲詠詠趙型1亘卓鷲護烹防i甚頚
延苅虚型適所縦誕鴛1業館英他踊鰹發莅疑望覇嘉禦
iぎ向竺妥敷狼内煙嵐る1塑五事案証七施霞謹お姦務兵
徒事ずる型乏,角軍廼ぎる翌炎ぎ罵殻齡 ' 1■

成18年法律第83号)附則第130条の2第1項の規定に

よりなおその効力を有するものとされた同法第26

条の規定による改正前の.法第朝条第1項第3号に規

定する指定介護療養型医療施設をいう。第45条第6

項において同じ。)の運営'(同条第7項盈び第12釜第

9項において「指定居宅サービス事業等」という。)

にっいて3年以上の経験を有する者でなけれぱな

らない。

1等管理者繁
篤嗣除溌禦見型獲頼雅璽烹1嚇忍知症麹璽型通所繋發

蓮誕者躍1顎粂趙型1豊坐謡護叢防1喜知湿瓢倦型通所
睡謹竃柴所登泛1哩姦膨頬俄蛾務径疑璽薪羅琵勳魚
渚導者姦竃藝琴瑶五1籌餐気笈,罫符翻弐じ邸奨市型指
夏禿護予所姦知L症麺蒸型邇所鷲1趣璽栗所頑省理革
竃庫範琴1鴻谷"ぽ避輩釜男製鵬型璽蒐鎚護暴防姦知
狂苅壗型運1匠勢謹嘉業所炎他焚瓢鬻荏従靈脳鄭嚢
雁伺讐靈地趣鷲墨藩値鱈重葉所工疑誕釜踊識彊蔦

2

条例(改正案)

(略)

(略)2

(運営規程)

第28条指定介護予防認知症対応型通所介護事業者

は、指定介護予防認知症対応型通所介護事業所ご

とに'次に掲げる事業の運営についての重要事項

に関する規程(以下この章において「運営規程」・と

し、う。)'を定めなけれぱなちない。

①~⑨(略)

(略)

干

、

(運営規程)

第28条指定介護予防認知症対応型通所介護事業者

は、指定.介護予防認知症対応型通所.介護事業所ご

とに、次に掲げる事業の運営についての重要事項

に関する規程(以下この章において「運営規程」,と

いう,。)を定めなけれぱならない。

①~(9)'(略)

俳廂劣

(1の(略)

112

ず

ノ

aの

(11)

虐待の止のための措置に関する事項

疑重頚る脅登郵太嘉渚嵳泥豊鴛裂が松藷ξ浜角『型殆
麺芥護宗1鰐諏知捷好牌型通畊罫誕軍梁薪め碧謹正

萎嘩瀧漆蔀嬉谷ぼ照雪誤翼備型隔恵罪璽叢{認知

麺対席型通薪罫護事楽酬お1伍務職霧徒7'r重氾罵弼

(勤務体制の確保等)

第29条(略)

2 (略)

3 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、

介護予防認知症対応型通所介護従業者の資質の向

瓢滞同姿「敷踏丙徒蕊渚施め舮二保重璽所等め7霧ぜ

(勤務体制の確保等)

第29条(略')

2 ・(略)

3 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、

介護予防認知症対応型通所介護従業者の資質の向

徒竃ず渇壱鰹ぞUぞ恐妾U羨菟なⅨ;,1



.、

、

上のために、その研修の機会を確保しなけれぱな

らない。

条例(現行)

律乕窒)

上のために、その研修の機会を確保しなけれぱな

らない。その際、当該指定介護予防認知症対応型通

;

所介瞳事業者は、全ての介撞予防認知症対応型通

所介そ従業者(看妻師、准看護師、介

条例(改正案)

護支援専門員、法第8条一2項に規定する政令で定

(新設)

める等の資を有する者その他これに類する者

を除く。)に対し、言忍知症介雉にハる基礎的な研修

を受講させるために必要な置を講じなけれぽな

らない。

、

指定介撲予防認知症対応型通所介電事業者は、

J

適切な指定介護予防認知症対応型通所介護の提供

を確保する観点から、職場において行われる性的

な言動又は優越的な関係を背景とした言動であっ

て業務上必要かつ相当な範囲を超えたものによ.リ

冨祉士、介

介電予防認知症対応型通所介護従業者の就業環境

が害されることを防止するための方針の明確化等

の必要な措置を.講じなけれぱならない。

、て葉霧錘臣哥画ゐ肇是奪)

璽2豆条亟'γ希楚h;撞事一認薊症対添型邇所酢ξ"事

(非常災害対策)

第31 条・(略)

俳斤設)

楽一ほ1感築逓捕.非爾焚生の発璽.蒔i三需'い'て、深i涌

署ル対する指定介三一予

穂僕一、継続飼iご'実施ずるナ三扇a)二及び罪再:ds、

罰そ阜期め業霧毒痢一'図る子ξめ.め哥画、て以一fE子案霧

継続哥画、工と,い'5。δ、を余楚じ子当聶葉務継続哥画

祷徒い必要な猪冒喜講じなげ寵ぼな弓なⅨ論
上=号.

2̂
'一「'畍一

糟楚外電亨一語知釜苅応型邇所外電事楽署ほ;

読電宗認薊症対応型邇所外電)、業著'i三蔚じ1二案

、、知症珂応型邇所介r、の

継声計画に・ついて周知す,るとともに、必要な研

雁友ぴ訶練を是期剖iξ美藷じなけ五ぼならない、

蚕7T指是外電亨儒藹知症対席型邇所外言 事案箸ぼ、、

建期百勺、i三葉鬻r継続計画φ見直じを行い、・,必に祀

じて業務継続計画のi、更を行うものとする

ず

(非常災害対策)

第31条(略)

指定介護予

前項に規定する訓練の実施に当たって、地域住民

の参加が得られるよう連携に努めなけれぱならな

い。

忍知症対応型通所介護事業者は

1 13

'、

4
-

2
-



(衛生管理等)

第32条(略)

2 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、当

該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所にお

いて感染症が発生し、又はまん延しないように血

要な措置を講ずるよう努めなけれぱならない。

条例(現行)

(辛廂劣

を志迷じぞゐ繕巣仁bい欝ゞ外電烹餝誌知碇埼応

阜

(衛生管理等)

第32条(略)

迄子'指頼発.謹蔓防j忍知葎麺虚型通j冗介謹璽栗煮す双登
該指霍介護烹M姦知猛裁応型鍾所介謹事架所進霞
段§考懲染垂遼発淫§1菜爲生滋延じ笈'遍桝武淡

伴雁受)

条例(改正案)

俳雁到

礎掲浮葛稽告巷誕毛蓉暖笈卿詞壁琴〔',講
躍,葡でf雪誠措楚罪r予務語知荏請捻型邇所葬誕禦

業所佳需符酒感r症防叢謂友途条%益お厨企珂

(掲示)_

第33.条(略)

(享廂斐)

於お英翁棗署一'靜箴蔵萎貞餐碍C美誘欝雷話裂置

躍珂1極珂悟報邇信、需でて数示汀姦工誘遥雷需駐置

奪ヂぞLNら碁工1悪濳雨モモ考今'を鄭匙讐谿琵f諭

゛

趣脊着1工濯糖糖野穆登蔦だ知画以雲閉荏誤署

淫芝鸞徒鷲毛俄需菓徒袈6匙で奇護宗"語知姪冠

談X否1,野雪誠指荒罫淨芋務電知鎧蔚捻型通所罫肇璽

鍬型邇所芥謙徒業署荏闇薊徹鳶署図署ざ遡醐

゛

案i荊迂需升稿'感藥逓お語誘波途逢%証あ暢丘1汾1

y.燕舒導当聶指楚罪電亨一語知是符諾r塑邇所罪璽事JI-'ー^_11、バ..",

泥詔め稽斜蔆璽備葺為迄瑳窯

礫甲斤程腎評ぞ途辧電茅謂語知征翁ぽ梨邇薪禿護

俳廂劣

徒楽著r翆無む罷感呼虚め¥暢渡甑領瀞迷ゐ詔獲

.

珂妾爾お辧荏表懸訶繰を楚期百引碁璽禿晋渚裟
r'ト",'守1

(掲示)

第鈴条(略)

2 '指定介撞予防認知症対応型通所介穫事業者は、

前項に規定する事項記載した書面を当該指定介

謎予防認知症対応型通所介撞事業所に備え付け、

かつ、・これをいつでも係者に自由に閲覧させる

ことにより、同項の規定による掲示に代えること

ができる。

鑾彊^
欝谷§条めIT浮盲是芥電弔弼需葡荏蔚稔迦邇薪葬電軍

葉著ほで1倦将あ発生焚ぼ釜汝ヌ再露『一1登謬渚、発器'1

淡博掲i子為晋置蓉講U抵吾究ぼ尋苛漏槌醐

如丁'アや当該指藍罫灣董謬朋語知虚調鳶壁邇所罪峯事

柔乍京碁語i王る倉響め防正珂笈濁切寄一製糧詩脊

る萎員会又'宗De電誥r債響饗捨甫IB泛寺示すぎ

ぞ再モぎぎる毛'め'そ勺〒葛郡ジ冨是期南1ぞ南一'手滞'を

114



'

、、

条例(現行)

e

(地域との連携等)

第40条'指定介護予防認知症対応型通所介護事業者

は、指定介護予防認知症対応型通所介護の提供{ニ

当たつては、利用者、利用者の家族、地域住民の代

表者、本市の職員又は当該指定介護予防認知症対

応型通所介護事業所が所在する区域を管轄する地

域包括支援センターの職員、介護予防認知症対応

型通所介護について知見を有する者等により構成

される協議会(以下この項において「運営推進会

議」という。')を設置し、おおむね 6月に 1 回以

上、運営推進会ヨ剰こ対し活動状況を報告し、運営推

進会議による評価を受けるとともに、運営推進会

議から必要な要望イ助言等を聴く機会を設けなけ

れぱならない。

廼麺所罫誕従業一信周知一底を図るごし'誹

贈ヌ町暫霞指陛Jド電宗"、'1急知墓.対応型邇所罪電璽

築所趣需け1る恵得め'爾江仂子'詔φ子盲軒饗璽備研

条例(改正案)

1るごを、論

k湧、二雪、該指墓外電票爾語知症爾砥型邇薪外信事
業薪、ル、語い云R外,璽事。i忍知症苅応型通所介電

進会議」という6)を設置し、おおむね6月に 1回

以上、運営推進会議に対し活動状況を報告し、運営
忙」

推進会議による評価を受けるとともに、・運営.推進

会議から必要な要望、助言等を聴く機会を設けな

けれぱならない。

2~5 (略)

L(従1美者φ亘趣翌)'1
第二圧ミ条ミ三畷羽

巨1、;1ヌ上,t酪Σj

ミ阪亜表φ愛樋礁擾亘る陽二貧1区おし、て1前各煩i§定

艇る1太員1ミ関する基璽聾澗t三、趣介謹烹防小規璽1多
援琵尋彊藍五1護従竃者き遭KほるV'伺玉φ匝1麹礁

薩置いtい姦置ぎ1ぎ墾向義灸谷樋匡鵄迂気当該介
護予防小短摸烹穏琵型居毛介謹径美名娃〒向表φ

'業7、'i己及i心"、、',、虐rめ"方正φ'だめの研修、一憂期

雨に実艦迂るEそテ1

瀬立、箭互喜種掲i王'る括置を適切仁実葹するだめ

匂ゞ担雪著悪置1巡ミ遅;、1

(地域との連携等)

第40条指定介護予防認知症対応型通所介護事業者

は、指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に

当たつては、利用者、利用者,の家族、地域住民の代

表者、.本市の職員又は当該指定介護予防認知症対

応型通所介護事業所が所在する区域を管轄する地

域包括支援センターの職員、介護予防認知症対応

型通所介護につし、て知見を有する者等により構成

115

2~5 (略)

1,(径葉者φ旦璽等yl
第貼条1掘K畷XI
J^..ーー.一「、"...、Y-.「一.一』コーーー'

'』、J,ι'.ι^.JJ .t.1一乱、J'.'" J、"

⑥テ茨φ表φ霍梱捜穐亘る橿合におい太ξ前谷重鳶建

角る零亘哩関武姦墓璽麦満1ミ女介護予醸廼税謹烹
援龍型雇宅義護灸葉者墨豊く'匠西y,同表φ魚棚娯

狽ぼ亙施設翌φ1太真1ミ藺武る基楽琴適だ弐径業者
姦置y論゛る璽ぎ廷罵荷1霽φ右禰鳶鵡嚇る当詠介
護是防小貌蓮多確能型雇宅分護従条者ほ驫同轟φ1

される協議会(テレピ電話W 置等を活用して行う

ことができるものとする。ただし、利用者又はその

家族(以下この項及ぴ第50条において「利用者等

という。)が参加する場合にあっては、テレビ電話

N 置等の活用について当該利用者の同意を得な

けれぱならない。)(以下この項において・「運営推



匝樋徒穐鷲墨璽誕讐φ麗務1三羅1璽薪る二髪がでぎ
艇1

登該指垣五誕叢
醍加規穫烹礎i冒
蓮栗斯窟飯梱持

邁i迂蔆雁霞警1峨
1単1登邪瓢丞蘇i累

疑邪だjがる堪登

条例(現行)

.り,一弔.ー!J.智,^゛,,

蹟蒙語知症閑確
聾馨伺生活介謹
霊条賑1野旨定延
竃詔話型磯定雅

霞●顎讐地竃蚕
渚厘鍍護老釆棺
証施盲然1詣1冨鯲

發稜蜜藝匡療鴛
蟹昇4匡謙器k昭
途蛭ミ鷺1江遜11第
斧逃号)1逮、1条鴛
冨蝦第1熹堂税騨
既為汝握系隊饗
撹武麺霞毎所琴

礎1す鱈踊1工1限
躍鷲"菜ほ分這鴛
崖療院

葬護雁買

鷺樋荏擾研る竈設翌英雁務匡徒璽武る軍濯師迷ぎ
嵐研

貰盈1盲延禿護烹
届小短1冥多穩能
甑竃所鳶弟稗碍
鴇a蓬1楓誕釜魚
忙§鷺裂かお町髪霞
獲笈女遜藩鵄合

条伊レ(改正案)

置1燈認知症諸両
鹽奨伺璽活發護
議業所豆蹟建地
験蜜蓋型器堂罵
籬1驫箔蒙延戦壷
讃型努護老太楓
与正雁護鞍指楚葬

賢該1貰定分誕了轟

1酬i嚇斯鳶璽疑琵
型雇、烹禿護帯璽
所四回ι÷敷亀丙
猿虫,樋撲遭迂滞
施;§釜詞工'晋發
郊万ゞ叢墨鵄谷I J'rJ.....ー'、一■.^..ワ^...闇ザ..,.1 、があ角、場貪

睡護駁亘,

'

箭垣触樋荏捜鴛
隆雌誕鬻翻指廻
雇'雫烹淫11e系炎

.

蓮業饗援ヲ裏鴛
所翻獲璽廷弼璽、

1"■.

道甑匝1時竃猛型
す脹1経護看護.璽
逢所黙指建璽或
慮讃型通1冗五謹
事葉所勲猪楚需 漢条所女ぼ摺是

誕糖1父r稽津正瀦

勢支蓮7i1垣五泳見壁[t西五お隻聾季^三,受1ド型猪足
証護、烹防力謬見極竃援能型雇宅介誕璽竃所籍盲定努
護烹届匪逢見種契樋1上型居烹、介謹事竃所1であ,考、・1
脂楚雇彊ヲ§1'ズ重業釜姦φ1他英保儷匡療戈ほ福

゛

訟墜^

雁寵護ご猪髪鯲
護療餐型崖嫌極
厩義尾療躍巡昭
瓢蕗写登蓑律1第
冨鰻号三X第1条璽
冨垣第司亶撲税建
鷺藩療養病尿饗
浴裁る診謙,万考
圏登J題焚磐:眼

製匂、§t星1ぽ介謹
匡疾嘘

渚這釜師ヌ1ぼ

澄看1証凧

髄知藍好彪塑邇
■^

斯狂^

当該論能1鎚護暴
酬1"夏覆多為璽餓
鹽雇宅灸謹璽鷲
斯亜負金戡墾丙
謄亜胴匡"掲璽毅
渡霞翌むい窒眠

知猛諸稔T塑邇説

芝二叉葉範遁φ謹堤葬勧卸せー.返1でザ曼乏寺.不型指建
命璽烹防蒸謀換琴1硬琵型肩"急葬趣蓮栗所姦盲定禿
護烹匪那規謹峯樋餌聖雇喜jf"護冨葉所で・・墨う,ぞこ1

發誰^

壁葬^

逃設^
沃葆礎葹巖

、

司填更麺鳶擾薪
屠麗設讐笂匡旨廻
猛'毛荘券・烏ズ,め、
璽業蚕行ゑ璽業
所繊瞳琴定弼巡
這誓1匝鱈翫屡型"".'冒.'」"一広^,."」、."、.■゛.●長.、,.●

霸問介護看睡亀

淫所讐獲堰地越
置着型通所発護
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、

証匡関する事業.にういて,a.海以キ4)_経験を有逐る
指定介護予防小秘亜蔓捷匪聖雇雫介護璽栗者反廷
詣"毒麦謹小貌模多獲i鰹1肩喜罪護事条著X獲毒地
燕蚕蓋聖迂§ぜ索基鷺条,』第江9§条第'主顎や貌建
蔵る指廷看護小短模多磯龍型居宝蚕護事業寶をい
巨、)、長璽り誕置蓋ゐ角当誤指廷五璽予亜小現榎烹
援能型雇L宅五三護重栗F匠以昇河子盲楚弄誕予璽1卜短模

条例(現行)

隆穏盤型居毛罫謹、璽案所又ほ指建看護小窺棲多機
亀型居宅介護事葉j長工同項にま見定建る詣定看護心
魂模多磯能型居宅介護事業駈蚕い巨河j・LI.あるで
質該1盲建灸護曼防小須種多機龍型居宅蚕護事美所'
渡討7して猪定介L護予価司畉財莫多機看冒聖居毛3下'謹φ
提供に係る支援を行.巨嵐φ1了坂示'1啄÷佳亭業所〕_ぞ
1い'う.、.Σξφ蚕獲な連携ゐIE巨運画さ五る五φをい

}う、§以下同亘'廼三置ヌヨゞき磊問丑一宴込π力程1供!§
当だる五護烹防小糎種多彊盲錘!雇1宅五謹'復菓劃'之
;?,い丈1す、本体事業所の職急J又はり当該竺そ乏イ

舮型指毒介護予防亟規種多穰匪型雇宅分護重栗所

阿登葺者φ処逼が適切仁行毛五る1ど語廼る_五る、と
廷ぼ子f太以工芝ずるご三がでぎる選

8~13 (略)

耻丁多関する事葉炉つ工・琴"雪奪以三'1灸経験1蚕看弐る
頗定介護予防小貌種多磯亘理居喜介謹事璽者蓼ぱ
瞳定着護小貌穂多獲能型居嘉介、護事'栗者K痕定地
墫蛋着型サ.賢ビネ基璽条例第li§璽逢第、i1重〔盡見定

武る獲定看謹り§穂極多彊匪、型居璽介護璽璽者毛い
痔。麺三'り設置ぎ五隆当霊蛋夏分護烹厨小玉見穂琴1
援能型雇宅介護事葉所夏外ゐ痔走介謹予防小貌模
雙磯貫誕ξ居悪1介護璽条所X!孟證匝者護小榎榎美磯
琵型居彊介ξ運事栗j廊亘煩i詠見建武る橿垣看謹小

短穂多穏it生す居雫分護電葉所蚕ι.、'巨i)冬蚕豆く当
詠亜藍介護予匪小規種蔓穰百睡、噌釜1弄護璽1栗亘庁信
麺Lt王旨定介護予二防小痕模多機煮E聖肩雫五護φ湿
狭tミ係1るj支援を行う愚φ'墓^玉董.、[本
睦事条所)匡LAうダ、1遅ゐ蚕垂菱連毎の丞や_邇営ざ
鯉る曳'φをいう。ご以下向区')匠董ヌ至ぎ話問壱一
}貸スφ,提供!ξ当'だる介護玉匪イ1、榎模烹機能型居宅
i介護従業者にっいでは、_本体事業所の職員{二より,

幽該サテライ'、ド型指定介護予_防小短種多機能型居
じ
認めぢれるモぎぼ、"、1、火以王ぞする己曾力ξで.きる。1

8~.13 (略)

['倉理者又
第 46条i"1',(略)、1

1、叉X略羽

武1前Z項φ倉理者ば.ξ1,"別養護老太丞t澪鷲老区.美
1子サービズ五、シタ〒1,'て毛入福祉拷第⑳条φ之1か巨
1'ご規定ずる老lk1美气1サービネ.毛,シ1夕〒を、し、巨i以
一冒..「一.,.^.デー.、.¥ト"『

示同じ1、Σ11禿護老入1果健施設'1介護医療匠'顎定
認知症対匪型冥1向生活禿謹事業所L指定馥合型サ
美eス事奨所X指定地或壷漬型丑苓亘ズ基準条例
第'i妬'条jミ煩垣ずる指定璽合型迂謹1ビス亀三栗所ぎ
い.う,,.:.1象条匠おいて向'じ1革星乳讃定11i謹予防小糎模
襲樋能型居宅介護事葉所等φ従条者ヌば寵問介詮

、員等11(介謹橿柾響戈廷法第,区条第巨童氏限生1手る
圏■

運令で定める者をいう、..'.丞条11璽1亘条璽窒垣及聾
蓮フ'条iミお_し,lt伺'じ§'Σfどじてξ豆写以1上i抵j症廼
ある者φ介誕武従事1じ、だ鐙験を肴する考で蚕う
1でt厚璽労画大二臣西ξ足める研修女修t罵ている調
互)で心i1乳ぱならない。'1

条例(改正案)

1&管理賓Σ11

第46条・,,(略?

2'、X ξ略? 1

,三前乞埴亜貧蔓者廷ミ騒,雇護蓋雪丞§再ヌ老太〒
イ.丑'Eズモジタ1÷X老入福1正法第.⑳条φ之め.2
に机定丈亙老<.三t〔せ忠亘丞豊ン・窒辻宣いう4以

丞同じ驚Σミ介護老添{呆僅泥殻ミ介護医療院k指定
語知莚対岱型楽伺淫釜五護璽葉所§、詣廷極合型ザ
←ビス事条所_1(指定地嵐蜜董型サ汗、ヒズ.基峯条例

, J

寛イ妬1条塵規廷する指霍稜合型丑写ビネ蓮条所を
浜乏",ι丞条長お二し}ミ同亘ξΣ§1ミ定五護予防小短模
襲穩首丘型居霊'介璽重栗所等φ延栗者叉ば訪問介護
貞釜丞jf謹禎1正美叉ほj署頚'廼1釜第1,謬垣礁ぎ寔定ヲ5る
運冷灸璽険登者蓋工這i11露菟.1璽匝^童及賢
'第.加条草おUS文1同1二i'しどしぞ冨奪夏雪詔知症で

J^.巨.",.U ^、、ー」ー_、、、r、..」「]ι]」ーー」叫,、^^ー」4^号二、、.,ー,ー゛.冒゛".-L^,.→一^.气一^▲T巨].゛"卓"ーー、^イ^^,ι早」jr-^■^、'ー^」"、ー'ー.^

寅る煮の介護1、こ従声.L太i経駿宣有L,7げる者1で'あつ

k1三匡璽免衝天臣つ徒1廼「る研修を儷了、1Lているゑ
φで途i1五i萎餐ら五い明
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(心身の状況等の把握)

第50条,指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

者は、指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提

供に当たっては、介護支援専門員(第45条第12項

の規定により、介護支援専門員を・配置していない

サテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介

護事業所にあっては、'・本体事業所の介護支援専門

員。以下この条及び第能条において同じ。)'が開

催するササビス担当者会議(介護支援専門員が指

定介護予防サービス等の利用に係る計画の作成の

ために指定介護予防サービス等の利用に係る計画

の.原案に位置付けた指定介護予防サービス等の担

当者を招集して行う会議をいう。)等を通じて、利

用者の心身の状況、置かれている環境、'他の保健医

療サービス又は福祉サフビスの利用状況等の把握

に努めなけれぱならない。

条例、(現行)

(心身の状況等の把握)

第50条指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

者は、指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提

供に当たっては、介護支援専門員(第45条第12項

の規定により、介護支援専門員を配置していない

サテ.ライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介

護事業所にあっ.ては、本体事業所の介護支援専門

員'以下ごの条及び第能条において同、じ。)が開

催するサービス担当者会議・(介護支援専門員が指

定介護予防サービス等の利用に係る計画の作成の

ために指定介護予防サーピス等の利用に係る計画

の原案に位置付けた指定介護予防サ「ピス等の担

当者を招集して行う会議(テレピ電話装置等を活

条例'(改正案)

(運営規程)

第卵条指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

者は、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要

事項に関す.る規程を定めなけれぱならない。

(1)~'(9)'(略)

(楽廂斐)

(10)、・(略)

は、.本市が認めた日から市町村介護保事業計画

゛

用して行うことができるものとする。ただし.、利用

者等が参加する場合にあっては、テレビ電話装置

゛

等の活用について当該利用者等の同意を得なけれ

(定員の遵守)

第59条、(略)

俳廂受)

(法第 117条第 1項に規定ずる市町村介護保険事

ぱならない。)をいう。)、等を通じて、利用者の心

身の状況、置かれている環境、他の保健医療サービ

ス又は福祉サーピスの利用状況等の把握に.努めな

けれぱならない6

業計画をいう。以下この項において同じ。)の終期

まで(本市が次期の市町村介護保険事業計画を作

(運営規程)

第58条指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

者は、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要

事項に関する規程を定めなけれぱならない。

①~⑨(略)

(1の虐待の防止のための措置に関する事項

a l)

(定員の遵守)

第59条・'(略)

2 前項本文の規定にかかわらず、過疎地域その他こ

(略)

118

れ,に類する地域において、地域の実倩により当該

地域における指定介護予防小規模多能型居宅介

蔓の効率的運営に必要であると市が認めた場合

指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、

一



亀

、

条例(現行)

(・準用)

第66条第 12条から第 16 条まで、第22条、第24

条、第25 条、第27条L 第 29 条、第 32 条から第
冒■

37 条まで、第 38 条(第 4項を除く。)から第40

条まで及ぴ第41条の,2の規定は、,指定介護予防小

規模多機能型居宅介護の事業について準用する。

この場合において、第 12 条第・1項中「第 28 条に

規定する運営規程」.とあるのはf第58条に規定す

る重要事項に関する規程」と、.「、介護予防認知症対

応型通所介護従業者」とあるのは「介護予防小規模

多機能型居宅介護従業者」と、第27条第2項中「こ

の節」.とあるのは「第3章第4節」と、第里旦^

3項及び第33条中「介護予防認知症対応型通所介

成するに当たって、新規に代替サービス整す

るよりも既存の指定介護予防小規模多能型居宅

介環事業所活用することがより効率的であると

三忍めた場合にあっては、'次期の市町村介護保険事

条例(改正案)

業計画の終期まで)'に限り、登ε定員並びに通い

サ[ビス及び宿泊サービスの利用定員を超えて指

119

定介電予防小規莫多機能型居宅介妻の提供を行う

ことができる。

護従業者」とあるのは「介護予防小規模多機能型居

宅介護従業者」と、第40条第1項中「介護予防認

知症対応型通所介護について知見を有する者」と

あるのは「介護予防小規模多機能型居宅介護につ

いて知見を有する者」と、・「6月」とあるのは「2

月」と、「活動状況」'とあるのは「通いザービス及

ぴ宿泊サービスの提供回数等の活動状況」とする。

(準用)

第 66条第.12条から第 16 条まで、第 22条、第24

条、第 25条、第27条、第29条、第 29'条の2、第

32条から第37条まで、第38条(第4項を除く。、)

から第40条まで及ぴ第41条の2の規定は、指定

介護予防小規模多機能型居宅介護の事業にうぃて

準用する。この場合において、・第12条第1項中「第
、

28条に規定ずる運営規程」とあるのは「第58条に

規定する重要事項に関する規程」と・、・'「介護予防認

知症対応型通所介護従業者」とあるのは「介護予防

小規模多機能型居宅介護従業者」と、第27条第2

項中「この節」とあるのは「第3章第4 節」と、

"径楽者φ亘数醐
第力条三痘毘介護予防亀知匠河広型共向生活介護φ
蓮楽五行ラ彊X区下t指匝弃護予価認知症対応型共
同生浴介護事葉者j七.・し.這.、.fが当該事条を行_う事
楽所て以下「手員定介護烹防認知症丙応型共1伺生活介
護璽栗所山とい巨εΣご'jミ置ζRぎ指垣五護予磊

語知症丙ι燧型弐同生漬発謹φ提供仁当五る征条者
1,.k夏卞t五護従葉者J、遅い巨邑'、)1の員数ば子当該璽

K捉業者φ亘歎)丁1
、

第、・た.条三指魯1介誕烹防認知症阿応型粟伺生活途護の}
議栗、を行,賓K以jKf指定介謹予防認知症丙応型共
同生活介護事業者J、という上、Σが当該電栗蚕行う靈
楽所'く以琴埒宣璽介護予防i露口症麺屡型蓑向生活介
護重条所i凄分巨上2iごと長置7く憂ぎ廷定介護烹防
認知湿冠応型薫伺匡活介護φ擾駕匡当元る従楽者
Ik以丞下C介護従条者上,、曾いう'.j'φ貞数ほL当骸事

-29条第3項及び第4項、-29条の2第2項

第32条第2項第1号及び第3号、第33条第 1項

並ぴに第能条の2第1号及ぴ第3号中「介護予防

認知症対応型通所介護従業者」とあるのは「介護予

防小規模多機能型居宅介護従業者」と、第40条第

1項中「介護予防認知症対応型通所介護について

知見を有する者」とあるのは「介護予防小規模多機

能型居宅介護について知見を有する者」と、「6月」

とあるのは「2月」と、"「活動状況」とあるのは「通

いサービス及ぴ宿泊サービスの提供回数等の活動

状況」とする。



楽所琴援球断1る袈伺鴛活1茎居堂匠猿為液間友途深
露炎晴間叢以"吏鳶問帯凖1首建分護烹防認知淀対
途型共直'浴介誕遜湿砥1三当笈登発護璽葉賓琴1
題画操真蛙蔵でゞ腎誠禦同坐浴涯居陸雨卿者丞当議
諸笈鉦誕烹防1豊知症諸応聖共同生活葬護望栗鬢黙
殆建翻知避薗屡型共薗生活賢護撰竃者姓旨藍地竃

語濯型丑需翠黙基璽条河第篭研条第蒸垣軍規毘爾
i

隆濁定姦知症麹虚型箕伺坐活泥謹璽淫簀聾゛.ヲ、、1
咽武風§霊蕪灸讃離釜蚕迂考登茂築がゑ;江盲堂凝護
昆防姦医可症瓢崖型業同生活卦護φ望条璽1盲藍姦知
延霞腰型藝伺坐活分這蔓《指硬亀蔵蚕叢型サ浮琶貞
璽璽除西嘆,抑§条哩鶏建迂姦撹坐謬喜1蔓"壗型条
適璽麺浴睡置ひ轟1以識同区縫y五事璽亀麺向弐、亜
,.ーー

甑栗所信欝'い史'1璽悶堀運登Tざ翠黛、込冬鴻登建越
翁忍ぽX区当該事璽所径買哩冬指楚灸謹烹腹語知症

鐙鳶厘券詞墜廷難護藝嘉指藍姦知湿麹鱈型製頁生
冒.■区

同鴛晢り1陸数簿圃禄1ほ瑩φ端璽墨瑠護響習尽ず歎
縛豐胃褒涯軍秘寸蓬軍j製露深捜φ1盛問冨起踵域箔
以墾炎城禽荏業蓋員夜間製聾速握炎璽務巡後問製
盛深葬透叢届t帯催行麗叛1る勤藷送猶直戦務欝畷
勝1巨潅1〔懸う.fず1甚徒苑筆袋1ξ柘拷婆婁匪i、裁以、琴
ず濯予■"^■■...^ Jq

条例(現行)

舞兵荷釜捨荏居業壁憲福1等お階徒糖逐慧虜讐怒驚

罫三7徒楽署票甫滑狂莉南署あ妖貌弛碇及砥逢殖万

砥附席製行らモぞ1示苛寵な遭匙お浴堪谷匙語幾

葉所廷穩蔵弐藩楽伺匡播匡肩さ写ル裁茲問運嬰琵
惣透鰻問帯亘製鱸謡問釜博韻琵禿護予防語知1症籍
廼型璽伺薄活鞍護英提1珂ぎ笥だる介璽徒条者墨'
徹闘孫冥秀系1で子貧該共同匡浴住雇踊制臨寶く当翻
瓶建1磐護烹蛋1ぎ知淀対匪型1冥薗生}晝IE護璽葉者癖
題額認短蔓河応型系同鴛活五護事業者又住貰差地烹
置蓋型葺妥IE幕冨築条樹隠Iuj'1条第1,1喧'好1見堤儒
羅撹望姦知避麺.堰型共同箏活訂謹璽樂者藍勝ラ選
纂萎卿1ど畿1英鬚霍髪毎鷲騨1曼サ§郵美瓢指型発護

湿阿待型契萄1識置礎護芥(讃堤地冠盆1濯型無等画築
饗璽釜、例璽1戸齡条区税薄薪る獲璽i甚知症丙迷塾傑
適鴛j置謡護甚逃葺寄塚示適1戸1§沌釜鴛登罫向欝晦
璽璽所.住おV女¥遜M仁運營菱れ聾い蔓傷谷哩瀦
騒テではk淫姦璽璽所禪お亘海彊璽註謹呈蹟翻知症
麗岱烹楽這釜潰鯲護叉ぱ指菱1包知症瓢屡型'禦伺坐
浴葬謹亜劉鳥1者;窯歩凖φ条観遂険、1鄭条艮欝好劉
債哩瓢邦廼叛渉瓦1叉i琴ぞφ瑞靈箇璃武逃遅腰心以
灣妥既姦属郵J・後聞源聾深握炎暖問鸞忍通暖迷鄭

盛深夜躍酷子司釜後行渉五海画1發K費賀勤盡を畷

迷賤雪該棺楚芥瑳帯一顎知薙蔚耐麺箕伺至活野護

条例(改正案)

事案署徒誠嘉姜崟對棗示rC冨乳鷲莉角著み姜崟

1璽万眺葆ぎ発悲,Wる笹,語防ぢ寵る遊ぎほや1稜問窟

顧深糧め蒔卜遍谷捷指楚罫「、事爾語知逓對稔運嘩闇

浬T清罫電軍案薪"念ぞ禧置で飛ぎ芥電徒葉署珂員薮

一

ほ二筱間友赤深一φ蒔問篇饗通芯ぞ蕩淑星お罫誕

徒案著穏'7簡疲迷深複め断霧を行お憙る発器径松

1鷲4'マ、1く硲Σ■
膨熊鐙定鱸護烹防謬知症壁応型冥伺生括発護璽竃者

1ば謬指是罫子、事腸語知艦苅器塑契同荏活葬電事璽
駈茸藝佳;.弓杲健匡癒丑澪E叉ヌi琴冨祉簣釜套互'鱸
利則仁徳墨証画'灸作取j§関C知識製途経駁毛煮弐

梁ξ蔀矛を,透ら、野以武ごで夕墳1ご糖tミだ尚7瞬'イ■ぎ涯弛

区g準尋て硲抑
ゞN1登建灸璽烹防語頚湿薗益型系向生渚介護璽業者

廷風だ那造婆要鷺璽園釜讐迂る1、光腰悲?雪護稽是
評護膨朋電知差蔚膿型醍伺星活評電冨葉,所お肴獣
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雁1契伺璽清荏居釜琴獲瀞寔健底療藷芋eズ叉ぽ盆

L

証等芋e禦灸争厘持係る哥面英獲成捜関§知;璽罵
遂謬腫讐煮謬る者であ多t巨E護曼庫認知墓対応型
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条例(現行)

共伺生活介護計画の作成を担当させるのに適当と

認められるものを専らその職務に従事する計画作

成担当者としなけれぱならない。ただし、利用者の

処遇に支障がない場合は、当該共同生活住居にお

ける他の職務に従事することができるものとす

る。

6~8 (略)

(新設)

条例(改正案)

る者であって介護予防認知症対応型共同生活介護

計画の作成を担当させるのに適当と認められるも

のを専らその職務に従事す計画作成担当者とし

なけれぱならない。ただし、利用者の処遇に支障が

ない場合は、当該ヨ定

生活介護事業所における他の職務に従事すること

ができるものとする。

6~8 (略)

9 7項

予

文の定にかから、サテライト型

定 知症対応型共同生;介、言 ヒ

定介. 知症、応型共0生活 業所で
ヒ

宅サービス のの健医療つて、

又は゜祉にするについて3 以上の.

する定介予知症対応型共同生活介

業により"される当該ヒ定 知症対

応型共同生活 業所以外の旨定介. 知

症、応型共同生;介・業所でって当該ヒ介

認知症対応型共同生活介、業所に、して

旨 介予知症対応型共同生,のに

,る支一うもの(以下このにおいて「

所という。)とのな連の下に運され

るものい'。以下同じ。)については、支

ヨでる計画成日当に代えて、 6 の

別に生'働大臣が定める 修了している

を置くことができる。

・Π(略)9・10

(管理者)

第73条(略)

2 1 文のま定にかか

理上支がない合は

予'知症対応型共0生;

同生活住の理は、

生;住の理もって

3 (略)

予

(管理者)

第73条(略)

(新設)

(略)

知症対応型共同

(略)

7

らず、共同生活住の

サテライト型ヒ定介

介、業Fにおける共

における共0

てることができる。
2
-



2~8

条例(現行)

業のJ

る.はーの

3とること力tで

めら

の

(略)

i

(身体的拘束等の禁止)

第79条(略)

2・3 (略)

4 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者

は、身体的拘束等の適正化を図るこめ、次に掲げる

措置を講じなけれぱならない。

a)身体的拘束等の適正化のための対策を検討

する委員会を3月に1回以上開催するとともに、

その結果について、介護従業者その他の従業者

に周知徹底を図ること。

(勤務体制の確保等)

的

(2)・(3)

2~8

条例(改正案)

(管理者による管理)

第80条共同生活住居の管理者は、同時に介護保険

施設、指定居宅サービス、指定地域密着型サーピ

ス、指定介護予防サービス若しくは指定地域密着

型介鍍予防サービスの事業を行う事業所、病院、診

療所又は社会福祉施設を管理する者であってはな

らない。ただし、これらの事業所、施設等が同一敷

地内にあること等により当該共同生活住居の管理

上支障がない場合は、この限りでない。

(身体的拘束等の禁止)

第79条(略)

2・3 (略)

4 指定介護予防認知症對応型共同生活介護事業者

は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる

措置を講じなけれぱならない。

①身体的拘東等の適正化のための対策を検討

(略)

(略)

する委員会(テレヒ

ことができるものとする。)を 3月に 1 回以上

開催するとともに、その結果について、介護従業

者その他の従業者に周知徹底を図ること。

(2)・③(略)

(運営規程)

第81条指定介護予防認知症対応型共同生活介護事

業者は、共同生活住居ごとに、次に掲げる事業の運

営についての重要事項に関する規程を定めなけれ

ぱならない。

(1)~⑥(略)

(新設)

⑦(略)

(管理者による管理)

第80条共同生活住居の管理者は、同時に介護保険

施設、指定居宅サービス、指定地域密着型サービ

ス、指定介護予防サービス若しくは指定地域密着

型介護予防サービス(サテライト型指定介發予防

認知症対応型共同生活介"事所の場合は、

業所が提供するヒ定介"予知症対応型共伺

生活介護を除く。)_の事業を行う事業所、病院、診

療所又は社会福祉施設を管理する者であってはな

らない。ただし、これらの事業所、施設等が同一敷

地内にあること等により当該共同生活住居の管理

上支障がない場合は、この限りでない。

百
M 活用して つ

(勤務体制の確保等)

(運営規程)

第81条指定介護予防認知症対応型共同生活介護事

業者は、共同生活住居ごとに、次に掲げる事業の運

営についての重要事項に関する規程を定めなけれ

ぱならない。

(1)~⑥(略)

(8)

虐'、の止のための昔置にする項

(略)
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.

第82条(略)

2 (略)

3 '指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者

は、介護従業者の資質の向上のために、その研修の

機会を確保しなけれぱならない。

号、第33条第'1項並びに第38条の 2第 1号及ぴ

条例(現行)

(栗廂妾)

第82条(略)

2 (略)

3 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者

は、介護従業者の資質の向上のために、その研修の

機会を確保しなけれぱならない。その際、当該指定

゛

条例(改正案)

介護予防認知症対応型共同生活介妻事業者は、全

ての介孝従業者(看電師、准看璽師、.介瞳福祉士、

(準用)

第87条第 12条、第 13条、第 15条、第 16条、第

24条、第25条、第27条、第32条から第35条ま

で、第 37 条、第 38 条(第4項を除く。・)、.第 39

条、・第40条(第5項を除く。)、第41 条の2、第

57条、_第60条及び第62条の規定は、指定介護予

防認知症対応型共同生活介護の事業について準用

ずる。'この場合において、第 12条第 1項中「第28

条に規定する運営規程」とあるのは r第81条に規

定する重要事項に関する規程」と、'「介護予防認知

症対応型通所介護従業者」とあるのは「介護従業

者」と、第27条第2項中「この節」とあるのは「第

4章第4節」と、第33条中「介護予防認知症対応

型通所介護従業者」とあるのは・「介護従業者」と、

第40条第1項中「介護予防認知症対応型通所介護

について知見を有する者」とあるのは「介護予防認

知症対応.型共同生活介護について知見を有する

者」と、.「6月」とあるのは r2月」と、第 57 条中

「介護予防小規模多機能型居宅介護従業者」とあ

るの.は,「介護従業者」と、.第 60条中「指定介護予

第3号中「介護予防認知症対応型通所介護従業者」

とあるのは「介護従業者」と、第40条第1項中「介

護予防認知症対応型通所介護について知見を有す

る者」とあるのは「介護予防認知症対応型共同生活

介護について知見を有する者」と、「6月」とある

介護支援専門員

゛゛←

で定める者等の資を有する者その他これに類す

る者を除く。)に対し、認知症介きに係る基礎的な

研修を受講させるために必要な措置を講じなけれ

ぱならない。

去"" 8

指定介瞳予防認知症対応型共同生活介亨事業者

は、適切な指定介撞予

第2'項に規定する政令

蔓の提共を確保する観点から、職場において行わ

れる性的な言動又は・越的な関係を背景とした言

動であって業務上必要かつ相当な範囲超えたも

のにより介撞従業者の就業環境が害されることを

止するための方針の明確化等の必要な措置を講

じなけれぱならない。

忍知症対応型共同生活介

32条第 2 項第・1 号及び第 3

(準用)

第 87 条'第 12 条、第 13 条、第 15 条、第 16 条、第

24条、第 25条、第 27 条、第2旦条の1」第 32 条

から第35条まで、第37条、第開条(第4項を除

<。)、第 38 条の 2、第 39 条、第 40条(第5項

を除く6 )、第41条の 2、第57条、・第 60条及び

第62条の規定は、指定介護予防認知症対応型共同

生活介護の事業について準用する。この場合にお

いて、第 12条第 1項中「第28条に規定する運営

規程」とあるのは「第81条に規定する重要事項に

関する規程」と、「介,護予防認知症対応型通所介護

従業者」とあるのば「介護従業者」と、第27条第

2項中,「二の節」とあるのは「第4章第4節」と、

、
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29 条の 2 第 2 項
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防小規模多機能型居宅介護事業者」とあるのは「指

定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者」と

する。

条例(現行)

(指定介護予防認知症対応型共同生活介護の基本

取扱方針)

第88条(略)

2 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者

は、自らその提供する指定介護予防認知症対応型

共同生活介護の質の評価を行うとともに、'・定期的

に外部の者による評価を受けて、それら.の結果を

公表し、常にその改善を図らなけれぱならない。

のは「2月」と,、第57条中'「介護予防小規模多機

能型居宅介護従業者」とあるのは「介護従業者」

と、第60条中1指定介護予防小規模多機能・型居宅

介護事業者」とあるのは「指定介護予防認知症対応

型共同生活介護事業者」とする。

(指定介護予防認知症対応型共同生活介護の基本

取扱方針)

第能条(.略)

2 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者

は、自らその提供する指定介護予防認知症対応型

共同生活介護の質の評価を行うとともに、定期的

に次に掲げるいずれかの評価を受けて、それらの

(車

(新設)

(棄廂劣

条例(改正案)

3~5

、、

(略)

ほ雁劣

.

結果を公表し、.常にその改善を図らなけれぱなら

ない。

①外部の者による評価

゛

②前条において準用する第40条第1項に規定

3~5

する運営推進会議における評価

(略)

第92条指定地域密着型介璽予防サービス事業者及

(電磁的記録等)

び指定地域密着型介璽予防サービスの提供に当た

るは、作成、保存その他これらに類するもののう

この条例の規定において書面(書面、・害類、文ち、

、

形等人の知覚にようて三耗哉することができる"井報

.本、抄本、正

が言三された紙その他の体物をいう

条において同じ。)で行うことが規定されている又

は想定されるもの(第15条一1項(第66久及ぴ第釘

条において準用する.場合を含むD 及び一フ7条第1

項並びに次項に規定するもの 除く

副本、複本そ.の他文字、'図

は、書面.に代えて、,当該婁面にハる電磁的記

子的方式、磁気.的方式その他人の知覚によっ.ては

認識するごとができない方式で作られる記録であ

つて

ものをいう。)により行うことができる。

電子計算機による報処理の用に・供される

以下この

指定地域密着型介瞳予防サービス事業者及び指

定地域密型介護予防サービスの提供に当たる者

は、交付、説明、同意、承諾その他これらに類する

もの(以下「交付等という。)のうち、この条例

124

)について

書
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鼻1

→

凡、

条例(現行)

(委任)

第92条 (略)

の規定において書面で行うことが規定されている

又は想定されるものについては、当該交付等の相

手方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的方法(電

子的方法、磁気的方法その他人の知覚によって認

条例(改正案)

識する'こと.ができない方法をいう。)1こよることが

できる。

(委任)

第93条 (略)

J
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0長崎市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例

45号)

(基本方針)

第2条(略)

2・3 (略)

俳雁劣

条例(現行)

(運営規程)

第7条養護老人ホームは、次に掲げる施設の運営

につぃての重要事項に関する規程を定めなけれぱ

ならない。

U)~⑥(略)

俳廂劣

住}(略)

(基本方針)

第2条(略)

2・3 (略)

4 養護老人ホームは、入所者の人権の擁護、虐待の

(処遇の方針)

(非常災害対策)

第8条(略)

2 (略)

佳雁劣

(平成24年長崎市条例第

t'11',fご1・・・従うべき基準
条例(改正案)

防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、

その職員に対し、研修を実施する等の措置を講じ

なけれぱならない。

(運営規程)

第 7条養護老人ホームは、次に掲げる施設の運営

にっいての重要事項に関する規程を定めなけれぱ

ならない。

Π)~⑥'(略)

1畷亘五配置灸茎準jl
第雁条叉辧く語擬
巨烹0Υヲ叉畷刈
沌共第7簸頑「第曾喜'津同嘉及亟第11,・号φ短璽1ミ郵郵

綬らす1更丑三乏菰嘘型養誕二老零丞誓迄ミ炎生釜狛詠
蔓墾条茎'叉ほ顎埋豪叉議務貧患蚕1直五職亘ぼξ繋
祥穐1芙る壁廷逃;互炎堪合はξ璽蚕賓高呉麺j子る焦
扮汀ミ置じg1当露登号蔦型匝る璽亘博蛋亘贇該丑昊
急蚕渡型蚕j璽老太張等烝φ1冬.所渚蚕藝遍麺適切礁
行麗五七い亙と語熨宣瓢渇曾ぎほ'ーご範ぎ・置がな
ル・ゞt讐閃▼考喜海劉
瓢Σに髪護老零迷子雪、1楽饗壬父ほ翻理亘ゞ事務員
悪φ池直義亘

Kの1裂邸1'三ヌ酪狐

゛

r

一

(処遇の方針)

虐待の止のための措置に関する事項

(非常災害対策)

第 8条'く略)

2 _(略)'

3"養護老人ホームは、'前項に規定する訓練の実施に

(略)
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、

当たづて、地域住民の参加が得られるよう連携に

努めなけれぱな'らない。

買於五萎1区登發語硲,隻獅空ξぎば姿ミ笈菱買が献
〔、.・畢J三巨j{;途蒼愚ミ1・
1廼11養誕老霞示子4券江活^i戈昼調

頚員誤蓮翻1亘ぞφ匝ゐ職亘
池>ゴイ,1(身浴戀(畷二1

K輯亘φ琵置鯵1基獅・
竃姪凝燮器賂勢
t煮琶議罵殿零

胞"離lf道発劃号訟第同号基び第サ,号五規調§郵別
叛ら弐野既烹乏瓢、誓型盡1護老駁ボ黒冬φ坐活手亘談
漠1速盡讐逮倦翻璽亘1烹麗員呈鱸他φ識買ほ瓢梁
斧穐硬る饗迷癒盤φ堰合磯駅取了)各号停獲唖海璽
溌信謁・0尋当1支各号戸璽醇登瓢買哩4り1当該丑呈
巨迷波型盡謹蓋零永ギ本φ区:所者φ処逼継適1辺廷

刀
鋤



.

,

第16条(略)

2~6 (略)

11.盡誕老ILボ三蚕区1矗佳朗麺恵笠五適正仏蚕'図る
五廼;爽i三掲it登掻置復護C■五〔t五廷テ遷痘ない。1
知配三夏体西拘東奪φ適週長五五匝亜対策:を検討

薪る委亘会ぎ1須ぜ司画夏上開催手る璽1璽'五i三'J

尾二の結果仁、L't;1'玉援旦ぞ英匝φ従栗者匡雇
知徹底を画墨桑七三]

、

条例(現行)

(業務継続計画の

(2)・(3)

(施設長の責務)

第21条.(略)

2.施設長は、職員に第 7 条から第 9 条まで、第 14

条から前条まで及び次条から第」旦_釜までの規定

を遵守させるために必要な指揮命令を行うものと

する。

第 16条'く略)

2~6 (略)

ジr養護老入丞一本ばミ嘉休西拘東警φ適正北匠図る

Id)'、一身秣西拘東等の適正イヒのだめφ対条を稜討

(略)

泥めyτ叛世穐げ蔓措直ぎ講区毛仔五i護な卦五い。t、1.」,'ー.,...」ー、、"'r -.ι^."゛...甲一.ーーーー^^ー^^^ー^..ーー、ー.「一...ー.ーー^^^.¥ー.甲.ーー^゛、ー、ー"

ぼる萎員会戈テレ、E語言ヌ、'置そめ極のテ玉一通言

条例・(改正案)

^ーー圏.一冒..、,■一

第露条め乞
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(勤務体制の確保等)

第23条(略)

2 (略)

3 養護老人ホームは、職員に対し、その資質の向上

のための研修の機会を確保しなけれぱならない。

^..●凡..゛巨tr.◆■..' J

去

止するための方針

一需叉蛾示"m手.じE

老人ホ←厶は、感染症や非常災害の

用、じて行・うごEがでぎる蒐仂菖手る;丁立を§身

1ミi這以上閉確する匠ど五亘二ぞφ鐙栗にっ越
1て、支程員そφ他φ径業者荏周知微底を図る§11
iと,.1

(2)・・(3)(略)

『一→一,゛

(施設長の責務)

第21条(略)

2 施設長は、職員に第 7 条,から第 9 条まで、第 14

条から前条まで及び次条から第 31条までの規定

舌M 晋等、とい

梓乕窒)

を遵守させるために必要な指揮命令を行うものと

する。

)を活

(勤務体制の確保等)

第23条(略)

2 (略)

3 養護老人ホームは、職員に対し、その資質の向上

のための研修の機会を確保しなけれぱならない。

その際、当該養妻老人ホームは、全ての職員(看護

ノ

俳雁鋤

師、准看妻師、介^福祉士、介護支援専門員、介

保険法第8 -2項に規定する政令で定める者等の

資格を有する者その他これに類する者を除く。)に

対し

るために必要な措置を講じなけれぱならない。

忍知症介護に係る基礎的な研修受講させ

瞳老人ホームは、適切なサーピスの提供を確

する観点から

動又は優越的な係を背景とした言動であって業

務上必要かつキ当な範囲を超えたものにより職員

の就業環境が害されること

の明確化等,の必要な措置を講じなけれぱな,らな

場において行われる性的なき

4
-

一
)響誰



条例(現行)

_(衛生管理等)

第24条(略)

互こ養護老太ボ芸厶ほ王当該養謹名匹丞子谷匡亀い司
感栗症叉iミ食苧美罫発璽P欝戈゛蔵和延1ψ癖い遜
隱爽区彊1語凝昔置署調区溶偲麺翫'篇登蔀1江
廼".ゞ当哉餐璽老琴器羔琴鴇麗鬻冬瓶条1走製遂食
距毒φ叢所箆逐ぎ粒証φ防正φ美師透謝条を穩
賢弐る蚕亘会をお麗發痕§唄1ミ泌亘以導閉催武
圖モ妥霊写P、遷英緒果徒ヲいで雁亘凖颪知徹匡
角二名巨,ぞυ,}■1

露璽蒔iミ糖1しゞ迷工巨;甲斤署禮野器,る処邁蓼糎続柄1ぜ

浩、ら五爾ゐ;g友途架篇蒔朔禾勧欝亘期お葉霧再閉

謄図為兇溺'ゐ託画蒸以講r深強孤続言十画了製瀞ら1ミ

屠蟹兇口聖雪誠葉霧需続言子画徒礎駕必婁琉猪置製

条例(改正案)

、

聲工饗謙薯阪深等云ぼf磯負程調池遂潔謬森続哥画に

、廷捻仔孔ほ奄脊葬虜'

1芦f画以芋閉彊'弐為ぞ妥翼罵IE姦踊盆果徒巨Vミ
迷颪員壁周叉d後盧峨姦■妥乎.、..

腰ΣN1叉略然
廼戸衛該饗護毛区藤鴛勾脊麗戚すL璽援亘憲φ鴛

滅雁亘1ミ苅τq窯懲栗症瀛§塗填轟蚕烹唖互び景

深元鉦め朗正おだ櫛め闇i緑墨鴛期西三美趣す貿

渉藤瑩僧知武礑響襲譜徒驚勢蔓義獅修襲態誹練裂

建期丙足美需迂篇1予北様篇ぢ漆詠甑

豆雛饗r碧叉系芋云ぽ熊弟期西徒美奮緩親評画め魂這
11じ裂存U翻二必婁筵ぽ己乏葉霧森続許画珂饗重、獄子

KI)叉1返略Σ.1

Ka》,'1、;当1喜養護老j火丞鳥魚1,亘い三1;立援員釜炎匝
滅酵買礁笈憂11感条症友遂盆匝L亀灸子M互遂鳶
製1延蒸唖'1だ「め河薪儷ぎ建独飯進美施1聾る4
t一■一ー゛"、ー:

'、゛.一乱』...

、

池)鷲徹略勘

1蟻故発厘φ防正及武発生醸φ討徒)1
第、⑳条槌養護毛添示券谷廷C帯散φ発匡ヌ廷ぞ萸専

冨ぎ所正謬藩だ郵,パ柔鳶麺1契る措置を誕1じ琴任1、,」

1ぼなら菱いilー;'.1.^、、.^ー,ー,、、ー,、,,',J',.

、

1くi勇勇豆Σ11K略又
i③叉事散発生φ防4めだ郵φ委員会及逐職員長ー..▲.,.'.ーー..,'",.ー、.L ▲一.ーーー』.","、.」.".』.ー、」....J,,..."r 、,.ー,,ι;,「,ー、",,.,〒.、..」..1'ー.゛ー'ー.,.^ー.ー.'L 、冒一..L-

討謬る研修ぎ建期西i之行,う、ご七、'ニ

廼Σ'1事散発坐φ防正φ泥郵φ髪買会二(芋心E雷詰

券悪珂芸ず渇1]

嚢冒等一1活甫Cそ;行,§己ぞ再ξ迷署渚ヤ箸め"誓膨

及武雁亘長爾迂煮研修蚕望期西j§行巨登

迦)一前'3喜ル福i子る措置菱適切徒美語する発あ力)

,

(衛生管理等),

第24条(略)

巨f.1餐護老憂丞一麥ほP.当該餐護老零逐÷.本莅欝巡氣
感禦碇魯逢亘矩喜1武発讐簿ミ簿製甑途誕涯,U贄゛函
淨露擡瓢淫る獲置饗議脳琴鰹狗護を吋難甃1
知狸1当烹髪誕姦製示噐蒸渡麗1霞盃感染症長遂鳶
建毒鯵叢防製聾ぎ祭墾亜尻狐如匪麗五痴策墨雁
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N延鯵衛鴻奬曝蚕翫修証恐肥感築濯珂叢酬蔆睦

佛廂劣

.」",だ'.ー.ー.●,.-JJ""ー'"^

N-,"..1-ー'^- N●゛,、.●'Ξ、"'.,,゛

,... J^、.ー、...1"戸..ー'..、'".'.ー""

K事璽発生亘防正及翻発匡發φ叉壗X
尾西'条Υ餐謹老零丞乎る塾亙事故英発釜又ほ宅め罵

発菱防4遜る五踊Z露匡頚硬墨1昔置を誕1ジ巽匠五
、ならな.い1イ,、ー」.ル■ Jずー^^.."甲"→i .

KiΣ1{X亘1'1・.ヌ酪醐

,厨ゞる委逼碧熊手膨姪電藷r置響菱,活甫じを行
らど・言示でぎ藩溶め苫ぽ葛1敏,匿欝1欝發胞琴1判

一
)

■



、

,

2~4 (略)

条例(現行)

「

伴斤設)

ノ

乢

、

、

預雪著を豊とE巴引

2~4 (略)

塑圏^

盆豆旦条_養璽薯叉永一云ほ、、くφ禿亜又・ぼぞ0シ倉

条例(改正案)

離署一正牙るナξめじ3欠倦掲i子る括橿裏r区酒蒔況

(暴力団員等の排除)

第30条(略)

1遷な.らむ.い。]

'血鷺当該養璽老叉永「厶仁奮何る層待而一、正ω元
燭,め對""'哥する璽貪会艾(手,1ンE雷、語『置等

尾潜用じで行うこ乞1がでぎる二冒め'Eす1る§'悪建

律雁窒)

朔"師巡乍河催手る芝ι葛'ル、;毛0シ結果'i三る蔀ぞ1

賣徒肩漢盲徹厩を面為・辻妥討

図7'予邑骸^璽老欠永子云謎詩iチる虐待ω一正め'発
綬テ'命;盲哥毛璽乎"ずる己"ど"1

1旬デ・.雪霞養電薯叉派÷,.云徒需いて+職盲{碁冠心1虐

ロ、ゐ磊正モ万'ナ三めめ'研修菱建期酌iご'、、癒手Tる、亡

ぞ衡

囲で哘§喜i等一ぼる戸置菱適切iご実雁ずTるだ高あ

(略)

担当を置(.ごと

(暴力団員等の排除)

第31条(略)

(委任)

第31条

'電^

第32条養護老人ホーム及びその職員は、作成

その他これらに類するもののうち、この条例の規

定において書面(書面、書類、文書、謄

(略)

正

つて認識することができる情報が記載された紙そ

副本、複その他文字、図形等人の知覚によ

の他の有体物をいう。以下この条において同じ。)

で行うことが規定されている又は想定されるもの

については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的

・己

つては認識することができない方式で作られる記

(電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によ

録であって、電子計機にょる情報処理の用に供

されるものをいう。)により行うことができる。

存

(委任)

第33条

抄本
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0長崎市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条伊1(平成24年
・・'・従うべき基準長崎市条例第48号) 1

目次

弟1早~弟5早
'

第 6.章.雑則(第56 条)

附則

条例(現行)

(基本方針)

第4条(略)

2・3 (略)

(新設)

廼1影叉算籍X餓力

130

ほ脂受)

目次

弗 1早~弗5早

第 6 章雑貝11(第 56 条・第 57 条)

題牙巨武養無友ぼ贇鍾栗養壬■子以渠

附則

条仰上(改正案)

k径美者焚眞数醗
1第聾条1驫署第護旦条第1工垣鱸湿堂鳶翌る顎楚分睡毛製

置祉施三紅ミ置K蓼ぎ徒葉署亜買麺趣粂璽φ客号匡
痕蔦る征業者踊1区発太岱哩戴1当該名憂i辱堂多1煮贄
礎り饗生濁ξ弦弐亙◎耕式炉匠藍亘途和T築ぎ麺孝登曝
顎琴L充謹老熱盡冨征施三聖1瓢買肴誇ほ署工価鱸lf会彊祉
施哉釜険条讐壬畢叉英婁璽聾鹽登ぎ受1気導区当烹1登
淀1,1璽彊饗摺証獲設箆翹巣西な運營蔓額獲琴姦憲
援麺叉論豐瓢塲谷箔蹟滝恭罵義所者φ墾彊1§美障薪
捗二ぷ匠廷1竃欝奮倭三喜φ条養鴛1墨置多サ゛郡響璽が論
,,、'-1-.冒气「',州

U-,""ー',t'

閉醇航腰兆1艦(鰯む1'
臨兆,楽曇篝掘派以繼.".'ー'ー、1.-0、.':一冨,ー'ー"゛●J-,,.ト」一ー'.●.f-".』

脳籬饗尚松鼎叉騎醗
区¥誕畷眺峨測

ξ;;.;1、'、't ;
L"、_1ゞゞ

(基本方針)

第4・条(略)

2・3 (略)

K亘鬻駒).、,洋ゞ詔ン1
"'・エ'3','1'タ1て略ジ1

1

.'」ー、ムイー"",...ー..ー、ー"....J』,-f

溌護老雪獲延雄誕英雁務祥徒亀ずる者廼獄ぜ瓢匡

4 指定介瞳老人福祉施設は、入所の人権の擁護

虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うと

.

ともにイその従業者に対し、研修を実施する等の措

置講じなけれぱならない

'

指定介撞老人福祉施設は、指定介瑳福祉施設サ

ービスを提供するに当たっては、法第118条の2第1

項に規定する介護保険等関連情報その他必要な特

報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めなけれ

ぱならない。

羅葉者透亘観1

欝鬮条1縫去璽処深第河'顎互i親延壁璽藏積崖五誕老梁
臨延雄設餐置ぐ容ぎ徒璽者φ眞致ば'専璽φ登壹堰
捜酷滞徒葉蓋炎偉分礁途臘ξ登該吾豆博建亘る覇
艦ヲ醤鞍澄鷲だ痩男§添所建員万にす可零ぎ麺叉磐慰
詣薦禿護蓋審盆壁匝鋤§買妥祥ゞば徽1直φ証会稽証
趣設笠の条養壬塁巨萱翌圭養玉区φ連_璽萎図濁司
鑾1ミよ'り1当該殆陰介護嵳込逼祉施テE業の劾'果西霽運
冨置期待烹壷豊嘉師ぞ迷ぎ蔆陽貧嘉あゑ太11添所煮
"W処逼辱津亜鄭な.゛亭笥ぎ霊1第1;中号@Σ条饗呈焚ぼ

黙注誕7禿護老璽,,盲祉趣誕灸従葉彊、ほΥ専ら暫三支詣琴
駆謹老製福祉趣霞炎職器及径重迂墨者遡篭a笈ぱ
鰹鳶毛工Uナ三発モ甑搭楚葬孝薯式喩祉亮盲歎ユにざ""ー、ヨ」.U.主.、1二1-^ー゛」

繼型措琵葬護老父稽祉罷霞マ第司軍、条徒現是す冬登

交蔦型1晉建評電老叉言証施設をいう"以示辻汾

頑i喜倉いで伺ご1・'}'菱際1でV以示・ご切墳iビ畜いそ伺

饗.子員璽介護毛太痕延"施訟あ従樂者迂喜専多当該指堂

丘盲ぢ義L郡冠鷺Cでズ餅著、め処邇徒灸一系ない場谷
ほ、,bごあ1亘りξき.稔、い61

暦謹榮養聖を置郵冠区一七がでぎる翻

町
」
,
,
1
一

5
-

二



延;)'1iご三ミヲ下型指是芥三、薯災言祉雅i威蓼俳巖謝

喝'場谷ゐ指楚靜i璽老天秘正稲護及慾辻亘亨下型指

是秀'電老天'著祉藷霞め研、了'、ー"ー、及そ戸着三頁(}

S§条一巨墳め'貌廷i三より、配置ぎれる"、員iご限

条例(現行)

芋、1る静戈ほ子盲是外芋、老ズ"著祉雅霞iニユ.ニッ,,ド'型指是

地域 そ

活型弓・LE父め事業め叉.頁';般伊友途邇膏ル丁%す1

隔墓準奪丁是珂る何1(平'爾巨5_年、「'ーー例第二Π

老入稿祉確護で夏崎、棺走地班密型介

喜f以示Υ猪是地域密着璽"ーどス墓準英例、7εい

1うゞ)第河豆d条iこ規廷するユニ"ツ下型指墓臣域密着

型介、茎老'入福柾施語菱し7弓lij示芒切項径お、いそ1

澗e';)をT一理手る首合命盲是外ヨー老入爵正葹恐及

がユニヅ1〒璽盲走地域密一一型罫璽老人福軍正癒設の

9卜言一、頁及そヌ、 r一頁k一盲定地璃一「一型丑,÷ビ父

基,、条萄j-ig§7ーー乞項め須建匠ま,牙憲E置ぎれる

瞳員に限る。0を除き、.入所者の処遇に支障が

ない璃合ほ心ごの1艮りモテよい6]

§点§ル,,1て座)弓,..,U'」'_.."、ー_..._1"よ1、 J二:ー、'、.,.、'▲.

⑩・第i垣第・f号φ匡直重及び同1重第6,号φ介護支彊

条例(改正案)

専門亘五籔ほ;'丑そ乏三む1頁型雇匡施設て蛋藍地璽鑑
蓋型臺三^丁策i夢条第釜項tミ規是する

註テラ子子型雇佳施霞麦いう。・・以下同'区J1φ丞1本
N..ーー、゛酬直r......ー.ー..←一.゛「^-1.^.¥r非゛J ..●W^.ー..』見^』.一『.".、r.冒一一Ξ゛E^.ーー'^一●.ー,",.ーーー"、.」Ξ、^"ーーN-.一』.』一ー^●.、..ー.^ー.,.

麺設1同顎1;匡見定する董ぜ確霞をいう,'以下伺藍翻
汝ある指藍介護老区橿祉極霞であ五云L当該サ易
巨.イ・ト型居佳施訟仁医師艾ば介護支援専門亘を置

が写い堤亘氏あ険古ば1'1指毒介謹毛込稽甲止施設φ
入所者φ裁及逐当議サ赱,k王型1居荏堀設φ入所
者φ数め合哥数ぎ基礎匡_して算出上五けれぱなぢ
途↓!)' 1 ●Ⅱ

J

(指定介護福祉施設サ、'ビスの取扱方針)

第16条(略)

2~6(略)ー・

1、'猛璽芬護老製楓祉璽設ぱ、C嘉迷薗拘業奪φ適正イU
薩図るだめy二葬仁穐荏濁硲置菱議§五i王笈ばなら1
Iiい。1 」^

Kil.1_1嘉廷幽狗玉等二φ適正イヒφ光めφ河策ぎ種討
弐る委員会を'烹月iミi'回以上開催武る五1、と五i写1
藩φ語栗仁ついでイ,介護磯亘ぞφ他φ徒楽者員
伺知徹底を園1る亘と醸

豆長§1'r1に(酪).1
⑩""第li,'頂第・ト号φ匡師及1弐同頂第す号φ,f護念彊

、

す1る美員会X手じ念雷話『置悪め'栖ゐ情哀通言
毅語、1てi、1ボ丁,手心IE雷話r置壽汗廷1いう,fj丁菱活

J

専門員φ璽jぎX亘烹烹茶f璽雇匡趣i致長崎市猪壁
地域r、一型語蒔宅1えめ重璽而入頁'1.三蔓戸及t武運営

131

甫モで行うご乏赤でぎぢ悪仂遷弓ミ名;.ゞを豆見

謄関手葛墓§"'等菱建甜為条何て軍成巨5罪長崎市条

麹董!丕登隠i珂条第④項亘貌建夛テる丑1デ1乏蒸卜1
型雇住麺誕ぎい轟'以予武伺1じ.直亜本迷癒誕1同項磯
規建王る丞伏竈設ぎいう'、以孟伺、区4)1であ1蚕盲、'
丘f護老11盲延延設璽あ'巨tξ輩該サ三乏イ張型居
涯施霞jミ医1ず叉ぱ禿謹支援専員員1蕃青かだい堪、合
1ごあ巨文iぼξ'麺11E1五護毛添福祉竈設φ入1所者φ裁
吸赤当聶サテ.ラ¥、下.型居荏葹設φ久所著め薮め谷

哥数五基礎匡.遵七算出1じなサ五ばならない。、

(指定介護福祉施設サ・'ビスの取扱方針)

第16条(略)

2~6 (略)

矮1猛穫介誕老零禎祉施霞ばξ嘉迷酌西東焦φ適正北1
濯図る毛めU丞戸擾ぽる措置置誕じ五ザ五iまな巨
港い'1

'Kリ1.1."_1身遜i酌拘玉讐々Σ適正北L五_1喜めめ河策五栓討

-
5

-
2

.
冒
冒



圃't獲叉苓1酪泌
8 (略)

条例(現行)

(施設サービス計画の作成)

第17条(略)

2~5 (略)

6 計画担当介護支援専門員は、サフビス担当者会議

(入所者に対する指定介護福祉施設サービスの提

供に当たる他の担当者(以下この条において「担当

者」という。)を招集して行う会議をいう。以下同

じ。)の開催、担当者に対する照会等によりゞ当該

施設サービス計回の原案の内容にっいてイ担当者

から、専門的な見地からの意見を求めるものとす

る。

推1覧回以渠閉催逐濯亀雪ぎ区詠是鱸祐象穐,い
麺谿分謹雁員姦φ他蚕従罵者罵殉知徹匠聾図る
斧Tンη一1

圃1ヌ鋤纏R硲鷲
8 (略)

条例(改正案)

(施設サービス計画の作成)

第17条く略)

2~5 (略)

6 計画担当介護支援専門員は、・サワビス担当者会議

(入所者に対する指定介護福祉施設サービスの提

供に当たる他の担当者(以下この条において「担当

フ~12 (略)

(棄雁受)

.

者」と.いう。)を招集して行う会議くテレビ電話装

置等を活用して行うことができるものとする。た

だし、入所者又はその家族て以下この項において

「入所者等」という。.)が参加する場合にあって

は、テレビ電話装置等の活用について当該入所者

俳廂劣

等の同意を得なけれぱならない。)をいう。以下同

じ。)の開催、・担当者,に対する照会等により、当該
施設サービス計画の原案の内容について、担当者

から、'専門的な見地からの意見を求めるものとす

る。

フ~12 ・.・(略)

(運営規程)

第29条指定介護老人福祉施設は、次に掲げる施設

の運営についての重要事項に関する規程(以下「運

営規程」という。)を定めなけれぱならない。

(栄養管理)

第22条の2 指定介撞老人冒祉施設は、入所者の栄養

1

状態の維持及び改善を図り、自立Lた日常生活を,

132

営むことができるよう'各入所者の状態に応じた

,、

栄養管理を計画的に行わなけれぱならない。

(口雇衛生の管理)
第22条の3 指定介穫老人福祉施設は、入所者の口腔

の健康の保持を図り、'自立した日常生活をーむこ

口腔衛生の管理体制を整§し、各とができるよう

入所者の状態に応じた口腔衛生の管理を計画的に
イ丁 なけれぱならない

(運営規程)

第.29条指定介護老人福祉施設は、次に掲げる施設

の運営にっいての重要,事項に関する規程(以下「運
営規程」という。)を定めなけれぱならない。



.

.

①~⑦(略)

律雁窒)

侵1 (略)

(勤務体制の確保等)

第30条(略)

2 (略)

3'指定介護老人福祉施設は、従業者に対し、その資

質の向上のための研修の機会を確保Lなけれぱな

らない。

条例(現行)

n.)~⑦(略)

⑧虐'、の防止のための措置に関する事項

⑨(略)

継続評画の条虐等

(新設)

雪誠葉霧秘続哥画にアい必婁な措置

条例,(改正案)

(勤務体制の確保等)

第30条(略)

2 (略)

3 指定介護老人福祉施設は、従業者に対し、その

資質の向上のための研修の機会を確保しなけれぱ

ならない.。その際、当該指定介電老人福祉施設は

全ての従業者(看璽師、准看瞳師、介電福祉士、'介

俳雁劣

董支援専門員

定める者等の資を有する者その他これに類する

者を除く。)に対し、認知症介護に係る基礎的な研

修を受講させるために必要な措置を講じなけれぱ

,ならない。

去 8条第2項に規定する政令で

指定介き董老人福祉施設は、適切な指定介姿福祉

施設サービスの提供を確イ'する観点から、職場に

、

おいて行れる性的な言動又は優越的な係を百

景とした言動であって業上必要かつ相当な範囲

を超えたものにより従業者の就業環境が害される

こと

、

置

防止するための方、の明確化等の必要な措

じなけれはならない

(非常災害対策)

第32条(略)

第蛮条亟に指楚介匡、老人福祉施護ほξ感染症や非爾
焚善a)蔓釜蒔iごおいで'、・,入・所著'iE対'ず'る指是す下r

糟柾砺霞吾〒'合スめ嘉俣を継続酬iご美施ずるだめ

の、・、及ぴ非常、の体制で早の業務再開図るナニ

、

/

吟;れ'ぼならない。1

互一二殆恵外護署入福征葹設ぼ1,徒葉 に対,し、,業務

鞭続言子画信西いゼ周知ずるぞぞ'志'i之4必婁な研候
」ー゛りゞ'「" 4.軍一」ー¥ι」,U",、、^,.,■一、

及、ぴ訓 1, 是一'朗i碁実施心テよ1"十茅Li余ならない1."]

愛重を行う毛φとずるi

(非常災害対策)

第32条(略)
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佛乕到

条例(現行)

(衛生管理等)

第33条(略)

謬薩豊霍証護蓋冬彊延雅霞ぱ{1当烹指是秀謹彊添1島'
難殻涯麗"捲感条湿摩は亘点毒菰発蛋1導窯業1ぎま
懸延鰻饗い琴侵'扱iミ埠1子濁1晋置蔓護匝璽"叛ぽ海
1窟1武い1^1

甑涯1鷲該指嘉発護琴太彊証麗設環麗鬻濁懲染起
葬霪亘蒐援英憲防運盡琴製聾焚璽写灸塑め険裁
鷺建稜哉髭餐委鼻会蓋麗霞璽急叉聾劫豆IU回禦工
閉彊翻登1翠ξ急丘ぞ鞍宅φ確栗鳶争蒸迷徒業者體
頂知徹底薮墨途輩誠

k翻偽礁又
1卿麟翫嘉遜介謹老饗裡証竈設進お啄考裂発護壷

眞姦轤匝英疑票L者辱滝讐難感羅湿製聾逢鴛器込
纖延源愁蛋駁証φ届正炎だ剛炎薪修置薦期鰻撲
巣確女ず響妥モJ

2.指定介護老人福祉施設は、前項に規定する訓.'の

実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう

連携に努めなけれぱならない。

為才f反び径業者ぜ対聾る研修を建期酌1戸行巨圖
,.ι.'1-ー'.'

'と・
,負、.:.ー.』.●

条例(改正案)

(衛生管理等)

第33条(略)

饗子獲堂分璽老製1島正施霞ば■当該掲定発護老太獲証
渥設母調湖出盛望症叉ぼ登輿蓑癒遜薯膨懸禦ぼ魂
W延延ξな゛畢窟啄荏圧顕男風措置題語鳶義砺歴ぼ捻
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やΣ窯事散発生φ防五φ美卵英美員会'k芋.区ど雷藷

隆'毒上醜}1

町茅弓当議撹璽難謹老蒸蚕証癒設礁欝"鐙感裂症
辱罫食鴛蒸φ競価基延ぎ裂睡亜防蒸鱸踊躯鰔籍
竃澄1穩哉鴛墨淺逼i謡父^'

く掲示)

第35条

儔雁劣

,

裂置奪署浩甫モそ1〒多途ぞ赤熊ぎ為濁汾醤薪

(略)

樽送行うぜ醤郊で讐渇篝,窃居晋隔玉・笂審お買姿罪

豆夏倭河,回以璽蘭催ず高墾1等五及;二ぞ亜諸、果信
る野毛徒業餐(ミ肩瓢徹底する夏遷静ミ

K秒"窓1鰹牙
腰)談当謹指霍発誕老蒸猿延樋霞臘猿いk急粂竪麗

瀛蒸秒1西亘従象者頂裁軍勤1感染逓製麗、駕張憲魚
島亜峯武ぎ礎延亜唖写鱸濃め1う靭修証逐壁彊聖

1僅鯉発匡英防1身友産発匡蛭φ麺壗1
第奪で条謡1盲建兇護老式獲証趣霞ぱ罵重散ゑ)発1坐文1亀
宅匝再発墨防狐弐濁だ寛罵爽武1掲げる諸置饗講讐
雁W溌ぽ五燧五工'熊
知Σ辺②膨"郷勘、..W'とJ,Lユ.』,L..゛ノ,巨.甲、^".1゛"^ユと員""..、..".」

やΣ工璽阪発荏φ防4φ、だ員φ委亘会女武従竃簀
長裁する研修蚕堂期爾薪子.烹仁遷司

捷珂事{友途条織莚汾〔証窃'テξ諭め旬i「繰を喜痩

鰻1§美雅ずる電舌遜
k1Σ、1誓k酪^汚

(掲示)

第35条(略)

2 指定介護老人福祉施設は、勺項に規定する事項を

記載した書面を当該指定介瞳老人福祉施設に備え

付け、かつ、これをいつでも関イハ者に自由に閲覧さ

せることにより、同項の規定による掲示に代える

ことができる。

K璽取発生英酬止亙露発蛋磯英苅区勇
■■.

欝4f1条器猪璽lf護老雪彊祉匝霞ほ1蓮散炎発空逮廷
烹φ鷺発憲防正弐墨泌西1芽築存彊琵る措置墨議罵

q 1区

毛げ五迂な1ら珍,いす11'_ーー..、._、._,"..』_ー".ー'ノ'一●.,j、."、゛,,L ,.1、J
、

知必1又姿ミにK賂Σ・1

「
オ
、
」

,
)
.

門
一」

ム

一
)
●瀬



.

゛

俳腿到

巨~二4"1-t略男

条例(現行)

佳廂窒)

囲'宏前'募ぽ掲浮蕃措置怠適珂謄美葹青7る五あφ

乞Ai4、、フ(略j、1

苅虐霧φ防正羽

担普著ヤ置てご苫溌

条例(改正案)

箪迎^17指是外ξ薯,こ言ネ'藷設仕;虐一φ発生戈
iま患房'再発戸一iEテする五函;フ、浜1三福i子る,晋置を謠

惑松'iチ矛Li湊'な.ら蒼い。]

(基本方針)

第45条(略)

2 (略)

俳雁劣

塑1雪誠猪楚断;'護老天、言柾燧霞化、お・げるー の防

墜ajだ冨φ対一著稜司手る、一員会"1(手'じE電言舌

襲置辱菱j筈用Lて行うこ匡示で二ぎる毛bj"遊、引

1るiテ'一長亘期飼に河、ーずるモをーもiごこ毛め語栗iご

;ついで、下ぞー一昔毛φ他め徒業者iι面知徹虞

図、る匡ぎ;1

②,.i!、当三鋸曹楚外i璽箸沢稽柾灘設i三お征'る虐祷め"
狂めための指斜を璽礪ずる喜菖n

俳廂劣

員毛めイ也の従、美者i喜対氾、二虐'、φ1方'止φためめ

薪修菱建期南iを美語するt遅、i'1

亜'二箭§喜佳卿子高殆賣を適切it実葹ずる、ためめ
麺当著毛置k五乏;'1

信及備)

第46条ユニット型指定介護老人福祉施設の設備の

基準は、次の各号に掲げる設備の区分.に応じ、当該各

号に定めるとおりとする。

(1)ユニット,次のアから工までに掲げる設備

(基本方針)

第45条(略)

2 (略)

登ユニット型指定介護老人福祉施設ば、入居者の人

権の擁電、虐待の防止等のため、必要な体制の整伊

行うとともに、その従業者に対し、研修を実施す

る等の措置を講じなけれぱならない。

4 ユニット型指定介き蔓老人冒祉施設は、指定介撲福

祉施設サ「ピスを提供するに当たっては、法第118

条の2 1項にま定する介電保険等関連主報その他

必要な情穀を活用し、適切か.つ有効に行うよう努

めなけれぱならない。

癒、設信お

(設備)

第 46 条ユニット型指定介護老人福祉施設の設備

の基準は、次の各号に掲げる設備の区分に応じ、当該

各号に定めるどおりとす・る。

①ユニット次の、アから工までに掲げる設備
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の区分に応じ、当該アから工までに定めるとお

りとする。

ア'居室次のとおりとする。

(ア)(略)

(イ).居室は、いずれかのユニツトに属する

ものとし、当該ユニットの共同生活室に近

接して一体的に設けること。ただし、ーのユ

ニッ.トの入居定員は、おおむね.10人以下と

条例(現行)

(指定介護福祉施設サービスの取扱方針)

第48条(略)

(略)2~8

§1,1・'ユ'ン1E型指菱分薩老牙;彊征趣謹i美.嘉逐閲狽東
壽炎適正1資君図超登め又1雰§損i王る1冒置菱講1工登
"笈i菁ならない符.1
廼Σ巡互儷■麺条讐英適董北1菟だめ蚕.河策蚕種討

しなけれぱならない。

(ウ)ーの居室の床面積等は、次のいずれか

を満たすこと。

の区分に応じ、当該アから工までに定めるとお

りとする。

ア居室'次のとおりとする。

(ア)(略)

(イ)居室は、いずれかのユニットに属する

ものとし、当該ユニットの共同生活室に近

接して一体的に設けること。ただし、ーのユ

ツトの入居定員は、原則としておおむね^

10'価平方メートル以上とすること。

ただし、'(ア)ただし害の場.合にあって

条例(改正案)

は、 21.3平方メ・戸トル以上とすること。

b',ユニットにさない居室を改修した

(エ)(略)

イ~エ(略)

②~⑤'(略)

2 (略)

室は、当該居室を隔てる壁と夫井との間

に一定の隙間が生じる場合は、入者同

士の視線の遮断の確保をすること。

10人,以下とし、15人を超えないものとする。

(ウ)ーの居室の床面積等は、 10.65平方メ

(指定介護福祉施設サービスの取扱方針)
ノ

第紹条(略)

(略ト2~8

P,1'じ号写蓮ιE贄盲定分j讐蓋太福祉趣設τ誠1亀廷西卵尿
鴛炎適重償墨豊製光硲W象渡廻電墨諸置を謡U舞
妊龍ぼ毒羅離轟翻
緬§g翌毬麺麺罵隻英適尋鵡如1釜砥φ製葉忍種討

詠為美買崟置恐誕倉1途心向墓美閉催弐参と等登
進鷲ぞ廼鐙果1辻ぢ噂七§'溌護概旦蔓英匝蚕挺業
播磯周美i徹1盧墨図る箆濯'

腰Σ、1七御';瓢艦)'1
10 '(略)

,

トル以上とすること。ただし、'(ア)'ただ

し書の場合にあっては、21.3平方メートル

(削る)

゛

以上とすること。

(運営規程)

第52条ユニット型指定介護老人福祉施設は、次に
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(削る)

趣閤烹f亘会'又票誘E電藷r橿等器活甫Ctイ予う

(エ)(略)

イ~エ、(略)

②~(5)"(略)

2:'(略)

閉確晋1る澤1導登導診湲φ盆果iぜ、いで§,、1努誕麗
員そ蚕匝英径条闇亘周ヌ亘徹盧匠図るtぞ}

K姿"湛ゞ1父牙K壷j11
10 (略)

に'、菖癖慧ぎ葛署珂ぞ顎為1可゛を同河it'〒回1区正

、、

(運営規程)

第52条.ユニット型指定介護老人福祉施設は、次に

a
-



.

掲げる施設の運営についての重要事項に関する規

程を定めなけれぱならない。

a)~⑧(略)

(新設)

⑨(略)

条例(現行)

(勤務体制の確保等)

第53条(略)

2 ・ 3 、(略)

4 ユニット型指定介護老人福祉施設は、従業者に対

し、その資質の向上のための研修の機会を確保し

なけれぱならない。

掲げる施設の運営にっいての重要事項に関する,規

程を定めなけれぱならない。

a)~⑧(略)

条例(改正案)

(棄雁劣

虐待の止のための置に関する事項

(勤務休制の確保等) {ー

第53条(略)

2・3 (略)

4 ユニット型指定介護老人福祉施設は、'従業者に対

し、その資質の向上のための研修の機会を確保し

なけれぱならない。その際、当該ユニット型指定介

(略)

、

(準用)

第郭条第 7 条から第 13'条まで、,第 15 条、第 17

条、第 20 条、・第 22 条から第 28 条まで及び第 32

条から第43条の2までの規定は、ユニット型指定

介護老人福祉施設について準用する。この場合に

おいて、第7条第1項中「第29条に規定する運営

規程」とあるのは「第52条に規定する重要事項に

関する規程」'と、第 27 条第 2 項中「この章(前条
、

及びこの条を除く。)」とあるのは「第5章第3節」

と、第 28 条中・・「第 17 条」とあるのは'「第55 条に

おいて準用する第 17条」と、同条第5号中T第 16

条第5項」とあるのは「第48条第7項」'と、.同条

第6号中「第39条第2項」とあるのは「第郭条

において準用する第39条第2項」と、同条第7号

中「第41 条第 3 項」とあるのは.「第55 条におい

老人福祉施設は、全ての従業者(看護師、准看瞳

師、介護冨祉士、介妻支援専門員、法第8条第2項に

、

規定する政令で定める者等の資をする者その

他これに類する者を除、<。)に対し、認知症介璽に

(準用)

第 55 条第 7 条から第 13 条まで、、第 15 条、第 17

条、第'20条、第22 条から第 28 条まで、第30条

係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置

を講じなけれぱならない。

5 ユニット型指定介き董老人福祉施設は、適切な指定
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介妻冨祉施設サ」ビス,の提共を確保する.観点か

ら

な係を背景とした言動であって業務上必要かっ

場において行われる性的な言動又は越的

相当な範囲超えた・ものにより従業者の就業環境

が害されることを防止するための方針の明確化等

の必要な措置を講じなけれぱならない。

の2及ぴ第32条から第43条の2までの規定は、

ユニツト型指定介護老人福祉施設について準用す

る。この場合において、第7条第T項中「第29条

に規定する運営規程」.とあるのは「第52条に規定

する重要事項に関する規程」と、第27条第2項中

「二の章(前条及びこの条を除く。)」とあるのは

「第 5 章第3 節」と、第28条中「第・17 条」とあ

るのは「第 55 条において準用する第 17 条」と、

同条第5号中「第16条第5項」とあ・るのは「第48

条第7項」と、同条第6号中「第39条第2項」と

あるのは「第55条において準用する第 39条第2
ノ

項」と、同条第7号中「第41条第3 項」とあるの

旦
⑩



て準用する第41 条第 3 項」と、・第43条第2 項第

2号中「第 13条第2項」とあるのは「第邪条に・お

いて準用する第 13 条第'2 項」と、、同項第 3 号中

「第 16 条第5項」とあるのは「第48 条第 7項」

と、.同項第4号中「第25条」とあるのは「第55条

において準用する第25条」と、,同項第5号中「第

39条第2項」とあるのは「第55・条において準用す

る第39条第 2項」と、同項第 6号中「第41.条第

3項」とあるのは「第55条において準用する第41

条第3項」とする6

条例(現行)

保斤設)

は「第拓条において準用する第41条第3項」.と、

第43条第 2 項第 2 号中「第 13条第2.項」とある

のは「第55条において準用する第 13条第2項」

と、.同項第 3 号中「第 16 条第'5 項」とあるのは

「第48条第7項」と、同項第4号中「第 25 条」

とあるのは r第弱条において準用する第25条」

と、同項第 5 号中.「第 39 条第 2 項」七あるのは
J'

「第郭条において準用する第39条第2項」と、

同項第6号中「第41条第3項」とあるのは「第55

条において準用する第41条第3項」とする。

(略)

条例(改正案)

'電^

第56条指定介護老人福祉施設及びその従業者は

,

作成、、呆存その他これらに類するもののうち、この

゛

条例の規定において書面(害面、書類、、文害、謄本、

抄本、正本、副本、複その他文字、図形等人の知

覚によって認識することができる情報が記載され

だ紙その他の有体物をいう。以下この条において

同じ。)で行うことが規定されている又は想定され

るもの(第10条第1項(前条において3 用する場合

を含む。、)及ぴ一13条第1項(冷条において3 用す

る場合を含む。)並びに次項に規定するものを除

<。・)については、書面に代えて、当該書面に係る

(委任)

第56条

電磁的記録(雷子的方式、磁気的方式その他人の知

覚によっては認識すること・ができない方式で作ら

れる記録であって、電子計算による情報処理の

用に供されるものをいう。){こより行うことができ

(略)

る

指定介瞳老人福祉施設及ぴその従業者は・、交付

説明、同意、承諾その他これらに類するもの(以下

「交付等という。)のうち、この条例の規定にお

いて書面で行うことが規定されている又は想定さ

れるものにっいてば、当該交付等の相手方の承諾

"ノ

を得て、書面に代えて、、雷磁的方法(電子的方法、

磁気的方法その他人の知覚によって認識すること

ができない方法をいう。)によるこどができる。

(委任)

第57条

.、
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0長崎市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条伊K平成2

4年長崎市条例第49号) 従うべき基準■ ■匡

目次

第1章~第5章(略)

第6章雑則(第上三全)

附則

条例(現行)

(基本方針)

第 3 条.'(略)

2・3 '(略)

(新設)

災葆種需霞をいう"以下,こω、項iミおいで伺lj;jを

俳廂劣

目次

第,1章~第5章(略)

第6章雑則(瑩L三三^^)
附則

1艇栗者φ負数)1 ^■

速1条,§去第飯条釜乞頂五糎毒ぼ遍る介護蓋X偲健
施諏ミ置ぶ,・,ぎ径楽麦の亘数ばヌ次φ吾号武廻ぼ
墨餐柔賓'φ区分i三岱じ、1、当骸登号仁建めるξおり1
医夛海巨]

■,

W王爾好'K畷ヨ

1⑤11象'憂土1"'入所定亘jo0以上の介護老入保健
施誕匡あう工ばLf以上 .弔

1超Σ1ヲqΣ,1にk略力
1

②ミ谷lilK畷劾

条例(改正案)

(墓本方針)

第3条(略)

'、1k郡以禾ご'み項it糖いで同己蔀丁にゴニッ.ド型外

"" 1

通'ナ子だL〒1叉所著め処邁1喜支一示尋い塲谷だほJ

2 ・ 3 、(略)

4 介三老人保健施設は、,入所者の人権の擁護、虐待

邉の1哀i工でない".'1

電老'入11一健施霞7'ー'一霞する1合めイff老二尽、礎禿

工1'"",1く略)11●冒■、■」゛リ■"冒一r'1 '■.4■■^、T冒

の防止等のだめ、必要な体制の整備を行うととも

に、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を

講じなけれぱならない。

設友赤ユニッ'"1R廼'外電著火葆碓施霞め介そ一軽貪を

旦介堆老人保健施設は、介電イ健施設サービスを提

際ぎマ叉薪一め処邇徒麦障示捻い塲合ほ{泛の眼り

1で癒い゛

供するに当たっては、法←118条の2 「項に規定す

4、野介謹老器1杲健施殻φ徒業渚ば.ゞ専ら,当該介護老
込J畠確_施設φ職御三径事する者で互{王五ぼ藝亘毛
郷。寺三発心祭芬電老入葆確施i歎ユ、サ茶型圷ξ、老

る介護保険等連'宝&その他必要な情級を活用

、

.曳P 、.圏...Ξ^ー、^」...ー.

」.゛、Jーコ',J リーー...,.ー

φ介護尾蒸保儷匝霞辰あってば;、下以導
1..』H^.■◆.●●..-Jーヲ气一..乢,^ー.ーーリ三直.ー,,"●.^.1

'』一●一J一甲..ーー'゛ー.1.一凡、、'..、"J.〒゛J,●.五..ー

嗹.●.ι1..J乢耳甲』■^r.『 L.,ー"ー、.ー.^.

巨一13,' 9'略)・.J、一嵒一」1 -.,'ー...,".1」▲"1.,,'..,.J.

酉罵、碕護1老麥1果厘施誕φ征柔者ぼ§専弓当該介護老
込保儷匝設亘蛾務に径事する者でなければならな

し、適切かつ効に行うよう努めなけれぱならな

K熨、L坐養士又は管理栄養士二入所定員100以上
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い

沢葆健語設t御'4§一博男、是ず1るIL含Xy k型子卜r"

k砥竃者φ員璽)1

第4条"蓬露,1条第乞項φ貌定匡よる介謹老入保健
雄設武債1恩器き徒楽者:亜亘叛ば、.啄φ谷号ぜ掲謡
濁従葉者φι区会叉ミ困亘1'当言支各号に輯蚕師匠お、り.1
匿す隆む

加金④玉ξ鞘く略)1"
』.ー.ー^^ーー.一『^■一ー^^.^E.直一.●...ー.ー^ー^■U "."ーー^

J

"
冒
.

「
畔
'
,
'

ザ
r
,
」



§工,琵曝垣1姦1葺か隆第阿1号議でφ貌足1ミ万絶1お隠
途翻翫号,L弛K型亟規摸発謹名太1呈健施殻&当諺雄
殻1記霞置IU匡蔆。、登武る者iミ美鳳殻置ざれ海当該極
;支区分ゐ、五護置零偲健匝霞者:UKぱ介睦匡ι療儀叉
廷病匠警_区く廷1獅画ヌ墓示丁村蕃捗麹"医遜うLI
獲φ翻璽な運援を確徐烝⇔2ゞ,黍佳雄霞賢ば薊φ陽
所で蓮登ぎ五§蒸ア左置阿往悪琴φ建帰鱸重援饗旦西

匿迂j気延亘巨電製以盡φ繋護毛添保健璽誕菱唆'ゑ饗1
鳳武頁鳶す§汝髪覆稙詠員、・鰹坐療蔵1粂廼乍栗療援無

浴鷲K廷言語聴覚畢;1条養美魯1蛋篭護支援専門買驫
繼i゛出ぼξ義1ゞ掲嫌登鑒体延麗'φ鵄谷ぱ璽派鱸谷憙

睦穐嫉る区分熊袋、迂ξ踊1叉各湊礁二堰亀濯戦亘輔ま動
質露黙易轟海、臆型小現種鱸1謹老露1偲厘雄i§φ蒸薪
渚φ処遇力§適切ゆ蚕翁五冬晋姦確ら笈る讐き進じ■
龍髪置渉遜t陞;餐郷欝器瓢'勤

条例(現行)

風1、琵膨痕第、豆纂西>巨第6号ま途炎魂騨長阿逐窮園
緩{ヨ晶烹至渡型1除頁摸繋護老太偲健匝;歎璽露碓
羅翌霞豊職遍ゑ遷弐濁署1§1張亘誕置ぎ五る賢露極
語'坂昇14Σ分璽1老区保健施霞者Uk『ぎ発謹匡療虚叉
謬病院着登薊ぎ診療鯲く磨写τ丞佳趣設1延野巨釜災
踊英登霊菱運携五艦保鴛.ヲ冒;太1琴竈誕弾啄凱菟堤
所聾運冨登1五藤〒万晝φ荏"宅武φ復帰φ鷲穩聾頁鯛
匿瓢姦廷亘距菟以耐φ禿護老義速健麗設鬮蛾泌1
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rヨ員健傑1寔除昼1電φ食蔀饗運套胃高濫荏k匪塞
1冨讃岩禅逢進§1,易蓮卿第J亜1条φ讐第難頂φ規
建1確璽写なお足蒸1河笈器煮器轟嘉菟吉点寵だ伺
量第巨§深亜貌建!三器海魚董勣亜ま奮浜§築第罵
蓮璽1曝号'題堂蒸る讃琴1訂霊蚕養型匡添匪霞鱸
堰貧i麺艮聾,ヲ1

包.カ,第1垣鴛§号郵ら第痘号ぎでφ観霍荏恩が睦禽鷺獣
匡陵登a頚礎誕浬処短榎介璽老込1偲健1雄i黙難護匡
療院叉ぱ病院著螺廷訟療加登毎霞ぎ罪1蓬所者炎
霪毛逢滅種帰鱈支援を迫1鬮ミする壁亘巨'、1零園浪画
禿護毛区保健旋誕箔お,考1勧謹謄現望趣海黙そ乏
イ'型小規摸介趣老璽偲健施1里区"炎写φ豈暁っa
1Ⅸ下適亘翻踵三援檀談亘'蔓票療法蛋匙乍葉療蓬薯
箸心新ぼ冒語聴覺瑳1条養壬譜U新誤省謹渠纂壬翼

籬牙藍葬護老象腺健極霞隣1業援租談買燕理学磁基
讐新鷺栗捷抵讐浴1斑紺苦貫語璽亘美1楽饗蒸逮廷
靴護1支張薄、門員

腰災三賢誕匡嚇嘘鷲匡齢ξ兼茎美又i'介護ゑ援専門
眞

1巡ヌ隈病娩二g菓餐董K病床鳳11◎鳶以IE両猶院炎陽登
姪眼凝墾1製廷介誕量程専M員K健康'偲険深讐1亟
腰部医露董罵姦1爰律1【晃成瓢聾写1ぎ律寛1速慕1Σ附
則葉ザ西',条φ1夏第兇傾φ現藍ば半り減お姦φ到
叛を讃壹隱黒φ弾登五1ミ同j署第互亘条鯵親屍礁美
羅輩讐劃踊濡璽顯'条第廼垣第,蔓弾貌笈武藩獲
廻難護療釜型匡海極設匝鵄貧嘱限省1河

、ー.ト.ー、L〒'.゛【,.^L4,ー^●、^..^,U.」、、.●."」J1●...●一一●'

条例(改正案)

以丞這ゑ驚J踊薫援祖談具.瓢埋烹毎'湿淫ご雁鴛捷蒸
讐釜11i!.ヌ汀ぎ亘語聴寛塗二美養爵蟹工^
逮ぼ分霊ゑ援専頭亘ぼ五L§考迂ミ零長穐臣る饗迷建
腰灸蛋谷ほ斜義灸蓊彊1ミ穐荏濁区分携彪罵論当露翌
葺體廷西濁瓢1動§聾河貫該鴛三尋勃lf漣小規種禿
謹讐器1果確施1亘炎海薪者炎処逼万豆亘切R買渉歴風
謬語郡禽五るぢぎほ、,;,、之五ぎ置都捻,い立工どつ叉で1寺
.'-1"1●E--1

1'」、..゛、..▲.

劉罷弓勢護老区張健雅誕Xミ支獲預詠買耕漣烹療璽
誕ミ1確条稜蓬美者哩Kほ貢語聴堂辻子淫養讐暑膨

U魯連鼎癒蓬茎テ1乍業療蔵善著工Kほ言語腫覚王父

猛禿護支援専門亘φ真璽英基璽廷§返φ賣号i羣墨
鯵る徒栗者鱸盧おば虚区1当璽餐号1ミ走軍姦雪お肱と
す

【iヌ理学療法出{獲業療j去出若じくほ貫語喰覚再尋1

゛

.

巨.、第匝垣^豆号ヌi、見第亘.号竃工の匡見定礁谷か麗弓武4
匡癒機関登霞型小観種野謹老霞1皇健施詠1鯲謹尾
療帳戈進病院釜心K傑謬療所贈供轟さ五鷺太所者φ
腫雫築英謹j竜鱸支援蔓員西とする璽員巨那零以武灸
証謹彊太穗健匝霞廷置ヲ考女極垣長現璽義墨既宏乏
廊ド型丞貌種介1護老太速僅匙哉夏,fφ冨英を工遇 ,9 」

鳳示同じヲの支援顎詠具心理学療沃出噺乍業療基¥
浴亘知奮貫賃冨聴覚筆1楽養ぎ反ほ灸謹支援専門旦φ
浪L数英基準ぱ子柔φ谷号iご穐1ぞる従楽者φ匡分磯
岱じ「当.該吾号1畢建酬るモ奮豆ξtる'1

嘉ほ鬢鍾楽養壬叉踊介謹薫援璽門買

姪)1湿兇護匡捷嘘,,リ崖師§条盡箸著心で1ぼ管埋条鑾
蟹鋤響鯲援支穏専門買

K軍赫猛虚欝篤髪署1^条養塗K病床駆
狐鄭区輯灸病匠灸鶏貧祥1艮冬島塞襲ほ禿護舞援専



.

.

1ぎ条養美、1偲設ぎ五る,に謹医藤院募iほ病匠賣、亘く
廷霞療所五理悪癒j去蒸碧作葉療念蒼著じてほ言語
亜覚美女璽条養弐鳶遥y雪議医.癒機閲厩設型小
規1莫介藍老零1果優施霞匝、《斯渚亟処逼郵適切匡
錠釜五る餓忽軍鳥五為妥ぎぼ1彊五ないこと示でぎ
江喜遅'

ΩyR語X

条例(現行)

(構造設備の基準)

第6条介護老人保健施設の構造設備の基準は、次

のとおりとする。

①・介護老人保健施設の建物(入所者の療養生活

のために使用しない附属の建物を除く。)は、耐

火建築物(建築基準法(昭和25年法律第201号)

第2条第9号の2.に規定する耐火建築物をいう。

以下同じ。)とすること。ただし、,次のア又はイ

の要件を満たす'2階建て又は平家建ての介護老

人保健施設の建物にあっては、準耐火建築物(同

条第9号の3 に規定する準耐火建築物をいう。

以下伺じ。)とすることができる。

ア(略)

イ.療養室等を 2'階又は地階に設けている場合

であって、次に掲げる要件の全てを満たすこ

と。

(ア)'当該介護老人保健施設の所在地を管轄

する消防長又,は消防署長と相談の上、篁」2

金に規定する計画に入所者の円滑かつ迅速

な避難を確保するために必要な事項を定め

ること。 ノ

(イ)第32条に規定する訓練を、同条に規定

する計画に従い、昼間及び夜間において行

うこと。

(ウ)(略)

②~⑦(略)

2、(略)
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(介護保健施設サービスの取扱方針)

第 16 条,(略)

2~6 (略)

迂・'3f護老太保健極設ほy嘉佳西罰東讐φ適正北を図

建米董妻署Uで'は管種条養壬ヤ蚕霊璽五る介澄隻匡

.゛.

癒醍翻ぎ症税若じ新ま謬療所め理烹療藷董§イ乍業
療蓬正君しζば貫語聴覺土戈'ば条饗竃著亙亙璽登

条例(改正案)

種栗萎壬荏蕊り画聶.医療彊閏俳誕璽小巍模介護
渚X葆健施設直入所者φ処逼示適切仁行わ五る
獲i己めら五る等ぎぼ7置がないヒぞがでぎるご1Ξ.

セ製業略Σ

(構造設備の基準)

第6条介護老人保健施設の構造設備の基準は、次

のとおりとする。

(1)介護老人保健施設の建物(入所者の療養生活

のために使用しない附属の建物を除く。)は、耐

火建築物(建築基準法(昭和25年法律第201.号)

第2条第9.号の21こ規定する耐火建築物をいう。

以下同じ。)とすること。ただし、次のア又はイ

の要件を満たす2階建て又は平家建ての介護老

人保健施設の建物にあっては、.準耐火建築物(同

条第.9号の 3 に規定する準耐火建築物をいう。

以下同じ。)とすることができる。

ア(略)

イ療養室等を2階又は地階に設けている場合

であって、次に掲げる要件の全てを満たすこ

と。

(ア)当該介護老人保健施設の所在地を管轄

する消防長又ば消防署長と相談の上、第32

条第 1項に規定する計画に入所者の円滑か

(介護保健施設サービスの取扱方針)

第16条(略)

2~6 (略)

櫛7介謹老武保健施誕ほ;1.嘉休師拘東等φ適正イヒぎ図
渇五あ§次に掲i武る措置養講亘琴け五ばなら菱_い。1

つ迅速な避難を確保するために必要な事項

を定めること。

に規定する計画に従い、昼間及び夜聞にお

いて行うこと。

(ウ)(略)

②~⑦(略)、

2 (略)

(イ)・第32条第1項に規定する訓練を、同項



廼j,三・嘉迷西抑匝響躍麺注豆じφ琴那阿瓢策菱獲
箴蒸冬讐真会髪;鄭貸禪罫迫坂烝閉確ずる灣婆
圏1弐}そゆ琵果ぱ点゛撫P炎誕職亘是汾他ゐ徒
1業者1司周知微屋趣適為壁髪、1

条例(現行)

8 (略)

..

(施設サービス計画の作成)

第 17 条,.(略)

2.~5 '(略)

6 計画担当介護支援専門員は、サービス担当者会議

(入所者に対する介護保健施設サービスの提供に

当たる他の担当者(以下この条において「担当者」

という。)を招集して行う会議をいう'以下同じ。)

の開催才旦当者に対する照会等により、当該施設サ

ービス計画の原案の内容についてJ旦当者からL専

門的な見地からの意見を求めるものとする。

、

知ヌヲ蔓1丞角西蕉釜英適尋1径鱸五珂φ麺策蚕我
厨逐濁蚕買讐熊劣偶琶雷誥襲置烹お価み膚喉

自立した日常生活を営むことが

通信糎語穐以講憂手減1琶電話璽橿写兇E郡う舒

条例(改正案)

森倉1裂逐回厚写閉催薪る乞匠廼嬉工ぞ炎鐙果
推烹郡女11介誕臓亘憲φ他φ徒楽諸祥周知微
藏萎図墨買畢轍

儒茨廼膳黛姪災
8 (略)

罵活甫拶迂〒ぢ巡轡瓶ぎぎ嘉符φぞぼ高1ゞを
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(施設サービス計画の作成)

第17条(略)

2~5 ・(略)

6 言十画担当介護支援専門員は、サービス担当者会議

(入所者に対する介護保健施設サービスの提供に当

たる他の担当者(以下この条において「担当者」とい

フ~12

.

(略)

(辛雁劣

゛

う。)を招集して、行う会議(テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。だだし、入所者又

はその.家族(以下この項において「入所者等 と'い

う,。')が参加する場合にあっては、テレビ電話ゞ置等

の活用にっいて当該入.所者等の同意を写なけれぱな

(棄廂劣

らない。)をいう。以下同じ。)の開催、担当者に対

する照会等により、当該施設サービス計画の原案の

内容にっいて、.担当者から、.専門的な見地からの意見
を求めるものと'する。

フ~12 (略)

(運営規程)

(栄養管理)

第⑳条の2 介護.老人保健施設は、入所者の栄養状態

の、准持及び改善を図り

ことができるよう・、各入所者の状態に応じた栄養

管理を計画的に行なけれぱならない

(口腔¥生の管理)
介電老人保健施設はイ入所者の口腫の健第20条の3

、

康のイ持を図り

自立.した日常生活を営む

口腔衛生の管理体制を整彬し、各入所できるよう

ノ

者の状態に応じた口雇衛生の管理を計画的に行わ
なけれぱならない。

(運営規程)

『
1
"
:

一
)

{
.
(

'

P7

■



.

.

第29条介詮老人保健施設は、次に掲げる施設の運

営についての重要事項に関する規程(以下「運営規

程」という。)を定めなけれぱならない。

a)~⑥(略)

俳雁劣

⑦(略)

条例(現行)

(勤務体制の確保等)

第30条.(略)

2 (略)

3 介護老人保健施殷は、従業者に対し、その資質の

向上のための研,修の機会を確保しなけれぱならな

い。

定、しL当該

第29条介護老人保健施設は、次に掲げる施設の運

営についての重要事項に関する規程(以下「運営規

程J という。)を定めなけれぱならない。

a}~⑥(略)

じなけ・れぱな

条例(改正案)

(新設)

虐待の防止のための措置にする事項

(勤務体制の確保等)

第30条(略)

2 (略)

3 介護老人保健施設は、'従業者に対し、その資質の

(略)

向上のための研修の機会を確保しなけれぱならな

い。その際、当該介き老人保健施設は、全ての従業

佳乕到

者(看護師、准看電師、介瞳福祉士、介電支援専門

の資格をする者その他これに類する者をハく。)

去第8条一2項に規定する政令で定める者等

に対し

せるために必要な措置を講じなけれぱならない。

4 介撞老人健施設は、適切な介電保健施設サーヒ

忍知症介瞳に係る基礎的な研修を受三さ

スの提共確保する観点から、'職場において行わ

れる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言

動であって業務上必要かつ当な範囲を超えたも

,のにより従業者の就業1亜境が害されること防止

するための方針の明確化等の必要な措置を講じな

けれぱならない。

風.JJ"E、ι、、'、,r、H.rl.」+,.畔、.11."^冒゛」"■^七1^1.ι'一酢.,ー.

(業務継続計画で)一是等交1

'

湾師条ゐを、'ツ薩毛入葆優誰設ほ;感染確や那膏焚亜

め発空蒔1Ξ1語いそ,、、.;入所著ル調ず為芥ξ劃栗儘扉霞

旺子Eスの提供を二纒続菌'に一兎す、るだあ、の又、及ぴ

目蓄膏蒔め伏制迷草期珂案霧再閉、怠図るだ高珂許画

て以示、派葉霧纒続哥画「1ぞいう。ヌき

葉霧継薪哥画荏徒い必婁義稽置一

あ,耀い 6 '.1

亘工外電著天一僅葹設ほ;'徒葉著iミ対Uイ.;葉需纒、声舒

画化3ιiぞ油溪d新る苫'谷雪藍W泛運な誹修及U訶

隷菱廷期南莅美雅じな仔況ぼな、ぢな込淺

§二外芸一老χ栗雇葹言夏i嵐1琵期西i己葉霧継続計画、φ.亘
貢モ蔆行いじ・必婁iど応毛氣楽霧継続計画め愛壷

1テ'う悪み'三音為部
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(非常災害対策)

第32条(略)

(棄斤設)

条例'(現行)

(衛生管理等)

第33条(略)

区モ介護彊太保健施誕ほP当i支発護老零1果健雄1疑li欝
郷琴腫条難逗ぼ亘坂蓋菰発坐箔新晁章蒸狗延淫松
懸鴎ゑ.築氏鴇醍る竈買ぎ瓢四●ほ弛ぼ羅ら瞬9鰯
Rヲ織籌詠兇謹老琴1速健趣璽11気狸壱畷腰望湿罍空

餐j点遷φ子防葬霪藍麺無炎酬讐険篇買菟鞭策器
腫討迂濁釜負至翌麗麗纏罪T凪賀持鰍面寡讐閉彊
謬藩婆爰製信1正饗鱸鐙栗謡お病鐙従条者1ミ劇知
徹底蔵驫4爰喝

腰災姦長畷}、1
腰獅隠浩叉交護老秀保健董霞軍お鷲聾冴発護駁亘圃

踊1璽透廷柔簀i鴛穀漉罫厩築匪葬1璽鴛亜1萎英烹酬
製逐習撹莚炎腹狐々叉だ那灸観修だ起期1酌1ミ巣樋
する区古'Ⅷ

類Σ瀦N盛Σ1

(掲示)

第35条(略)

俳雁到

(非常災害対策)

第32条(略)

2 介護老人保健施設は、前項に規定する訓練の実施

に当たって、'地域住民の参加が得られるよう連携

条例(改正案)

に努めなけれぱならない。

できる。

(衛生管理等)

第 33条'(略)

亘三J卜護'老璽保僅施霞1ミ'当該外護置吸偲健1登設盧亀
拶ゞ琴盛毎症纂ほ食地毒谷溌厘讐罵速逢蛋知証烝な
嚇電ぢ築體捜鰹澗諸直墨講,樹号難驫砥隆毛鰯爵

K電飯発奪φ防'瓦武発冨醍φ河麺1
蓮ヌ◎条1ミ赴護老写保健匝i凱亀1冨竃φ発坐黒ばぞφ

滅発1蚕唖鳶弐萎残廼び嫁戸穐砺る諸置蓋三竃じ五a
圧ijぎ盆ら霊い6'1
a1逃之1尋ヌ藷)、,11

した書面当該介護老人呆健施設に備え付け、・か

民逃器当i美簸護老零狸遜碓盲瓢ミ冨鳶滞懲条湿製聾
罵矩叢φ号1配友逐琵琴証々Σ防鴛φ1ミ廼炎麺薫罵
種註弐藩委買会筏手U誓高語宇'橿奪署籍涌態慧

.

固券事阪発生φ防'φ元険亘委買会靴〒,,D澄霜話

つ

.

行う念8示透ぎ各君ゐぞ饗高河fぎ聯電盡胞笈月

1篭鴛亘以釜閉儷弐為妥等動三鷺鵬踊諸果1'揮n
業疑逢劉軍澗短徹盧鷺る壁点翻

K翻i,簿K鱈惣
1卿叉暫該謡護曹太保砥匝誕にしおn蓑1む餐雁員鴇

滅1迂英経璽者鳶薗む蔀感築湿及燧餐輸舞亜烹酬
製逐蓮毅延英厘正炎1葬盲1力司修竃璽廷^

f"曹響を活甫Uて行ぢご・乞隔¥ゼぎ為弔7あ醤獣

とにより、.同項の規定による掲示に代えることが

突重故発生阿匪正運聾発蒸磯φ裂猛)1
蓮迎ず条号弓1護讐X速儷雄霞ほ1璽蓮散匝'発二坐必ほ葺鱸

瓶1発を,M鳶裁る光晩1で露1詞掲.鯵姦話置1蚕講〕二捗匡
駁二ばな弓篭゛才1
鴛謬腰渓丞酪欝
夏添璽哉姦釜英防正直元契φ髪亘会及甑従柔者崖
麹章濁研修五琵頭飼ぜ行つ工乏;j

」

これをいつでも関係に自由に閲覧させるこ
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夷極弐濁と壁:甜
池欝1熊て電顛

(掲示)

第35条,(略)

2 介護老人保健施設は、前項に規定する事項を記載

窯誘波赤業発延ゐ、正お兇濁め勧丁饗建勘酌、

一
・
〕
}

一
.
'
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閏
一
,

朗
一

一
期.
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■
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従
一
び

一
及

,
)



゛

.

律廂劣

2~4

条例(現行)

(略)

(新設)

^」",."",

と・・,,1
.ι.,」^^

題窯所1§喜1ξ掲甑る措置を通切化璽藷ぼる夷蘭め

J

題当著一二置滋ぜ谷謁

2~4

条例做正案)

迷落籍み厨正災

(略)

靈4◎至φ21ケ1:,護老阪葆樋雁設ほ;1j喜'Cめ、発亜反ほ毛
セ)再発毛厨五"手る五島、二阪i三掲i子扇晋置モーじ'な

靜統ほなら稔い需

(基本方針)

第44条(略)

2 (略)

(新設)

行猫雪誠芥嘩老久f 健罷言璽iゼ需仔る、ーぞφ'防止、め

確珂め爾粂1笈検否寸する委盲会、、'て手Uビ雷言舌ヨ「置

、を活雨「迂モ粍うご匠西ミで菩、る毛、の三,ミる;エ'、

是期西拙閉確青為モ種毛7反工毛の'、。果1ビう、いて、1

仔下電一賣乏dj佃で)碇粟ーコミ1 知徹属.を図、る、匡

②芥当骸葬理著災稟確語設に禽仟る虐待め一正め

(新設ン

だ防あ、指丁恐駆子子る己ぞ;'1

固1当最罪謹老派一直施、設iご需、いて;外電職員宅
め他φ六葉一1ど秀心罷虐待φ"止のだ珂φ研修

、

屍定一南禧美雁まるE匠;1

圃丈所吾喜に掲げる措置そ通幼iご実稀する'だめめ

(施設)

第45条(略)

2・3 (略)

4 前3項に規定するもののほか、ユニット型介護

老人保健施設の設備構造の基準は、次に定めると

麺当、、を置;ぐ途三;1

(基本方針)

第44条(略)

2 (略)

3 ユニット型介妻老人健施設は、入居者の人権の

擁瞳、虐'、の止のため、必要な体制の整^を行

,

うとともに、その従業者に対'し、研修を実施する等

の措置を講じなけれぱならない。

4 ユニット型介電老人保健施設は、介電保健施設サ

ーヒ.スを提供するに当たっては、法第118条の2 1

項に規定する介護呆険等連

報を活用し、適切かつ効に行うよう努めなけれ

ぱならない。

(施設)

第45条(略)

2・3 (略)

4 前3項に規定するもののほか、ユニット型介護

老人保健施設の設備構造の基準は、次に定めると
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&その他必要な情



ころによる。

①ユニット型介護老人保健施設の建物(入居者

の療養生活のために使用しない附属の建物を除

<。 Xま、耐火建築物とすること。ただし、次の

いずれかの要件を満たす2階建て又は平家建て

のユニット型介護老人保健施設の建物にあって

は、準耐火建築物とすることがで.きる6

ア(略)

イ療養室等を2階又は地階に設けている場合

であって、次に掲げる要件の全てを満たすこ

と。

(ア).当該ユニット型介護老人保健施設の所

在地を・管轄する消防長又は消防署長と相談

の上、'第54条において準用する第32条に

規定する計画に入居者の円滑かつ迅速な避

難を確保するために必要な事項を定めるこ

と。

(イ)第54条において準用する第32条に規

定する訓練を、同条に規定する計画に従い、
.゛、

昼問及び夜間においで行うこと。,

(ウ).(略)

②~⑦(略)

5 '(略)

条例(現行)

ころによる。

①ユニット型介護老人保健施設の建物(入居者

の療養生活のために使用しない附属の建物を除

<。)ほ、耐火建築物とすること。ただし、次の

いずれかの要件を満たす2 階建て又は平家建て

のユニット型介護老人保健施設の建物にあって

は、準耐火建築物とすることができる。

ア(略)

イ療養室等を2階又は地階に設けている場合

であって、次に掲げる要件の全てを満たすこ

と。

(ア),当該ユニット型介誕老人保健施設の所

在地を管轄する消防長又は消防署長と相談

の上、',第54条において準用する第」2金第

1項に規定する計画に入居者の円滑かつ迅

速な避難を確保するために必要な事項を定

めるこ・と。

条例(改正案)

五ほなら遅'い1・1

謬製盡亘会燕宗U鷲二雷誥荘置響1,'"浩甫ιで行う

146

(介護保健施設サービスの取扱方針)

第47条(略)

2~8 (略)

§む字菖讐鴛望五護蓋璽速僅趣i気ぎミ暖佳西罰薫讐菟
適量頂菱図る製騨露葱姦卿直る諸葺ぎ講11な既麺譲
港'・ら逐.しミ簿
知牙二嘉佳西拘葉讐鴛適正鴛φ鰹璽英薗蕉蓋種討

瓢る委盧会菱導鳫荏イ迫二嘉璽頭儷鯲益等菖妥1奨
蔆灸論象1'ゑ7゛琴゛ξ症謹職買三;φ了也透延業者il
短知徹塵涯図姦§藩曝

贈)';、}.φに二IX鰹狐,」'..,、_.」.ー、'^』i...:..^ー.'ー,■、..J-r祉一""

10 (略)

亀

'

重に規定する訓練を、同項に規定する計画

に.従い、昼間及ぴ夜間1こおいて行うこと。

(ウ)(略)

②7⑦(略)

5 (略)

(運営規程)

第51条ユニット型介護老人保健施設は、次に掲げ

る施設の運営にっいての重要事項に関する規程を

(イ)第 54条において準用する第32条第 1

確延る妥璽臣渡裂ぞ英鐙果1女うい琴1分謹畷員搭
途1璽φ徒鴛者獲卿知微嘩1ミ園1嵐喜ど釜

、.,司,1-.』一゛",'ー."『",モサ゛1」T"ー.,、寺""゛セ.'丁「キ

、.、.、..、、『」.、-r.'ιJ.゛戸.,,",,、.、、,.L.'ι'.."、.ー.

10 (略)

膿三示迅蒼渇砲防吾迂為;瀬圏可月凖i向陰鴛閉

(介護保健施設サービスの取扱方針)

第47条(略),

2~8 (略)

誹,1尋二ゞ勗底型分護豊黍保健施設iミ器嘉迷廼劉蒐讐
矮麺套蛋菱図屡yξ硲蔀露獲穐咲る措置を講じ琴彪

麺1笂嘉奪1甑殉東讐英適董發英壇真英苅策蔦種賢

(運営規程)

第51.条.ユニヅト型介護老人保健施設は、次に掲げ

る施設の運営についての重要事項に関する規程を



゛

゛

定めなけれぱならな.い。

a}~⑦(略)

俳雁幻

"ヨ'(略)

条例(現行)

(勤務体制の確保等)

第52条(略)

2・3 (略)

4.コ..ニット型介護老人保健施設は、従業者に対し、

その資質の向上のための研修の機会を確保しなけ

れぱならない。

ノ

定めなけれぱならない。

a)~⑦.(略)

(新設)

条例(改正案)

虐待の防止のための措置にする事項

(勤務体制の確保等)

第52条.(略)

2・3 (略)

4 ユニット型介護老人保健施設は、従業者に対し、

その資質の向上のための研修の機会を確保しなけ

れぱならない。その際、当該ユニット型介電老人保

(略)

場

(準用)

第 54 条第.フ・条から第 13 条まで、'第 15 条、第.17

条から第20 条まで'第 23条、第 25 条から第28

条まで及び第32条から第42条の2までの規定は、

ユニット型介護老入保健施設について準用する。

この場合において、第7条第1項中「第29条に規

定する運営規程」とあるのは「第51条に規定する

重要事項に関する規程」と、第27条第2項中Tこ

の章(前条及びこの条を除く。)」とあるのは「第5

章第 3 節」.と、第 28 条中「第 17 条」とあるのは

「第,54条において準用する第 17 条」と、同条第

4号中「第38条第2項」とあるのは「第54条にお

いて準用する第 38 条第 2 項」と、.同条第5 号中

「第 40 条第 3項」とあるのは・「第 54条において

準用する第40条第3 項」と、第42 条第 2項第.2

号中「第 12条第 4項」とあるのは T第 54条にお

健施設は、全て・の従業者(看孝師、准看孝師、介瑳

畜祉士、介三支援専門員、法第8条

する政令で定める者等の資格をする者そ.の他こ

れに類する者を除く。)に対し、三忍知症介護に係る

基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講

じなけれぱならない'・

ユニット型介護老人保健施設は、適切な介護保

健施設サービスの提供を確保する観点から

において行われる性的な号動又は優越的な係を

背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範

囲を超えたものにより従業者の就業環境が生され

ることを防止するための方針の明確化等の必要な

2項に規定

措置を講じなけれぱならない。

(準用)

第 54.条第 7 条から第 13 条まで、第 15 条、第 17

条力喝第2Ω金の旦まで、第23条、第25条から第

28条まで、第30・条の2及ぴ第能条から第42条

の 2 までの規定は.、.ユニット型介護老人保健施設

について準用する。この場合において、第7 条第

1項中「第29条に規定する運営規程」とあるのは

「第'51条に規定する重要事項に関する規程1と、

第 27 条第2 項中「この章・(前条及びこの条を除

<。)」とあるのは「第 5 章第 3 節j と、第 28 条

中,「第'17 条」とあるのは「第 54条においで準用

する第 17条」と、同条第4号中「第38条第2項」

とあるのは「第54条において準用する第38条第

2項」と、同条第5号中「第40条第3項」とある

のは「第54条において準用する第40,条第3項」

と、第42条第2項第2 号中「第 12 条第4項」と
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いて準用する第 12 条第 4 項」と、同項第 3 号中

「第 13条第2項」とあるのは r第 54条において

準用する第 13条第2項」と、同項第4号中「第 16

条第5項」とあるのは「第47条第7項」と、同項

第5号中「第25条」とあるのは「第馴条におい

て準用する第25 条」と、同項第 6号中「第38 条

第2項」とあるのは「第54条において準用する第

38条第2項」と、同項第7号中「第40条第3項」

とあるのは「第54条において準用する第40条第

3項」とする。

条例・(現行)

俳廂劣

あるのは「第 54条において準用する第 12 条第 4

項」と、同項第3号中,「第 13条第2項」とあるの

は「第54条において準用する第13条第2項」と、

同項第4号中「第 16条第5項」とあるのは「第47

条第7項」と、同項第5号中「第25条」とあるの

は「第 54 条において準用する第25条」と、・同項

第6昇中「第謁条第2項1とあるのは↑第54条

において準用する第開条第2項」と、同項第7号

中「第 40条第 3項」,とあるのは・「第 54条におい

て準用する第40条第3項」とする。

条例(改正案)

(電磁的記録等)

竜

第匝条介護老人保健施設及ぴその従業者は、作成、

保存その他これらに類するもののうち、'この条例

◆

の規定において書面(書面、書類、文書、謄本、抄

本、正本、副太、複本その.他文字、図形等人の知覚

によって認識するtとができる情報が記載された

紙その他の有体物をいう。以下この久において同

じ。)で行うことが規定されている又は想定される

もの.(-10 第1項(前条において準用する場合を

含む。);及び第13条第1項'(前条においで準用する

場合含む。)並ぴに次項に規定するものを除く。)

(委任)

第郭条

につぃては、書面に代えて、・当該書面に係る電磁的

言酸(子的方式、磁気的方式その他人の知覚によ

つては認識することができない方式で作られる記

録であって、電子計算機による情報処理の用に共

(略)

されるものをいう。)により行うことができる。

2 介護老人健施設及びその従業者は、交付、説明

同意、承諾その他これらに類するもの(以下「交付

等'という。)のうちイこの条例の規定において書

面で行うことが規定されている又は想定されるも

のについては、当該交付等の相手方の承諾を得て、

書面に代えて、・電磁的方法(電子的方法、磁気的方

法その他人の知覚によって認識することができな

い方法をいう。)によること'ができる。

(委任)

(略)
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0長崎市指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条伊K平成24年
f、'!こ'、長崎市条例第50号) ・・従うべき基準

目次

第 1章~第5章(略)

第6章雑則(^)

附則

条例(現行)

(基本方針)

第3条'(略)

2 ・ 3.、(略)

俳廂妾)

149

ほ雁劣

目次

第1章~第5章(略)

第6章雑則.(^)

附則

!縦ι葉者φ買璽)}

篤,1条1王盲定外護療養型匡療施誕1(療萎病床X医療法
K昭1和巨合年1暖奪第巨価'号),第ブ条第_乞、垣第j葺に貌
建する療養病床をいうゑ以丞、向夏§巨萱賓す1る病院
萎あるもφ長1限るξ)長置K一ぎ従葉者の亘数ほ11

、譲英涯号1ご鵄i遜る延業者直区分噂属膜子当該登号
戸廷師る1遷玉亨'遅'既る選

条例(改正案)

(基本方針)

第3条'(略)

2・3 (略)

4 指定介孝療養型医療施設は、入院患者の人権の擁

蔓、虐'、の防止等のため、必要な本制の整^を行う

とともに、その従業者に対し、研修を実施する等の

Ki)1三医1武1粂闇悟市及示楽養壬笄ぞ五ぞ五匡療j郵異

措置を講じなけれぱならない。

5 指定介護療養型医療施設は、指定介護療養施設サ

短定弐る療養病床五省弐る病嘘ξじで矮要ξざ
五る数以写'

k之Σ長、迄丁にフミく略舗
俳斤設)

迺Σ:医師友逐藁剤飾ξ王五ぞ五医療法仁觀j亘す

ービスを提供するに当たっては、法第118条の2第1

項に規定する介護イ

報を活用し、適切かつ効に行うよう努めなけれ

ぱならない。

1(5)._ K略).1

巨二X略Σ1

1詣藍介護覆養型匡癒施設k健康保険基翌φ÷部を
逢正する蔆律酬則第イ即1条φ,1命,〒項φ貌霍武遍

'■

りなおぞ,の効西菱有弐る喜φξされ11五護偲除法
施行令k雫成1・W年政釡第4琵号)1第互条第・区項J戸規
麺弐る病床1三匡、リ構成、される病棟、く以卞r老太姓認

K徒美者φ為数X

第'番菟三獲霍灸謹療養型医療施i叙療養病床1匡療法
額訴腰工棄舌律軍⑳亘易'第マ系第之蓮第武号i詠見
建t風療姦病1医蚕い§t以示伺じRΣ琴有す姦壷院
1ξある煮φ匡限墨亙1)西置ζ1ミぎ徒葉者の1員頚ほ、・1
琴φ登号辱穐ぼる径楽者φ'区分に応じC当詠洛号
嫉足毎多1ξ亘ずどヲ蔓ヨ .,..

.、ー」..゛州腎"^゛」.^'.』.^1-ー,.ー"...ーーー.ーー'.ー..^,、.ーー●..一凹"1.ー. J.乢」、一●J耳.』1◆".゛ι▲ト¥ーノ●",1「間'ν..""ーーーー^.^『、..

盗療肇病虚姦煮す墨壷院どL七必要どぎ五る徴
遵遍

1迦影ヌ亙に盤災

等関連情報その他必要な情

k夏三条萎壬反iま管鍾条養士、1療^1旦◎

1圃弓工(略西
か、π艦獅

豆,'7指定灸璽療養型匡療施霞K健康偲除蔵等φ二急都岩
趣董す濁蓬建1晒則第、1⑳条φ之第i頑φ貌廷!は1
ヲ五お蒸φ既西乏有する五φ'ι窒五だ介謹保険法
施行令"(平成丁d写政釡第Ⅱ乞号Σ第司条奮1頂lt規
是する病床に否'り構成さ五る病穂X以下_↑老入性認

1以IEb)指定外r療養型匡療樋設1ごあっでほ;j以

塗
C
、

一
一



知匪渓悪極餐病種ι',匿二い巨、L)登煮烹墨病匠廷区武
織彊太1盤露'症疾患療髪病穂蔓煮美登病屍j'勢吋
隱■論函濁製φ鳶眼萎謡佳置で,黎ぎ延栗者φ亘鼠
臘弓塗炎贇熹信掲迂る径条著炎区分荏娘鳶1.当該饗
語反葬滅為芝釜U1蔓,ヲるす、1

条例(現行)

廼叉、匡師こ離剤師長赤条饗壬学悪龍ぞ罷匡鴻美美
勢要ぎ廷叛渇翻以導

腰瑳尚叉甑略Σ1
俳脂劣

固鑾,駁騎災1
轆ξ鳶1艦鴻

■■

冨器1療餐病嫁1ぎ煮登海涯匠太あ工X西Σ?1考零怪語知'
猛撲患療茎病穂聾谷薫空病院琴墨匙顎星分叢捷養
'鹽二崖謹施詠1黒置壁墨ぎ五護象援専門員鱸負璽炎穩

周る蓋墨御泡固'冥で写げ罷ぼ趣経?璽いg足だ心電沃

知症疾島裁餐壷穂i'"魚巨t災ぎ肴弐登病1嘘【返競
弐蓋零匡認知湿慕患療盡病穂を煮詠濁廷嘘1、●ヌi
風■1璽瀕風趣φ信亜る1§璽竃K葬浩疑業者英買
獣1ぎ§塗菟登号禪鵬ぼる征楽簀φ区分博戯宴ミ当或
浴鳥長堤廼る墾麗筆君迂冬露

f

饒怠箸め覗邇托生暉瀧尋巡傷谷ぼ鸞脳汾限町モ松

罵磯郭奮難墳条河喜滅談奮§墳梨滋募φ短葬獲熱
欝脳貫延ξ遜養論藤&婁璽遵難1璽者置築院讐1讐参部
鱸博限る駆廷孫渇竃望躍お亘冬然魂亀者φ1璽罵聾
匿区1佳姦知症残患滅盡壷穂1(専ら喜鞍璽者饗太醜
1等廷海凱弓S嬉限1益゛武傑る病軍及霞迂姦饗醍急賓
踊裁φ谷奇亀力鄭i加葬建毛め遍璽墨珸趣寺劃ご河
緩森濁翻

々熊指斌介璽掘養型匡滅碓設鱸径楽賓ぼN焦亘登竃讃

条例(改正案)

艇1怨匡節裂暫葉剤罰11ぞ航ぞ範匡毎悪頚鰹隻習
播五冬璽璽'

卿鷲偵拠ゞゞ酪区1
裕'郷榮饗壬冥ぼ管理条饗壬、1i老天1茎認知是羨怠撰

150

Y.戸"i,rJ'1打

饗嬬糠倦潔渚肩尿薮及甑療饗猪屎め薮万Ci卵1以

症介護療養型医療施設の識務'区従嘉,1る二蔓零万鵜

迄§'K略懇
4幤漕契1迄詔).t,・

鳶1綴療饗病璽登貧鴛濁病匠1太勢g鷲か、上老太廷認
知涯姪彊毎釜病璽甚煮罵る'病院琴墨隆痘建禿護擦
饗型匡療雁霞鴛遣ヌ弓恐き答護美援専則員φ亘数φ

正お殆琵罫臂"滅饗讐f匡恭硲設得あぢそ孫郷t以追

鷺冬豐凝・,稔k虚罵雁驫弛ぼ澗竪な●■確愈狭緒

1

鐙^汚盆療饗型医撰葹設叉'立砂.網塑摺楚芥璽擦饗

型崖療雁叢隠噸巨漆雁頚楚新葛駆登;昇R型猪是罪

電療養型崖療麗談署懸1.ゞ黒阪示澄1お垣莅1語e、黛澗

態静饗際k譜嫩示冠仂墳荏糖CSで尚じ;、励徒釜生覗

゛

標璽ばY.t第行1頑条河喜浸途鎗・§頭第,1喜珂短調、

栗廼1盲是靜讐撰養型匡'、一雁霞裂イ弄霞矛為膓谷お殆

郵砥お澄聾,邑1療琴病床X専rら璽鞍謹者姦区税さ廷濁
瓢分嬉唾る1翻鳶徐濯病望匡亘!男る然.1虚憲者φ璽裂
聾老露豊語知湿疾恵擾墨病穂健1壹要断1護者菱条
匠貫迂る郡芬径1亘る;,1'係竪1病室j登霞1子為添魂患

1.'廷1玩,高為
1駆獲発寄;麺療盡型匡療趣1支灸径楽者i雪露専亘当該獲

腰鞍護添蚕雲ξ匡療竈霞鱸.職器擡徒璽サ1蚕ミ豐範翁

鑓芥誰嚇養型崖蕪発管蔓浸赤登'翫武型猪鳧野誕撰

r、型匡撰寵三門ゐ罪璽畷負罵"でぎ覇天爵患著汾処邁

雁麦一弼裁芋場谷様工慧め'浪飢迷凝心欝、1

高、ア鋼'示垣璽番、号C.第'墳第,,6喜及逐第豆項1五lf謹繋
援専門真ぼ鰯専亘主φ臓璽直従事弐る璽勤φ者琴
舞a麺ぎな巨益啄、t靴ミ畷ι葬院趣者英処逼磯薫障
捗写賦場貧'ぱ二当1爵盲定炎護療養型匡療趣訟ゐ匝
滅美彊1冒奨重廷製弾直示でぎる煮五匡武るPI

E●、甲町'1,,゛'.、."'゛,單"ι'^門""十一'ーー

1」'、ー,.,ー'1.."1、".」1耳'1一●L,J゛、.,、.ー、ー

亘1^豊及遂第;亘埴英介謹支
擾専門員ば露魚らぞφ磯登進匙璽弐る鸞勳φ者で
菱"狗顎な多なN又・瑠廼鳶y甚虚憲晝φ,処邁信支障
郊ない蛋谷廷ミ当詠讃藍発誕裁養型匡療趣設英匝
迦葉盡信疑璽す濁江匠'がでぎる恵φモ受る'

§1新b三11"':【,略)_}



'

(指定介護療養施設サ」ビスの取扱方針)

第17条(略)

2~6 (略)

区ξ詣定介謹療盡型医療施訟はゞ喜循t)1廻東等φ適匡
1亘を1図る五防ξ啄1及磯1里る諸債薩講直五哩五ば献
'ー^ー、.ー...●^.

奴Σ11嘉伏酬拘東等直適1正匡英だめφ阿条五稜討
辻1る委亘会を,③1夏1切旦i語上閉彊豆る蚤匠再i司
悪φ盆象や互い七卜Ji1麺雁亘そφ他φ徒葉者仁
周知徹威を図墨亘互]

条例(現行)

1之1.1・1画に1畷Σ1'1
8 '(略)

(指定介護療養施設サービスの取扱方針)

第17条(略)

2~6 (略)

勢辻号定介璽垂養聖匡憂施誕ばL易太酬拘東警φ適正
北置図るだ珂;魯匡矧ず.る1貧置蔓藷厘五げ五ばな
妬匡河い部".、ー.ニー.'凡"."ーー'イ.、1

疑工E身"酌珂東等φ適匡正匝五めφ冠董蓋種討

(施設サービス計画の作成)

第18条(略)

2~5 (略)

6 計画担当介護支援専門員は、サ.ーピス担当者会議

(入院患者に対する指定介護療養施設サ「ビスの

提供に当たる他の担当者(以下この条において「担

当者」という。)を招集して行う会議をいう。以下

同じ6)の開催、.担当者に対する照会等により、当

該施設サービス計画の原案の内容について、担当

者から、専門的な見地からの意見を求めるものと

する。

条例(改正案)

151

(栄養管理)

謡姦委員会;(・テD悪語話、、置尾め他aジ儒一通信

篁2旦条の2 指定介護療養型医療施設は、入院患者の

稜需ヌ璃〒『子区E7語f置等工苫い弓;§を活

1匡1'回以上開催武1る七茎西長;.'ぞ匝)霜栗長、うい
麟1..汾璽雁亘そφ価φ征条者長周知徹雇蚕図る
t.毛T ',.戸r゛,ー

、止一^ーーJ.ー.●'

捻鷲廼延IK酪Σ"1
8 (略)

角、心でーう,ご吾がで7ぎる亀φ乏す名にjヌを.§
巨^1

栄養状態の維持及び改善を図り、"自立した日常生

活を営むこ・とができるよう、各入院患者の状態に

応じた栄養管理を計画的に行わなけれぱならな

い

(施設サービス計画の作咸)
」

第18条(略) J

2~,5 (略)

6 計画担当介護支援専門員は、サーピス担当者会議

(入院患者に対する指定介護療養施設サ」ビスの提

供に当たる他の担当者(以下この条において「担当

者」という。)を招集して行う会議'乞上上軍話装

フ~12 (略)

俳廂劣

置等活用して行うことができるものとする。ただ

し、入π患者又はその家族(以下この項において「入

院患者等という。)が参加する場合にあっては

テレビ電話M 置等の活用について当該入院患者等

の同意を得なけれぱならない。)をいう。.以下同じ。)

の開催、担当者に対する照会等により、当該施設サ

ービス計画の原案の内容にっいて、担当者から、・専

門的な見地からの意見を求めるものとずる。

フ~12 (略)

(口腔衛生の管理)



(辛雁劣

条例(現行)

(運営規程)

第28条指定介護療養型医療施設は、次に掲げる施

設の運営についての重要事項に関する規程(以下

「運営規程」という。)を定めなけれぱならない。

a)~⑥(略)

(辛雁斐)

⑦(略)

条是ι二当該竃需鞭繞舒画荏徒い必婁義殆置菱藷

152

第20条の3 指定介瞳療養型医療施設は、入院患者の

(勤務体制の確保等)

第29条(略)

2 (略)

3 指定介護療養型医療施設は、従業者に対し、その

資質の向上のための研修の機会を確保しなけれぱ

ならない。

」 口腔の健康の保持を図り、自立した臼常生活を営
むことができるよう、口腔衛生の管理体制を整備
し、各入院患者の状態に応じた口腔衛生の管理を

条例(改正案)

ノ

計画的に行わなけれぱならない。

(運営規程)

第28条指定介護療養型医療施設は、次1こ掲げる施

設の運営にっいて,の重要事項に関する規程(以下

「運営規程」という,i>を定めな.けれぱならない。

①~⑥(略)

そ蒋叉饒憲"に対する指定

業霧継続託画めr是奪

⑦声'、の防止のための措置に関する事項

但1 (略)

(勤務体制の確保等)

第29条(略)

2 (略)

3 指定介護療養型医療施設は、従業者に対し、'その

資質の向上のため、の研修の機会を確保しなけれぱ

篇焚害め発璽爵謄番

俳斤設)

゛

、

ならない。その

全ての従業者(看瞳師、准看講師、介電福祉士、介

護支援専門員イ_法第 8 条第 2 項に規定する政令で

律廂劣

定める者等の資格を有する者その他これに類する、

者を除くb')に対し、認知症介護に係る基礎的な研

当該指定介瑳療型医療施設は

修を受講させるために必要な措置を講じなけれぱ

ならない。

4 指定介瞳療養型医療施設は、適切な指定介護療養

施設サーピスの提共を確保する観点から、職場に

おいて行われる性的な言動又ぱ優越的な関係を背

景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲

を超えたものにより'業者の就業環境が害される

、

ことを防止するための方針の明確化等の必要な措

置を講じなけれぱならない。

第Z墜亟好摺楚外護蕉養璽崖療寵調薫1感築注艦罪

野電療養癒語舮牙窟叉め穂役讐秘系貫飼佳美硲蒜高

i

だ島お兇及赤罪膏蒔お深制で羣期お璽霧倉菊を図

る発爾み哥画R以示鴇葉霧秘売冶干画丁,"遊,しゞう都'ジ:宍

一

ー
)

ー
.

叫
'
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.

条例(現行)

(非常災害対剣

第31条(略)

俳応劣

(衛生管理等)

第32条(略)

響'1盲趣i匪_療養廼医療施誕ほ{凹聶摺是外誕療釜型
匡療施轟i茎おいてt感栗垂文は五軍毒が発生、レι叉
冨盧亙、延工餐い氏'う加ぎ擾if蔓掻置ぎ謂亘樹辻写
ぼなら盆いbJ

狽ヌ'当烹希璽介匝蚕釜型匡療施殻j署藷ける雇条

怒覆1子乳循ヲよ嬉砥エミ談

巨尋指硬辧電療養廼医療葹霞ほ巡徒璽著穩蔚態郡璽霧
籍続哥画徒§Vf迷膚知窃高、遮ε習博黛必萎稔靭礁

製"迷司'ーア建期飼i急璽兎U叛li子統ぼ濠ぢ赤嘔浦

条例(改正案)

聾群盲璽炉電羨饗型匡慕施i数黛1確期酎ば粂需継続託
画お見置心裂府藤ミ泌璽捷砥廷廷深需鞭続許画峨

發壷瑞行気雪俄遵茨為箭

粒薫菱種哥ず亙委員会蚕おお發ね工i見ばf画以
匡閉催王る菖と毛戸艾ぞφ結栗化っいで猛栗者
長凋知徹塵する亘直ヨ

1②1疑K畷羽

腰Σ、当該1亘藍外護療養型匡療極設1ξ亘しNて;・赴護
瓢夏憲1五個五従条渚1修麺1酵露惑蒸匝及露食酉嘉
炎烹亜鑾亘ぎ長、延φ防'φ五郡互研儷蚕璽期鰻
i=実施ヲ三るごと、i

K亙に11略).a

(掲示)

第34条(略)

(辛斤設)

逓友ぴ亘中喜め茅1防及ヌf圭る延の防正匝璽1廼灸

(非常災・害対策)

第31条'(略)

2 指定介電療養型医療施設は、前項に規定する訓練

の実施に当たって、地域住民の参加力や具られるよ

う連携に努めなけれぱならない。

(掲示)

(衛生管理等)

第32条(略)

互";猛璽すf護療養型匡療施設ιむ.'当÷該蛋定介護療憂型
医稜二極設i豆お■で'惑栗症ヌば食中毒が発、生〔';、1
倭ぎ元莚'じないよう次iミ掲げる猪匿を講C五仔五
ぱ空ら匪「,い。、

甑Σミ登該蛋定介護療養型医癒二極霞仁お圧る感至
湿立逐鴛軍毒五〒価及璽ま長延φ防匡φ五'硲弓

第34条(略)

2 指定介瞳療養型医療施設は、勺項に規定する事項

を記載した書面を当該指定介妻療養型医療施設に

備え付け、かつ、これいつでも関係者に自由に閲

覧させることにより、伺項の規定による掲示に代

河、筆を種賢,ミる委貞会τ手・レE 話ゞ、置、、"、;、
儒心て.行う,こ乏万ξでぎる毛のぞ手るi)をお誕む

痕河月]罵工回以上閉催ずる遷電声i'ξそ.英語果
仁う゛太1徒業者停周知砥底ず蚕'五"

池Σ二1111(略),,1

懸又1,1当骸蛋定禿璽療萎型医療施誕゛おU太1分護
瓢亘そφ廼φ従栗者長苅黒J感条症及賢食璽毒

えることができる。
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迦烹陵及びぎヌξ証φ防止五だ西φ研修証赤i三'感

期西fミ実施する亘と1;1
K司証二X酪烈

症の事酬友家条元延め断正め五あゐ馴1一菱兇



「璽竃発響珍璽讐'及麩発璽"φ爾岱窯
速亙§条工獲璽分護蚕養型匡療施霞ばξ璽飯φ罷鷲業
躍ぞ英喜発饗防鴛登饗憂廼燕零獲獲遜蔓蜑置姦誕
鰄写せ五ほな髪碓い誘
駒メ郷て可添終略劉
懸)二1璽阪發導,)熊1讐遒憂廼英需亘嚢基遂延"業彊

體裁勇る靭修萎笈期鯛信徒ゑ二●觀

条例(現行)

(新設)

互烹駅む叉酪Σ1

K裏取完匡φ防鴛型璽発坐酷鱸冠広可
藤1抑凝芽指遁介謹療盡型匡療匙設;ぽξ黒散φ罷蛋叉

1誠毛英書発蓋1防讐登益だ随好象写狽1張寄措置饗議
1迄な圧歴ぼな郵琴゛醗
難芽器②1浮義盤繁

(新設)

条例(改正案)

K阿"二事取発騨φ防1埋φli蚤め委亘讐χ昂.腫E雷話
卯"'

、

捕1翫運委璽業者得段讐る薪修蓋器勳,弛ミ得ず鴛
浩靴,1

卿汽愉鄭昇径鴇浮高猪置を§面例倦美施凱藩発奮お

獲雪署饗置て途芝晋,1

轡響葱活涌、■迷行河廷ぞ劣ξ建ぎる浮お態新

迷虐^
鮪ゑ勺条お芦靜曾是芥電滅饗型匡臻施言聳ほ署虐律お礫坐

゛

r

慶篠鷺汾首発鷺艀企ぎ渚、鰹濁熊淡徒鴇1箏局浮冒置裂

、

需毛ヲ師子発懐な毛1裂誠黒

(基本方錦

第 43 条、.(略)

2 '(略)

(棄乕窒)

餓騨雪骸循楚密電撰饗型崖髪碓護禮希符溶虐符お
7正め硬豁珂対一毛稜詠薪滞萎實婆覗子製遣霜

苦r置写陛3舌甫磁迷肴ぢ1恐醤添恕筈嬬鷺微を獣

躍姪覗習建期的健萌確牙猪モ班爲牲慧慧お籍菓伐

渉器慧券奔1"、謡員渚珂佃汾荏築著得僧聞徹属忍

國冬、・「イ乞,門

圃器当詠猪蒙芥護療萎塑崖嚇泥駿後務野客虐稽お

(新設)

、

固で雪議猪是葬÷汚寮一型匡撰餓好ι糖し迂亀辯垤

正aシ捷郵耐殆1"'T下整倫葺葛恐〒響潮

員宅めで佃お徒梁署'忍対脳燕彊籍お厨正ず接お

お餅荏髪蒙期、妬た嘆極嘩渇起泛昭g

迄辯剤ず喜捲縞藤洛稲置欝邇劫伐饗葹著IT籍廷おお

气

廼雪一署置でE瑳;_1

(基本方針)

第43条(略)

2 (略)

ト型指定介妻療養型医療施設は、入院患ユニツ

、

者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制

の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を

実施する等の措置を講じなけれぱならない。

ユニット型指定介穫療養型医療施設は、指定介

瞳療養施設サービスを提供するに当たっては、法
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、

(構造設備)

第44条,X略)

2"前項のユニット型指定介護療養型医療施設のユ

ニット、廊下、機能訓練室及び浴室については、次
■■

の各号に掲げる設備の区分に応じ、当該各号に定

める基準を満たさなけれぱならない。

(1)ユニツト次のアから工までに掲げる設備

の区,分に応じ、当該アから工まで,に定めるとお

りとする。
、

ア病室次のとおり・とする。

(ア)・(略)

(イ)病室は、いずれかのユ・ニットに属する

ものとし、当該ユニットの共同生活室に近

接して一体的に設けること。ただし、ーのユ

ニットの入院患者の定員は、おおむね.10人

条例(現行)

L

第118条の2第1項にま定する介護保険等関連,報

その他必要な戸報を活用し、適切かつ有効に行う

よう努めなけれぱならない。

条例(改正案)

(構造設備)

第44条(略)

2 前項のユニット型指定介護療養型医療施設のユ

ニツ・ト、廊下、機能奇、11練室及び浴室については、'次

の各号に掲げる設備の区分に応じ、当該各号に定

める基準を満たさなけれぱならない。

、(1)ユニット次のアから工までに掲げる設備

の区分に応じ、当該アから工までに定めるとお
J

りとする。

ア・病室次のとおりとする。

(ア)(略)

(イ)病室は、いずれかのユニットに属する

ものとし、当該ユニットの共同生活室に近

接して一体的に設けること'ただし、ーのユ

ニットの入院患者の定員はL 原則としてお
ノ凡

以下としなけれぱならない。

第45条く略)

2 前項のユニツト型指定介護療養型医療施設のユ

ニ.ツト、廊下、機能訓練室及び浴室は、次の各号に

(ウ)ーの病室の床面積等は、次のいずれか

を満たすこ'と。

盲{.、.イ栢:651苹芳ヌ子¥ル以IE'"する、Eぞ1'訊^1

子三廷じじ二て手ゞだだL響a)珊谷iEあっ_で

ほ;巨i葱牟芳ヌ〒'下ル、以上どするご乏、1

b 'ユ'ニットに属さない病室を改修した

こと,'

(エ)"(略)

イ~エ(略)

②~④(略)

3'・5 (略)

病室は、当該病室を隔てる壁と天井と

の聞に一定の隙間が生じる場合は、入

π患者同士の視,泉の遮断の確保をする

おむね 10 人以下としL15'人を超えないも

のとする。

Kウ)ー'"气ゐ病室φ戻面積鞠颪'ニ'jd腐'牟屶・ヌ

第 45条、(略)

2 前項のユニット型指定介護療養型医療施設のユ

ニット、廊下、・機能訓練室及び浴室は、次の各号に
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'、ニ'F、ル以〕ι7ε手るこ・ど;ず三発じ;てナ丁だだ'じ

IE'乏1ずる己1子"1

哨11る)

(削るD

(エ)..(略)

イ~エ(略)

②~④(略)

3~5 ・イ略)
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掲げる設備の区分に応じ、当該各号に定める基準

を満たさなけれぱならない。
N、

(1)ユニット次のアから工までに掲げる設備

の区分に応じ、当該アから工までに定めるとお

りとする。

ア病室次のとおりとする。

(ア)(略)

(イ)病室は.、いずれかのユニヅトに属するも

のとし、'当該ユニットの共同生活室に近接

じて一体的に設けること・。た・だし、ーのユニ

ツトの入院患者の定員は、おおむね10人以

条例(現行)

下と.しなけれぱならない。

(ウ)ーの病室の床面積等は、次のいずれかを

掲げる設備の区分に応じ、当該各号に定める基準

を満たさなけれぱならない。

①ユニット'次のアから工までに掲げる設備

の区分に応じ、当該アから工までに定めるとお

りとする。

ア病室次のとおりとする。

(ア)(略)

(イ)病室は、いずれかのユニットに属するも

のとし、当該ユニットの共同生活室に近接

して一体的に設けること。ただしイプのユニ

満たすこ'と。

条例(改正案)

逝芥齡誘1縦芳牙当痕ル叡墜芝牙るぜぞ'炉興
體氾鵬罵尿硯疹鐙贈蓋汾鶏谷蒋高渉tぼ鷲

製滋靴努ヌ讐.R兇瑛釜遊甥各迂ぞ舗

b・ユニヅトに属さない病室を改修した病

室は、当該病室を隔てる壁と天井との間

(エ)(略)

イ~エ(略)

②~④(略)

3へ・5 (略)

に一定の隙間が生じる場合は、入院患者

同士の視線の遮断の確をすること

ツトの入院患者の定・員は、原則としておお

とする。

R,§剛尊汾肩堂お尿面磯尊ぼ難薪敬箙軍芳雰一1.〒J,」■"Ξ゛『'.'〒゛艸"、"十

采元倣主辺牙高袈葱1発発態笈哉工発発む響

むね 10 人以下とし、15 人を超.えないもの

゛
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第46条(略)

2'前項のユニット型指定介護療養型医療施設のユ
'ー

ニット、廊下、生活機能回復訓練室及び浴室は、.次

の各号に掲げる設備の区分に応じ、当該各号に定

める基準を満たさなけれぱならない。

(1).ユニット次のアから工までに掲げる設備

の区分に応じ、当該アから工までに定めるとお

りとする。

ア病室次のとおりとする。

(ア)(略)

(イ)'病室は、いずれかのユニットに属するも

のとし、当該ユゴットの共同生活室に近接し

妨鶏容謄務ぢ迷ぽ牙腫鷲冨ヰ湧ヌ写染ル以釜

1遷1するπ,迭WI

御1る)

(削る)

゛

(エ)(略)

イ~エ(略)

②'④(略)

3~5 (略)

第46条(略)

2 前項のユニット型指定介護療養型医療施設のユ

ニット、廊下、生活機能回復訓練室及び浴室は、次

の各号に掲げる設備の区分に応じ、.'当該各号に定

める基準を満たさなけれぱならない。

(1)・ユニット・.、次のアから工までに掲げる設備

の区分に応じ、'当該アから工までに定めるとお

りとする。

ア病室次のとおりとする。

、(ア)(略)

(イ)病室は、いずれかのユニットに属するも

のとし、当該ユニットの共同生活室に近接し



告

て一体的に設けること。

トの入院患者の定員は、

としなけれぱならない。

条例(現行)

(ウ)ーの病室の床面積等ぱイ次のいずれかを

満たすこと。

ただし、ーのユニッ

おおむね 10 人以下

亘ルid7甜軍1芳ヌ黙准ル以壬毛、手るそぞ二詣三礎
奴決京;廷短酒響め鶴谷荏函多悉ほ1西露ア雫

劣ヌ子弐fJレ以塾習蒜為喜1ど劇

は、当該病室隔て・る壁と天井との間にー

こと。.

(エ)(略)

イ~エ(略)

②~④(略)

3・4 (略)

y卜に属さない病室改修しだ病室

定の隙問が生じる場合は、入院患者同士の

見線の遮断の確保をする

1.こそ%§でぎる冨の7ε司〒る。・'・ジを■1夏謄鷲画巨写

て一体的に設けること。ただし、ーのユニッ

トの入院患者の定員は、'原則としておおむね

条例(改正案)

1唖Σ一aシ病室φ'面積等ほTld而7薫秀タ'子下

10人以下とし、15人超えないものとする

(指定介護療養施設サービスの取扱方針)

第48条(略)

2~8 (略)

,j"'県子ン1.6聖指定介護匪ミ蔓聖匡握垣設ば'嘉迷酬
駒東響φ適正{ヒを園る五廼、1啄iξ擾ぼる猪置を講
心な!ナ五ぼならない。」、
迺Σξ弓1佳醒拘東等亜適正北φ元匝_φ丙系五1検奇

1吏.る委員会を"a魂i三、:11、回以÷亘閉霊,テ墨乏乏匡i1叉
姦φ讃栗にづい考'子介護職旦そφ1値φ従業著匡
圃知徹底菱図1る亘匡選

泥歎正そず1るE乏.ごだ鷺U紋藷丁、ナgだU書ゐ

鶏否徒あぢぞぼ澄欝§平芳券等蔦ル以正袈凱
rj^'ー,ー

1る.'ご2ご,6,1

(削る)

(削る)

(エ)(略)

イ~エ(略)

②~④(略)

3.・4 (略)

虐'、の止のための措置に関する事項
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10 (略)

J

(運営規程)

第52条ユニット型指定介護療養型医療施設は'次

に掲げる施設の運営についての重要事項に関する

規程を定めなけれぱならない。

Ⅱ)~⑦(略)

(運営規程)

第鼠条'ユニット型指定介護療養型医療施設は、次

に掲げる施設の運営についての重要事項に関する

規程を定めなけれぱならない。

U}~⑦(略)

律斤設)

⑧(略)

(指定介護療養施設サービスの取扱方針)

第48条(略)

2~8 (略)

⑨"゛子、、子'シ,.・ド型1旨霍介護癒養型匡療施設iぎ§j●;佳岡
狽東等φ適正1じ'を図るだめミ、1啄iミ穐1子る讃置置誕
婆'毛げ範ぼな先三、ない1ι,,」●.耳、W゛、、.,.ル甲一A-J-.1.,.、ーー,.、.'.゛.,..."、._

._ 1

奴f,1ご嘉迷薗狗束靈々)適正福φだ1廼φ麺条'麦禄討

(略)

ユー

する委亘芸'そ・テDe一語芽置奪.,活用む途行う

閉催ず1る1ε,澤1竪匡イ呈φ論栗仁ゴしX琴11五護職亘
念φ匝φ径美者に周知微域ぎ図る蔦ぞ劉

腰)'・《,)に、1"'1略§ 1ー'、、.ー.ーーー..."1:ー.,'゛ー、"..、、、.....ー.-1.1 1

10 (略)

b
-

)
ニ(

⑧
一
⑨

-
3
- 」

一

司

一
)
一セ



(勤務体制の確保等)

第53条(略)

2・3 (略)

4,ユニット型指定介護療養型医療施設は、従業者

に対し、その資質の向上のための研修の機会を確

保しなけれぱならない。

条例(現行)

(辛廂劣

(勤務体制の確保等)

第53条(略),

2・3 (略)

4 ユニット型指定介護療養型医療施設は、従業者

に対し、その資質の向上のための研修の機会を確保

しなけれぱならない。その際、当該ユニット型指定

条例(改正案)

(準用)

第ち5 条第 8 条から第.14 条まで、第 16 条、第 18

条から第20条まで、第24条から第27条まで及び

第 31 条から第41 条の 2 までの規定は、・ユニット

型指定介護療養型医療施設について準用する。こ

の場合において、第8条第 1項中・「第28条1二規定

する運営規程」とあるのは、「第,52条に規定する重
'{

要事項に関する規程」'と、第26条第2項中「この

章(前条及びこの条・を、除.<'。')」とあるのは「第5章

第 3節」と、第27 条中「第 18条」とあるのは「第

弱条において準用する第18条」と、同条第3号,中

「第 37 条第、.2 項』・とあるのは、「第 55 条において

準用する第37条第2項」と、同条第4号中「第39

条第3項」'とあるのは「第55条において準用する

第 39 条第 3 項」と、第41 条第2項第 2号中「第

14条第2項」とあるのは「第邪条において準用す
亀

る第 14条第2 項」.と、同項第 3号中「第 17条第

5 項」とあるのは「第48 条第 7項1と、同項第 4

号中「第、24条」とあるのは「第 55 条において準

用する第 24条」と、同項第 5 号中「第 37 条第 2

介護療養型医療施設は、全ての従業者(看護師、准

看讃師、介璽畠祉士、介電支援専門員、法第8条第

2 項に規定する政令で定める者等の資格を有する

者その他こ・れに類する者を除く。)に対し、認知症

介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要

十

な措置を諸じなけれぱならない。

5 ヨ_ニット型指定介護療養型医療施設ば;適切な指

定介護療養施設サ「・ピスの提供を確保する観点か

,

ら、職場において行われる性的な言動又は優越的

な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ

相当な範囲を超えたものにより従業者の就業環境

が害されるこ'とを防止サ、るための方金の明確化等

の必要な措置を講じなけれぱならない。

(準用)

第郭条第 8条から第 14条まで、第 16条、第 18

条から第20条の3まで、第24条から第27条ま
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で、第29.条の2及ぴ第31条から第41条の2 ま

での規定は、ユニット・型指定介護療養型医療施

設'にっいて準用する。この場合において、第8条

第1項中'「第28条に規定する運営規程」七ある

のは「第 52 条に規定ずる重要事項に関する規

程」と、第26 条第 2項中.「この章(前条及びこ

の条を除く。)」とあるのは'「第5章第3 節」と,、

第27条中「第 18条」とあるのは「第弱条にお

いて準用する第18条」と、同条第3号中「第37

条第2項」とあるのは「第郭条において準用す

る第37 条第2項」と、同条第.4号中「第.39条

第3項」とあるのは「第55条において準用する

第39条第3項」と、第 41・条第2項第2号中「第

14条第2項」とあるのは「第55条において準用

する第 14 条第 2 項」と、同項第 3 号中 f第 17

条第5項」とあるのは「第48条第力動と、同

項第4号中「第 24条」とあるのは「第 55,条に



.

.

項」とあるのは「第55条において準用する第37条

第2項」と、同項第 6号中「第39条第3項」とあ

るのは「第郭条において準用する第39条第3項」

とする。

条例(現行)

俳廂劣
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、

おいて準用する第24条」と、同項第5号中「第

37条第2項」とあるのは「第騎条において準用

する第 37 条第2項」と、同項第 6 号中「第 39

条第3項」とあるのは「第弱条において準用す

る第39条第3項」とする。

条例(改正案)

」軍^

第旦塗指定介電療養型医療施設及びその従業者

は、作成、'保存その他これらに類するもののうち、

この条例の規定において書面(書面、書類、文書、

謄本、抄本、・正本、副本、複本その他文字、図形等

人の知覚によって認識することができる情報が記

載された,長その他の有体物をいう。以下この条に

おいて同じ。)で行う.ことが規定されている又は想

定されるもの・(第11条第1項(前条において準用す

る場・合を含む。)及ぴ第14 第1項(前条において

用する場合を含む。)並びに次項に規定するもの

(委任)

第上旦金

<。)については、・書面に代えて、当該書面に

る電磁的記録(電子的方式、磁気的方式その他人

の知覚によっては認識することができない方式で

作られる記6、であってイ.電子計算機による,報処

理の用に供されるものをいう6)により行うことが

できる。

附.'則

(略)

9 療養病床を有する病院(平成24年3月31日にお

いて、医療法施行規則附則第52条の規定の適用を

受けていたものに限る。)である指定介護療養型医

指定介撞療型医療施設及びその従業は

付、説明、同意、承諾その他これらに類するもの

(以下「交付等,という。)のうち、"この条例の規

定において書面で行うことが規定されている又は

想定されるものについては、当該交付等の相手方

の承諾を得て、書面に代えて.、電磁的方法(電子的

方法、,.磁気的方法その他人の知覚によって認識す

ることができない方法いう。)1こよることができ

(委任)

第旦条

附.則

(略)

9 療養病床を有する病院(平成24年3月31日にお

いて、医療法施行規則附則第52条の規定の適用を

受けていたものに限る。)である指定介護療養型医

交2
-

▲



療施設については、平成36年3月・31日までの間

は、第4条第 1 項第 2号中「6」とあるのは「8」

と、同項第3号中「6」とあるのは「4」とする。

条例(現行)

10 老人性認知症疾患療養病棟を有する病院(平成

24年3月31日において、医療法施行規則附則第

52条の規定の適用を受けていたものに限る6)であ

る指定介護療養型医療施設に置くべき従業者の員

数は、平成36年3月31.日までの間1試第4条第

3項の規定にかかわらず、次の各号、に掲げる従業者

の区分に応じ、・当骸各号に定めるとおりとする。
r,

①医師、薬剤師及び栄養士それぞれ医療法上

必要とされる数以上

②~⑤(略)

俳廂窒)

療施設に?いては、.令和 6年3月31日までの間

は、第4 条第 1 項第 2 号中「6」とあるのは「8」

と、同項第 3号中「6」とある・のは「4」とする。

廊下については、令和6年3月31日までの間は、

条例く改正案)

10 老人性認知症疾患療養病棟を.有する病院(平成

24年3月31日において、医療法施行規則附則第

52条の規定の適用を受けていたものに限る。)であ

る指定介護療養型医療施設に置くべき従・業者の員

数は、令和 6年3月31日までの間は、第4条第3

⑥

11 療養病床を有する病院(平成24年3月、31'日にお

いて、医療法施行規則附則第.51条の規定の適用を

受けていた鳥のに限る。)である指定介護療養型医

療施設に係る病室に隣接する廊下に.ついてはイ王

成 36年3月31日までの聞は、第 5 条第2 項第3

(略)

、

項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる従業者

の区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。

①医師及び薬剤師それぞれ医療法上必要と

号及び第"条第2項第2号中「1.8メートル」と

あるのは「i.2.メー.トル」と、「2.フメートル」とあ

るのは「1.6 メーL トル」とする。

号

される数以上

②~⑤(略)

⑥栄養士又は管理栄養士

'

12 老人性認知症疾患療養病棟を有する病院,(平成

24年3月31日において、医療法施行規則附則第

51条の規定の適用を受けて.いたものに限る。)であ

る指定介護療養型医療施設に係る病室に隣接する

療養病東に係る病床数及び療養病床の数が.100

以上の指定介電療養型医療施設にあっては、1以

第 7,条第 2 項第 4 号中「1.8 メ・;ートル」とあるの

はΠ.'2 メートル」ど、「2.フメートル以上(医療法

施行規則第43条の2の規定の適用を受ける病院の

廊下の幅にあ'つては、 2.1 メ」トル以上)」とある

のは「1.6 メート、ル以上」,とする。
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⑦

廊下にっいては、平成36年3月31旧までの間は、

11 療養病床を有する病院(平成24年3月31日にお

いて、医療法施行規則附則第51条の規定の適用を

受けていたものに限る。)である指定介護療養型医

療施設に係る病室に隣接する廊下にっいては、金
和6,年3月31日までの間は、第5条第2項第3号

(略)

第7条第2項第4号中「1.8 メートル」とあるのは

「1,2 メートル」と、「2.フメフトル以上(医療.法施

行規則第43条の2の規定の適用を受ける病院の廊

下の幅にあっては、 2.1 メートル以上)」とあるの

は門.6 メートル以上」とする.。

老人性認知症疾患

及び第44条第2項第2号中Π,.8 メートル」とあ

るのは「、1.2 メ「.トル」と、「2.フメートル」'とあ

るのぱΠ.6 メートル」とする。

12 老入性認知症疾患療養病棟を有,する病院(平成

24年3月31日において、医療法施行規則附則第

51条の規定の適用を受けていたものに限る。)であ

る指定介護療養型医療施設に係る病室に隣接する

上
一



、 0長崎市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例(平成24年長崎市条
三闇.」.、-Jーヲーー^

例第46号) 1.111、1,1",,,'1 ・・・':1走う・、丈き^1隼
、..'.'...ι'ニ,^

.

,

目次

(略)

基本方針並び1、こ人員、設備及び運営に関

する基準(第2条一第31条の2)

条例(現行)

第3章~第5章(略)

第6章雑則(第53条)

附則

(基本方針)

第2条(略)

2~4.(略)

俳雁劣
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弟 1早

目次

(略)

第 2章基本方針並びに人員、設備及び運営に関

する基準(第2・条7第31条の 3)

(職員の専従)

第6 条特別養護老人ホームの職員は、専ら当該特

別養護老人ホームの職務に.従事する者でなけれぱ

ならない.。ただし、特別養護老人ホーム(ユニッド

条例(改正案)

第3章~第5章(略)

第 6章雑則(第53条・第54・条)

型、別

附則

ト型寺別養穫老人ホームをいう,以下この条にお

(基本方針)

第2条(略)

2~4 '(略)

5 特別養雉老人ホ」厶は、入所者の人権の擁妻、虐

いて同じ。)を除く。以下この条において同じ。)に

董老人ホーム(第 32条に規定するユニッ

ユニット型特別養護老人ホーム併設する場合の

特別養瞳老人ホーム及びユニット型特別瞳老人

ホームの介き董員及ぴ看瞳職員(第40条第2項(第

52条において3 用する場合を含む。)の規定により

待の防止等のため、必要な本制の整備を行うとと

第 1早

配置される看撲職員に限る。以下この条において

もに、その職員に対し、研修を実施する等の措置を

同じ。)、特別養護老人ホームにユニット型地域密

講じなけれぱならない。

着型特別養護老人ホー・ム(第 49 条に規定するユニ

(職員の専従)

第 6 条、特別養護老人ホームの職員は、専ら当該特

別養護老人ホームの職務に従事する者でなけれぱ

ならない。ただし、入所者の処遇に支障がない場合

yト、型地域密着型特別養護老人ホームいう

下この条において同じ。)イ'き受する場合の特別養

孝老人ホーム及びユニット型地域密着型特別養護

弟2早

老人ホームの介護職員及び看瞳職員、地域密着型

は、.この限りでない。

別養瞳老人ホーム(-11

域,、着型特別養璽老人ホームをいい、ユニット型

地域密着型特別養護老人ホームを除く。以下この

において同じ。)にユニット型、別璽老人ホー

ムを併設する場合の地域密着型特別養護老人ホー

ーフ項に規定する地

以

1 1

2



ム及ぴユニット型特別養孝老人ホームの介護職員

及び看護職員又は地域密着型特別養護老人ホーム

にユニット型地域密着型特別養護老人ホームを併

、

設する場合の地域密着型特別養護老人ホーム及び

条例(現行)

ユニット型地域密着型寺別養護老人ホ」厶の介

職員及び看妻職員を除き、入所者の処遇に支障が

J

ない場合は、この限りでない。

(運営規程)

第7条特別養護老人ホームは、次に掲げる施設の

運営につぃての重要事項に関する規程を定めなけ

れぱならない。

a}~⑦(略)

俳斤設)

(旦"・(略)

(非常災害対策)

第8条(略)

2 (略)

'、俳斤設)

条例(改正案)

疑需1興以慕彫俄D冠;^静、置'等町轡講§1写,饗活

(運営規程)

第7 条特別養護老人ホームは、次に掲げる施設の

運営についての重要事項に関する規程を定めなけ

れぱならない。

a)~⑦(略)

(処遇の方針)

第15条(略)

2~6 (略)

豆'哩ぎ別養謹老火ポ亨零ぽy嘉廷即罰薫隻灸適正鴈冒
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謬煮委員讐蔓§河荏'罵自以簿閉彊迷るt弐等麹三¥
躍英盆果た軍い諸談分1璽喰亘藍φ池踊徒業者催
卿知徹雇蔓図る濠酒"1

ノ

ー゛

(施設長の責務)

第23条(略)

゛.

廷三遜亘以革閉催武為雪導證渡翻藩鯵鐙果1三塗随
琴?1条護璽亘黒蚕他英'徒条賓荏周知微盧菱図る
1溢r一弐"r片,"'

,..冉".叫、1,'、h..』●

②叉固又K詔必
8 (略)

'

虐待の止のための措置に関する事項

(非常災害対策)

第8条(略)

2 (略)

(略)
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甫態熟行ぢ竿碧劣ξ迷署高1響めを牙1る遡§●遍怒判

3、、'、別養璽老人ホームは、前項に規定する訓練の

実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう

連堆に努めなけれぱならない

②.瓢可嘉K畷Σ1
8 (略)

(処遇の方針)

第15条(略)

2~6 く略)

邑鷲姦夢慶護老製萎袈饗ばで鶏璽匝撹慧讐鯵適尋泥鬮
薗る1ヨ覧器啄進擾援盗措置彊1義黛菱r芝裂ぼな優欝

顎父",'邊1太西拘象釜炎適董腰英考廼ゐ険葉聾穩哉

(施設長の責務)

第23条(略)

'コ〒j:フ、コ.

」"」.』ノ」'ι.

緩る萎買讐、熊宗認倉語語r置黒珂稲めf霜邇信

⑧
一
⑨



.

哩、

,

2 施設長は、職員に第7条から第9条まで、第12

条から前条まで及ぴ次条から笈」!_釜の^までの

規定を遵守させるために必要な指揮命令を行うも

のとする。

条例(現行)

(勤務体制の確保等)

第24条(略)

2 (略)

3 特別養護老人ホームは、職員に対し、その資質の

向上のための.研修の機会を確保しなけれぱな、らな

い。

(衛生管理等)

第26条(略)

2 施設長は、職員に第.7条から第9条まで、第 12

条から前条まで及び次条から第31条の3までの規

定を遵守させるために必要な指揮命令を行うもの

とする。

(新設)

条例(改正案)

(勤務体制の確保等)

第24条・(略)

2 (略)

3.特別養護老人ホフムは、職員に対し、その資質の

向上のための研修の機会を確保しなけれぱならな

い。その際、当該特別養護老人ボ」厶は、全ての職

163

先

員(看垤師、准看護師、介璽福祉士、.介璽支援専門

J

(辛雁劣

める者等の資格を有する者そ.の他これに類する者

介・撲保険法第 8

を除く。)に対し、認知症介三に係る基礎的な研修

を受講させるために必要な措置をそじなけれぱな

らな・い。'

4 特別養護老人ホームは、・適切なサービスの提共を

確保する観点から、職場において行われる性的な

-2項に規定する政令で定

言動又は優越的な係を背景とした言動であって

業務上必要かつキ当な範囲を超えたものにより職

員.の就業1邑境が害されることを止するための方

針の明確化等の必要な措置を講じなけれぱならな

い。

(衛生管理等)

第26条(略)

て葉霧継続評画め肇楚響ヌ

第西条め乞't特別饗璽老Xボ会云ぼじ感棄症や非膏焚

善め発璽蒔徒禽いそマズ所著徒'河手るサ宇E叉め

狸砥を継続剖徒生稀ず局五衝切ミ及赤非篇蒔あ孫

制で一期め葉一再嘉菱面る鷺爾の哥画1(以示T・葉霧

森、ぎ言〒画Tを二いう、.y菱条楚'un当該秦霧纏続哥画

Iiミ徒゛必婁竃暗置菱藷五松仔乳ぼな'ぢ糠い滞1
げ.、ー.゛、,..^闇....、1門.、゛.".゛,一Ⅶ゛.".、,,ー:ー..ーーー',ーー..γ』.三『^ー"畔一'ー.,^、rL,"士.1 -.',"..."一司一.、ー゛J,ーー'....,..、一乳

至、'1二籍別饗詮毛父禾ーテムぼこ瓢首iミ苅Cマ栗務秘続許

画だづい.て僧嘆iす葛そ吾葛iこC必要な研修友び釧

窺を廷顛西i喜美藷U写け溌1余捻二ぢ'義Lミこ'1

窒'"7時別{嘗、'毛叉禾ームほマ票期西徒楽霧靴泳禿哥画

め見直心菱行い一鄭要i'席区毛璽霧紙続i〒画め'墾

吏を行5.毛め曾司丁る;11

員



込錘罵別養護老鴛藤欝霞はで鸞該喪11萎護老太丞子困
塵お郷急感羅猛、叉ほ鴛角美鷲発生減野叉ぽ量藩証
醇1婆C・S雪陸1奨徒鴇7臣る獲置ぞ講1三なa五i籌な巨巽
'〒.巴ilN'1,1

'生、,ー"、゛..^..

狽)又当詠嘉別養謹署太丞篇無鷺お驫る1感条淀製
磐亘舮姦'五症防葬駆議載筵炎蛋穿憲1ミ多1英対駕
膨種誕鴛蔆髪買讐菱命麗む1翻工月エヨ脈画以無閉
置魂る琴藝笈i契工憙φ蹟果仁角N'ゞt磯員1◆周知
獲盧,ヨる兇1冨談

腰薄終略菊
幾Σt淫,麺寺邪盡護嵳零丞.本鷺買゛琴ミ介護彊員
按鱸雁英麗亘撲瓢P懸盛築淀葬1翻鷺帳蓋ゐ叢個
製琴蓋殘、璽灸酬五鱸変員阿研修蓋蔓麺鰻匡美雅
蔵る区匡司

、

噂)券返電狸

1陣鴛発鷺炎防1亘友ひ奮騨畷英麹応覗
顔敏1条g喪知蓑謹老入が鳶蒸ぱ驫蓮数買発坐菜#名

沙鷲発ぎ防↓蔓鷺登憂留叉阪iミ掲1王'る藷置墨講遜な
鰻淑ばなる籍燧^g
麺丁援亜),解・1礁)1
腰於1電故釜生ゑ)江珍堰φ発再鱸委亘会製1電蔵亘漏

渉露姦研確置建期岡太行ゑ弄'登;、1

条例(現行)

巨工畷創養澄璽老雪ι示芋劉ぎヌ当該特別餐謹老霞示誤饗
睦劣再氣悪染狂墜姦食島鍵郵発鴛PI、啼叉ぼ欝凝延
膨笈巡塗煮葬祥鴇庁姦譜置甚議じ笈a五ほな鳥琴
1しイ、1
K亘弓1貰該"卿!養護蓋鴛迷,゛否鱗麗驫濁惑望症運

妙ゑ鰔毒如二烹延葬ひ窪設延灸勗讐英葬郵焚籍駕

烹み奪露遮鰐塾誤琴五あ叉';阪徒福1子署措置謡講惣

叛仔苅ぼなぢ碧嚇畷

条例(改正案)

護老叉禾一云iご糖謬る鷺祷珂'一正0ト,当該特別

匿種黄弐る釜1亘会靴宗拶誓電需嚢置奪菱活幣態
1で行、5途醤場了港ぎ'ぢ習汾裟毒'1る樺父ぎお麗盡翠翼

漉磯1督風以鰕閉確1ず盗凹讐鶏進懇1ぞφ琵臭獲ゑ
好懲聯亘tξ盧頚徹盧武酒喜変誠

腰狐籍峨窯
畷)靴1継尾讐別養謹老零慕恐琴鷺麗い鐙滋派璽鯉買

製英1直む戦買!宝麹'U孫建襲湿葬逐餐節憲灸茎r晞

め発濁汾調棗碧穫蔚既葛萎貸会7罵手叉配E霜話ゞ、

キ

1

(棄斤設)

互斈河謬鰹薄

'.

置奪菱潜甫U泛寺子.ぢ女芝1祭迷著為再φ苦翫る'矛呪

汲甑ぎ罷延滅防讐む痩砥焚鯱修蛋'ぴ徒愈禦差汾.

,

実施する',、,1と・',,,

嬢y゛K畷襲

K事数発生躯防無匝二登語坐磯灸刈建ヌ
鷺脚1裂1罫霊知套護署嘱渉袈蒸廷§蓮阪灸語美又ほ劉

滅薑完鬻延讐鴛超葬頚琴魯祥濁迂蔓措置器誕'雙籍
嫉睦ぼ聾身な〔轡1
巡ザ熱雁又纂K騒翻

県厨裂赤蕉禿延め朗正諭発寄めi川練蚕望期亘可、

't楚期嗣徒閉一す葛遷'誓亀〒艮ソ烹め需菓徒るい

俳雁劣

そ工'珍ド電一員1ぞ1珂電aj;璽署荏宿饗峨隆翌図1ぢ

Kぬゞ憲散発璽蚕亜証亘だ寛φ釜員釜汝・宗U鳶雷話
嚢雀奪悪浩冷態ぞ薪.ら途'君郷慧ぎ渚菟{滅轡翫
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渇黙勝及ゑ駕,買J澤薗鷲迷1薪修饗延類師賢そ烹司
g 昌," 1●一晶廿,1

1ト^r,'.゛{

忘醤評

1向'11河恩喜莅掲符滞殆置菱適切迷美寵手籍だ劣み

ノ

r.".ー,ー,ー",,.'.rYI,',,「"¥ーザ,:,U

2嘉ずljレ'k略),"・:、...ー'J」、,、.jh C二,」= L J..'1.¥、、,...●

鑑^

チ亘雪著葛置叉廷ぞ翻

み三咲蒋翔養電老叉示共云ほ1巨やめ露星反ぽ第31



.

、、

,

条例(現行)

(暴力団員等の排除)

第31条の2.(略)

(基本方針)

第33条(略)

2 (略)

俳雁劣

図'i当霞、否島1儷護薯天系ヂム従需U為サー得ゐ爾正

、

φ五衝ゐ稽 を'整子するミ'と

固欝当詠'等jii饗電署天禾4丁勾盲糖いて§、,1外電畷員

条例・(改正案)

蕪あ稙五ゞ徒葉著1ぞ雨心翁虐であ""正めテ三西ゐ研

(運営規程)

第34条ユニット型特別養護老人ホームはく次に掲

げる施設の運営についての重要事項に関する規程

を定めなけれぱならない。

a)~⑧(略)

(新設),

⑨(略)

霧婁是類訴倦実稲ぼる謹谷頴

→1一畔」"ー」..ー゛才三一」.冒,Ⅷ『■一ー'、,●』生一ー.'■▲.,●一

圃丁二所i喜花福、原谿殆置を汚面切ぽ美語司气蓉だめω
頚当署菱置.て,ぜ吾;]

(暴力団員等の排除)

^.(略)

(基本方針)

第33条(略)

2 (略)

3 ユニット型特別養護老人ホ「厶は、.入居者の人

_ 1 '

信斐備の基準)

第35・条(略)

2 ・ 3 '(略)

4 前項各号に掲げる設備の基準は、次の各号に掲げ

る設備の区分に応じ、当該各号に定めるとおりと

する。

①ユニット次のアから工までに掲げる設備

の区分に応じ、当該アから工までに定めるとお

りとする。

ア居室次のとおりとする。

(ア)(略)

(イ)居室は、いずれかのユニットに属する

ものとし、、当該ユニットの共同生活室に近

接して一体的に設けること6ただし、ーのユ

権の擁撞、虐待の防止等のため、必要な本制の整^

を行うとともに、その職員に対し、研修を実施する

等の措置を講じなけれぱならない。

(運営規程)

第34条ユニット型特別養護老人ホームは、次に掲

げる施設の運営についての重要事項に関する規程

を定めなけれぱならない、

a)~⑧(略)

⑨虐待の防止のための措置に関する事項

165

⑩

信斐備の基準)

第'35条(略)

2 ・ 3 '(略)

4 前項各号に掲げる.設備の基準は、次の各号に掲げ

る設備の区.分に応じ、当該各号に定めるとおり.と

す.る。

(1)ユニット次のアから工までに掲げる設備

の区分に応じ、当該アから工までに定めるとお

りとする。

ア居室,次のとおりとする。

(ア)(略)

(イ)居室は、'いずれかのユニッ、トに属する

ものとし、当該ユニットの共同生活室に近

接して一体的に設けること。ただし、ーのユ

(略)



ニッ.トの入居定員は、おおむね10人以下と

しなけれぱならない。

(ウ)

(エ)

条例(現行)

(略)

を満たすこと。

室の床面積等は、次のいずれかーの

乳,1河d婚ぢ業芳湧雫井k彪以正曹ぎ冬越袈ン兇

発U深て競醍孤葱じ薯お珊答徒粥1浮で様顎

断糖.奪1芳ヌ築1澗冗以玉ぞ1新1ぢき裂賛

室は、当該居室を隔てる壁と天井との間

(オ)~(ケ)

イ.~エ(略)

②~④'(略)

5、・'6 (略)

に戸定の隙間が生じる場合は、入居者同

士の視,泉の遮断の確呆をすること

トの入居定員は、原則としておおむねニツ

さない居室を改修した居

10人以下とし、15人を超えないものとする。

条例(改正案)

(ウ)

K土}契にめ肩壁汾床面積響ぼ1.二m治夢軍謝ヌ1^.゛ー、'.゛LJ.ー」、

(サービスの取扱方針)

第36条(略)

2~8 (略)

風'1互4,辺'型發卿養謹老藤葬謡鷺ば§嘉迷酌西鴛写
阿適正1亘菱鱈る器南1露柔蒔1麹子姦彊置を讃じ笈丹五
礁尾壁尉三'゛晢1
やΣ蔦嘉佳敗掘京罵み適並1亘炎tミ軍亜諸建藍奪哉

鷺る委買餐菱冨消遜迷画区導閉確延る鴛ラ亀璽拷§
按英話象匡趣工尋野駆、謹職員釜阿値英璽栗者堰
卿li種雇墨颪風轟髪芋1

腰Σ窯叉蹴器讐賂懇
i .

10.(略)

(略)

(略)

券、ドル以塗遊ず為ご吾ゞ発発滅ごてヲ§甚癒心

i

響め珸添徒爾g蒸ぼ、竿西・葱革芳ヌ芋波ル以

心ご巴ずる'ヤ1と・'"・,

(肖1】る)

、

井

(削る)

,'

(オ)~(ケ)

イ~エ(略)

②~④(略)

5・6 (略)

,

ニットに

人ホームは、全ての職員(看瞳師、准看護師、'介護

福祉士、介護支援専門員、介璽呆険法第8条第2項

(勤務体制の確保等)

第40条(略)
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(サ,ービスの取扱方針),,

第36条'(略)

2~8.(略)

P.1,>1真戸之.於型發加茎護老1太、ボキ,琴ぽイ嘉迷西拘莱翌
躍適狐1ヒぎ図萎1ミ疑'詠鷲穐碍る楚砥讐議亘なぼ裂

(勤務体制の確保等)

第40条'(略)

2・3 (略)

4 ユニット型特別養護老人ホームは、職員に対し、

その資質の向上のための研修の機会を確保しなけ

れぱならない。

(略)

2・3 (略)

4 ユニット型特別養護老人ホー'ムは、職員に対し、

その資質の向上のための研修の機会を確保しなけ

れぱならない。その際、当該ユニット型特別養瞳老

!癖よらな主、i、'

Kり讐1嘉徒鰻拘玉釜φ廼正泥鱸憂璽φ河策薹種哉
謡迷蚕買陰、遜県1●倉電話r置奪'、浩甫心ミ篭行河U゛'"ーーーームt、".一心』1●、冒..'ナ

閉雁弐為婆璽顎1蒸1烹踊鐙果匡弓賢莖露介護瓢亘
姦φ1画φ徒葉讐iミ盧釧微僅髪図る§淫鰯

腰必ミ峨鬻難酪叉1
10..(略)

碁ぞ祭迷ぎ著垢・φ'言器1ぢ蔀罷蔓谷買襲丸工唾1工畢

b
-



゛

キ、

,

条例(現行)

律乕斐)

(準用)

第42条第3条から第6条まで、第8条、第 9.条、

第 12 条から第 14条まで、第 18条、第 20 条から

第23条まで及び第26条から第31条の2までの規

に規定する政令で定める者等の資を有する者そ

の他これに類する者を除く。)に対し、認知症介

定は、..ユニット型特別養護老人ホームにつぃて準

用する。この場合において、第9条第2項第3号

中「第15条第5項」とあるのは「第36条第 7項」

とL同項第 4号中「第 29 条第 2 項」'とあるのは

「第42条において準用する第29条第2項」と、

同項第5号中「第31条第3項」とあるのは「第42

条において準用する第,31'条第 3 項」と、第 23条
〒

第2項中「第7条から第9'条まで、第'12条から前

条.まで及び次条から第31条の2まで」とあるのは

に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措

、置を講じなけれぱならないb

条例(改正案)

ユニット型特別養き董老人ホームは、'適切なサー

ヒスの提供を確する観点から

われる性的な号動又は越的な関係を背景とした

1・り1当誠地璃密渚廼特別養電薯"火示券酒め動栗嗣テ濤

邇営一""一祷1手1る、ごぞ西モ;でiぎる'盲谷燕函、二そ1丁li、菊テ

言動であって業務上必要かつ相当な範井を超えた

ものにより職員の就業環境が害されることを防止

するための方針の明確化等の必要な措置を

けれぱならない。

「第 34条及ぴ第 36 条から第 41 条まで並びに第

42条におし.、て準用する第8条、第9条、・第12 条か

ら第 14 条まで、第 18 条、'第 20 条から第22条ま

で及ぴ第26条から第31条の2まで」とする。

(準用)

第42条第3条から第6条まで、'第8条、.第 9条、

第 12条から第14条まで、第 18条、第 20条から

第23条まで._第"金虫1及び第26条から第31

条の3 までの規定は、ユニット型特別養護老人ホ

アムについて準用する。この場合において、第9条

第2項第3号中.「第 15条第5項」とあるのは「第

36条第 7項」と、同項第4号中「第29条第2項」

とあるのは「第'42条において準用する第29条第

2項」と、同項第5号中「第 31条第3 項」とある

のは T第42条において準用する第31条第3項」

と、第23条第2項中1第7条から第9条ま.で、第

12条から前条まで及び次条から第31条の3まで」

署め1処邇i喜支、'""而ξなモ§乏き1ぼ子'留;6喜ω藁萎玉

場において行

K臓員の鄭置の基準)1

臨4豆条'、地或蚕薩型琴副養護老入丞芙4倦§取灸否
号存穐げる臓員の区分1亘応じ.ヌ1当詠谷号武定め藩1
眞散φ臓員を薩がな臣五ぱならない'・1

置郊ない_ご苦鄭逃ぎる泌

知.1)蕪⑦'三三畷狐
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とあるのは「第34条及び第.36条,から第41条まで

並びに第42条において準用する第8条、第9条、

第 12条から第 14 条まで、第 18条、第 20条から

第・22 条まで、第 24条の 2 及び第 26、条から第 31

川一々Σ1'く畷Σ'・1

垂虫三まで」とする、

璽職員々)。百E置φ基準)1

鍍五豆条,_1地越蛋着型特別養護毛入丞一五ばξ璽φ名
号長擾、酷る臓亘φ塵分武元1じ、{・'賢該盗易ミ堤廼る}
亘籔φ職員を買郵互任五ぱならな'い6だ覆心〒価φ
王会福祉施霞'等ゐ、栗・養士匠め蓮穫菱図るtを1三渓

5
-
'



巨澤翫・こて胎奨
§,,、・第i1垣鴛1号薮途第5'弓鄭巨第・'i嘉ぎで蚕貌建儒
郵逐写嘗弐ξ田患ラ郊浪型雇匡趣誠英蟹浴稙詠買1
楽養竃ゞ穏貫ヒ飢謹指導具類函調1里員M事麗鳶号焚廻
φ畷亘ぽ亙派巨捜げ蔓太佳趣霞炎鴫賛ぽ{離踊登号
畔掲隠る区分武播唖墾当該谷矧喜建運登彊買亜纒
ルi当詠鴛屍邑背瀞望居荏廼轟互'弐所置φ騨1邇赫運
鈎R賃麗五tいる璽語砥騎罷笈導ざほ,'ぜ海琴置
獣な■之髪西1でぎ海翻
難製1喪別養護蓋奨丞篶姿W条饗生篭穰餓可謹指導

員戈j1師"理貞i、.11事蕊買烹1五1亘ゐ雁貸

条例(現行)

(地域との連携等)

第47条地域密着型特別養護老人ホームは、その運

営に当.たっては、入所者、入所者の家族、地域住民

の代表者、本市の職員又は当該地域密着型特別養

護老人ホームが所在する区域を管轄する地域包括

支援センターの職員、地域密着型特別養護老人ホ

゛

通1黍11亙11雰略)'
沌Pt驚騎Σ'1
"郡地蔵彊着型特別毒璽老製示芋饗τ§長蟻量蹟足雇

フヲ芋漕幕釜1英電条英汲買邑設磧瓦駆漣膏凖闘鴛
1、,

匿基璽篭を建踊蔓条,必烹聾即1鷺葺燈董条例第1稜
号1塑須西おい琴師指讃雇禁鬻野T卓製叢嘉璽条訓1

、..

讐.寵烹瀦》奮li顎条第瓢蓮碇貌堂鷺聾旨墾嘉窺叉争冗
厘活罫璽璽葉所叉偉葺畷叢獲藍灸麗泰酬鴛麹e禦
笠直事楽英璽逼乏語設砥及恐趣晉r簸巡信指定墾護烹
匪亘ヨ直系と等奥係蔓禿謹憲酬1炎王ξ趣英刈象鰯な支
援φ誰奮嘱閲琵る塞璽烹饗麺箪煮条可匡鰹軍蒸奪

ぞ子酒アニ1て畷).1

§●第11遁第河1号互ぴ第這、号五§.ら第1熹ぎで@須起iミ
狐菱裂鳥弐§1籍迂昆髮誤聖居荏延設炎冨活顎詠旦§
藤養毒ξ援能劃麟1旨導旦ヌほ罰髪旦モ甑務亘鬢毎池
踊戦圖試次礁鶏貸墨器翁趣設φ場谷ば義襲φ谷易
瀞獲ぽ墨区分鳶屋区ミ賢該谷号iミ定め1る亜員藍■
拶当三支丑子尋註1膨璽雇匡雅詔灸.本所簀φ璽遭五§適
頚1二徒箪刑でいる種語西禽覆る讐'ぎ1武,"、;雫飽ぎ置
鄭蒼亘'ざ婆蔀蒸1昏渇X,,1
kn券辱牙1饗護薯火采浮琴,,'ミ運捨粕談員'藥饗壬ミ
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条例(改正案)

腰χli基工X畷刈

.冒

沌冬那ΥX賂製

(地域との連携等)

第47条地域密着型特別養護老人ホームは、その運

営に当たづては、入所者、入所者の家族、地域住民

の代表者、・本市の職員又は当該地域密着型特別養

護老人ホームが所在する区域を管轄する地域包括

支援センターの職員、地域密着型特別養護老人ホ

辰碕重条鷺嘩11巨湯!^防'
笠澄^§欝111§菟第il'遁蕪

識能誠練獲導員叉砥澄珂連員に璽務亘舞φ池炎1蔵_
債
腰y亭顎牙懇K畷11

"^七γ711、M慨",、ー」,.'ニ

IL,皐,,'、ー^Ξ,、【ー.ー'0コ^〒甲^..

抑N竃我蚕彊型磯題養璽老太ポ写饗獲涯碕軍讃堤居
猛ヲ写直冬等_峨璽葉灸焚貪§設備疲U運餐講問競
濁璽璽警題定亘姦禦例ゞ烹蔵熊1写長嘘缶条訓鴛1鵡
濃誓爽鍾1冒資゛冠無担垣濃、接弼讐1ビ叉釜璽鷺禦例j
延廷嚇翻鴛1互毎条欝讐詞蒸亘堂無酒器楚窺痩式薪
蟹翻睦重淫玩類琴甚崎讃撹愛禿謹叢畷殊金嘉製
薄の至陛の憾逼予炉、設備友篭運営竃,武母艦:是鞍謹烹
猛烹子電ネ釜写殊1墨鞍護1叢防会1瑩^T鱸寵果西璽翼
纏灸握蔆径関サ隆璽L準警髪望戦る条側K牟黛翠星鴛
瞳薩量条伽篤j之号晦、1玲1◎1,、釜籟吸遁蕪短輯竜蔆鼻
建兇護裁断短蘭冬喧万坐箔賢1護電奨所謬騨慕1ミ亟条
娃麗鴛琴賑指卦三類冬所鴛廼芽謹璽淫j匠讐11妥い
多袷極範供霊Lミ笈る場貧廷聡当該指是短期蒸1所坐耀
葬護璽業薪等逸匡師鳶欝浄烹1地竃嘉麦型特嵐1養謹
匿爽丞鷲雪鯵陰j竜嵯纂り当詠}盲霍短期零賑璽廷鷲
護重業所警亜,1再署φ健康、管璽五g亘切1ミ行麗笈風
匿認瓦冒罷藩誓ぎぽごゞ茎癖釜置が琴い戸誓趣ミ迷.ぎ
躍'i1§

■J→一町゛●.ーユ'1].゛上ル,.^■^」^'^、^J"ι、」"'』一"■.甲一.ー.一●●..●h、●゛〒'

臨足弐煮指碇灸腫叢防短麹叉所淫1澄鎚護靈条隠冗
K塚添j喜炎条礁覧武考§顎蓄短期災所璽1霞f謹璽業
所翌1.蔆叫穆漁ゞ笈蚕霞ざ五藩鶏窒ば子蓮竃指足葱
期甚証坐漬五護璽葉j匠釜英医師得翻貰纛璽域橿楚
型密,匿護老璽丞蒔本'φ匡師1三璽り淫i籬亘垣短期
深斯運活分護、重栗尻等φ劃唖置φ健建管導範適辺
写行腫笈る匠飽曝区歴る妥ぎぼ鷲淫慕蓬糧郵写必,
辻'ど氷で璽蔓捌
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ームに係る知見を有する者等により構咸される協

議会(以下この項において「運営推進会議」とい

う。)を設置.し、おおむね2月に 1 回以上、運営推

進会議に対し活動状況を報告し、運営推進会議に

よる評価を受けるとともに、運営推進会議から必'

要な要望イ助言等を聴く機会を設けなけれぱなら

ない。

条例(現行)

(設備の基準)

第 50条,(略)

2・3 (略)

4 前項各号に掲げる設備の基準は、次の各号に掲げ

る設備の区分に応じ、当該各号に定めるとおりと

する。

(1)ユニット次の、アから工までに掲げる設備

の区分に応じ、当該アから工までに定めるとお

りとする。

ア居室次のとお.り,とする。

、

2~4

169

(準用)

第48条第2条から第9条まで、第 12条から第 15

条まで、第・17条から第29条まで._第旦1^墾篁

31条の2の規定は、,地域密着型特別養護老人ホー

(略)

ームに係る知見を有する者等により構成される協

議会(テレビ電話"置等を活用して行うことがで

きるものとする。ただし、入所者又はその家族(以

ムについて準用する。この場合において、第 9 条

第2項第3号中「第 15条第5項」とあるのは「第

48条.において準用する第15条第5項」と、同項第

4号中「第29条第2項」とあるのは「第48条にお

いて準用する第 29 条第 2 項」と、同項第 5 号中

「,第 31 条第3項」とあるのは f第 48 条において

準用する第31条第3項」と、第23条第2項中「第

7条から第9条まで、第12条から前条まで及ぴ次

条から第31 条の 2 まで」とあるのは「第46条及

下この項において「入所等という。,)が参加す

条例.(改正案)

る場合にあっては、テレビ電話装置等の活用につ

いて当該入所者等の同意を写なけれぱならない)

(以下この項において「運営推進会議」という。)を

設置し、おおむね2月に 1 回以上、運営推進会議

に対し活動状況を報告じ、運営推進会議による評

価を受けるとともに、.運営推進会議から必要な要

望、'助言等を聴く機会を設けなけれぱならない。

2~4 、(略)

ぴ第47条並びに第48条において準用する第7条

から第9条ま.で、第 12条から第 15条まで、'第 17

(準用)

第48条

条から第22条まで、第24条から第29条まで、第

31条及び 31条の2」とする。

条まで、第17条から第29条まで及び第31条から

第31条の3までの規定は、地域密着型特別養護老

第2条から第9条まで、第12条から第 15

(設備の基準)

第50条、(略)

2'・3 (略)

4 前項各号に掲げる設備の基準は、次の各号に掲げ

る設備の区分に応じ、当該各号に定めるとおりと

する。

(1)ユニット次のアから工までに掲げる設備

の区分に応じ、当該アから工までに定めるとお

りとする6

ア居室次のとおり'とずる。

人ホームについて準用する。この場合において、第

9条第2項第 3号中「第 15条第5項」と.あるのは

「第48条において準用する第 15 条第 5 項」.と、

同項第4号中「第29 条第.2項」とあるのは「第48

条において準用する第29条第2.項」と、同項第5

号中'「第31 条第 3項」とあるのは「第48条にお

いて準用する第31,条第3 項」と、第23条第 2項

中「第7.条から第9条まで、第12条から前条まで

及ぴ次条から第31条の3まで」とあるのは「第46

条及び第47条並びに第48条において準用する第

7条から第9条まで、第12条から第15条まで、第

17 条から第 22条まで、第 24条から第 29 条まで

及び一31条から第31条の3まで」とする。



(ア)く略)

(イ)居室は、いずれかのユニットに属する

ものとし、当該ユニットの共同生活室に近

接して「体的に設けること。ただし、ヤのユ

ツトの入居定員は、おおむね10人以下と^

条例(現行)

しなけれぱならない。

(ウ)

(エ)

(略)

ーの居室の床面積等は、次のいずれかを

満たすこと。

冒、河配甜1牟芳ヌ瓢1ド冗以玉碧ぼ高念凄,■た;
礎氾巡熊努浄昔短む響あ1島吾獲弼おで様鷲

哲11曾粂芳蕩1子飛ル奴正そ1繹冬迷.巴工篭

(ア)(略)

(イ)居室は、いずれかのユニットに属する

ものとし、'当該ユニットの共同生・活室に近

接して一体的に殷けること。ただし、ーのユ

ツトの入居定員は、原則としておおむね^

b,ユニッ・トに属さない居室を改修した居

室は、当該居室を隔てる壁と天井との間に

条例(改正案)

(オ)~(ケ,)

イ」工..(略)

②~④(略)

5~フく略)

」定の隙間が生じる場合は、入居者同士の

視線の遮断の確保をすること。

10人以下とし、15人を超えないものとする。

(ウ)

民讐シ辺碕お肩璽あ深面積響ぼ弐汗齡而1薫芳列

(準用)

第52条第3.条から第6条まで、・第8条イ第9条、

第12 条から第 14条まで、・第 18条、第 20条から

第23条まで、・第26条から第29条まで{第旦1金、

第31 条の 2、第33条イ.第 34条、第36 条、第 38

(略)

(略)

寧1蒔ル倣湿二密鶚各をぞy発発C・武で諭すナ慧慰

肥望券鶏谷篇弼ぢ契様1遵鷲酒業芳喫1窯鞘

,

兇倣蛍遡薪葛工冨遅1"

"゛

絢1る)

条から第41 条まで及び第47 条の規定は、ユニ.ツ

ト型地域密着型特別養護老人ホームについて準用

する。こ・の場合において、第9条第2項第3号中

「第 15条第 5 項」とあるのは「第'52 条においで

準用する第36条第7項」と、同項第4号中「第29

条第2項」とあるのは「第52条において準用する

第 29 条第 2 項」と、.同項第 5号中「第 31 条第 3

項」とあるのは「第肥条において準用する第31条

第3項」と、第23条第2項中「第7条から第9条

まで、第12条から前条まで及び次条から第 31条
,

の 2まで」とあるのは「第51条並びに第52条に

.

、 (オ)~(ケ)

イ~エ'(略)

②~④・'(略)

5~フ(略)

(削る)

(準用)

第52条・第3条から第6条まで、第 8条L 第 9 条、

第 12条から第 14・条まで、,第怜条、第20条から

(略)
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おいて準用する第8条、第9条、第 12条から第14

条まで、'第 18条、第 20条から第22条まで、第26

第23条まで.」第至生条四上、第26条から第29条

まで、'第31条から第31 久の 3 まで、第 33条、,第

条並びに第 52条において準用する第 8 条、第 9

条、第 12条から第 14 条ま.で、第 18 条、第、20条

34条、第 36条、'第能条かち.第41 条まで及ぴ第

47条の規定は、ユニット型地域密着型特別養護老

人ホームにつぃて準用する。この場合において、第

9 条第2項第3号中,「第 15 条第5項」とあるのは

「第52条において準用する第36条第7項」と、

同項第4号中「第29 条第2.項」とあるのは「第52

条において準用する第29条第2項」と、同項第5

号中「第 31 条第 3 項」とあるのは「第 52 条にお

いて準用する第31条第3項」と、第23条第2項

中「第7条から第9条まで、第12条から前条ま・で

及び次条から第31条の3まで」とあるのは「第51



'
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゛

条から第29 条まで、・第 31 条、'-31 条の 2、第 34

条、'第 36 条、第38 条から第 41 条まで及ぴ第 47

条」とする。

条例(現行)

佳廂劣

から第22条まで.'第24_玉虫里、第26条から第 29

条まで、第31条から第31条の3 まで、第34条、

第 36 条、第38 条から第 41 条まで及ぴ第 47 条」

とする。

条例(改正案)

'軍^

第53条寺別養護老人ホーム及びその職員は、作成

、

保存その他これらに類するもののうち、',この条例

の規定において書面(書面、書類、文害、謄本、抄

、

本、正本、副本、複本その他文字、'図形等人の知覚

によって認識することができる情報が記載された

氏その他の有体物をいう。以下この条において同

じ。)で行うことが規定されている又は想定される

もの(次項に規定するものを除く。)につぃては、

(委任)

第上旦条

書面に代えて、当該書面に係る・・磁的記6 (電子的

方式、磁気的方式その他人の知覚にょっては認識

することができない方式で作られる記ぎ,であっ

て、雷子計

の

2 特別養護老人ホーム及びその職員は、説明、'同意

いつ

その他これらに類するもの(以下「説明等とい

)により行うことができる

う。)'のうち、この条例の規定において書面で行う

による清&処理の用に供されるも

ことが規定されている又は想定されるものにっい

ては、当該三"明等の相手方の承諾を得て、書面に代

えて

人の知覚によって認識すること力tできない方法を

いう。)によるごとができ.る。

磁的方法(電子的方法、磁気的方法その他

(委任)

第餌条
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0長崎市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例(平成24年長崎市条例第"
ーートー"Υ一""Y H

難,キ,、1ξ・・従うべき基準47号) ,1」、' J=,,」'ー.、"

(基本方針)

第2条(略)

2・3 (略)

俳斤設)

条例(現行)

(運営規程)

第 7 条'軽費老入ホデムは、次に掲げる施設の運営

にっいての重要事項に関する規程(以下「運営規

程」というb)を定めなげれぱならない。

Ⅱ}~⑥(略)

(新設)

住1 (略)

゛

(非常災害対策)
ノ

第 8 条・(略)

2 (略)

俳廂妾)

、 (基本方針)

第 2条・(略)

2・3 (略)

条例(改正案)

軽費老人ホームは、入所者の人権の擁撞、虐待

172

の防止等のため、必要な体制の整備を行うととも

に、その職員に対し、研修を実施する等の措置を

講じなけれぱならない。

(運営規程)

第 7 条軽費老人ホームは、'次に掲げる施設の運営'

にっいての重要事項に関する規程(以下「運営規

程」という。)を定めなけれぱならない。

①~⑥(略)

(サービス提供の方針)

第17条(略)

2~5 (略)

お罵1鰹賢」置災丞浮琴駕§邊漆鯉珂東烹英適正江ヒ怨図
濯差蚤1写太写愚"1風措置墨誕'■笈驫五1俄ミず餐重潮
緬系1嘉登西狗1東響1英這嬉iヒ英桑郵杢薗条匿種討

す姦髪員会蓋弓瀉1は江道以髪閉確謬1琴妥讐讃1工縛
姦φ緒栗荏登奇冬為証護職亘搭英他蚕径楽著荏
卿知徹薩麦蓮「る嘉畢郡

、

〒

.

迂墨1美買会箕ヲ1膨1邑電話嘗'置烹め福み、報邇信

⑦虐待の防止のための措置に関する事項

穩需1(叡米τ慕膨菅電語「で諄等共巻磯3ξ斜蓼浴

『ε1⑪回以導閉彊器萎匠1亀翼1然.、1是杢鐙菓iミ,n
業上・芽護颪員三φ匝鱸径璽者蔦彊知徹匠1蔓圃る
1一ど二尋

、

②§豆"難ヌ略Σ1

(勤務体制の確保等)

第24条(略)

⑧(略)

(非常災害対策)

第8条.(略)

2 (略)

3、'軽費老人ホームは、前項に規定す,る訓練の実施に

ノ

鞘、じぞ行今ゼ轡示翅ぎ高毛あモ薪る寵野を1登眞

地域住民の参加が得られるよう連携に当たって

②烹(瓢C三1畷)、1

(勤務体制の確保等)

第24条(略)

努めなけれぱならない。

(サービス提供の方針)

第17条(略)

2~5 (略)

武淫軽置箸飛示藷饗廷主遍佳酬珂東翌菟適適じ涯厘
琴発員1啄祥狽i患冨掻置茎講1亘な辻王雛1爵誠廠よ必1
懸)"二男建西駒1東謹灸適韮泥1炎14匝W麺深1豈、撞誕

4
-
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゛

.A

゛

(略)・、

軽費老人ホームは、職員に対し、その資質の向上

のための研修の機会を確保しなけれぱならない。

条例(現行)

律雁旦)

、

(略)

軽費老人ホームは、職員に対し、その資質の向上

のための研修の機会を確保しなけれぱならない。

その際、当該軽費老人ホームは、全ての職員(

条例(改正案)

伸雁劣

師、准看撲師、・介護冨祉士、介瞳支援専門員、介護

保険法第8 第2項に規定する政令で定める者等の

資をする者その他これに類する者をハく。)に

対し

るために必要な措置を講じなけれぱならない。

忍知症介きに係る,基礎的な研修を受講させ

軽費老人ホームは、適切なサ「ビスの提供を確

保する観点から、'職場において行われる性的な言

動又は優越的な.関係を背景としだ言動であって業

務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより職員

の就業環境が害されることを防止するための方針

の明確化等の必要な措置を講じなけれぱならな

董

(衛生管理等)

第26条(略)
..'".→一、'"゛芋軒^.゛.、闡.門

1、',.1,ι.1"゛.、,L-. J'U、JI

町獅当詠隻菱老入丞一4iミおjfる感染症及璽食重
憲φ子防荻途ぎん証互Σ防璽め五めφ対肇五1糧劃

鴛蔓委旦会1ぎ薩お發五亘遭1芽f四._以匠閉雁蚕る
匠匡圃丁芋こぞφ硲果や軍'い丈職員i¥周知徹底武
、ー.゛.、→一.^、^.」、ー".,ー.

」^゛ー.ー.ーー」
ー'..゛.,.".J^.^ 1、.1、、^1^」.

.%:三 JJ.ト」、^"→,、.叫',.1三■'、J..

懸Σ三当該軽登老入ボーム'茂おいて、介護取員そφ、ι写.■.U■.ー.',..'ー'."冒 J .^"+,,、「三1..「^三U「■゛冒^、、、ーー●4-"ー、.ー,^ー..冒一ー、.'"、ー",..冒一^,""'ー.ー"、ー.L^.一●一.■.ー.'ー、'.ーー゛,

6楽霧継薪舒画あ二是響y

第垂条灸_巨軽賣、老入示ームば・じ感、一症や罪爾灸響め

露荏、丁幕おいて、、入所著iご秀する号LEスの狸俣
ドー.ー.^ー,ー^.".ー^、、ー゛..ー..ー'.、.ーーリ",-Y、ー.^ーーーー、.、ー,ー^.ー^.ー.ーー闇一ーー.^.".」】闘.下

;菱駆続的に美施する五あめ又7及赤罪衛蒔め一制で

連期め業霧再南を図るだ島め評画二'0夏'禾'f葉、、森続

哥画、"泛いう。、)"1を条楚L;工暫該葉霧纒続計画ル徒

」●'ー、ーー〒'一〒、一●一J".昌」,C「

い必要な B置を講じなけれぱならない。{
^^^^'單..」デ、^巨」.'゛一巨 U-LJ '..^^.」[「.「冒.ー,ーー

ー,、,レナー゛'、ー、'^+.、.U'.一」「"、

つ.いて闇知ヨ'為7ぞど亀iε二必婁な研惨及tぴi川繰「

土

r,1●、r'..●.闘リ"●凡、.,"一吊」剖』一"」"'「"◆、,【、il"●,",ーナ..十●,耳.、丁,゛r■、,」師'[...""ー..ー.^ーー^...一〒、

建期剖莅美施U捻iチ五ぼ稔.ら蒼い。1

老人ホームは

ぢ,ご三示でぎるもゐ舌'ず1る1ゞを畜冨むねすH信

乢U I-゛ V

§'、,フ"鰹費薯入永ームiミ、廼爾朗i三葉一継二=哥画φ見

11i回以'開確迂るど、と五'i黙ぞφ結象i、ついて臓
眞仁周知微底ずる.'じ七、、1

}で乞テ、'や1、k需テ'1

^

這じを行い_必要1ミ示tそ葉霧經郁莞哥画ゐ蚕更裂
行う志a)ぞする。】

員に対し、業務継続計画に,

(衛生管理等)

第26条(略)

(略)'1
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1(i)に当盈軽登老人ホアムiごしおiナる感築症及U食
亜毒匝主防友びまN延英防正河五めめ阿策を秘
蔚ずる委員会"Rテ.シぜ雷話"""置奪を活甫U泛行
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絶φ1畷亘j三麹じ器感染避藻箆亘軍美英烹1虜渥1璽
途膨証炎防'φ発質ず研儷を廷期即鴫美雅す鬮
鱸置憲1

.、

条例(現行)

卿1荻慧略謝

(掲示)

第28 条、(略)

俳廂窒)

k璽阪発荏鱸尻正製盡発生鱈鱸堤壗牙
餓酪1条・,'軽登老零丞→響駕4事散1冨発坐魯,1ぎ翁鱸書

睡翌砺鴛夛蔓1だ廼11奨径掲1窯風措置墨1謹資§仕鰹
戸一"フ,』、^"戸.,阿'Ξ1゛."、ーー゛.]凸、、,',、

'ーー1、..'"●'L'",七一」.,.、.'ー、冒,"'コ』'

狩X述翻11K卿司
臨ヌ三運1竃発鴛1力'酬喜φ考契英髪眞裂基聾騒眞猿

麺鴛1る:研修筈廻弼耐1新ゑ多豊翌詩

臨f弓函議軽煮毛X丞.当琴蔦おいでく分護轟買迄亜
腰φ1畷員猿璽14瀦感契涯厘U鳶鴛毒鱸烹屍及聾
属製延亜奮墾英廷めφ研修韮ぴ蒜感築症諭茅暢

条例(改正案)

迂濁亘乏牙1
懸)'.1,1';K酪)_i11

(掲示)

第28条(略)

2 軽費老人ホームは、前項に規定する事項を記載し

製歌湊元証お爾正あ発あめ訶練乏廷麹西鳶巣雄

俳斤設)

冨等熊芽く畷j二

臂汾腸'め五蘭珂誹修'悪是期南た:美泥手局'こ:

た書面を当該軽費老人ホームに備え付け、かつ、こ
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懇11

れをいつでも関係者に自由に閲覧させることによ

サ

り、同項の規定による掲示に代えることができる。

゛゛

K事故発生@防歪互で亘発璽圃φ討亜)}
蓮1詔条三鰹「寮老汲丞讐蒸迂鷲撰散灸発釜叉ぱ濁透鴛

躍蔓防喜藍ξる泥御男、1築蕪臨荏る玲置磊講匝逢砺烈
1ぼ釜長肴鷺゛翻

k逐迎'⑳"て酪f口

律廂劣

4

ノ

W亘と烹鯉発生晦防正阿だ晦φ蚕亘会k宗b漕暫諾
』'7置奪韓浩甫心慕浩滞1ぜぞ赤迭著る電1お轡凱

衞験1匝逐麗亘!§薗薪冬靭荏1蚕廷瀕廼1蛙菊1う建j
"r T',,'1

ー.、ーー.島.[

艇丁●'箭谷募1ξ鶏1子る浮筈置、葛通劭荏美施断る兇濁お^"」甲^.

巨嘩11一冬畷Σ1

獄廷得お誘正列

手旦雪者税置で五ぞ'1

、

璽盡条炎Z系軽賣老叉禾芋云'ぼJ虐奪珂勢璽叉ぼ釜お
奪発T:甥正手る発濁鷲淡趨掲除る猪置署藷葱な往

轆;ぼなおな・C,、11

胴又芥当骸發饗老天永"一酒提需τ仔為漣"丁あ、厨正お^→'1..'ー

誕爾め調条署積哥す葛委買釡黛子.リ姪,誥疲置奪

途浩甫Uそ舜〒汚、1ご遷郊迷ぎる毛め'谷ず1る需1翌雁期

朗i冒蘭催ず、高?君を冨徒?烹め需一化お.い迷群一員荏

宿灸断寵匠製図葛曝遊靭

窃お猪語を整備獣'る苞ぞ尋1

1吾fP当骸1賣老尖示讐裂様おいで1'職員荏河Uで虐



゛

、島

偉

条例(現行)

佛斤設)

、

回又'前§喜ぜ縞1子ぢ括置番廸切徒坐流する足めaタ
痕当著署置で.区,Σ;.・1

'電^

第β旦条'軽費老人ホーム及びその

条例(改正案)

付、保存その他これらに類するもののうち、ごの条

例の規定において害面(害面、書類、文書、謄本、

抄

覚によって認識することができる情報が記され

正本、副本、複その他文字、図形等人の知

た紙その他の体をいう

同じ。),で行うことが規定されている又は想定され

るもの(次項に規定するものを,除く。)について

(委任)

第旦旦金

は、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記

員は、作成

子的方式、磁気的方式その他人の知覚.によっては

忍識することができない方式で作られる記ε,'であ

つて、電子計算機による情報処理の用に供される

附則

(略)

ものをいう。)により行うことができる。

(軽費老人ホームA型に係る経過措置)

2 この条例の施行の際現に存する軽費老人ホーム

のうち、軽費老人ホームの設備及び運営に関する

基準(平成20年厚生労働省令第107号)附則第2条

第1号の規定に該当する軽費老人ホームA型とし

て長崎県知事から指定されているもの(以下「軽費

老人ホームA型」という。)については、第2条か

ら第34条までの規定にかかわらず、次項から附則

第29項までに定めるところによる。

^

父

以下このにおいて

軽費老人ホーム及ぴその員は、交付'説明、同

承諾、赤

「交付等という。)のうち、この条例のま定にお

いて書面で行うことが規定されている又は想定さ

れるものについては、当該交付等の相手方の承諾

を得てイ,書面に代えて、電磁的方法(電子的方法、

その他これらに類するもの(以下

磁気的方法その他人の知覚によって認識すること

ができない方法をいう。)によることができる。

(電

(委任)

第β旦金

ノ

附則

(略)

(軽費老人ホームA型に係る経過措置)

2 この条例の施行の際現に存する軽費老人ホーム

のうち、軽費老人ホームの設備及び運営に関する

基準(平成20年厚生労働省令第107号)附則第2条

第1号の規定に該当する軽費老人ホームA型とし

て長崎県知事から指定されているもの(以下「軽費

老人ホームA.型」という。)については、第2条か

ら第34条までの規定にかかわらず、次項から附則

'第3旦垣までに定めるところによる。
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(基本方針)

3 (略)

4・5 (略)

(辛雁劣

条例(現行)

6.(略)

(設備の基準)

フ・(略)

8 (略)

9'(略)

10 (略)

(職員の配置の基準)

(基本方針)

3 (略)

4,5 (略)

6 老人ホームA型は、入所者の人権の擁護、声

(略)

(略)

(略)

附則第 11 項及び第 12項の「常勤換算方法」と

条例(改正案)

は.、,当該職員のそれぞれの勤務延時問数の総数を

当該軽費老入ホームA型において常勤の職員が勤

務する時問数で除することにより常勤の職員の員

数に換算する方法をいう。

15'附則第.11・項第'1,号、の施設長は、、'専らその職務に

土

待の防止等のため、必要な体制の整備を行うとと

ノ

もに、その職員に対」研修を実施する等の措置を

する看護職員のうち 1"'人以上は、常勤の者でな_け

れぱならない。

20 '附則第12項第5号の栄養士はイ常勤の者でなけ

講じなけれぱならない

176

フ(略)

信窒備の基準)

■、^

従事する常勤の者でなけれぱならない。ただし、当

該軽費老人ホ丁厶A型の管理上支障がない場合は、

同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従

(略)

(略)

(略)

,

、

事することができる。

16 '附則一11 項第2号及ぴ第.12項第、1号の生活相

゛、

(略)

員の配置の基準)

'亀

談員(主任生活相談員が配置されている場合にあ

つてはL 当該主任生活相談員)のうち 1人以上は、

、

(略)

(略)

(略)

附則第 12項及び第 13項の「常勤換算方法」と

常勤の者でなけれぱならない。

17 附則第 11項.-3号イ及び第 12項一2号イに規

定する主任介護職員は、常勤の者でなけれぱなら

ない。

18 附則第 11項第4号及び第 12項第3号イに規定

は、当該職員のそれぞれの勤務延時間数の総数を

当該軽費老人ホームA型において常勤の職員が勤

務する時問数で除するこ,とにより常勤の職員の員

数に換算する方法をいう。

16 附則第12項第1号の施設長は、専らその職務に

する看護職員のうち 1 人以上は、常勤の者でなけ

れぱならない。

19 附則第Ⅱ項第5号の栄養士は、常勤の者でなけ

"ノ

れぱならない。

21 附則第 12項第6号の事務員のうち 1 人(入所定

従事する常勤の者でなけれぱならない。ただU当

該軽費老人ホームA型の管理上支障がない場合は、

同一敷地内にある他の事業所イ施設等の職務に従

事することができる。

17 附則第 12項第2号及び第 13項第.1号の生活相

れぱならなし、。

20 附則第 11項第6号の事務員のうち 1.人(入所定

1

員が110人を超える軽費老人ホームA型にあって

談員(主,任生活相談員.が配置されている場合にあ

つては、当該主任生活相談員)のうち 1人以上は、

常勤の者でなけれぱならない。

18 附則第12項第3号イ及び第13項第2号イに規

員が110人を超える軽費老人ホームA型にあって

i

定する主任介護職員は'常勤の者でなけれぱなら

ない。

19 附則第i2項第4号及び第 13項第3号イに規定

Π
松
.
怜
叫
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.
叫
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゛

青、

゛

は、 2人)は、常勤の者・でなけれぱならない。

21 .(略)

蛭蝿^

22 (略)

23 (略)

24 附則一22項第2号の生活費は、地域の実情、物

条例(現行)

価の変動その他の事情を勘案して市長が定める額

を上限額とする。

25 、(略)

(生活キ談員の責務)

26 軽費老人ホームA型の生活相談員は、・入所者か

らの相談に応じるとともに.、適切な助言及び必要

な支援を行うほか、次に掲げる業務を行わなけれ

ぱならない。

①(略)

②附則第29項において準用する第31条第.2項

は、2人)ほ、常勤の者でなけれぱならない。

22 (略)

(利用料の受領)

に規定する苦情の内容等の_記録を.行うこと。

(3)"附則第29項において準用する,第33条第3項

条例(改正案)

に規定する事故の状況及ぴ当該事故に際して採

つた処置の記録を行うこと。

27 (略)

28 '(略)

(準用)

29 第 3条から第 9'条まで、第 12 条から第 15 条ま

で、第 17 条から第 20条まで、第 22 条及び第 24

条から第34条までの規定は、軽費老人ホ」厶A型

にっいて準用する。ごの場合において、第22条第

2項中「第7条から第,9条まで、第 12条、第14条

から前条まで及び次条から第34条まで」.とあるの

(略)

(略)

附則一23項第2号の生活費はイ地域の実情、物

価の変動その他の事情を勘案して.市長が定める額

を上限額とする。

26 (略)

(生活

27 軽費老人ホームA 型の生活相談員は、入所者.か

らの相談に応じるとともに、適切な助言及び必要

な支援を行うほか、次に掲げる業務を行わなけれ

ぱならない。

(1)(略)

②附旦1第旦旦項において準用する第31条第2項

に規定する苦情の内容等の記録を行うこと。

③附則第30.項において準用する第33条第3項

29

炎員の責務)

は「附則第22'項から第28項まで並びに附則

垣において準用する第7条から第.9条まで、'第12

条、第 14条、第 15 条、第 17 条から第20条まで

及び第24条から第34条まで」とする。

に規定する事故の状況及ぴ当該事故に際して採

つた処置の記録を行うこと。

28 (略)

29 (略)

(準用)

30 第3 条から第 9 条ま.で、第 12 条か.ら第 15.条ま

で、第 17 条から第 20 条まで、第 22 条及び第 24

条から第34条までの規定は、軽費老人ホームA型

について準用する。'この場合においでイ第22条第

2項中.「第7 条から第 9条まで、・第 12条、第 14条・

から前条まで及ぴ次条から第34条まで」とあるの

は「附則第23項から第29項まで並ぴに附則第即

17フ

垣において準用する第7条から第9条まで、・第12

条、第 14条、第 15 条、第 17 条から第 20条まで

及び第24条から第34条まで」とする。

3
 
4
 
5

2
 
2
 
2



0長崎市介護医療院の人員、施設及ぴ設備並びに運営に関する基準を定める条伊K平成3.0年長."'

"γ.四・・従うべき基準崎市条例第1号)

目次

第1章~第5章(略)

第 6章雑則(第56条)

附則

条例(現行)

(基本方針)

第2条(略)

2・3 (略)

(新設)

(新設)

目次

第1章~第5章(略)

第 6章雑則(第 56条・第57 条)

K従業者φ員数又
逮江1条器介護匡療院尽置K容ぎ疑栗者匝買致ほゞ蓬
腰輯英る爰英φ信ゐy啄φ璽武り灣粧る翻
餓頚須11罫詔翻
固鷲菓養讐讐添所建員■顎配坂正英禿護匡療院痔墨{

毛g迄iは1村,1璽醒

1河戦点欝"§K畷狸
芽翻摂弼熊1登轍
惑奇謹二医黛匠φ奨業彊ほ1違屍繋璽鬚璽区療院炎誕
霧隠徒事獣高著冠痛碍邪ぼ捻ぢ蒼じ錯発熟態慧罪護

条例(改正案)

附則

(基本方針)

第2条(略)

2・3 (略)

4 介孝医療院は、入所者の人権の擁孝、虐待の防止

等のため、必要な体制の整備を行うとともに、その

従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じな

けれぱならない。

4

^闇^^'ヲ,'J乢^.'N、、ー゛,,14 ヨ▲',、、,,.電●、」.、ゴ●..」,旦.ーー.'Ξ.▲.■」.止●三JJ ".」●.●"'ー"●'".

介護医療πは、介電医療院サービスを提供する

匡藤、発て,五襲妾粍塑罫璽医藤饒1冨爾条徒冨蒙識濶

に当たうては、,法第118条の2第1項に規定する介護

墨五獣秤塑罪r匡療魂二武う1謬立米廷お墳佳豁於

保険等連情報その他必要な情報を活用し、適切

蒸伺態1穹鑾際で途以赤辻妨墳徒著誕ぞ闇鰹'1騎ゼ塑

効に行うよう努めなけれぱならなし、かつ

涯没飛型罫護匡摸饒署僻護顎渚塲谷切靜護匡纂饒

K径*渚φ買璽轡
瀧'1ι条1,}1凝護医掘屍撲置K・器ぎ従璽者φ買璽ぼ子、塗

踊亘め渇覧め互様かU啄阿等麗然等武藩誓1
豆左郭亙二k酷酸

波赤、五窒渉茶型罫護侯療饒あ葬謹職貧器際ぎ甑叉

所著あ゜処邇iε支翌緊な'蔀場谷'隠ぽ「gご珂隈り蒸な

亘q亘1ごX畷Σ10●^.゛"."一』ι弔一"ー,闇 J「一"..'、吐゛

(構造設備の基準)

第6条介護医療院の構造設備の基準は、次のとお

りとする。

詞謡条養竃及〒ま管種条饗壬返製.所廷員一⑪可以遍
靴璽匡療匠tミ買空迷ぽ羅モ坂写

鄭t可祭可ヲ鷲畷徽
必隔弓U(略》, ノ

那・1介藍匡療醍φ疑条貰廷11専1妾当該芽護匡擦虚φ颪

(構造設備の基準)

第 6条介護医療院の構造設備の基準は、次のとお

りとする。

港鷲奨璽弐迷賓で菱碕五ぼ琴巨饗゛"野当Ⅸ叉餅
署め麺邇迄爰一劣ξ癖い瑞答1ミぼ翠置窃懐工j迭な心露
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゛

、1

(わ介護医療院の建物(入所者の療養生活のため

に使用しない附属の建物を除く。以下同じ。)は、

耐火建築物(建築基準法(昭和 25年法律第 201

号)第2条第9号の2に規定する耐火建築物をい

う。以下同じ,。)とすること。'ただし、次のいず

れかの要件を満たす2階建て又は平屋建ての介

護医療院の建物にあっては、準耐火建築物(建築

基準法第2条第9号の3に規定する準耐火建築

物をいう。以下同じ。)とすることができる。

ア(略)

イ療養室等を2階又は地階に設けている場合

であって、次1.こ掲げる要件の全てを満たすこ

と。

(ア)当該介護医療院の所在地を管轄する消

防長又は消防署長と相談の上、第旦2金の規

定による計画に入所者の円滑かつ迅速な避

難を確保するために必要な事項を定めるこ

と。

(イ).第32 条の規定による訓練1こつし、ては、

回玉の計.画に従い、昼間及ぴ夜間において

,1テうこと。

(ウ)(略)

②~⑧(略)

2,(略)

条例(現行)

す1る蚕亘会ヌ子11ジ'纛舌、置毛め佃め一霜通信

①介護医療院の建物(入所者の療養生活のため

に使用しない附属の建物を除く。以下同じ。)ほ、

耐火建築物(建築基準法(昭和 25年法律第 201

号).第2条第9号の2に規定する耐火建築物をい

う。以下同じb)とすること。'ただし、次のいず

れかの要件を満たす2.階建て又は平屋建ての介

護医療院の建物にあっては、準耐火建築物(建築

基準法第2条第.9号の3に規定する準耐火建築

物をいう。以下同じ。)とすることができる。

ア(略)

イ療養室等を2階又は地階に設けている場合

であって、次に掲げる要件の全てを満たすこ

ど。

(ア)当該介護医療院の所在地を管轄する消

防長又は消防署長と相談の上、第堅2金篁1

堕の規定による計画に入所者の円滑かつ迅

速な避難を確保するために必要な事項を定

めること。

(イ)第32条第1項の規定による訓練につい

条例(改正案)

(介護医療院サービスの取扱方針)
、

第16条(略)

2~6 (略)

1、、、五護医療嘘趣L互体西拘東舞φ適正蛋ぎ図るだ
師JI>知蚕盲げ、る蜑置を這藍亘五iチ五1蓋なら匪iい、、1 ,」'

IdΣ区身廷匝珂蓑等蚕適江亘仏亜だめφ村策乏董、討
薮る釜亘会菱登貞1喜i這以逗閉催ずる1正'毛恵1冥
姦φ盆栗長?い'くS_L介誕璽亘そφ他φ従条者に1
周知徹虞を図るごそ'

器又以示丁「子.じ'E電言苦「客写1'工乏心ゞヲ蔀欝裂活

辻回以導閉確聟る登と廼1三'ミ蚕盆果1金蹴硲t・1
介護颪員憲φ匝1五径栗者R卿1知1徹盧を図蔆ι§
輩滋

塗Σ歎瓢こK略又
8 (略)

ては、同項の計画に従い、昼間及び夜問にお

いて行うこと。

(ウ)(略)

②~⑧(略)

2 (略)

J' 鞘Cで行うごぞ赤で響高毛ゐ、宮詠者"ヌ蚕軽貸穏ーー 4,11'"..'.1.、.1.一』'

8 (略)

(介護医療院サービスの取扱方針)

第16条.(略)

2~6 (略)

に介謹医療院廷{、身体M拘東警φ、適正.蛋蓋図1るだ
滅ト"1'璽it喪、i王る蜑置を譲亘なげ1工、ば浮亘返〔ゞ'{
!嫡河号藤酌師深璽φ適正正画ti廼φ阿策蓋種討

(施設サ「ビス計画の作成)(施設サービス計画の作成)
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第17条(略)

2~5 '(略)

6 計画担当介護支援専門員は、サービス担当者会議

(入所者に対する介護医療院サービスの提供に当

たる他の担当者(以下「担当者」という。)を招集し

て行う会議をいう。以下同じ。)の開催一担当者に

対する照会等により、当該施設サービス計画の原

案の内容について、担当者から、専門的な見地から

の意見を求めるものとする。

条例(現行)

」'

フ~12

第 17条'(略)

2~5 '(略)

6 計画担当介護支援専門員ぱ、'サーピス担当者会議

(入所者に対する介護医療院,サービスの提供に当

だる他の担当者(以卞「担当者」という。)を招集し

ノ

、

(略)

(新設)

条例(改正案)

て行う会議',(テレビ電話"置等を活用して行うこ

とができるものとする。ただし、入所者又はその・家

族(以下この項において・「入所者等」という。)

参加する場合にあ'つては、テ・レビ電話"置等の活

ほ雁窒)

用にっいて当該入所者等の同意を得なけれぱなら

ない。)'をいう。以下同じ。)の開催L 担当者に対

する照会等により、当該施設サーピス計画の原.案

の内容について、担当者から、専門的な見地からの

意見を求めるものとする。
、

フ~12 (略)

.、

す'.

180

'

(運営規程)

第29条介護医療院は'次に掲げる施設の運営につ

いての重要事項に関する規程(以下「運営規程」と

いう。)を定めておかなけれぱならない。

a)~⑥(略)

(辛雁斐)

(ZI・(略)

(勤務体制の確保等)

第30条(略)

2 (略)

3 介護医療院は、従業者に対し、その資質の向上の

(栄養管理)

第20条の2 介孝医療πは、入所者の栄養状態の維持

及び改善を図り、自立した白常生活を営む'ことが

できるよう;各入所者の状態に応じた栄養管理を

計画的に行わなけれぱならない。

(口雇衛生の管理)
介撞医療院ば、入所者の口腔の健康の呆第20条の3

持.図り

よう、口腔衛生の管理体制を整備しイ各入所者の状
態に応じた口腔衛生の管理を計画的に行わなけれ

自立した日常生活を営む二とができる

ぱならない。

(運営規程)

第29条介護医療院は、次に掲げる施設の運営につ

いての重要事項に関する規程(以下1運営規程」と

いう。)を定めておかなけれ.ぱならない。

(1)~⑥(略)・'!

t .

J

⑦虐待の防止のため.の措置に関する事項

.'

⑧(略)

(勤務体制の確保等)

第30条(略)

2 (略)

3 介護医療院は、従業者に対し、その資質の向上の

'
が



、ハ

゛

ち

ために、'その研修の機会を確保しなけれぱならな

い

条例(現行)

俳腿劣

、

ために、その研修の機会を確保しなけれぱならな

い。その際、当該介護医療院は、全ての従業

(新設)

董師、、准看穫師、介妻&祉士、介き支援専門員J去

第・8条第2項に規定する政令で定める者等の資格

条例(改正案)

を有する者その他これに類するを除く

し

ために必要な措置を講じなけれぱならない。

4 介瞳医療院は、適切な介き董医院サ・」ビスの提供

忍知症介講にハる基礎的な研修を受そさせる

を確する観点から

な言動又は優越的な関係を背景とした言動であっ

て業務上必要かつ相当な範囲を.超えたものにより

従業者の就業環境が害されることを止するため

の方針の明確化等の必要な措置を講じなけれぱな

らない。

(看

(非常災害対策)

第32条・(略)

(新設)

靴業鬻継"姦許画め条楚"")

場において行われる性的

塗a唾亟111靜璽虞療、兄ぼ1感築藍翠罪鸞焚讐め屍釜

)に対

蒔fミi§び泛又一二入所、-R狗・冒〒る介護匡療允サ、LEズ

河榎僕署継繞朗i^稀す、るた防のT'及赤罪膏蒔み

1'、儒fで草期お柔一再開甚面るだあの計画く以卞.「璽

[継薪計画,ーという。丁菱棗一胞U「雪聶璽霧惑続哥

(衛生管理等)

第33条.(略)シ

区三、1介護匡療院1美1当纛匝護属療院仁Jミ゛蟇塵条建
辱ほ鴛中毒西f発生唖で潮ぎ罵影峯湧霪'冨,ヨ博1ミ梁
猿穐i張る浴置菱講罵准驫五鳶太巨途",■
知)1ミ当該介誕匡L療院堰為澄墨、威染症'及逐食中毒

画iε徒い亟、要倉昔置遍講じなけれぽな弓五可露]

1いそ;闇知子る遷巴・もに'礁マな研'一及乏ヌ翻"定

期西'iこ実葹ιな吾腕ほ五、らなτ、、ぶ1

迂.テヲ醗電医療饒ほ業楚期朗信璽霧継続哥画め見直Lツ

崎謡3勢婁倦捻池で葉霧森罵籍干画み愛董一箸冒習

汾ぞ謬者P.1

(非常災害対策)

第32条(略)

2・介妻医療院は、前項に規定する訓練の実施に当た

地域住民の参加が得られるよう連に努めつて

なけれぱならない。

(衛生管理等)

第33条(略)

冨叉分護匡癒院ほ11当該介護匡療院斥おいt感竃症
反ぽ食雨毒●1発璽じ又戈ほぎ影証1じ五い匡.う、iミ,1
1ミ擾げる措置蓋講〕三な'ザ盆Uぎ途長互L〒。'1
Id).1_登霊炎誕匡療院獲藍団る懲憂蔓及_蚕食酉毒
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滅叢防及聾鴛1籍延透所正φ誕滅英苅二策譲禄霞鴛
隆隆1員釜匿麗おむ霪枠1夏1嘉惑向以無閉催断冬濁
廼磯波ミ晦φ盆象1有予砥恐疑葉者鴛澗叉伽散匙薪
播讐狸芽1

圃驫甜隆又1

豆11当議難護匡療嘘荏命エミ諸科鞭謹瞭漠董逸他鱸
経淫者1拷菊鰈為1感鷲猛葬繊餐韓毒英子亜葬甑鶴
W延英酬墾那美1阿廼研獲笈笈期輩蔦美趣鳶る■
傘翻

鱗辺靴騒勢
3 (略)

条例(現行)

ノ

(掲示)

第35条

(新三到

可烹防茨武竃笈証炎媛道炎発1蹴英河条菱抵誠弐
屠萎貪登熊手減欝電糖嚢置.等髪曙雨雁慧行捗"だ1

慰癒麹習る駕あを7武冨再1毛お踏買笈鄭亘強1向
以淫閉儷妾姦、導"織博簿姦如礁果工ξ捗露諸餐葉
置獲周ヌ亘微雇鷺る.三饗露

腰蟠軽腰滅

盈興当露謡誕璽療匠1ミ霞'太黛禿蛭畷真熟φ匝炎
疑楽者鷲麹鷲論,1蔵築症撚聾進亜讐鱸烹酬璽箆届

条例く改正案)

(略)

針条蓉'一蔚新二る"'"員雲'熊宗誘E一話襄著讐髪活

k烹璽1発塑鱸媛正涯聾樂鴛腸踊麹北露
露チ血^事散買"完鴛禦建饗炎薑発饗

鵬墾罵煮廷郡1司禦lg是器播?掻置蓋議1§黙鯲勧聾な
遂ない訊

逐^'裂延麺卵1烹美確魂

躍'登穿郷
1否好ニヲく畷)・1

3 (略)

毅延逆亜讐崟子ミ濁む硫修韮逐徒感築逓あ宗餝滅

靜餓剣卦泌K鰭競」^

爵13汎電鰍罷浬買酬写強廷賢踊萎員釜桜武徒業彊、撰
麹罵隆翫1修置墾麹西R起巨,冒妥殴

t、

゛

(掲示)

鴫

鞘む;ぞ行亨冒響示でぎる欝汾遡ず局T醍裂是期嗣

第託条(略)

2・'介護医療πは、前項仁規定する事項を記載し・た書

182

ほ雁劣

冨譚④梯叉略yl

面を当該介き董医療院に備え付け、かつ、これをいつ

でも関

の規定による掲示に代えることができる。

1匡故琵坐炎防鴛秀1委釜讐鰻φX藍11

俳雁劣

に自由に閲覧させることにより

寛40条,」.1i价護医療院は;X嘉散1委努生逮1ぎ烹1灸黒発署
鵬讐篭羅だ廼欝焚ぜ縞呼渇確置裂誕嘉心荘雛ぼ写、

弓T餐1い戈,゛
浮磯淫懐.1覗K畷勧
黙周緊琴竃罷聖φ蛋'ミ英だ廼灸:美亘会1驚デυ鰹菴話

嚢"置奪t一浩ヤ甫氾光1行弓で途,苔都逃1;篝琴写俄醤薪

搭淨).丞び従業箸恵痘す臣研修を症,期蚫、1之行う昼
打'井'昌竹打

・七"",1',^ー.'".'..

卿W而ミ§喜捲鴇存高殆置蓉讃吻轟美葹苛冬発務お

同項

巨共董町τ艦戸、゛...^-J.1.、、'1 、ー'」"..●」.、、'゛

麺雪著髪置て1怠1遡1、,,1

遂彊^

靈盆◎条セΣ乞..'・罪r匡索饒ぼ系虐祷め発釜支ぼ宅aシ罵露

f 暖1:'らな'蔀醍

歪蔦るだ詔工淡荏編淨ぢ1晋置罵藷醤筆好乳礁

m7熊雪誠外謹匡療饒荏糖訣岩陰祷あ砺狐汾発翁お



゛

゛

条例(現行)

(基本方針)

第45条(略)

2 (略)

俳斤設)

捷蘭催藤蕃週ぞ悪尼{姦ゐ霜一穩るい慧;事葬電

頁是あ稲あ徒葉者信周知一嬬程面る暮曾豁

②1,f淫骸介竃医療元博語仔る虐待あ陽正め発めめ

(新設)

条例(改正案)

糟斜蕃樂備青渇7巡乳溌

固ゞ雪聶外瑳崖療一建糖い1で炉罪妻職員姦め佃俄
徒樂著徒鬪7峨1{虐祷汾防圧切発飼ゐ語確菱楚期
嗣荏更禿ぼ蕩遷轡誠

囲器所§喜、iご卿烹る搭曹菱適切鳶実硲手葛泥高め
頚当署製置1篭ミ君凝

(施設)

第46,条_'・(略)

2 ・ 3 '(略)

4 ・前3項に規定するもののほか'ユニット型介護医

療院の設備構造の基準は、次に定めるところによ

る。

①ユニット型介護医療院の建物(入居者の療養

生活のために使用しない附属の建物を除く6'以

下同じ。)ほ、耐火建築物とすること。ただし、

次のいずれかの要件を満たす2階建て又は平屋

建てのユニット型介護医療院の建物にあって

は、準耐火建築物とすることができる。

ア(略)

イ療養室等を2階又は地階に設けている場合

であって、次に掲げる要件の全てを満たすこ

と。

(ア)当該ユニット型介護医療院の所在地

を管轄する消防長又は消防署長と相談の

(基本方針)

第45条(略)

2 (略)

3 ユニツト型介護医療完は、入居者の人権の擁電

虐待の防止等のため、必要な体制の整備行うと

ともに、,その従業者に対し、研修を実施する等の措

置を講じなけれぱならない。

4 ユニツト型介講医療院は、介瞳医療院サービスを

提供するに当たっては、、法第1・18条の2'1項に規定

する介き劃険等関連情報その他必要な,月報を活用

適切かつ有効に行うよう努めなけれぱならなし、

い

(施1劣

第46条.(略)

2・3 (略)

4 前3項に規定するもののほか、ユニット型介護医

療院の設備構造の基準は、次に定めるところによ

る。

(1)、ユニット型介護医療院の建物(入居者の療養

生活のために使用しない附属の建物を除く。以

下同じ。)は、耐火建築物とすること。た,だし、

次のいずれかの要件を満たす2階建て又は平屋

建てのユニット型介護医療院の建物にあって

は、準耐火建築物とすることができる。

ア(略)

イ療養室等を2階又は地階に設けている場合

であってイ'次に掲げる要件の全てを満たすこ

と。

(ア)当該ユニット型介護医療院の所在.地

を管轄する消防長又は消防署長と相談の

、
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上、第55条において準用する第32条の

計画に入居者の円滑かつ迅速な避難を確

保するた.めに必要な事項を定めること。

(イ)第55条において準用する第詑条の

規定による訓練については、同条の計画

に従い、昼間及ぴ夜間において行うこと。

条例(現行)

(運営規程)

第52条ユニット型介護医療院は、、次に掲げる施設

の運営についての重要事項に関する規程を定めて

おかなけれぱならない。

a)~⑦(略)

⑧虐待の防止のための措置に関する事項、

(ウ)(略)

②~⑧(略)

(略)5

(介護医療院サービスの取扱方針)

第 48 条・'(略)

(略)2~8

鄭1写巡羅IE型条護匡援院鱈鮮嘉藷的廼璽翌鱸適薫鵡
置図隆女E師溌'葬に頚1鷺参譜置麦講鴛赱雪驫乳駕鷺陵
庁マ醒刷゛

、

諭熟璽傷迷的抱鴛隻踊竃1餓亘1φ姪1罵何篇簸を除討
趣る蚕員・釜饗§見ぱ発回笈磐閉儷途捧雪聾禅心1§
謬炎鐙速獲獄い鴻欝靴,護璽買曇蹟矩鱗徒楽者辱
圃ヌ1微娃匿{亘る葺妥翻

k亘藩鰻工慕詠粛Σ1
10 (略)

上、第弱条において準用する第旦2金第

1 項の計画に入居者の円滑かっ迅速な避

難を確保するために必要な事項を定める

こ・と。

(イ)第55条において準用する第旦2宝^!

項の規定による訓練については、同項の

計画に従い、昼間及び夜間において行う
f

二と。

(ウ)(略)

'②~⑧.(略)

(略)

184

条例(改正案)

ー、 5

,

⑨

(運営規程)

第52条ユニ,ツト型介護医療院は、次に掲げる施設

の運営についての重要事項に関する規程を定めて

おかなけれぱならない。
i

a)~⑦.(略)

(新設)・'

⑧、(略)

(勤務体制の確保等)

第53条(略)

2 ・ 3 ・(略)

4 ユニット型介護医療院は、従業者に対し、その資

質の向上のために、その研修の機会を確保しなけ

れぱならない。

(介護医療院サービスの取扱方針)

第朝条・(略)

(略)2~8

厭.11讐'弦霽聾繋誰璽擦僅墓ξ嘉逐1§拘鴛鷲φ適並延
製図迷契範熊譲武懇鷲為措置姦璽慧,な好麗ぼな廟

廼蔀1互藤鰻讃象烹鱸適霍,亘珍二琴郵寅諸条蔆建討

'、
.

1""1訂勺fI1夕円

1■.,;ιL,」五1 '悼1」,

鴛登釜買讐1罵島砂建電語疲置奪、',活儒心駕行ぢ

(勤務体制の確保等)

第53条(略)

2・3 (略)

4 ユニット型介護医療院は、従業者に対し、その資

質の向上のために、その研修の機会を確保.しなけ

れぱならない。その際、当該ユニット型介護医療院

閉置量る妥鷺^黙姦亜竈果孫弐野太女介誕電買
裟踊1璽崟挺葉置鴛凋知微匠蓬適姦冨塗翻

地1赫超)途K略奨
10 '(略)

冠芝郷迅冶名1工伍{琴'る緜奨,蔓轟鳴1佳碇卿J璽雲

(略)

は、全ての従業者(看護師、准看撞師、.介護言祉士



.戸

゛

条例(現行)

俳雁別

(準用)

第 55 条・第 7 条から第 13 条まで、第・15 条、第 17

条から第 20 条まで、第 23 条、、第25 条から第 28

条まで及び第32 条から第43条までの規定は、ユ

ニット型介護医療院について準用する。この場合

において、第7条第1項中「第29条に規定する運

営規程1とあるのは「第52条に規定する重要事項

に関する規程」と、第27条第2項中「こ・の章」と

あるのは「第 5章第3_節」.と、、第42.条第2項第4

号中「第 16 条第 5項」とあるのは「第'48 条第 7

項」と読み替えるものとする。

介孝支援専門員、法第8条第2項に規定する政令で

定める者等の資をする者その他これに類する

者を除く。)に対し、認知症介瞳にハる基礎的な研

修を受講させるために必要な措置を講じなけれぱ

条例(改正案)

ならない。

5 ユニット型介三医療πは、適切な介穫医療院サー

ヒスの提供確保する観点から

われる性的な言動又は優越的な係を背景とした

抄本、正

言動であって業務上必要かつキ当な範囲を超えた

ものにより従業者の就業戸境が害されることを防

止するための方金の明確化等の必要な措置を

なけれぱならない。

俳盾劣

(準用)

第 55 条第 7条から第 13 条まで、第 15 条、第 17

条から第20条の3 まで、第23条、第25条から第

であって

場において行

28条まで、第 30 条の 2'及び第.32 条から第43 条

までの規定は、.ユニット型介護医療院にっいて準

用する。この場合において、.第,7 条第 1 項中「第

29条に規定する運営規程」とあるのは「第52条に

規定する重要事項に関する規程」と、第27条第2

項中「この章」とあるのは、「第 5 章第 3・節」と、

第・42条第2項第4号中「第 16 条第5 項」とある

のは.「第48条第7項」と読み替えるものとする。

されるものいう。)により行うことができる

185

子計機に'よる情報処理の用に共

じ

(電磁的記録等)

t

第三墜介.医療院及びその'業者は、作成

の他これらに類するもののうち、'この条例の規定

において書面(書面、書類、,文書、謄

本、副

て認識することができる情報が記'された紙その

他の体物をいう。以下このにおいて同じ。)で

行うことが規定されている又は想定されるもの

本その他文字、図形等人の知覚によっ

(「0条第1項(勺久において準用する場合を含

む。'、)及び 13条第1項(前条において5 用する場

合を含む。)並びに次項に規定するものを除く。)

については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的

記録(電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によ

存そ

つては認識することができない方式で作られる記



条例(現行)

(委"任)

第56条

附則

(略)

2.療養病床(医療法(昭和 23年法律第 205 号)第 7

条第2項第4号に規定する療養病床をいう。以下

同じ。)等を有ずる病院又は病床を有する診療所の

開設者がゞ.当該病院の療養病床等又は当該診療所

の病床を平成36年3月31日までの間に転換(当

介護医療院及ぴその"業者は、交付

意、承諾その他これらに類する.もの(以下「交付

等という。)のうち、この条例の規定において書

面で行うことが規定されている又は想定されるも

条例(改正案)

のにっいては、当該交付等の相手方の承諾を与て

骸病院の療養病床等又は当該診療所の病床の病床

数を減少させるとともに、'当該病院等の施設を介

.護医療院、軽費老人ホーム・(老人福祉法(昭和38年

法律第↑33号)第20条の6に規定する軽費老人ホ

」厶をいう。)その他の要介護者、'要支援者その他

の者を入所又は入居させるための施設の用に供す

ることをいう。以下同じ。)を行っ、て介護医療院を

開設する場合における当該介護医療院の建物にっ

いては、第.6条第 1 項第 1 号及び第46条第4項

第,1号の規定はイ.適.用しない

3.療養病床等を有する病院又は病床を有する診療

所の開設者が、当該病院の療養病,床等又は当該診

療所の病床を平成36年3月31日までの間に転換

、

書面に代えて、電磁的方法(電子的方法、磁気的方

法その他人の知覚によって認識することができな

い方法をいう')によることができる。

(委任)

篁旦Z条

見明、同

,

、、

附則

(略)

2 療養病床(医療法(昭和 23年法律第 205 号)第 7

条第2項第4号に規定する療養病床をいう,。以下

同じ。')等を有する病院又は病床を有す・る診療所の

開設者が、当該病院の療養病床等又は当該診療所

の病床を令和6年3月31.日までの間に転換(当該

尋

J

を行って介護医療院を開殷する場合における当該

介護医療院の屋内の直通階段及びエレベーターに

つぃての第6条第 1 項第2号及び第46'条第4項

第2号の規定の適用については、第6.条第1項第

2号及び第46条第4項第2号中「屋内の直通階段

及びエレベーターをそれぞれ1 以上設けること」

とあるのは、「屋内の直通階段を2以上設けるこ

と。ただし、エレベーターが設置されているもの

又は2"階以上の各階における療養室の床面積の合

病院の療養病床等又は当該診療所の病床の病床数

を減少させるとともに、'当該病院等の施設を介護

医療院、軽費老人ホ」ム(老人福祉法(昭和38年法

律第 13.3・号)第20条の 6に規定する軽費老人ホー

ムをいう。)その他の要介護者、要支援者その他の

者を入所又は入居させるための施設の用に供する

ごとをいう。以下同じ。)を行って介護医療院を開

設する場合における当該介、護医療院の建物につい

ては、第6条第1項第1号及ぴ第46条第4項第1

号の規定は、適用しない

3 療養病床等を有する病院又は病床を有する診療

所の開設者が、'当該病院の療養病床等又は当該診

療所の病床を厶和6年3月31日までの間に転換

J

を行って介護医療院を開設する場合における当該

介護医療院の屋内の直通階段及びエレベータ「に

つぃての第6条第1 項第2号及び第.46条第4項

第2号の規定の適用にっいては、第6条第1項第

2号及び第46条第4項第2号中'「屋内の直通階段

及びエレベーターをそれぞれ1以上設けること」

とあるのは、_「屋内の直通階段を2以上設けるこ

と。ただし、エレベーターカ靖受置されているもの

又は2階以上の各階における療養室の床面積の合

袷6
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計、がそれぞれ50平方メートル(主要構造部が耐火

構造であるか、又は不燃材*乳建築基準法第2条第

9号に規定する不燃材料をいう。)で造られている

建築物にあっては、100平方メートル)以下のもの

については、屋内の直通階段を1とすることがで

きる」とする。

4 療養病床等を有する病院又は病床を有する診療
、

所の開設者が、当該病院の療養病床等又は当該診

療所の病床を平成36年3月31日までの間に転換

条例(現行)

を行って介護医療院を開設する場合における当該

介護医療院の療養室に隣接する廊下については、

第6条第 1'項第6号ア及ぴ第46条第4項第6号

アの規定にかかわらず、幅はイ1.2メートル以上と

する。ただし、中廊下の幅は、1'6メートル以上と

する。

5 平成 18年7月1日から平成30年3月31日ま'

での問に、療養病床等を有する病院又は病床を有

する診療所の開設者が、当該病院の療養病床等又

は当該診療所の病床の転換を行って開設した介護

老人保健施設(以下「介護療養型老人保健施設」と

いう。)であって、平成36年3月、31日までの間に

の全部又は一部を廃止するとともに、介護医療院

を開設した場合における当該介護医療院の屋内の

直通階段及びエレべ」夕」にっいての第 6条第 1

項第2号,及ぴ第46条第 4項第2号の規定の適用

については、第6条第1項第2号及び第46条第4

項第2号中「屋内の直通階段及びエレベータ「を

ぞれぞれ1 以上設けるこ_と」とあるのは、「屋内

の直通階段を2 以上設けること。ただし、'エ,レベ

ーターが設置されているもの又は2階以上の各階

における療養室の床面積の合計がそれぞれ 50 平

方メ」トル(主要構造部が耐火構造であるか、又は

不燃材料(建築基準法第 2条第 9号に規定する不

燃材料をいう。)で造られている建築物にあって

計がそれぞれ50平方メートル(主要構造部が耐火

構造であるか、又は不燃材料(建築基準法第2条第

'9号に規定する不燃材料をいう。)で造られている

建築物にあっては、100平方メートル)以下のもの

については、屋内の直通階段を1とすることがで

きる」とする。

4 療養病床等を有する病院又は病床を有する診療

所の開設者が、当該病院の療養病床等又は当該診

療所の病床を令和6年3月31日までの間に転換

は当該診療所の病床の転換を行って開設.した介護

老人保健施設(以下「介護療養型老人保健施設」と

いう、。)であって、ム和・6年3月31日までの間{こ

条例(改正案)

当該介護療養型老人保健施設の全部又は一部を廃

止するとともに、介護医療院を開設した場合にお

ける当該介護医療院の建物については、第6条第

1項第1号及び第46条第'4項第1号の規定は、適

用しなし.、。

6 介護療養型老人保健施・設であって、平成36年3

当該介護療養型老人保健施設の全部又は」部を廃

止するとともに、'介護医療院を開設した場合に.お

ける当該介護医療院の建物については、第6条第

1項第1号及ぴ第46条第4項第1号の規定は、適

用しない。

6 介護療養型老人保健施設であうて、令和 6年3

を行って介護医療院を開設する場合における当該

介護医療院の療養室に隣接する廊下につぃては、

第6条第・1 項第6号ア及び第46条第4項第6号

アの規定にかかわらず、幅は、1.2メートル以上と

する。ただし、中廊下の幅は、1.6メートル以上と

する。,

5 平成,18年7月1日から平成30年3月31日ま

での間に、療養病床等を有する病院又は病床を有

する診療所の開設者が、当該病院の療養病床等又

,甲
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月31日までの間に当該介護療養型老人健き窒月31日までの間に当該介護療養型老人保健施設

の全部又は一部を廃止するとともに、介護医療院

を、開設した場合における当該介護医療院の屋内の

直通階段及びエレベ・」ターについての第 6 条第 1

項第 2号及び第.46条第4項第2号の規定の適用

については、第6条第1項第2号及び第46条第4

項第2号中「屋内の直通階段及び工.レベーターを

それぞれ 1 以上設けること」とあるのは、'「屋内

の直通階段を 2 以上設けること。ただし、エレベ

ーターが設置されているもの又は2階以上の各階

における療養室の床面積の合計がそれぞれ 50 平

方メートル(主要構造部が耐火構造であるか、又は

不燃材料(建築基準法第 2条第 9 号に規定する不

燃材料をいう.。)で造られている建築物にあって

〆
、



は、100平方メートル)以下のものについては、屋

内の直通階段を 1とすることができる」とする。

7 介護療養型老人保健施設であって、平成36年3

月31日までの間に当該介護療養型老人保健施設の
、

全部又は一部を廃止するとともに、介護医療院を

開設した場合における当該介護医療院の療養室に

隣接する廊下については、第6条第1項第・6号ア

及び第46条第.4項第6号アの規定にかかわらず、

幅は、1.2 メートル以上と.する。.ただし、中廊下,の

幅は、'1.6 メートル以上とする。

条例(現行)

(辛廂劣

は、、100平方メートル)以下のものについては、屋

内の直通階段を 1 とすることができる」とする。

ノ

介護療養型老人保健施設であって、令和6年3月

31日までの間に当該介護療養型老人保健施設の全

部又は一部を廃止するとともに、介護医療院を開設

した場合における当該介護医療院の療養室に隣接

する廊下にっいては、第6条第1項第6号ア及び第46

条第4項第6号アの規定にかかわらず、幅ぱ、1.2メ

トル以上とする。'ただし'中廊下の幅は、'1.6メ

トル以上とする。

条例(改正案)

J

"、

病を有する診療所の開設者が、当該診療所の

病床を令和6年3月釧日までの間に転換を行って介

tム'

電医療院を開設する場合における当該介孝医療院

、

の浴室につぃては、第5条一2項第3号イ及ぴ第46条

第2項第2号イの規定にかからず

全面的な改築の工事が終了するまでの問はし一般

浴槽のほか、入浴に介助を必要とする者の入浴に

。1

適した設備を設けること'とする。

鬼

'

築、増築又は

;
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